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序 文
現代経済社会にお い て , 退職給付制度 は1 つ の 重要な論点であ る｡ 機関投資家と
しての 年金基金にせ よ, 確定拠出型の401 (良) 等の従業員投資にせ よ, 資本市場の
価格形成を左右す るほ どの 影響力を有 して い る ｡ にもかかわらず, これら退職給付
の 運営活動が, どの ような原理 に基づい て行われるか は, 意外 にも明確 にされて き
て はい な い の である ｡
この ような状況におい て , 日本の退職給付制度は2 つ の 大きな改革を余儀なくさ
れた｡ 1 つ は , 退職給付の 投資運用環境という視点からの 改革である ｡ い ま1つ
は, い わゆる企業会計ビ ッ グ ･ /1ンの 1 つ .として行われた退職給付会計制度の 改革
で ある ｡ 本論文で は, この ような社会的な動向を分析する に際 して , 退職給付の財
務報告制度に着目して い る ｡ 退職給付 に関す る財務情報の 需要 と供給を結びつ ける
社会的なシ ステム と して , 財務報告制度に焦点を当て るの である ｡
こ の ような視点 に立 つ の は次の ような理由によ っ て い る o すなわち , 退職給付制
度は , 経済成長 に深い かかわりを持 つ とい う本質的性格ゆえに, 国家 ごとに異なっ
て い るの が通例で ある ｡ また, 退職給付制度を成立させ る企業の シ ス テ ムも国家 ご
とに特色 を持 っ て い る こ とが, これまでの 研究で次第に判明して きて い る ｡ した
が っ て これらの 点を考 え合わせ れば, 退職給付会計も国家 ごとの特色を有してい る
の で はない か とい う推論を導ける こ とになる の である ｡
本論文 は, 退職給付会計に関する これまで の研究をま とめたもの で ある ｡ 思え
描, 学部時代にはじめて会計学に興味を抱い て以来, 多くの 方々 よ り ご指導や支援
をい ただい た ｡ まず, 恩師で ある善積康夫千葉大学助教授には, 本論文の 執筆の
間, 常に親身なご指導と ご稚捷を賜 っ てきた｡ こ こ に深く感謝を申し上 げるととも
に , 今後も精進する こ と をお誓い したい ｡ 千葉大学の井上 良二 教授, ならびに大塚
ⅠⅠ
成男助教授 にも, 日頃より暖か い ご指導をい ただ いて い る｡ 両先生の 胸を借りて こ
そ克服で きた難問に, 博士論文中幾 つ も遭遇 した｡ 重ねて感謝を記したい ｡
早稲田大学大学院修士課程で は, 改新井清光教授に研究者 として の基礎を教えて
い ただい た｡ 先生からは, 論文の 書き方か ら, 資料の 収集の 仕方, 哲学的な思考 に
至るまで研究者 として の基礎を授けてい ただい た｡ 残念ながら, 本論文 の執筆中に
先生は他界された｡ 先生より最後にい ただい た手祇 にあっ た ｢どうか良い 論文を書
い てください+ とい う 一 言に何とか答えよう と, ただそ の 一 念で執筆を続 けて きた
とい っ て も過言で はない ｡ 先生の ご冥福をお祈り したい ｡ 散大塚勝夫早稲 田大学教
授には, 農的生活 とい うコ ンセ プトの もとで , ｢人間に と っ ての 真の 豊かさ+ を問
う姿勢を身につ けて い ただい た ｡ 鈴木治郎信州大学助教授には , 失敗か ら学ぶ こ と
の大切さ を教えて い ただい た｡ そ の ほか, こ こに書き記す こ とができなかっ た多く
の 方々 に , 心か ら感謝を申し上 げたい ｡ 本論文 には才なく して研究が及ばぬ点が少
なか らず存在するで あろうが, これは今後の 課題と して精 一 杯の 改善を志す こ とと
したい ｡
最後 に, 私事 にわたる こ とをお許 しい ただきたい ｡ 私の 学究生活を見る こ となく
他界 した, 祖父の 故 中村清に感謝を記したい ｡ 計数 に明 るい 人物で あっ た祖父は,
､
精神面で もまた物質面でも私を支えてくれた ｡ 本論文の テ - マ は, 年金の 大切さ を
説く祖父が導い たもの か もしれない ｡ 祖父の 墓前 に謹んで本論文を捧げ, 冥福を祈
りたい ｡ 最後に , 生活 に心安 らぐ場を与えて くれ る, 妻の久美子と長男の 知誠にも
感謝した い ｡
2001年2月 西千葉にて
中 村 文 彦
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序章 閤題沿所在起研究粛法
研究対象としての退職給付会計の領域
第1節 問題の所在
1 序
退職給付 に関する会計は, 実務面 におい て の みならず, 近年, 1 つ の研究領域 と
して益々 重要性を帯び て きて い る ｡ それは , こ の会計領域が企業年金を財政面から
支える とい う役割を持 っ て い るためであり , また企業会計自体に重大な問題提起 を
するためである ｡
この 重要性が 一 般に 理解され るようにな っ て きたの は, 日本版 ビ ッ グ ･ バ ンとい
う変革が起 こ っ たこ とに端を発 して い るだろう｡ 日本版 ビ ッ グ リ†ンで は, 退職給
付会計に対す るドラス ティ ッ クな改革が行なわれ る こ と とな っ た｡ そ れは, 2つ の
流れを有 して い る ｡ 策 1の 流れは, 企業会計改革の 一 環と して 行われた退職給付会
計基準が公表された こ とで ある ｡ こ の 流れ にお い て , 金融資本市場 にお ける透明
性 ･ 公正 性 の 向上 と い う命題 を達成す るた めに; 退 職給 付 に関わる財 務ディ スク
ロ - ジャ ー を拡充す る とい う具体的課題が示されて い る o 第2 の 流れ[l]は , 退職給
[1] この 点 に つ い て は , 通産省産業構造委員会 [197] におい て次の ような課題と
して示 され て い る｡ ①企業年金, 投資信託等 の運用規制の撤廃を通 じた資産運用
の効率化 , ②確定拠 出型年金の実現を通 じた資本市場 へ の資金供給 の 拡大 , ③企
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付資金の 投資環境そ の もの に関する改革で ある o こ の 第2の 流れに つ い て は
, 資本
市場 にお ける投資運用活動 におい て , 効率性およ び慎重性を両立し退職給付制度を
維持 ｡ 強化する こ とが目標 とされて い る ｡
退職給付の財務報告シ ス テム を, 企業 (財務報告書の 作成者) による退職給付財
務情報 の供給およ び, 外部利害関係者 (財務情報利用者) による情報需要の市場と
とらえれば, どちらの 改革も, 退職給付会計の 意思決定情報提供機能をク ロ ー ズ ･
ア ッ プす る改革で ある こ とには変わりがない ｡
財務報告書におい て 会計情報を開示する方法 には, 基本財務諸表によ る方法, 脚
注による情報開示 , そ の 他 の補足情報 として の 開示 の 3 つ が存在 して い るが
, 第1
の ビッ グ ･ バ ンの 視点 で は, こ の 3 つ の 区分をどの ように組み合わせて退職給付の
ディ スク ロ ー ジ ャ ー を行なうか, 言い 換えれ ば, 供給す る退職給付財務報告書をど
の よ うにデザイ ンするか に焦点が当て られて い る｡ また, 第2 の ビッ グ ･ バ ンの視
点 で は, 財務ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー 情報の 需要者, すなわち年金基金などの 機関投資
家をはじめ とする投資者の 視点がクロ ー ズ ･ ア ッ プされて い る ｡ い うまで もなく ,
こ の ような流れに よ っ て規制が撤廃され自由な投資環境が保障されれ ば, 機 関投資
家は自己の 見積 っ た投資リスク に基づ いて 投資資産 の 配分を行なうはずで あり, 過
職給付会計情報はそ の 投資リス ク見積もり に重要な役割 を果たし得 る こ とになる c
2 日本版 ビッ グ ･ /ヾ ンによる情報提供機能の 重視
本来 , 企業会計には投資意思決定情報の 提供機能だけでなく配当可能利益情報を
中心と した 利害調整機能が求められて い るはずで ある ｡ なぜなら, 現代社会におけ
る財務情報の 需給均衡 は, 投資意思決定情報提供を重視して い る証券取 引法系列の
業年金資金の効率的な運用確保の観点か らの 受託者責任の 明確化, で ある (通産
省産業構造委員会 [19 7], 8 ト87頁)である ｡
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財務報告規制 と, 利害調整機能を重視す る商法系列の 財務報告規 制とい う2 つ の 規
制が , 財務報告の ミ ニ マ ム ｡ ライ ンと して 供給者 (企業) に課 される こ とで成立 し
て い るか らで ある｡ こ の 企業会計の 本質を前提とするならば, 日本版 ビ ッ グ ･ バ ン
に よ っ で情報提供機能重視の気運が高ま っ た ことで , 利害調 整と い うもう 1 つ の重
要な機能が歪 められ , ひ い て は利 害関係その もの も変化して しまっ た可能性を完全
に否定 し得ない だろう ｡ そ こ で こ の 点を考えるために , 情報提供機能および利害調
整機能の それぞれが求めて い る財務情報の 内容を検討して み よう ｡
財務報告 によ っ て 提供される投資意思決定情報 の 内容を考 える場合に は, 株価と
の 関係から論 じられる こ とが多 い ｡ これに は, 大きく分けて 伝統 的アプロ ー チ と経
済的ア プロ ー チ の 2 つ の アプロ ー チが存在 して い る ｡
伝統的アプ ロ ー チ におい て は, 報告利益が資本市場 とシス テ マ テ イ ツ クに連動す
る こ とが想定 されて い る｡ こ の 立場におい て は, 報告利益を操作す る こ とで株価が
操作で きる とい う考 えに立 っ て い るために , 財務報告 における報告利益 の 計算構造
に重点がおかれて い る ｡ 一 方, 経済的アプロ ー チ にお いて は , 株価は, 予想される
将来 の税 引後 キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を, リスクに見合 っ た分 で割引い た現在価値 に等
しく なるもの と考えられて い る ｡ こ の 立場 におい て は, 報告利益はキャ ッ シ ュ ･ フ
ロ ー の 予測 に対 し役立 つ か ぎり におい て有効な業績尺度となり得る ｡ したが っ て ,
財務報告における利益計算構造の 重要性 は, 伝統的ア プロ ー チ に比べ て 相対的に薄
れる こ と になる ｡
こ の 2 つ の ア プロ ー チに基づい て, 投資および与信意思決定情報の 内容も幾つ か
に分かれて い る ｡ たとえば, 合衆国の 財務会計基準審議会 (Fina n cialAc c o u nting
Sta nda rds Bo rd : FASB) が 公 表 す る 財 務 会 計 の 諸 概 念 1 号 (State m e nt of
Fin a n cial Ac c o u nting Co n c epts :SFAC l) に よれば, 当該情報 はキ ャ ッ シ ュ ･ フ
ロ - に関す る情報, 企業の 一 会計期 間の 業績 に関す る情報 (SFAC, pa r. 42)., 経営
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者の 受託責任 の 遂行 に関す る情報 (pa r. 50) などか ら構成されて い る ｡ こ の 場合の
キ ャ ッ シ ュ ｡ フ ロ ー +情報は, 企業 へ の 正 味キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー の見込額, その
時期およびそ の 不確実性をあらか じめ評価する の に役立つ もの で なければならない
(pa r. 37)0
か かる点か らすれば, 日本版 ビッ グ ･ バ ンで拡充された退職給付の財務情報は,
少なく とも, 報告利益およ びその 計算構造 に関わる情報かあ るい はキャ ッ シ ュ ･ フ
ロ ー お よびそ の見積りに関わる情報 となる こ とが理解されよう｡
一 方, 利害関係者[2]の利害調整に関して は , こ の ような投資者として の 情報 ニ ー
ズの 視点とは異 な っ た視点か ら財務情報 が必要 と され る ｡ 財務情報 に利害調整機
能を 想定す る 場合 , しば しば, ｢財 産 をめぐる取 るか取 られ る かの 線 引き (安藤
[1989], 165頁)+ とい う言葉で 表され るよう に, その 中心的な役割を果すの は,
財務諸表の 利益計算構造 によっ て 算定 される利害裁定基準と して の報告利益, 特 に
分配可能利益[3] (稼得利益) である ｡
[2] FASB の概念ステ ー トメ ン トで は , 企業の 利害関係者を外部情報利用者 とい う呼
称で表 して い る (SFACl , pa r. 24)｡ 同ス テ ー トメ ントで は この ほか にも, 弁護
士
,
エ コ ノ ミ ス ト, 研究者等も こ の 情報利用者 に加え, 広範な情報利用者を想
定 して い る ｡
[3] 分配可能利益 は, 債権者保護および出資者保護の 思想を背景 とする商法系統の
会計におい て 重視され て い る ｡ 安藤 [1985] に よれば, 商法会計制度 における
債権者保護 と出資者保護の 内容 は次の ようにな っ て い る ｡ 債権者保護 は, 第1
に商人の 詐欺破産及び過怠破産の 防止 ( 破産防止), 第2 に破産の 判定ない し予
知 手段 の 債権者 へ の 提供 ( 状況 開示), 第 3 に株式会社の 配 当規制 ( 資本維
持), を 内容と して い る (3- 5貢)｡ 一 方で , 投資者保護 に関して は, 第 1 に分配
利益の 計算に 関する出資者相互 間の 利害の 調整 (利害調整), 第2 に財産管理の
受任者か ら委任者 ( 出資者)へ の 顛末報告 (顛末報告), 第3 に財産管理の 受任
者か ら委任者 ( 出資者)へ の 状況報告 (状況報告) を内容 にしてい る (3頁およ
び6 - 7頁)0
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こ の 利害調整の 会計に焦点を当て る場合 には, 財産の 受託者が委託者の ために財
務報告をす るス チ ュ ワ - ドシ ッ プ会計 (ste w a rdship ac c o u nting) が重視されるか
ら, 利潤計算を通じて算定された報告利益が状況の 顛末と して ディ ス ク ロ ー ズされ
る こ とを通じて , 債権, 株主をはじめとす る利害関係者間の 利害調整が行われる の
で ある ｡
以上 の検討 によれ ば, 情報提供機能で はどちらかとい えばキャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 情
報が , 利害調整機能で は稼得利益情報が重視される とい う, 本質的な違い が明らか
になる ｡ つ まり , 退職給付会計にお ける情報提供機能の 重視 によ っ てキ ャ ッ シ ュ ･
フ ロ ー 情報がク ロ ー ズ ･ ア ッ プされ, 稼得利益の算定が相対的に後退したとい う見
方が 出来得 る こ とになる｡
こ の 場合にお い て最も問題 となる の は , 報告利益 の算定が財務諸表本体で どの よ
うな枠組み に よ っ て行なわ れるの かとい う点で ある ｡ 分配可能利益の こ とを算定す
べ き報告利益 と考える の で あれば, 利害関係者間で富を分配する際 に重要な役割を
有す と伝統 的に考 えられて い る歴史的原価 (Histo ric al Co st :ⅢC) によ る評価方
法[4]が重んじられ 原価 - 実現基準 の フ レ ー ム ワ ー ク に基づく利潤 計算構造が選好
され る こ とになる ｡
一 方で , 退職給付の 運営活動に関わるキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー をあらかじめ評価する
の に役立つ 情報も求められ る こ ともある ｡ こ の場合 に は, 基本財務諸表 における利
潤計算構造にお い て は, 時価 - 発 生基準 の フ レ ー ム ワ ー クによる計算構造が求めら
れる こ とになる ｡
実際, 日本版 ビッ グ ･ バ ン で情報提供機能が重視された こ とに よ っ て , 後者の 時
価 - 発生主義 の 利益算定フ レ ー ム ワ ー クがク ロ ー ズ ･ アッ プさ れ また退職給付の
キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー が財務情報に表現されたの で あるが, これに よ っ て次の ような
[4] 例えば, 井尻 [1968] 90-91貢を参照.
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メリ ッ トがもたらされた｡
従 業員の 給付を目的 として企業 に設置されるにもかかわらず , 退職給付の 運営は
もっ ばら経営者に委ねられて い る ｡ こ の ために, 退職給付の 運営 に関して , 本質的
に経営者の 保有す る情報 と従業員が保有する情報とは非対称 とな っ て おり, 利害関
係者 と して の 従業員は, こ の ような情報の 非対称性 を回避す るために, 必然的に退
職給付の 財務報告 を求めるイ ンセ ンテ ィ ブを有する こ とになる ｡ 情報提供機能の強
化が , この 機能を満 たす役割 を担う こ とは明白 で ある ｡ SFAC l で, ｢稼得利益情報
は , 一 般 に , 経 営 者 の 受 託 責任 ま た は 会計 責任 を 評価 す る ため の 中心 で ある
(pa r.51)+ と述 べ られて い る ように , 従業員の給付を確保する経営者の 責任 , およ
び株 主の利害を確保す るための経営者責任をそれぞれを評価す る上で ち, 企業の稼
得利益情報は尺 度 と して利用可能でな けれ ばならない ｡ なぜなら, ｢企業の 将来の
キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー お よび良好なキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を生み 出す企業の 能力につ い
て の 投資者 , 債権者そ の他 の 情報利用者の 関心は, 企業の キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー に関
する 直接的な情報よりもむ しろ稼得利益 に関す る情報 に つ い て の 関心 と主 として結
びつ く こ と になる (SFACl , pa r. 43)+ ためである ｡ 逆 に考 えれ ば, 稼得利益情報
はキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 情報 が十分 に考慮されて こそ , 投資意思決定情報 として 中心
的な役割を果たす こ とになるの で ある｡
また, 投資者 として の 年金基金 の運営環境が大幅に改善された｡ 年金基金等の 退
職給付資産は, 機関投資家による資金 フ ロ ー として , 資本市場 ･債券市場 ･ 不動産 を
はじめとす る各種財市場 に投資 ･ 運用されて い る｡ 投資 ･ 運用に関す るリスクの 分
散は, 現代投資理論に基づけば, 個々 の資産の リス クおよびリタ ー ンを考慮して行
われる べ きで ある ｡ にもかかわらず, 日本版 ビッ グ ･ バ ン以前の ボ ー トフ ォリオ規
制の もとで は, リス ク分散お よびり夕 - ン追求の 各手法をともに十分に行なう こと
が出来なか っ た｡ それ ゆえ, 退職給付会計情報もまた, アセ ッ ト ･ ミ ッ クス の 変更
序 章 問題の所在 と研究方法 1 - 7
ある い はボ ー トフ ォ リオ変更等を決定す るための リスク見積り指標 と して十分に活
用されてい なか っ たの で ある｡ こ の 点が大幅に改善されたこ とによ っ て , 国際間の
自由な投資資金移動を阻害す る要 因は減少 した と考えられる だろう｡ 保有資産が多
額で あり, か つ その 運用 へ 積極的 に関与する傾向にあるt5]機関投資家と して の 年金
基金は , 各 マ - ケッ トにお ける 日々 の 取引に大きな影響力を有して い るの で[6], こ
の よ うな変化 は, 実体経済 に重要な影響を有す る こ とにな る ｡
3 利害関係の 変化と問題の所在
株式, 社債券等 の 各投資資産の 特性 を考慮に入れない 一 律の 投資規制を撤廃する
こ と で , 退職給付資金を保有する年金基金等の 機関投資家が効率的な投資 を行い 得
る環境 を整えれば, 運用パ フ ォ ー マ ンス の 向上から加入者の 退職給付を増大させ る
可能性をも つ こ とに なる ｡ そればかりか, 公的年金が万が 一 財政難を乗り切れな
か っ た場合 にも, 企業年金 の 退職給付を確保す る こ とで老後保障 として の 整合性は
保つ こ とも不可能で はなくなる ｡ 特 に, 確定給付制度 (後述)の 場合に は, 給付の
時点 にまで拠 出企業 の 責務が及んでお り , 退職給付会計 シス テ ム によ っ て運営パ
【5] 従来, 株主 として の年金基金は議決権を行使せず長期 に株式を保有する安定秩
主で ある と考えられてい た (Br a n c ato [1997], p. 22)｡ と こ ろが近年は議決権を
積極的に行使する方針を打ち出すようにな っ て い る ｡ この 背景には , 投資家 とし
て の 年金基金の ジ レ ンマ が存在す る ｡ 保有株の 大量放出によ っ て急激な価格下落
( 株価暴落) を起 こす可能性があるためで ある ｡ したがっ て , 当該株式を売却し
たくて も売却で きない年金基金は, こ の ような保有リスクを回避す るために, 読
決権 の行使に踏み切るの で ある ｡
[6] 合衆 国の マ ー ケ ッ トに 流入 す る 退 職給 付 資金 は , 従 業員 退職 所得保 障法
(Employe eRetir e me nt ln c o m eSe c u rity Act:ERISA) によ っ て 規制されて い
る こ とか ら, ｢ERISAマ ネ - +と呼 ばれ , その 動向が株式相場 に影響 を与えて い
る ｡
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フ ォ ー マ ンス の 悪化 に基づく積立不足に対する拠出企業の 追加的なコ ス ト負担が義
務付 けられて い る ｡ 退職給付の 運営が失敗し, 退職給付を履行す べ き金額を財源で
十分 に賄 い きれない ような場合 には, 事業主が加入者 の退職給付の 受給権を保護す
る必要 が生 じる の で ある o こ の よう に , 年金投資の 失敗は 1つ の リス ク ･ フ ァ ク
タ - として企業経営 に関わ っ てく る こ とで従業員の 最低給付が保証され 利害関係
者と して の 従業員の 利害は確保されるの で ある｡
しか しなが ら, 退職給付会計の 存在を前提とす る こ の ような従業員 に対する メ
リッ トは, 反面デメリ ッ トたり得 る こ とも考慮しなければならな い ｡ 例 え ば, 上述
したような形 によ っ て , 積立不足等の 運用の 失敗に対するリス クを企業が負う こ と
になれば, 年金に対する追加 コ ス トが企業の 報告利益を圧迫す る こ とになる ｡ そ ラ
なれば, 退職給付財源が十分 に確保されない こ とで更 なる年金財政の悪化 が進み,
再び企業経営の 阻害要因となると い っ た悪循環が繰り返される可能性も否定で きな
い o そ こで , 企業が運営リス クを負う確定給付制度に変わ っ て , 従業員および加入
者自身が運営の リスクを負う確定拠出制度が社会的 レベ ル で整備される可能性も生
じて くる o これが整備されれば, 拠出企業は追加コ ス ト負担から開放され , 退職給
付制度 とい う視点か らは 一 応整合性も保たれる こ ととなるが , 従業員の 視点からす
れば, 今 まで企業が負っ て い た運用リス ク を自己責任 という形で すべ て継承する必
要があるの で ある｡
これまで 日本経済は, い わゆる日本的経営の 3種の神器 一 長期継続雇用[7], 年
功序列賃金, 企業別労働組合 を武器 に して , 製造業の牽引によ っ て 成長を遂げ
て きた o その 中核 となっ たの は, 日本型分業シ ス テム , つ ま り長期相対取引によ っ
て行われた系列取引の ような ｢意 図された企業間分業+ と, ｢柔らかな企業 ･ 作業
【7] 一 般に は終身雇用制度 とされるが, 退職後 にグル ー プ企業に 出向するケ ー ス も
あるの で , 一 概 に終身雇用である とは言えない と思われる o
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場内分業+[8]で ある ｡ それ によ っ て , 国際的に見て ｢相対的 に高 い 生産効率性+ を
維持 してきたの で ある ｡ しか しなが ら, 退職給付会計 の情報機能の 重視 によ っ て ,
将来 の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー 情報と して の 追加年金コ ス ト情報や, 発 生主義に
よる期間退職給付費用の 計上 が確定給付制度 に規定 される こ とで , 従業員側の 人的
資源管理の方 向は大きく変えられ る可能性を有 して い る｡
た とえば, 拠出企業が自らの企業価値を創造する こ とに重点をおき, 企業戦略策
定 の ために割 引キャ ッ シ ュ ｡ フ ロ ー 分析 (DCF分析) による企業評価 を行 なう場合
を考 えて み よ う ｡ 年金費用をは じめ年金コ ス トは, 企業 におい て 重要なキャ ッ シ
ュ
･ アウトフ ロ ー の構成要素となる こ とか ら, 積立不足や年金運用の 失敗 によ っ て
年金損失が生じる こ とは, 企業財政 に対す る マイナス の要素 として市場 におい て評
価され る可能性 がある[9]｡
こ の ような状況 を回避する ために, 経営者は人件費削減の 方向に 向かう こ とにな
る o こ の ような労働コ ス ト問題に対処する際, 経営者が採りう る方策はい く つ か考
えられ る｡ まず , 賃 上 げは行 っ て も, その 増加分 に見合うだけの退職給付額の 減額
を行なうとい うケ ー ス が考 えられる ｡ 給付の 切り下げで ある ｡ 次 に , 制度を確定給
付型から確定拠出型 に変更 して しまうケ ー ス もあ り得る . こ の 場合 , 企業の退職給
【8] 橋本[1995]に よれ ば, 柔 らか な企業 ･ 作業場内分業 とは , ｢あ る人が欠勤すれ
ば, 作業グル ー プ内の だれか にその 負担がか か る仕組み だとい う こ とであり, こ
の 関係が相 互 に了解されて い る と い う こと (46頁)+で ある ｡ この 関係を作業グ
ル - プ内で可能にするために, 従業員 には広 い技術力の 習得が求められる ｡
【9】 企業評価 の観点から年金コ ス トに言及するもの として は, 実務家 による次の文
献 を参照｡ Copela nd [1990] で は, 年金コ ス トは フリ ー ｡ キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の
特殊な構成要素 と して考 えられて おり, 年金 に関するキャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を計
算す る際には , 年金制度 における超過積立ある い は過少積立が企業評価 と整合
的に行われる必要がある こ とが述 べ られて い る｡
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付 に対す る責任は毎期 の 掛金拠出を行 っ た時点で消滅するの で , 退職給付に関する
リス クを従業員が負う こ とになる ｡ また, 経営者が生産拠点 を他の 地域 に移すとい
うプロ ジ ェ ク トを採用す る可能性 も生じてく る ｡ 時に は, 給付水準 を推持あるい は
増大 しよう とす る従業員 との 間の 労働需給バ ラ ンス が崩れ 退職給付をめぐる利害
の 対立構図[10]が形成される こ ともあろう｡
こ の ような状況におい て は, 労働イ ンセ ンテ ィ ブと して の 退職給付の 機能が低下
し, 単なる労使関係 の対立の みならず, 1 つ の企業体 として の 結束力が損なわれる
こ とになる ｡ そ うなれば, 従来の よう に良好な労使関係 に基づ いて 形成されてきた
｢効率的で柔 らか い 企業内分業+ が崩壊 の 危機にさ らされる こ とになる ｡ 日本の 年
金資産規模が名目GNPの 約12. 2%[11]にも上 る こ とを考慮すれ ば, 退職給付をめぐる
労使交渉問題は, 産業構造転換をは じめ として日本経済の根幹を揺るがしか ねない
とも い えるだろう ｡
退職給付会計の 整備は, 資本市場の 機能向上 という錦の御旗の も とで , 会計の 国
際化 を展望して行 なわれたもの で ある｡ より根本的なル - ツ を探れば, 合衆国にお
いてERISAの 整備 に端 を発して 構築された退職給付会計 システ ム を模範 として い る
こ とは , その 計算構造から明らか で ある ｡ しかしながら, 合衆国で はERISAとい
【10] 労働大臣官房政策調査部編 [1997] の 統計 によれば, 労働争議の 際 に退職年
金を含む退職金が紛争事項 にな っ た労働組合は , 1987年が13. 3 %, 1992年には
18･ 4 %
,
1997年で は12. 1% にの ぼ っ て い る ｡ これ を企業規模別 の 割合で 見る
と , 5,00人以 上 の 企業 で は43.5 %, 1,000か ら4,999人 の 企業で は29.5 %と
な っ て い る ｡ こ の こ とか ら, 労働 コ ス トの 問題が労使交渉 の 対立 の 主要因と
な っ て い る こ とは明らか で ある ( 労働大 臣官房政策調査部編 [1997], 319頁)0
[11】 ライ フデザイ ン研究所編 [1997] の 統計デ ー タに よれば, 平成7 年度の 年金
資 産残高 は , 適格 年金 にお い て は178,011億 円 (104頁), 厚生年金基金で は
417,750億円 (110頁) とな っ て い る ｡ また, 名目GNPに関 して は4,869,210億円
(129頁) で ある ｡
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う法的な後ろ盾が従業員の 受給権 を保護 して い るの に対 し, 日本で は これ に相当す
るバ ッ ク ･ グラウ ンド的法律が存在 しない まま, 退職給付会計が整備されて い る ｡
従業員の 受給権を保護す るための 退職給付会計の 整備が, 従業員自身の 利害を逆
に侵害する可能性をもつ こ と へ と つ ながる こ とは, ある意味で はシス テ ム と して の
脆弓引生を内包 して い る こ とを意味 して い る ｡ 会計における意思決定情報の 重視が,
諸刃 の 剣で ある の で あれば, 退職給付会 計シ ステ ム自体をもう 一 度見なおす必要が
存在 して い る ｡ こ の よう に考えれば, 上述 の ような従業員に対す る問題 を含 めて,
退職給付会計にお ける利害関係者の 利害関係を, 退職給付の 財務報告 システ ムを通
じて 明らか に しなければならない と思われる｡
第 2節 退職給付会計研究の構想
l Bas s et [1976] の提示する退職給付会計の基本論点
さて , 以上 まで の 検討 によ っ て本研究の 対象 となる べ き領域の 輪郭は示されたも
の と思われる ｡ しかしながら, 研究方法 に関す る吟味は依然 として 行なわれて いな
い ｡ そ こで , 一 般に退職給付会計にはどの ような論点が存在 して い るの かとい う点
を考慮 しながら, 最終的な本論文における研究方法を示したい ｡ まず, 少 し古 い文
献で あるが, Ba s s et [1976] に幾つ か の 基本論点が示されて い る の で , 最初に これ
を ベ ー ス に して検討を加えて みよう｡
Bass et [1976] の示 した基本論点(p. 12) は次の 7 つ である[12]｡
Q)会計および報告の エ ンティ ティ ー はどうある べ きか ｡
②年金制度 の財務会計および財務報告に特有の 目的は何で あるか ｡
[12] こ こ で提示 した以外 に, Ba s s etはもう ー つ 問題点を提示 して い るが, それは
合衆国における年金会計基準設定 に固有の 問題であるの で こ こで は省略する｡
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③財務諸表 を作成す るの に最も適切な会計の基準 (ba sis) は何であるか｡
④年金基金 の 多様な資産ク ラス にはどの ような測定基準が用い られる ベ きか ｡
⑤年金給付債務の 測定は
(a) 財務諸表上 , 負債 または資本 コ ス トとして表すベ きか｡
(b) 脚注 として ある い はその他の ディ スク ロ ー ジ ャ ー として 表す ベ きか ｡
(c) まっ たく行わない の か ｡
⑥年金基金の 財務活動はどの ように報告され るベ きか ｡
⑦年金基金の 財務諸表 で はどの ようなディ スクロ - ジ ャ ー が要請されるか o
まずQ)におい て は, 退職給付会計を行い 報告す るの は どの主体 であるか という問
題が提示され て い る ｡ この 間題 を検討する こ とが重要で ある こ とは, 次の点 を考え
合わせ れば明らかで ある ｡ 多様な形態で行われる退職給付 システ ムは, 多くの 経済
主体が関わ っ て い る こ とで法律的にも複雑な利害関係を構成して い る｡ エ ンテ ィ
ティ ー つ まり財務報告主体 の決定は, 退職給付 シス テ ムを構成する多くの 経済主体
の 中から会計責任 を負わせ る財務報告主体 を決定する こ とに等 しい の で あるo 言い
かえれば, 財務報告主体 として定められた経済主体 は, 自身を含 めてそ の ステ ー ク
ホル ダ ー に対する利害裁定 を行なう責任を与えられるの である ｡
②の 論点で は, 退職給付会計, 特に年金会計固有の 目的は何か を求める必要性が
提示されて い る ｡ 確かに, 会計上 の真実が ｢相対的真実+ に基づい て決定される近
代会 計におい て は, 会計目的観 を照らし合わせ た考察は必要不可欠で ある ｡ 財務報
告基準の 会計計算構造 は会計目的によ っ て規定される こ とか ら, 財務報告の あり方
も当該報告を通 じて ス テ ー クホルダ ー の利害関係 を決める こ とになるの である ｡ そ
うい っ た意味におい て は, この 年金会計固有 の 目的を探究する視点は, 次の③の基
本論点 につ なが っ てく る こ とになる｡
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③で は, 年金費用計上 などの 問題 におい て , 現金基準 (c a sh ba sis),一発生基準
(a c c r u al ba sis) 等の なか から退職給付会計において 用い る べ き基準を議論する
こ とが退職給付会計の 1 つ の 論点で ある こ とが示されて い る｡ こ れらは費用 ･ 収益
の 計上基準であ ると 同時 に, 資産 ･ 負債の評価にも深く関わ っ て おり, この 間題を
どの よう に考察するかによ っ て会計構造が規定される こ とにもなる ので ある｡
④で は, 退職給付制度資産 の評価問題がク ロ ー ズ ･ ア ッ プされて い る ｡ 年金基金
は後述す るように, ある種の 金融機関として の 機能を有 しており, 財務理論に基づ
い た財政計算 によ っ て 運営が行われ て い る ｡ この意味では, 資産の 評価は 日々 の
マ ー ケッ トの 動向に基づい た評価 に基づく はうが望 ましい と想走されるだろう o し
か しながら, 近代会計の 計算構造における資産 ･ 負債評価 は, 取得時の 市場価格を
ベ ー ス に して 決定 されたもの で ある ｡ つ まり, この 間題が提起された1979年当時に
おい て は, 年金制度資産 と企業会計の資産評価は本質的に異な っ て い たので ある｡
こ の 間題を解決す る こ とも, これまで退職給付会計の論点の 1つ となっ て い る ｡
(9の 論点は, 年金制度の 負債 つ まり年金債務の 問題 に焦点を当て たもので あるo
退職給付債務 は , バ ラ ンス シ ー トの 貸方側にかかわるもの である ｡ この 場合におい
て , 負債も資産 と同様歴史的原価に よる評価を行なう こ とが近代会計上定められて
きた｡ しか しながら, 先述 したように年金基金が財務理論に基 づい て運営されて い
る こ とから, 年金債務を現在の 価値で評価する こ との はうが実態 に即 して い る とい
えるの で ある｡ こ の こ とを前提とすれば, 取得原価 によっ て表されてい るバ ランス
シ ー トの貸方側 と年金債務 との 関係 を議論する必要が生じて こ よう ｡
⑥および⑦に関 して は, 次の ような背景が存在する ｡ このBa s s et の論文が書か れ
た当時は, 財務理論の 領域におい て , 年金基金および企業それぞれの財務をどの よ
うに関係づ けるの かがトピ ッ クス とな っ て い た｡ とい うの も, 合衆国で はERISAが
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1973年に公表され, ｢従業員の受給権保護+ が企業経営者に明確に義務付けられた
ためで ある ｡
企業に対するそ の ような義務は, 企業財務上 におい ては年金リスク という負担 と
して表現され る こ と になる ｡ その ため, 企業の財務報告におい て こ の実質関係を反
映させ るべ きか に議論が集ま っ て い た｡ 中で も最も注目されて い た点は , 従来考察
されて きた年金会計の測定問題③, 堪) に加えて , 年金会計の新 しい測定問題, すな
わち上記のERISAに由来する年金リス クを企業の 利潤計算構造 に関わらしめるこ と
の是非 を検討する こ とで あっ た｡
こ の 間題は, 企業 と年金基金双方の 立場から考察する こ とが 出来 る｡ まず, 企業
側か ら見れば, 年金基金 の年金資産および年金債務を , 企業利潤計算における計算
パ ラメ ー タ - と して関わらせ る べ きか , 補足情報として公表す る べ きか, 公表をし
ない の かが問われ る こ とになる ｡ 反対 に, これを基金側か ら見れ ば, 基金 として ど
の ような情報を開示す べ きかが問われる こ とになる ｡ ⑥および(訓まこ の基金の 立場
か ら論点を提起 したもの である ｡
2 COFRI[1997コ の提示する退職給付会計の基本論点
以上 の ようにBass et論文で は, 退職給付会計の領域にお いて これまで 議論が行わ
れて きた点が明確 に示 されて い る ｡ しかしながら同論文は1976年の 文献であり, 今
日の 視点 に立脚 した退職給付会計の 基本論点 の網羅 に関して は, 不十分 と言わざる
を得ない だろう ｡ そ こで , 日本における退職給付会計基準の 設定 に先立 っ て議論さ
れ公表された企業財務制度研究会 (Corpo r atio nFin a n c eRe s e a r ch ln stitute :
COFRI) [1997] における基本論点を検討 したい ｡ COFRI[1997] で は次の ような主
要論点があげられて い る (103頁)0
Q)従業員に対する将来の給付債務は どの よう に見積もる ベ きか .
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②給付債務 の 見積額を各期の 費用 と して配分するためには, どの ような基準
によ る こ とが妥当か ｡
③貸借対照表におい て認識すべ き年金負債はどの ように とらえる べ きか｡
④事業主が負う べ き年金給付債務の 現在価値は 一 定の 割引率を用 いて算出さ
れる こ と となるが, 割引率 としてはどの ような率を用 い る べ きか｡
⑤年金給付債務を測定するため には年金給付債務を決定す る変数 (基礎率)
を見積もる こ とが必要になるが, 基礎率の 見積もりはどの ように行なう べ
きか ｡ また見積もりの 範囲はどこまで とす べ きか｡ 将来の給与水準 を見込
む こ とは妥当か ｡
⑥たとえば, 年金資産の 期待収益率が実際の収益率を下回 っ た場合の よう
な, 前提 と実際の差異, 前提を変更 した こ とによる差異は会計上 どの よう
に処理す べ きか ｡
⑦制度 の導入, 改訂 によ っ て 生ずる過去勤務費用はどの ように処理す べ き
か ｡
⑧前提の とりか たによっ て結果 に大きな差が生ずる こ とになるが, この 様な
点に つ い て 開示面で どの ように配慮すべ きか ｡
先のBa s s et論文に比 して , COFRIの 示す基本論点 には, 少なく とも, 次の ような
特徴 を見 出す こ とが出来る . まず第1 に, COFRI の論点はBas s et の論点よりも今日
的で具体的な内容が反映されて い る こ とが指摘で きる｡ Ba s s etが基本論点を示 した
当時は , まだ先例 となり得 るだけの包括的な退職給付会計基準が, どの 国にも存在
して い なか っ た｡ これに対 し, COFRI では, 既に合衆国, イギリ ス および国際会計
な どで会計基準が先例 として 成立 して い るため に, その 違い を念頭に置きながら論
点が整理されて い る の である ｡ つ まり, 前提や佼定の とり方が会計計算構造上 の パ
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ラメ 一 夕 - を変動させ , 算出される利益に影響を与える こ とを念頭 に置い た上で示
された論点で あり, Ba s s et の論点よりも具体的で ある｡
第2 に, COFRIの 報告書 とBas s et の論文 とで は財務報告に対す る会計上 の とらえ
かた に違いがある こ とが指摘で きるだろう｡ Ba s s et の問題提起は, ASOBAT(A
State m e nt of Ba sic Ac c o u nting The o ry) [1966] の 公表を受けて , 少なく とも,
利用者指向の財務報告を想定 して い るもの と考 えられる o ただ, 当時の 会計理論の
状況からも明らかなように , 利用者に情報を伝達する こ との みを想定 してい る こ と
は否定できない ｡ これに対 し, COFRI の報告書で は会計が経済的なイ ンパク トをも
つ とい う今日的な考え方 に立 っ て い る[13]o
まず, ④の 割引率 に関して は, 次の ような問題が存在する ｡ 割引率は , 年金債務
と して算定された将来 の給付額を, 今 日の価値に変換する際に用 い られる｡ 割引率
を高く設定する こ とは, い ま用意す べ き給付準備資金が過少に評価される可能性を
含んでい る｡ なぜならば, 退職給付制度に対して 企業および従業員がい ま拠出して
おく べ き金額は , 割引率を高くする こ とによ っ て少なめに算定されるか らである ｡
反対 に, 割引率が低く設定されて い る と給付資金を過剰 に積みたて る危険性 を有 し
て い る｡ これは , 多め に拠出額が算定されるか らで ある｡
【13】 ASOBAT [1966] におい て は, ｢情報の 利用者が事情に精通して判断を行なうこ
とがで き る よ う に , 経 済的情報 を識別 し, 測 定 し , 伝達す る プロ セ ス で あ る
(p.2, 訳書2頁)+と さ れて い る ｡ また, AICPAの 会計原則審議会 (Ac c o u nting
Prin ciple sBo ard:APB) の ステ ー トメ ント4号で の定義は, ｢経済上の 意思決定を
行なう上 に有益な , 経済体 に関す る数量的な関係 ( 主と して , 本質的に財務的な
情報) を提供する こ と (pa r. 9, 訳書15頁)+で ある ｡ これに対 し, FASBは財務報
告に焦点を絞り, 財務報告を ｢経営お よび経済的意思決定を行なう にあたり有用
な情報を提供す る こ と (SFACl , pa r. 33, 訳書25頁) と位置付 けて い る ｡
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④の 論点は年金債務の 算定方法に関す る論点 とい うよりも, むしろ企業にかか る
退職給付コ ス トの 問題で ある｡ しかしながら, ⑤の基礎率の 見積りの 問題や , ⑦の
過去勤務費用の 問題 は, 年金債務その もの を算定す る こ とに関わる重要な問題で あ
る｡ ⑤の 基礎率の 見積もりが異なれば, 年金債務そ の もの が過少に ある いは過大に
評価される こ と になるためで ある ｡
⑦の 過去勤務 コ ス トの 問題は, 制度の 改訂によ っ て 生じた年金債務の 増分で ある
が, そ れを企業の 利潤計算に どの よう に関わらしめるかを議論す る こ とも退職給付
会計 における 1つ の 論点で ある こ とが示されて い るの で ある ｡
今 日の 退職給付会計にお ける問題は , 年金負債の測定評価 の 問題の み ではない ｡
年金資産の期待収益率をどの ように予想するの かとい っ たこ とも, 計算構造上重要
な論点の 1 つ で ある ｡ 退職給付 の運営において は, 後述す るよう に, 年金債務の管
理 と年金資産に対す る投資運用管理の 2 つ の側面が必要不可欠で ある ｡ 年金資産の
投資運用管理 には, 期待収益率 とい う投資に先立っ た見積もりが用い られる こ とに
なる ｡ もしも, 実際の 収益率が期待収益率を下回っ たりある い は上 回っ た場合に
は, (抄の 期待収益率 と実際値の差異の 処理が問題 となるで あろう し, 年金費用をは
じめ とする(沙の 会計数値の 変動可能性も問題となる であろうo こ れらの点 につ いて
ち, 退職給付会計は考察を迫られる こ とになるの である ｡
3 退職給付会計研究の視点
以 上の 2 つ の 文献検討を通じて , 退職給付会計の 基本論点が理解されたと思われ
るが , 情報提供機能の 重視によ っ て 引き起 こ され る利害関係 の変化の 問題を検討す
るため に は, こ れに加 えて 次の よ うな特質を検討す る こ とが重要で ある と思われ
る ｡ 第1 に , 制度 の多様性 に基づい て , 退職給付制度 と企業の リス ク ･ テイク につ
い て の 関係が異な っ て い る点 に注意 をしなければならない ｡ 確定給付制度 の場合,
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制度 の運営リ ス クを企業が負うために, 企業の財政状態 に当該リスクが関係する ｡
したが っ て , 退職給付会計におい て はそ れをどの よう に表現する べ きかが問題 とさ
れるの で ある ｡ と こ ろが, 確定拠出制度 の 場合には, 企業は運営 の リス クを負わな
い こ とか らこ の ような問題が生じない ｡ この よう に考 えれば, リスク ･ テイク と財
務の 関連性の 点 につ い て の 整理 は十分に行なわれる必要がある とい えよう｡
第2 に, 退職給付 に関わ る各種の 経済主体の 利害関係と制度運営 に関する責任関
係が , 信託法等 に基づ い て 複雑 に構成されて い る とい う こ とを考 慮しな ければなら
ない ｡ 退職給付会計 にお い て は, この ような法律的なバ ッ クグラウ ンドとは別に ,
会計 エ ンテ ィ テ ィ ー を設定 し, それ らの 退職給付シス テム を構成する経済主体を,
財務報告主体 とそ の ステ ー クホル ダ ー とい う関係 に再構成す る こ ととなる o こ の再
構成が適切 に為 されなければ, 会計的な側面における利害関係 を損なうばかりか,
法的な利害関係 を損なう可能性も考えられる こ とになる｡
以上 より, 本研究の 視点を次 の ように設定する ｡ 1 つ は , 退職給付制度 に関わる
経済主体 と して , 受給者 と して の 従業員, 資金拠出者および運用責任者 として の経
営者 , 企業の 経 営戦略 との 関わりか ら退職給付会計政策に 関心 を有す る企業 の株
主, とい う3 つ の ス テ ー クホル ダ ー に着目し, それぞれの 利害が どの ような関係に
ある の かを明らか にす る｡ 2 つ めは , 退職給付の財務報告シス テム における上記の
ような利害調整を支える財務情報に どの ようなメカ ニ ズムで信頼性が付与されるの
かを明らか にす る ｡ 3 つ め は, 退職給付会計がどの ような点で 会計理論上 の 問題を
有して い る の か を明らか にする｡ 会計基準 の 国際化の 動向と資本市場の 問題は密接
に関わる こ とを考 え合わせれば, 金融商品の 会計基準 と並んで重要な問題提示をす
る退職給付会計基準を, 会計理論面か ら再検討す る こ とには十分な意義が存在する
はず である ｡ 4 つ め は, 退職給付会計 シ ス テ ムの 構造を明らか にす るために , 歴史
的な視点か ら分析を行 なう ｡ 前述の 2 つ の 文献 に見 られたように, 退職給付会計の
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論点は時代 と とも に変化 を遂 げて きて い るが, 歴史的なプロ セ ス の 理解なく して
は, 上 の 3 つ の 分析が十分に行 い 得ない か らである ｡ 5 つ め は, 上記の 利害調整を
通じて退職給付会計 システ ムがどの ような経済的影響を実体経済に与えて い るの か
を明らか にす る こ とで ある ｡ これは, 退職給付会計は, 企業会計と実体経済 の 相関
関係が広く観察 しやす い 分野で ある と考 えられる こ と と深 い 関わりを有して い る ｡
4 先行研究および研究方法
退職給付会計に関す る研究は , 資本市場が発達す る合衆国におい て 早くか ら蓄積
されてきて い る ｡ も ともと合衆国におい て は , 企業経営の 立場から企業年金制度の
運営が行われて おり, ごく初期の 退職給付研究におい ては , 課税 と制度の選択の 問
題が主たる課題 とされ て い た｡ この 背景には, 合衆国に特有の 年金税制の存在を無
視 し得ない ｡ 実際, 信託年金制度は, 課税優遇政策 によ っ て税 の メリ ッ トを享受し
か つ 運用り夕 - ンを享受 しう るために, 1940年頃か ら急速に普及しはじめたo この
信託年金制度の 普及は, 企業経営者 の 関心を, 次第に投資収益率 へ とシ フ トさせる
効果 を有して い たために, これに伴 っ て投資収益率の 問題 と年金政策の 問題が次第
に論じられるよ うにな っ てきた｡
意思決定 と有用性 とを結び つ け, 利用者指向 (u se r o rie ntatio n) の観点 に立 っ
た会計理論を求めた基礎的会計理論 (A Statement of Ba sic Ac c o u nting The o ry :
ASOBAT[1966]) が舶Aから公表された1966年の 前後 におい ては, 株価下落によ っ て
合衆国企業の退職給付運営の 失敗が明らか になっ て いたo この こ とは, Modilia ni
a nd Mille r[1958] を端緒と して生 じて い た財務理論革命 と交錯する こ とによっ
て , 退職給付 の 運営 と企業財務を結びつ ける研究を盛ん にした ｡
Teppe r a nd Afr e ck [1974] で は, 年金制度か ら企業財務 へ の 効果が論 じられ
sba rpe [1976] で は年金政策 を企業の 立場か らとらえた分析がなされた｡ 特に , 午
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金債務が資本市場 にお ける株価形成 に関わ っ て い るかを実証分析 によっ て検証 した
oldfield[1976] は重要な役割を持っ て い る｡ 1980年以降 に展開された耶11inge r
[1985], Daley [1984], I)haliw al [1986], La nds m a n[1986], Ba rth [1991] など
の 退職給付会計研究の 基本的な視点を提供して い るか らで ある ｡ 合衆国における退
職給付会計の 研究領域 におい て は, 退職給付会計の 問題 を全体 的な視点か ら観察
し, 体系的に考察す る とい う視点よりも, むしろ この ような個々 の実証的な研究の
蓄積に よっ て 支えられて きて い る とい えるだろう｡
と ころで , 一 般 に社会科学 には, 次 の 2 つ の研究ア ブロ - チがある こ とが広く知
られて い る . そ れは, 規範的アプロ ー チ と記述的 (実証的) ア プロ ー チで ある｡ 規
範 的ア プロ ー チ と は, し ば しば,
`
befo r ethe fa ct r e s e a r cb
'
とい われ るよう
に, 事前的性質 を有 した分析ア プロ ー チで ある｡ これは , そもそも ｢規範+ とい う
言葉 の語義が ｢行為の 基準+ とい う意 味にほか ならない こ とか ら, ある べ き姿を模
索す る分析として もとらえる こ とが 出来 る｡ 一 方で , 記述的 (実証的)アプロ ー チ
に つ い て は , 既 に生起 した事象に関 して , 現時点で利用可能なデ ー タ等をもとに,
主 として 数理 ･ 統計的分析がなされる ｡ それによ っ て , 行動 に関す る説明理論を構
築 し , 将来 予測 に 役立 て よ う とす る の で ある ｡ 記述 的 ア ブ ロ - チ に 関し て は,
`
afte rthe fa ct r e s e a r ch
'
とい う表現をされる こ ともあり , 事実の 分析か ら得
られたデ ー タに基づい て , より正確な将来予測を行なうた めに構築されたア プロ ー
チで あるo こ の点で , 規範的アプロ ー チ とは対照的である とい えるだろうo
先 に示 した5 つ の課題を研究す るために , 本論文で は投資意思決定に有用性をも
つ 外部財務情報が経済主体 間の利害調整をも行い 得る こ とに着目して , 退職給付会
計の 基本的な研究方法 と して記述的なス タ ンス をベ ー ス にした研究方法をと るもの
とする ｡ 記述的アプロ ー チによ っ て 蓄積さ れた多く の研究結果 を帰納的な視点から
整理 し, それ に基づ い て退職給付会計 シ ス テム の 過去, 現在 を検討する こ とによ っ
序 章 問題の 所在 と研究方法 1 - 2 1
て , 我々 の 進むべ き未来に重要なイ ンプリケ
ー シ ョ ンが与えられ るからで ある｡ た
だし , 本研究 にお い て は多経済主体間の 行動を観察する方法論の
一 つ で あり, 契約
を行動原理の 指標 とする分析視点で ある エ ー ジェ ンシ ー 理論を補足的に利用する ｡
エ ー ジ ェ ンシ ー 理論で は, ある経済主体が他の 経済主体に ある行為の 依頼をした
場合 , そ の 経済主体間には契約に基づ い たエ
ー ジ ェ ンシ ー 関係が生じるもの ととら
える ｡ 通常, 株主 と経営者 との 間に企業経営に関す る権限委譲を想定し, 株主をプ
リ ンシ ^
o
ル , 経営者をエ ー ジ ェ ン トとす る エ - ジ ェ ンシ
ー 関係を中心に分析の 会計
理 論 を組 み 立 て て い る ｡ そ の 際 , 株 主 と 経 営者 の そ れ ぞ れ が 序数的な効用
(ordin al utility) の 尺 度[14]をもつ と考 える の で , 経営者 は基本的に株主効用極
大化 を目指すもの の , 自己の 利害が損なわれる場合 , ある い は株主効用極大化を犠
牲 に しても自己 の 利益がある場合などに は株主の 利害に反する行動をとる こ とにな
る ｡ い わゆる情報 の 非対称性 に起 因する モ ラル ･ ハ ザ ー ド問題 の 発生であ る｡ こ の
際, 株主は利用可能な資源の価値減少を最小限に押さえるために, 経営者行動に関
して モ ニ タリ ングを必要 とし, 会計情報にその 機能を期待する ｡
こ の ように エ - ジ ェ ンシ ー 理論は, 多種主体間の 利害関係 を理解す るの に有効な
分析ツ ー ルで あり, 本論文の 趣旨で ある経済的影響 と利害調整の 関係を明らか にす
るためには必要な研究方法で ある と考 えられる ｡
5 本論文の構成
本論文で は, 退職給付会計を日米比較 と いう視点か ら分析する ｡ 冒頭におい て述
べ たよう に , 日本の 退職給付 の 財務報告 の 改革は国際化 を前提 と したも の で ある
【14】 この ような序数的効用の 尺 度は, 経済数学的に は効用関数 によ っ て 表現 され
る こ とに なる ｡ ミク ロ 経済学の 教科書で は, しばしば合理性 の 公準を説明する
際に, 経済主体が効用関数を有する こ とを述べ て い る｡
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が, 実 際に は , 退職給付制度 を取り巻く環境は各国におい て
一 様で はなく , そ れゆ
え退職給付会計 シ ス テ ム はそ の 不均質な環境下におい て形成され, 各国に固有の与
件 によ っ て 異な っ たもの とな っ て い る ｡ この こ とを前提とすれば, 真の 意味で の 国
際化を促進す るためには, 退職給付会計 システム の 構造が, 双方の 国で どの ような
フ レ ー ム ワ - ク の下で 実行 されて い るの か とい う視点から望ま しい退職給付会計シ
ス テム を考察す る必要が存在するだろう｡
具体 的な分析に つ い て は, 次の 構成 によ っ て行なう｡ 第2章 において は, まず,
分析対象で ある退職給付会計シス テム におい て利害対立関係の 整理を行なう｡ そ の
際, 退職給付シス テ ム を, ①所有権 , ②リスク, ③信託法, の 3 つ の視点か ら分析
す る こ とに よ っ て そ の 特徴を明らか にする ｡ 次に, そ の ような対立す る各経済主体
の 利害調整機能が退職給付会計 に期待されて い る理論的な背景 を検討し, そ の 上 で
本論文の課題を分析す るための分析枠組み を検討する ｡
続く, 第3章 ｢退職給付会計の 生成+ および第 4章 ｢退職給付会計 の 展開+ で
は, 退職給付会 計を先駆的に整備 して きた合衆国にお いて , 退職給付会計がどの よ
うに発展 して きた の か を分析す る ｡ 他国に先駆 けて 退職給付会計基準の 整備 にあ
たっ て きた合衆国の 退職給付シス テム は , 現在の ような姿になるまで に , 様々 な要
素が関っ て い た ｡ そ の 中で も , 従業員 の 受給権保護 を理念 とす るERISA の成立は,
退職給付会計を ｢生成+ とい うス テ - ジか ら ｢展開+ というス テ ー ジ にまで ドラス
テ ィ ッ ク に変化 させ る役割を担 っ て い る｡ 退職給付会計シス テ ム の 構造を正 しく と
らえるためには , こ の ような法制度が必要 とされた根本的な要因が理解されて い な
ければならない と思われる ｡ この ような視点 に立ち , 退職給付会計シ ステ ム の 形成
プロ セ スで 繰り広げられた利害に関する争い と, それが会計基準 の 形成にどの よう
に関わ っ て い るの か を こ こで分析するの で ある ｡
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第5章 ｢合衆国の 退職給付会 計シ ステム+ で は, 第3および第 4章の 分析におい
て導 き出された特徴 に基づい て , 合衆国の 退職給付会計シス テ ムが現状におい て ど
の ような機能を利害調整におい て有 して い るの か, そ して そ の よ うな機能を支える
機構はどの よう に構築されて い るの か とい う点を分析する ｡ 合衆国で は , ごく早期
よ り退職給付会 計基準の 形成が試み られてきただけで なく, ERISAなどの 法制度の
整備 をはじめと して退職給付シス テム の 体系化がなされて きて い る ｡ 合衆国の退職
給付会計シス テム を 1 つ の 体系と して 理解す るには, こ の ような退職給付会計の 形
成 と企業 シス テ ム の 関わり, ある い は職業監査人や保険数理 人などの 専門プ ロ フ
ェ ッ シ ョ ンの 利用可能性な どの検討も行わなければな らない o 退職給付 の ステ - ク
ホル ダ - の 利害関係が, 合衆国型 の企業 シ ス テ ム とERISAの 機能 によ っ て どの よう
に位置付けられて い る の か とい う点を出発点と して , 合衆国型の 退職給付会計 シス
テム の 実像に迫 っ て み たい ｡
同様に , 第 6章 ｢日本型の 退職給付会計シス テ ム+ では, 次 の ような分析が行わ
れる . 日本の 場合に は, 退職給付 一 時金制度 とい うユ ニ ー クな退職給付の慣行が企
業経営に深く板 ざし, 日本企業の企業 シス テム の 特徴を導き出してい る ｡ 企業年金
制度 の導入 は, 後発的 に起 こ っ て い るの である ｡ それゆえ, 退職給付会計シ ス テ ム
が現在の 姿 にな るまで , 退職 一 時金 に対す る引当金会計 と年金会計がそ れぞれ異
なっ たフ レ ー ム ワ ー ク におい て行われてい た o
こ の ような特徴が現在の 退職給付会計シス テ ム にどの ように関わ っ て い るかを明
らか にし, 日本 の 退職給付会計システムを成立させ る会計基準 と, 退職給付会計シ
ス テ ム の 2 つ の トライ ア ングル構造の 検討 を行なう ｡
第 7章の ｢退職給付会計の 日米比較+ で は, 5章および6章における議論 を踏ま
えて , 日米の 退職給付会計シス テ ムの 構造に関す る比較分析を行なう ｡ こ こで は,
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退職給付会計シス テム の 構造全体 の 比較 をはじめ として , 第 2章で導びかれる2 つ
の基本的トライ ア ングル の それぞれに つ い て比較を行う｡
上 述の ような検討を十分に行 っ たうえで , 終章の ｢総括と展望+ では , これまで
の 分析 を総括し , 今後の 展望を導くための結論的な検討を行なうもの としたい ｡
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第 2章 週磯給鮮魚計分析将枠組勘
研究対象として の退職給付会計の領域
第1節 序
退職給付制度の 運営活動は, 財務ディ ス ク ロ ー ジャ ー ･ シス テ ムを通 じて そ の利
害関係者に顛末報告 される こ とで利害の 調整が行なわれる ｡ 退職給付の財務ディ ス
ク ロ ー ジャ ー +情報は , 利害を線引きする 1 つ の 基準として , 退職給付 システム の 各
経済主体 に利用されて い る ので ある｡
一 般に , 退職給付 シス テ ム の利害関係は , 退職給付システム の 複雑さ に加え, 宿
託法 とい う, 英米法に特有の 法体系をベ ー ス にして権利関係が構成されて い るため
に , 理解しにく い もの と考 えられて い る ｡ こ の点に つ い て , 退職給付会計 に関する
議論 を先験的 に蓄積す る合衆国の場合はどうで あろうか ｡ 詳細は,
■
続く第3 章およ
び第 4 章で検 討す るが , 歴史的 には, 退職給付会計基準 の 設定が繰り返 される に
従 っ て , 次第 に退職給付会計の 全体的な検討 の視点が必要 と され るよ うになり ,
徐々 に解決が図られて きて い る ｡ 利害関係の 明確化が, 退職給付会計の 財務ディ ス
ク ロ ー ジ ャ ー の 発展を支えて きて い るの で ある ｡
と こ ろが, 近年日本で は , これ まで 十分な議論が行われて は い ない に も関わら
ず, 国際的調和化 の 流れを受けた退職給付会計基準が公表されて い る ｡ 会計基準の
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国際的調和化と い う潮流は, 本質的には , 社会的背景を異にす る各国の会計基準の
互換性 を高め る動 きで あるが , 一 面で は , 社会的背景に関係の ない 会計基準 を国内
に移植す る潜在性をも有 して い る ｡ 退職給付会計基準が, 退職給付の 利害関係を裁
定するための 機能を担 っ て い る以上 , そ の 退職給付会計基準 によ っ て形成される退
職給付会計シ ステ ム を通じた利害調整の 構造とそれ を支えるフ レ - ム ワ
ー クに対 し
て , 全体的な視点か ら検討を加える こ とは, これからの 重要な課題で ある とい えよ
う ｡
本章におい て は , 合衆 国お よび日本 にお ける退職給付会計 シス テ ム の 分析に先
だ っ て , その 分析視点を示す｡ 具体的には, まず研究対象となる退職給付システ ム
の 特徴 を整理 し, そ の 利害 の対立構 図を明らか にす る ｡ 先ほ ど述 べ たように和書対
立の 構図が明らか にならなければ, 財務ディ スク ロ - ジャ ー の論点は導けない か ら
で ある ｡ そ して , こ の ような対立する利 害関係を退職給付 の 財務ディ スク ロ ー ジ
ャ ー が裁定す るために どの ような論点が存在す るの か を, 制度 の 財務報告および拠
出企業の財務報告 の双方か ら検討す る o これらを通 じて全体的な分析フ レ ー ム ワ ー
ク を導く こ とがで き るが, こ の フ レ ー ム ワ ー クに よ る分析 の 有効性を高め るため
に, 最終的には エ - ジ ェ ンシ - 理論の 視点か らこれを再検討する o
第2節 退職給付会計システムにおける利害関係
1 所有権の視点における利害の対立関係
付加給付 ともい われる退職給付制度は, 企業における人的資源管理 (Ⅱu m a n
Re s o u r c eMa n age m e nt :HRH) の 一 環をなすもの である｡ Iv a n c e vich [1995] によれ
ば, HRM のプ ロ セ ス は, 企業内外環境の影響下で , 人的資源に関す る取得, 報酬,
開発, 保護および評価 , とい っ た 一 連の フ ロ ー を行なうもの (p.36)で あり, 退職
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給付制度はこ の うちの｢人的資源 の報酬+ に属 して い る ｡
労働者 で ある従業員 と雇 い 主で ある企業間 との 間で は, 雇用契約が締結 される
が , 退職給付制度が企業に設置されて い る場合, あらかじめ労使間で労働報酬の
一
部を退職給付 によ っ て受取る こ とに合意がなされる ｡ その場合に は, 労働役務に見
合う報酬金額が労働者 に直接渡されず, 一 旦企業に留保され, 年金基金等に積立て
られたうえで , 退職時に退職給付が支給される こと となる ｡ そ れゆえ, 退職給付制
度におい て は , 従業員が提供す る労働 とそれ へ の 対価 を巡 る労使間の利害対立が相
互 の 基本的な構図 として 存在 して い るもの と理解される の である ｡
しか しながら, 退職給付制度は多様性で ある こ とか ら, 実際 には こ の 利害対立を
制度 ごとに異な っ たもの と して解する必要が生じて く る｡ 退職給付制度 には, 退職
一 時金制度 (Lump Su mRetir e m e nt Be n efit Pla n o rBo ok Re s er ve Pla n) の よう
に 退 職時 に支給 さ れ る も の と , 確定給付年金制度 (Defin ed Be n efit Pe n sio n
pla n)および確定拠出年金制度 (Defin ed Co ntributio nPe n sio nPlan) の ように企
業年金 によ っ て 一 定 の 期間支給 されるもの とがあり, そ れぞれで企業 が行 なうERM
の 内容が異な っ てく るの で ある｡
退職 一 時金制度の 下で は , 引当金処理を通 じて退職給付資金は企業内に留保され
る の で , 退職給付資金 の所有権は給付 に至るまで企業に存在 し, 稼働資本 の 一 環 と
して 企業経営 に用 い られ る ｡ 退職給付コ ス トお よび退職給付ベ ネフ ィ ッ トは, 財務
報告 プロセ ス における企業の 経営資本の 動き, すなわち利潤計算の なか にす べ て と
り こ まれるの で ある ｡ こ の ため, 労働対価 として の 退職給付を支給する の は経営者
で あり, そ の 水準を巡 る労使の 利害対立は基本的 に賃金交渉 と同様の 直線的な関係
と して とらえる こ とが 出来 るの で ある ｡ 例えば, しばしば 一 時金は景気の 後退期等
におい て企業 の 利益 を確保す る 目的 で 経営者 によ っ て 切り下 げられる こ とがある
が, そ の 場合には労働者 の利害は侵害されるの でス トライキ等 によ っ て企業 へ の 役
第 2章 退職給付会計の 分析視座 2 - 4
務提供を減少する等に よ っ てその 利害確保 に向けた行動 をとる と考えられようo
図表2 - 1 企業年金における労使関係
年金運営
資金の運用委託
運用に関する報告
企業
年金原資の
提供
年金運用
に関する報告
請求
従業員
運用
運用受託者
年金給付
投資
運用
- - ⊥ 砂･
句† - I
元本
収益
墓
これに対 し, 企業年金の 場合に は, 信託契約あるい は保険契約 によ っ て 外部に拠
出された資金は, 企業の 稼動資金 とは明確 に分離され, 受託者 の 所有の も と, 従業
員の 退職給付確保 の ため に運用される ｡ 図表2 - 1 では, 企業年金 における労使関
係が示されて い るが , そ こ にみ られる ように, 企業年金は, 企業 と運用受託機関と
の連携関係 にお い て運営される ｡ 理念的 には, 企業年金の財政計算 と企業の 利潤計
算は 2元的に行わ れ 年金運営活動は
■
, 企業の利潤計算に間接的な形で関わる こと
になるの で ある ｡ 運用受託機関の 運用失敗 によっ て給付水準が確保されない場合 ,
一 般的な所有権の 視点だけか ら考 えれ ば, 掛金を拠出し制度を設置する だけの企業
には何らの 責務が生じない こ とになる ｡ 従業員の 利害侵害が企業の 責務で生じたと
は必ず しも言えない ため で ある｡ ごく表面的にとらえれば, こ の利害関係は, 従業
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員に極めて 不利 になる とい う本質を有 して い る とい えよう ｡
と こ ろで , 企業が自己の 利益を確保 しようとす る行動をとる背景には, 経営者が
出資者で ある株主 の ため に企業の 利益 を確保する という前提が存在して い るはずで
ある ｡ 所有 と経営 の 分離 の 原理から, 経営者は出資者の ために企業の 経営を行なう
こ とで そ の 報酬 を受ける こ とが 一 般 に知 られており, 株主の ために企業の 利益を確
保 しない場合 には , 報酬が減少されるなどの 不利益を蒙る可能性 を有して い る ｡ そ
の 意味で は, 企業を経営者 と株主 に細分化 し, 退職給付の 運営を巡 る利害対立を経
営者, 株主および従業員の 3者は相互 に利害の 対立する関係 にある とい えるが, 上
述 の ように ｢所有権+ とい うキ ー ワ ー ドの 下で は, 退職 一 時金制度 と企 業年金制度
の 間には類似性はみ られない ために, 利害対立関係 を1つ の 整合 的な形で とらえる
こ とが出来ない の である ｡
2 リス クの視点における利害の対立関係
と こ ろが, ｢リス ク+ と い うキ ー ワ ー ドの も とで は, 企業年金制度の 1 つ で ある
確定給付制度 との 間に, 退職 一 時金との 類似性を見出す こ とがで きる｡
確定給付制度 は , 退職給付資金を企業の 外部機関に拠出する企業年金 の 1 つ であ
る ｡ この 制度 の下 で は, 従業員に対する退職給付額は, 外部機関との 間であらか じ
め決 められた給付算定式 に基づい て算定され, 企業は従業員に給付が履行さ れるま
で の リス ク, すなわち退職給付リスク をす べ て負うもの とされ る ｡ それ に したがっ
て , 企業が負担す る退職給付コ ス トは2種類存在す る ｡ 1つ は, 企業が基金 へ と拠
出す べ き掛金で あり, それは給付額 の見積り計算に基づい て決定される ｡ 企業経営
の 視点か らすれば, こ の拠出掛金が確定給付制度における基本的な退職給付コ ス ト
とな る｡ この 基本的退職給付 コ ス トは, 図表2 - 2 におい て企業経営者か ら運用
受託者 ヘ の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー と して表現 されて い る ｡ い ま 1 つ は, 追加的
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退職給付コ ス トで ある . 資産運用の ^
o
フ ォ ー マ ンス が良好で ない 場合や , 給付見積
り不足によ っ て 実際値が期待値を下回る場合には , 企業に追加的な退職給付資金拠
出の 責務が生じてく る o 図表2
- 2 で は, この ような拠出を経営者か ら運用受託者
へ の 追加的キャ ッ シ ュ ｡ アウトフ ロ - として表現して い る.
この ような制度的な特質から, 企業 は事後的な退職給付コ ス ト負担を削減するた
めに, 法的に は自己 の 所有資産で はない 年金資産の 運用を中心 とした年金マ ネジメ
ントを積極的に行なうイ ンセ ンティ ブを有す る こ と となる ｡ 実際年金運営におい て
は , 負債サイ ドの 要因 と資産サイ ドの 要因とを有機的に関連付 け, 将来の 給付利用
可能額を管理す る年金ALM[1]が行なわれて い る o
つ まり, 企業 の 経営者は , 企業が負うべ き退職給付 コ ス トを正確 に見積 り し, 追
職給付リス クの 提言 をす るために , 年金債務 として の 給付額を可能な限り正確 に見
積り し, 一 方で 年金資産運用を効率的に管理す る こ とによ っ て , 最終的な給付利用
可能額を管理 ･ 統制す る必要があるの で ある ｡
これに対 し, 確定拠出制度の場合には , 従業員 の みが運営上 のリスクを負担する
こ と となる ｡ 年金給付額 は給付算定式に基づくの で はなく , 企業および従業員が拠
出を した掛金を も とに運用受託機関が資産運用 を行 い , それ を従業員自身が自己 の
責任の もとに管理統制する こ とによっ て最終的に給付額が確定す る｡
こ の 制度の 場合 には , 企業の責任は掛金を拠出す る時点で消滅す るために, 資産
運用^
o
フ ォ ー マ ンス の失敗その 他が企業 に追加退職給付コ ストとなっ て 負担を増大
する危険性はなく, 利潤 計算は影蜜を受 けない ｡ つ まり, 企業経営上 の 財務が年金
【1] 年金ALMは , 大要次 の プロ セ ス によ っ て行われ る o まず, 企業経営者は現時 息
にお ける加入者 の 累積年金給付 を年金債務 と して把握する ｡ 次 に, 当該債務を考
慮 したうえで投資 ｡ 運用 に関す る年金戦略を立て , それに沿 っ た運用受託機関を
選別 し, 年金原資 を配分 し投下す る｡ さ ら に, 各受託機 関の 運用結果を受けて戦
略 を再検討す るか続行するか を決定する ｡
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財政の 影響を受 ける こ とはない の で ある o
図表2 - 2 退職給付の運営活動
確定給付制度の 場合
自己負担分
の 掛金拠出
確定拠出制度の 場合
従業員の 裁量に
よる掛金拠出
従業員自身によ る
年金の管理統制
企業
労働対価
従業員
年金運営委託
企業経営者
+ 信託契約
･ 管理統制
掛金の 拠出
(キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー )
受託機関
年金損失 (積立不足)
追加的掛金の拠出
(企業の追加的キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー )
年金余剰 (積立超過)
拠出の休日
(キャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ ロ ー の節約)
企業
労働対価
従業員
年金運営委託
企業経営者
+
信託契約
掛金拠出
( キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー )
受託機関
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例えば, 近年著 しく普及がみ られる合衆国の ｢401(k) ブラ ン+ を見て みよう｡ 企
業は設置した年金制度の 管理を直接行なう こ とはなく , 従業員の ために運用機関を
選択 し, そ こ に掛金を拠出すれば企業自身の 義務 は果たされる こ とになる｡ 従業員
は, 受託機関 によ っ て提示されたリ ス ク分類済み の 投資代替案の なかから直接運用
資産 を選択す る こ とになり, 必要で あれ ば掛金を自己の 裁量で追加す る こ とができ
るの で ある ｡
こ の制度 で 最も特徴的なの は, 運用結果が比較的良好であれば給付額が増加する
もの の , 運用結果が思わ しくない 場合 には, 給付の 減額あるい は制度の 破綻となる
可能性が存在す る こ とで ある ｡ 運用か ら給付 に至 るまでの リス クおよび責任が, す
べ て従業員の 下に置かれる こ とか ら, こ の 制度は別名, 自己責任 の 制度 と呼ばれる
の で ある｡
こ の ように, 退職給付制度の 利害対立関係を理解する には, 所有関係とい う法的
関係だけでなく , リスク ｡ テイクの 視点から見た実質的な経済関係を理解する こ と
が重要 となっ て い る ｡ 実際, COFRI[1997] で は , この ような実質的関係を会計基
準に投影するための 議論において , 次 の ような3 つ の 見方がで きる こ とを示 して い
る (123-130頁)0
①事業主の 債務は制度 に対するもの で あ り, 事業主の 債務は制度 へ の 拠出
によ っ て消滅する ｡ 制度資産は事業主の資産で はない ｡
②事業主 の債務 は従業員 に対する もの で あり, 事業主の 債務は従業員 に対
す る給付に よ っ て はじめて消滅す る｡ 制度資産は事業主の 資産で ある ｡
③事業主 の債務は従業員に対す る債務である ｡ 制度 へ の 拠出によ っ て , 拠
出された資産 と これ に見合う債務の 認識が中止 (de r e c ogniz e) される｡
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coFRI で はこ の うち, ②の 立場を推奨 して い る｡ それは, ｢制度 へ の 拠出は, 退職
従 業員 に対す る給付に あて る ために事業 主の 資産 の
一 部 を取り 除けて おく (s et
a side) または分離 して おく (segr egate) ための 仕組み にほか ならず , 制度 へ の 拠
出が行われて も, そ れが事業主の 年金債務を減少させ る こ とはない (126貢)+ ため
である ｡ リスク ･ テイクの 視点 に立 っ て経済的な関係を重視する の である ｡
こう して , 従業員, 株主および経営者の 利害対立構図が整合的な形で とらえられ
る ようになる ｡ つ まり, リスクとい う視点か ら見れば, 一 時金制度であろう と確定
給付制度で あろう と, 経営者は従業員 に対 して退職給付を履行する義務を有し, 秩
主 に対 して は退職給付 の 運営 を企業 に有 利にな るよ うに行 なう必要がある の で あ
る ｡ 従業員の立場か ら見れば, 経営者が この ような責務を有 して い る こ とが受給権
の 確保 に関す る 一 種 の保証 となる ｡ 経営者および株主のリスク負担 によ っ て従業員
の 利害が確保され る こ とになるか らで ある ｡ 逆 に考えれば, これらの制度は, 経営
者の 退職給付の 運営次第で は株主の 利害を侵害する可能性を有 し, またそれを根拠
に経営者の報酬も減少される こ とにも つ ながっ てく るの で ある｡
3 信託の法理からみた退職給付の利害関係
上 述の ような経済的関係は , 企業年金の 場合, 信託法の適用 とい う形で各経済主
体の 実際の 利害関係 を規定す る こ とになる ｡ そ こ で , こ こで は信託法に こ の利害関
係がどの ように表現されるの か を検討する ｡
確定給付制度の 場合 , 企業の経営者はそ の運営管理の た めに年金信託を設定す
る事が多い ｡ 年金信託 におい て は, 信託 の設定者 (s ettlo r) で ある事業主
(e mploye r s), 受益者 (be n eficiary) で ある従業員(e mployees) あるい は加入者
(membe r s) , 受託者 (tr u ste e) で ある運用の 受託機関, とい う3 つ の 主体に よっ
て 法律関係が構成 されて い る ｡ 信託の 目的とされる財産は, 信託財産 (trust
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pr ope rty) である ｡
注意すべ きは, 英米法におい て は, こ の 信託財産の 所有権に関す る特有の 関係が
成り立 っ て い る とい う こ とで あるo 信託財産の 所有権には, コ モ ン ｡ ロ - 上の植原
(legal title) と エクイ テ ィ - 上 の 榛原 (equity title) の 2種類が存在 して い
る o 信託の 受託者は, 信託財産に関す るコ モ ン ･ ロ ー 上 の権原を取得 し, 受益者で
ある従業員の ために こ れを管理する こ と になる ｡ コ モ ン ･ ロ ー 上 の 植原 は, 通常の
所有権 と同義で ある の で , 善意有償 の第三者にも対抗 できる権利で ある ｡
受益者 として の 従業員は , エクイ ティ ー 上 の植原を取得す る ｡ こ の エ クイ ティ
ー
上 の 榛原は , 信託財産に関する範囲内で 生じるが, コ モ ン ｡ ロ ー 上 の権原と同 一 財
産上 に付与されて い る こ とから, 信託財産を善意有償で取得 した第三者 には対抗で
きな い ｡ 受益者 は裁判所 に強制を求める衡平法上 の 権利を有 して い るとい う点で ,
権利行使が可能な立場に ある . 一 方, 設定者で ある事業主は, 信託財産を受託者に
譲渡す る こ とになるため, 信託財産 に対するす べ て の 権利を失 い , 何らの所有権を
有さ なくなる ｡
年金信託契約は , 基本的に は, 財産権 (pr ope rty) に関す る フ ィ デ ュ - シャリ -
的信認関係 (fiducia ry r elatio n) を締結する もの として理解される｡ フ ィ デ ュ ー
シ ャ リ - 的信認関係 とは , 一 般的には, 相手の 信頼 を受けた当事者の
一 方が, も っ
ぱら相手方 の利益の ため に行動し助言す る義務を負う とい う関係で あり, 広義の 信
頼関係 (c o nfide ntial r elatio n) と同義に用い られる ｡ 信頼関係を狭義に とらえ
る場合 には, も っ ぱら受益者の利益の ために信託財産を管理す る という高度の 忠実
義務 (duty of loyalty) を負う ことになるために, 受益者の 利益をはか るため に
可能な限りの 忠誠 を尽く した行動をとる必要が生じる ｡
年金信託の 場合 には , 基本的には, 受託者 で ある運用受託機関がフ ィ デ ュ ー シャ
リ - 責任 (fidu cia ry r e spo n sibilitv) を負 い , 受益者で ある従業員の ために資産
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の 運用を行なう ｡ この 2者の 関係は, 忠実義務に基づい た狭義の 信認関係で あるの
で , 受託者が受益者 と利害対立の 関係 にな る こ とは認められない o
問題 となるの は, 設定者 で ある事業主がフ ィ デ ュ
ー シ ャリ - (fidu cia ry) と し
て の 責任を負う の か否か に つ い てで あるが , この 点に関しては法的源流を同じくす
る英米法の なか でも英国 と合衆国とで は見方が異なっ て い た｡
合衆国の場合に は, ERISA の§3(21) によっ て , 企業年金制度 に従事する ものす
べ て に フ ィ デ ュ ー シ ャ リ - 責任 を課 して い る o この 考えに基づけば, 事業主は当然
フ ィ デ ュ ー シ ャ リ - 責任 を負う こ と にな る[2〕｡ 一 方 , 英 国で は , ｢最近 に なるま
で , 年金制度 における事業主の義務は, 基本的には男女が等 しく制度に参加できる
とい う規制, お よび契約締 結の 手続 の も とで 生起する
一 定 の 義務 に制限されて い
た｡ 事業主が受託者を引き受けない 限り, そ の 責務は確認する こ とで取りや める こ
とがで きる拠 出の 約款にの み制限され(Noble s[1993], p. 87)+, 長 い 間合衆国に比
べ て フ ィ デュ ー シ ャリ - の 範囲が狭く設定されて い た[3]｡
と ころが, 近年次の 3 つ の 判例に基づいて , この 状況 に対 し改善が見られた
【2】 こ の 点 は , McGill, et･ al･ [1996] が, ｢年金基金 の マ ネ ジメ ント, 基金 の 運
営, または基金の 資産に対し で慎重な権力行使あるい は統制を行なう者や , 報酬
そ の 他の 補償 を受 けて投資の 助言 を行なう者 に, ERISA はフ ィ デ ュ ー シャリ
- 慕
任 を課 して い る ｡ (p. 54)+ と述 べ て い る こ とか らも明らかで ある ｡
[3】 英国における フ ィ デ ュ
ー シャ リ - 概念の 不備は, Ma x v ell事件などの社会的な
問題を生み 出した. Ma x w ell事件 とは, 新聞王と して知られたR.Ma x w e11氏がグル
ー プ企業の 年金基金か ら約45,000万ボ ンドもの 資産を流用 した事件である o この
事件をきっ か けに して , 0Ⅹfo rd大学のGo ode教授を委員長 とする企業年金法改正
委員会 (The Pe n sio nLa wRe vie wCo m mitte e) が設置され, 英国における企業年
金 の 法環境は 著 しく 変貌する こ ととな っ たの である ｡
Ma x w ell事件に関 して は, Noble s[1993](Prefa c e), 厚生年金基金連合会 [1995]
(85頁) , 今福 [1996] (24-248頁) も参照の こと.
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(Noble s[1993], p. 88)o l つ めは, Mettoy Pe D S l
'
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ケ ー ス におい て は, 事業主はフ ィ デ ュ ー シ ャリ - と見なされ, 受託者と同様の 責務
を負 う こ と と さ れ た o 残 り の 2 つ の ケ - ス にお い て は , 信義 の あ る契 約 義務
(c o ntr a ctu al duty of go od faith) が課せられる ことになっ た｡
こ の 変化 を考慮すれば, 事業主はフ ィ デ ュ ー シ ャリ - と して見なされる こ とにな
り , 受託者 同様 , も っ ぱら受益者で ある従業員の ため に資産 の 運用を行なう とい
う, 忠実義務 に基づい たフ ィ デ ュ
ー シ ャリ - 責任の もとにおか れ る こ とになる ｡ つ
ま り, 英米法にお ける信託契約におい ては, 事業主 (経営者) および従業員はフィ
デュ - シ ャリ - 的信認関係が結ばれるの で ある｡
先 に指摘 したように, 従業員は不正な処分に対 して権利を行使 し得 る準物件的な
エクイ ティ - 上 の権原を獲得する ｡ それゆえ, 当該権利の 存在がフ ィデ ュ ー シ ャ
リ 一 に対す る 一 種 の モ ニ タリ ング機能を果 し, 信託が継続 して い る間におい ても信
託財産に関す る元本の 維持が図られる ｡ ただ日本 の 場合には, 信託法におい て この
ような規定がな い ため, た とえ年金原資が元本を下回るような状態 にあっ ても, 受
益者で ある従業員が この 状態に対 して権利を行使しまた関与す る こ とはできない ｡
確定給付制度に関 して は, 退職時の給付額は予め給付算定式によ っ て 決定される
こ とになる ｡ 企業の拠 出す べ き掛金は, 期待投資収益率に基づい て運用すれば将来
時点 の給付額を達 し得るだけの金額 として 見積り計算 される｡ 実際の 運用結果とは
差が生じる こ とがある意味で は当然で ある ｡ こ の実際値 と期待値の 差がマ イナス の
場合に は, 積立不足 として追加的な掛金拠出が生じるが, プラスの 場合には運用の
余剰 (augm e nted be n efi ts) が生じる ｡ こ の場合, こ の運用の 余剰金額が誰の もの
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で あるかが しば しば問題 となる ｡ 運用にお い て生じた果実に由来する余剰金額 に関
して , 分配基準をど こで線引きす るかとい う問題が生じるの で ある ｡
法律の視点か らは, 次の ように問題を言い 換える こ とがで きる o 年金信託契約以
前におい て 年金資金を所有するの は企業であり, 設定を行 っ てか ら後は , 年金信託
財産の コ モ ン ･ ロ ー 上 の 所有権 は運用受託機関に帰属 し, また エ クイテ ィ ー 上の 所
有権は従業員 に帰属す る ｡ この こ とを前提 として , 運用成果と して の果実がどの 経
済主体 に帰属する の かが問題 となる ｡
運用受託機関が信託 によ っ て 獲得するコ モ ン ･ ロ ー 上の 榛原 は, 受益者の 利益の
ために信託財産 を管理運用す るとい う信託目的の範 囲内におい て の み与えられる ｡
また, 受託者の コ モ ン ･ ロ ー 上 の 榛原は, 信託が満了する際に信託財産が受益者に
譲渡される と同時に受益者 に移転する ｡ これらの こ とからすれば, 運用受託者 の所
有権は形式的なもの にすぎず, 実質的には, 将来の 年金受給者 である従業員に帰属
して い るもの と とらえる こ とがで きる ｡ つ まり, 元本はも とより運用 の果実を含め
た信託財産は, 運用受託機関, 事業主 , 従業員の 3者の 利害に対す る 一 種の 共同財
産 (利害の緩衝地帯) と して の 役割を果たして い るもの と解される ｡ こ の ように運
用成果まで を含めた信託財産をとらえる と, 運用成果は , 退職給付資金の 運用受託
機 関に分配 される の か , 従業員および加入者の 給付増額 に向けられるか, それ とも
拠出の 休日 (c ontributio nholidays) によ っ て企業からの掛金を減免する こ とで
企業 に還元 され るか , という問題が生じるの で ある[4]｡
【4】 信託財産 に関す る収益 と元本の 配分問題は , 信託法の 分野 におい て1つ の 本質
的なテ ー マ とな っ て い る ｡ 例 えば, 海原 [1993a]は ｢ほ とん どの 信託が, 財産
の 積極的な管理処分を行 なう能動信託である以上 , 信託財産自体およびそ の 運用
に伴う利益 の 受益者に対する譲渡 に際 し, 収益 (inc o m e) と利益(principal) を
い か に配分す べ きか は , 信託法の 解釈 におい て常に念頭に置か ざるを得ない 不可
避の 課題 と思われる(p. 401)+ と述 べ て い る ｡
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もう1 つ 重要な論点が存在す る ｡ 退職給付の運営 にかか る諸費用を, 上記の 信託
財産 の どの 部分に負担 させ るか という問題で ある｡ も し, 元本部分に負担させ るの
で あれ ば, 企業経営者 と従業員の 間で果実の すべ て を分配す る こ とが可能 となる ｡
しか しながら, 果実 に負担 させ るの で あれば, 諸費用を差引い た残額と して の 果実
だけが 2主体間で の分配の 対象 となる こ とになる ｡
4 退職給付シス テムの利害関係
以上 の ように , 確定給付制度の 運営活動は, 所有権 とい うキ ー ワ
ー ドの 下では企
業の 利潤計算か ら分離され るベ きで あり , リスク とい うキ ー ワ ー ドの下 で は企業の
利潤計算に組み入れる ベ き問題 となる, 七い う2 つ の 異なる視点が明らか とな っ た
の で ある ｡ さ らに, そ の ような関係が実質上構築されるためには, 信託法が重要な
役割 を担 っ て い る こ とを理解 しなければならなかっ た｡ これらの 点を加味した上で
改めて退職給付 の 利害関係を整理す る と, 図表2 - 3 の ように理解する こ とが出来
る と考えられる ｡
ま ず, 企業 の 経営者およ び株主 の 利害対立に関して は, 主 と してHRM における退
職給 付コ ス トを巡る利害対立が考 えられる ｡ この 両者 の 関係は, 会社法 における忠
実義務および注意義務の 関係を基礎 に成立す るもの で ある｡ 経営者の 立場か らすれ
ば, 労働者 との 労使関係を円滑に し, 生産性 を増大するため に従業員の 効用を満た
す退職給付制度を採用 しよう とす るが , ビジネス ･ リスクを負担す る株主の立場か
らすれば退職給付 コ ス トは削減 させ るベ き課題であると とらえられるだろう｡
次 に, 経営者 と従業員に関 して は, 次 の ような関係が成立す る ｡ 退職給付の 運営
で は , 場合に よ っ て , 追加 コ ス ト負担が企業経営 にか か る こ とになるため , 経営者
は これ を回避 しよう とする ｡ その 際, 追加 コ ス ト負担をもた らす可能性が高い アク
テ ィ ブ投資 (activ ein v e stm e nt) 戦略よ りも, 運営リス ク を とらない ような/1
o
ツ
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シ ブ投資 (pa s siv ein v e st) 戦略をとるで あろう｡ あるい は , こ の どちらで もなく
確定拠 出制度に制度変更をする こ とで , 企業の退職給付運営リスク を回避す る可能
性 もある｡
しか しながら, 従業員の視点からすれば, 給付水準の 増大を図るため に, 積極的
な投資政策が望 まれる可能性も否定で きない ｡ さ らに , パ ッ シブ戦略を用い てもな
お元本維持が達成 されなか っ た場合, 従業員の 受給権保護は
一 層希薄 となるため,
従業員は経営者 に信託法における エ クイ テ ィ ー 上の 権原を根拠 に , 元本維持 ･ 損失
填補を求める こ とが出来 るの である ｡ こ の ように従業員と経営者 の 間には, 労使関
係 と いう雇用 に基づく面 とは別 に, 退職給付資金 の運営そ の もの をめ ぐっ て 利害対
立の 関係が明確 に示 されて い る の で ある｡
最後 に, 株主お よび従業員の 間にある利害対立の 関係は, 基本的には退職給付運
営 におい て どちらがリスク ･ テイクをす るの か と いう点と, 投資運用の 成果配分を
巡 る対立関係で ある ｡ 退職給付運営が成功 し退職給付ベネ フ ィ ッ トが増大した場合
に, そ の 増大 した ベ ネフ ィ ッ トを株主の利害を増大 させ るもの で ある ととらえる場
合 には株主 の利害が確保され従業員 の利害は侵害される ｡ 逆に , 従業員の給付を拡
大 させ るもの で ある と とらえる場合 には, 従業員 の利害が確保される こ とになる｡
また, 企業がリス クテイク をする確定給付制度 と従業員がリスク テイ クをす る確定
拠出制度とで は, 従業員および株主の 利害が異な っ てくる ｡ リス クテイクは , 経済
的な犠牲の 負担 を意味するか ら, そ れを負担するもの の 利害が侵害される こ と にな
るか らで ある ｡
退職給付の 利害関係は , 信託の 法理が整備される こ とを背景 と して次第に退職給
付会計に反映され て きて い る ｡ 特に合衆国の 場合 には , ERISAの 成立 とい う信託法
の 1 つ の 展開に基づい て こ の ような変化が生じて お り , これ によ っ て退職給付制度
の 財務報告 と拠出企業の財務報告が統合的な視点から分離されて きたの である｡ つ
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まり , 退職給付の 財務報告 は退職給付会計 シ ステ ム とい う 1 つ の 社会的な体系に
ょっ て利害関係者 の 利害調整機能を果たす こ とになる ｡
図表2 - 3 退職給付の利害関係
株主
( 出餐者)
残余請求権
例
退職給付 ベネフ ィ ッ ト増
給付水準の 切下げ
従業員の リスクテイク
によ る退職給付制度運営
利害対立
例
給付水準の 向上
企業のリスクテイク
に よる退職給付制度運営
例
ⅢRM における退職給付コ スト低減
退職給付 ベネフィ ッ トの 増大
利害対立
例
労使関係安定化および生産性向上
に向けた退職給付制度の 充実
退職給付コ ス ト平準化の投資政策
企業の 経営者
退職給付制度 の運営
設定者
/
利害対立
例
例
運用委託
運用受託者
(受託者)
信託財産
に対する
コ モ ン ロ -
上の 権原
運営リスクの 回避
(追加退職給付コ ス トの 抑制)
確定拠出制度 へ の移行
投資
運用
- -
一 軒
噸ト - 一
元本
収益
i
信託財産の 元本維持要求 (追加退職給付コ ス ト負担を指向)
給付水準増大の ための積極的投資政策
従業員
(受益者)
信託財産 に対する
エクイテ ィ ー 上 の植原
具体的には, 制度の財務報告におい て は, 退職給付の 運営そ の もの に関する情報
がディ ス ク ロ ー ズされ, 拠出企業の 財務報告 におい て はそ の 運営 に関わ る企業の利
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潤計算が表現される こ ととな るの である ｡ つ まり, 制度 と拠出企業の財務報告の エ
ンテ ィ ティ ー を分離する とい う今日の退職給付会計の 基本的な構造は , 退職給付に
関わ る経済主体の 利害関係を明確に し, そ の 利害調整に対する利害裁定基準とな る
情報を提供する とい う目的か ら行なわれたもの である こ とが理解されるの である ｡
第3節 退職給付会計の利害調整
1 利害調整プロ セス へ の 関心
対立する退職給付の 利害関係が , 退職給付の 財務報告を通 じて調整される ことは
これまで幾度か指摘 して きて い るが, そ の 調整の メカ ニ ズム に関す る踏み込んだ分
析を行 っ て きて は い なか っ た｡ それは , 退職給付シ ステ ムが本質的にどの ような利
害対立関係 を有 して い る の か を理解する とい う優先される べ き目的が設定されて い
たか らで ある ｡
今 日, 財務報告 の ディ ス ク ロ ー ジャ ー は, 2面的に行なわれて い る｡ 制度自体の
財務報告と拠出企業の 財務報告で ある ｡ 制度の財務報告に よ っ て 開示されるの は,
主と して退職給付制度 の運営の 財務 で あり, そ れは退職給付の 受給者である従業員
を第 1 の利用者 として い る ｡ む ろん, 拠 出企業の運営活動 へ の財務的関わりに つ い
て も開示 して い る とい う事実 関係 に着 目すれば, 制度の 財務報告 にお い て も経営
者 ･ 株主 ･ 債権者 とい っ た拠出企業の ス テ ー クホル ダ ー も情報利用者と して の 想定
がなされて い る と考えられる ｡
一 方, 拠 出企業の 財務報告 によ っ て 開示され るの は, 企業の 利潤計算 に退職給紙
制度 の運営が どの よう に関わ っ て い るか とい う情報で ある｡ そ れは, 主たる情報利
用者が上述 した よう に拠 出企業 の ス テ ー クホル ダ ー だか らで ある ｡ これ につ い て
も, 拠出企業の 財務状況が退職給付の 給付可能性 にも深い 関わ りを有す るため, 餐
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給者で ある従業員が情報利用者 となる こ とも想定 されて い る｡
この ような2面的な財務ディ スク ロ ー ジャ ー は, なぜ行なわれて い る ので あろう
か ｡ そ して , そ の 利害調整は どの ようなメカニ ズム におい て行なわれて い るの であ
ろうか｡ 本節で は , こ の ような疑問に対 して次の 2 つ の視点か ら分析を行なう｡ 第
1 に, 近年 にお い て 会計の 役割を論じる ときに用い られる よ うにな っ て きたアプ
ロ ー チの 1 つで ある エ - ジ ェ ンシ - 理論 (age n cy the o ry) に よ っ て , 退職給付会
計の利害調整機能 に関する分析する ｡ 第 2 に会計選択と利害調整 の 関係 に着目し､･
利害調整の メカ ニ ズム に関する分析を行 なう｡
2 退職給付会計の利害調整機能
a 分析における仮定
エ ー ジェ ンシ ー 理論[5]の 下で は, まず , 企業は投資家, 債権者 , 労働者, 経営
者, そ の 他各種経済主体間の契約の 連鎖 (n ex us of c o ntr a cts) か ら成り立 つ もの
と想定される (Fa m a[1980], p. 289).
人物Ⅹ が自己の 目的の ために, 特定の 行為 に対する意思決定を人物Y に依頼した
場合 プリ ンシ ^
o
ル (prin cipal) Ⅹお よび エ ー ジ ェ ン ト (age nt) Y の 間には エ -
ジ ェ ンシ ー 関係 (age n cy r elatio n ship) が成立 して い る とい う状況仮定がなされ
る (Jen s e n a nd Me ckling[1976], p. 308)｡ 契約が履行 される と , Ⅹか らY へ 報酬
【5】 R. Co r s eが公表 した
"
企業 の性質 (Natu r eof the Firm :Cor s e[1937])
”
を
端緒と して い る と い われる エ ー ジ ェ ン シ - 理論 は , しばしば財産権 (pr ope rty
rights) の 経 済 理論 と呼 ばれ て い る ｡ そ の 研 究 に は , Holo msto m[1979], ～
Gr o s s m a n a nd Ha rt [1983] など, 企 業経 営者 と従業員間 の 関係 を主たる分析
テ ー マ と した研究の 系譜 と, 株主, 債権者お よび企業経営者の 関係を主たるテ -
マ に したJe n s e n a nd Me ckling [1976], Fa m a a nd Jen s e n[1983a], [1983b]
などの 系譜 に属する研究の 系譜とがある ｡
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が支払われ る こ とになるが , 少なく とも , こ の報酬額 に関 して は , 契約当初の 段階
で 代替機会 に見合うように設定される o エ - ジ ェ ン シ ー 理論における契約は権限の
委譲と報酬 との 関係を考える こ となの で ある ｡ こ の ように考 えれば, 退職給付会計
の エ ー ジ ェ ンシ ー 分析にお ける基本的な視点は, 退職給付システ ム における権限の
委譲と報酬 の 関係を整理する こ とである こ とが理解されるだろう ｡
この ような基本関係に加えて , エ ー ジ ェ ンシ ー 理論で は次の ような幾 つ かの 前提
がおかれ る ｡ 第 1 に , プリ ンシパ ル Ⅹおよび エ - ジェ ントY はともに自己の期待効
用を極大化 (効用の 極大化 の仮定) するもの と想定してい る｡ 個々 の主体に は, 効
用関数がある こ とを想定す るの で ある o 第2 に, プリ ンシパ ル Ⅹおよび エ
ー ジ ェ ン
トY の 関心や利害 は, 必ず しも 一 致 しない (利害不
一 致の仮定) と想定 して い る｡
第3 に, す べ て の 人間が同質同量の情報を有す事がない とい う佼定 (情報の 非対称
悼 :info r m atio n al asym m etry) に立 っ て い る o
以下で は , こ の ような幾つ か の仮定的状況にお ける視点を用い て退職給付シ ステ
ム に関する利害関係の 分析を行なう｡
b 利害対立の トライア ングル 関係
上 記の契約関係 におい て , Ⅹを株主, Y を経営者とおきかえる と, 株主および経
営者間に企業経営契約に関す るエ - ジ ェ ン シ ー 関係を想定す る こ とがで きる ｡ 経営
者は , 企業経営の エ ー ジ ェ ン トとして 株主の効用極大化を目標 と した行勤を とる こ
とに なる｡ こ の 点は , 通常の エ ー ジ ェ ン シ ー 分析と同様, 退職給付シス テム におい
て も成立す るもの と仮定す る こ とがで きよ う｡ 経営者は, そ の 契約内容を遂行する
こ と によ っ て 当事者間で 事前 に合意 された報酬を受け得るようになり, そ の 報酬は
経 営成果 と して の 利益か ら支払われ, 一 方 で 株主 は報酬支払後 の 剰余 を剰余権者
(r e sidu al claim a nt) として受領す る立場となる ｡
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この 契約関係か らすれば, 経営者が企業経営におい て行なう退職給付の 運営活動
は , 企業の 利潤 を極大化するための 手段 としての 側面が強調される こ ととなる ｡ 具
体的には, 人的資源 マ ネジメ ントにおい て効率良く労働者を管理 し, また労働コ ス
トの低減と生産性 の 向上 , さらには退職給付ベネ フ ィ ッ トの 増大 とい っ た様々 な視
点か ら企業の利潤極大化が追求される こ と となるの で ある ｡
一 方, 退職給付は従業員 に対す る制度で ある とい う点に着目すると, 別の 契約関
係が導かれる o 従業員を プリン シパ ルおよび経営者を エ ー ジ ェ ントとして とらえれ
ば, 労働協約にお ける退職給付規定 に基づい たエ ー ジ ェ ンシ ー 関係を確認す る こ と
がで きる の で ある . 当期に稼得 した労働役務報酬 の 一 部 を , 退職給付運営 の エ ー
ジ ェ ントで ある経営者に委託する退職給付制度の も とで は, プリ ン シパル で ある従
業員の ために, 当該資金が企業内部に 一 時的に留保され外部運用受託機関に拠出さ
れるもの と とらえる こ とがで きよう. この 契約視点か らすれば,｡ 従業員の 効用極大
化が追求され る こ とになる ｡
こ の ように考える と, 経営者が行なう退職給付 の運営活動には , 本質的に従業員
の給 付を確保 し従業員の 効用を極大化する こ とを目的とす るもの と, 株主の 利潤を
極大化す る こ とを目標 とするもの の 2 つ の 方向性が存在する こ とが判明する ｡
と ころで , こ の よ うな2 つ の エ - ジ ェ ンシ ー 関係 は, 先ほど述 べ たような前提か
らすれば, 相容れない 利害対立関係をもたらす こ とになる｡ 図表2 - 4は, こ の利
害対立 (c o nflict of inte r e st) とい う視点か ら, 経営者 , 従業員そ して株主の 3
主体をとらえて い る ｡
企業経営者は , 一 方で 図の 契約1 に基づ いて株主効用極大化 を目指し, 他方で契
約2 に基づ い て 従業員効用 の極大化も目指して い る ｡ 両契約の 本質的な方 向性の 相
違か ら, 従業員 と株主の 利害が 一 致する可能性は極めて 低く, したがっ て退職給付
シ ス テム におい て は, 企業経営者が, 企業の株主効用と従業員効用とを相対的に満
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たすように行動す る こ とが期待される こ とになる｡
図表2 - 4 利害対立の トライア ングル関係
経営者
(2重 エ ー ジ ェ ント)
契約1
資本
株主
運用委託
～
←
顛末報告
契約2
顛末報告
運用受託
従業員
投資
- ヰ
汁
元本
収益
2 - 2 1
資本市場
契約1 ･ ･ ･企業経営の エ ー ジ ェ ン シ ー 契約
契約2 ･ - 退職給付 の エ ー ジ ェ ン シ ー 契約
注意す べ きは , 当事者 同士 の利害不 一 致の 仮定は経営者自身 に も及び, その 点か
らすれ ば企業経営者も自己の 効用を極大化す る行動を とる と仮定 され る こ とで あ
る ｡ つ まり , 経営者, 株主および従業員の 利害は相互 に対立す るもの と理解する こ
とがで きる の で ある ｡ こ の ように考 えれ ば, 企業の 経営者は , 2 重 エ ー ジ ェ ント
(du al age nt) と して , 企業 の 所有者で ある株主 の 利益を優先す るの か , ある い
は, 従業員の 労働意欲向上 を促し生産性を向上させ るために従業員の利益 を優先す
るか を, 自己の 利害を確保する とい う点を考慮 したうえで決定す る こ とが理解され
よう ｡ そ して , こ の利害対立の 構図が前節におい て 明示した利害対立関係と何ら相
違ない ことが こ こ に確認で きるの で ある ｡
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とこ ろで , 上 記の 2 つ の 契約関係は経営者を蝶介と して 関連す るもの の , これま
で の 検討に よ っ て は, 従業員お よび株主間の 直接的な利害対立が必ず しも検討され
て きて は い ない ｡ そ こで , 従業員と株主の 利害対立関係 を考えて みよう ｡
従業員は, 役務提供 によ っ て獲得 した対価 の 一 部を退職給付制度の 運営資金 とし
て経営者に委託す るが , 視点を変えれば, 従業員が経営者 へ 余剰資金を貸し付けて
い るに等 しい もの と解釈 し得る だろう ｡ そ うであるならば, 従業員は企業の 一 種の
債権者 と して , 銀行あるい は社債保有者他 と同様の 立場 に置か れる こ とになる｡
通常 , 債権者は貸付当初 の条件に基づ い て企業に資金提供を行な うが, そ の 際貸
倒れの リスクを負 っ て い る｡ それゆえ, プリ ンシ パル である債権者は, 貸倒れの リ
ス ク を避 けるため に , エ - ジ ェ ントである経営者 に当初の貸付条件 に沿 っ た経営行
動を通る ように期待す る こ とになる ｡ ただ, 債権者および経営者の 相互関係 に, 刺
害の 不 一 致 ･ 情報の 非対称性等 の 関係が俊定される ので , 経営者は必ず しも債権者
の期待効用を満たすようには行勤 しない ので ある｡
この ような仮定が成立する場合 にお いて , 例えば, 経営者が株主の 利益を追求す
る経営行動 をと るの で あれば, 債権者 は自己の富 を犠牲にされる と いう負担を強い
られる こ とになる ｡ この ような負担を回避するために, 債権者 には ｢最終的 に資金
が回収 されるまで , 経営者 の意思決定に対 して 直接または間接 に影響力を発揮した
い と い う動機 ( 岡部 [1985], p. 104)+ が本質的に生 じて い る こ とになる ｡ 一 般的
には, 配当の 不当な増加 ･ 株主の 利益優先等に基づい て企業資金が流出 し, そ の 債
権価値 を低下させ ない ようにす るために, 貸付け期間中の 経営者行動 に対 して事前
に制限条項 (r e strictiv e c o v e n a nt)[6]の ような制限を加える こ とになる ｡
こ の債権者の 性質は, 退職給付契約の プリ ンシ パル である従業員 にも当て はま
【6] こ れが特 に 社債 約款上 で 約定 さ れ て い る 場合 には , 保護 条項 (pr ote ctiv e
c o v e n a nt) という ｡
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る ｡ 基本的に従業員は , 最終的に退職給付を受給す るまでの 長い 間, 企業の 退職給
付運営活動 へ の 関わりに影響力を持とうとするもの と考えられる ｡ 退職給付運営に
関する原資の 企業に対する貸し付桝ま, 従業員がその企業に勤務す る長い 期間に及
んで い るためで あり, また, 企業の経営者が人的資源マ ネジメ ントにおい て 退職給
付コ ス トをどの ように管理する のか が, 退職給付の 運営活動の 成功 と失敗 を分ける
ためで ある ｡ そ の 意味で は, 通常の債権者 で いう制限条項の ような制約が, 本質的
に経営者 に要請され るもの と考えられるだ ろう ｡ 一 般 には, こ の ような経営者行動
の 制限は労働協約に表現 されて い るもの と解する こ とができる こ とになる｡ 労働協
約は , 労使の基本的な関係を, 双方の 合意の 上 で設定 したもの だからで ある｡
ただ, 債権者 と決定的な違い を指摘する の であれば, 労働者 には2 つ の意 味で日
常的に経営者行動を直接抑制す る機会が与えられて い る こ とで ある ｡ 第1 に, 企業
の 生産活動 にお い て 重要な役割を担 っ て い る従業員は, 使用者た る経営衰に対 し
日々 の 労働提供を通じて牽制をする こ とがで きる ｡ 自己の利害 を犠牲にされる こと
で , 従業員の 労働イ ンセ ンテ ィ ブが低下すれば, 最終的にそれが生産性の 下降等に
よ っ て 企業業績 に反映 され , 経営者の報酬 の減少をもたらしかねない からで ある｡
第 2 に, 従業員 は , 退職給付運営 に関す る 自己の 利害を防衛 しまた増大す るため
に , 労働交渉にお いて 協議 を行なう こ とに よ っ て , 退職給付の 運営活動にお いて経
営者が行なう べ き事項 を労働協約と して成文化する こ とができる の である｡ 労働協
約が経営者 によ っ て遵守されない場合には, 従業員の利害が侵害される こ とになる
か ら, 労使交渉に お い て ス トライ キ等の 権 力行使を行なう こ とがで き るか らで あ
る｡
結局の と こ ろ, エ ー ジ ェ ンシ - 分析の フ レ - ム ワ - ク を用い て も, 利害の 対立関
係は , 従業員 , 経営者および株主 とい う3 つ の ス テ ー クホル ダ - の トライ ア ングル
関係 によ っ て と らえる こ とが できるの で ある ｡
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c 退職給付会計の利害調整機能
こ の ように , 従業員 , 株主および経営者間の退職給付 に関す る利害調整の方向性
は, 企業経営者の 裁量にも っ ぱら委ねられて い る こ とが判明 した ｡ しか しながら,
こ の 構造におい て は, 時には経営者の 逆選択 (adv e r s e s ele ctio n) やモ ラル ･ ハ
ザ ー ド (m o r al ha za rd) 等の 問題を生じさせ るo 情報の 非対称性 の仮定によ っ て ,
本質的には経営者 自身に しかそ の 行動が観察 し得ない ためである ｡
外部会計情報, すなわち財務報告が 一 定 の規制の もとで , 少なく ともエ - ジ ェ ン
トの行動に関す る情報の 非対称性解消に役立 つ 手段 とな る こ とは , 会計学の 研究領
域におい てWatts a nd Zim m e r m a n[1986], 岡部 [1985] などによ っ て これまで示さ
れて きた｡ この 考えの も とで は , 退職給付の 財務報告を通じて , 従業員 , 株主, 経
営者 間の 利害が調整され , そ れぞれの効用が確定す るの で ある ｡ この ような外部財
務情報の 開示に対する動機は, 情報の 利用者の立場からも, また情報の 作成者の立
場からも存在す る ｡ 特に経営者は, エ ー ジ ェ ントと して の 自己の 報酬 を確定 し効用
を極大化するためにも, 自ら進ん で情報を開示 しようとするの である ｡
退職給付の財務ディ スク ロ ー ジャ - 情報 を作成す る企業の 視点から考えれば, 過
職給付の 運営 目的は2 つ 存在す る ｡ 従業員に対して は, 制度の 設置者と して退職給
付の 運営活動を通 じて給付の 確保および増大を目指 さなければならず, 一 方, 企業
経営の 視点か らは, 株 主をはじめ とするス テ ー クホル ダ ー に対 して , 企業利益を確
保するための 退職給付運営 を行わなければな らない ｡ こ の 2 つ の 目的は, い わばコ
イ ンの 表と裏の 関係の ように とらえる こ とがで きる ｡
本質的に異なる2 つ の 目的を考えれば, 退職給付 の活動成果は, そ れぞれの利害
関係者に対し別 々 に報告される ことが望 ま しい はずで ある ｡ なぜなら, 従業員の給
付を確保するた め の運営活動におい て は, 余剰金管理 (Su rplu sMa n age m e nt) を背
景に した計算体系が とられ, そ れに基づ い た財政計算が行われて い るの に対し, 拠
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出企業の 利潤計算は伝統的に資本維持計算を背景に した計算体系の もとで行われて
きたか らで ある ｡ 余剰金管理の 成果が企業の利潤計算 に整合的で ない形で関わ る こ
とになれ ば, 業績指標 として の 報告利益 に2 つ の 異なっ た計算体系か ら の アウト
プ ッ トが混入する とい う問題を生じる こ と にな っ て しまうの で ある ｡ その 場合, 会
計受託責任 に対す る経営者 の 遂行状況を評価指標 と して の 報告利益 の 役割[7]が損な
われて しまう｡ そ ればかりか , 退職給付の 運営活動の 顛末が利害関係者 に正確に報
告 されない こ と となり , 退職給付制度の経済主体間の 利害調整は 全体 として 最適な
形には ならない こ と になる｡ そ こで , こ の ような2 つ の エ ー ジ ェ ンシ - 関係 に対す
る顛末報告は, 退職給 付の運営活動に関す る財務報告 として 2面的な形で行なわれ
るようにな っ てくるの で ある ｡
3 退職給付会計における利害調整のメカニ ズム
a 会計選択と利害調整へ の着目
退職給付の 運営活動が これ ら2 つ の財務報告書に表現されるまで には, 一 般に2
段階の会計選択[8]が行われて い る ｡ 第1段階の 会計選択は, 会計基準設定主体によ
る退職給付会計基準の 設定活動で あり, 第2段階の 会計選択は , 設定された退職給
【7】 財務報告情報 には, 経営者の受託責任 および業績が含まれて おり, それは企業
の業績 との 区別が困難である場合が少なくない (SFAC l, pa r. 53)｡ そ れゆえ,
経営者の 受託責任を評価する中心は稼得利益情報となっ て い る ｡
[8] SFAC2[1980] で は , この ような会計選択に つ い て次の ように述べ て い る｡
｢会計選択は , 少なく とも2 つ の レベ ル で 行われる ｡ 1 つ は, 企業にあ
る特定の 方法で報告する こ とを要求したり, 又逆 に望 ましくない と考え
られ る方法 を禁止する権限を有す るFASBまたはそ の他 の 機関によ っ て行
われ る選択である ｡ ( 中略)また, もう 1 つ は, 個々 の 企業 レベ ル で行わ
れる会計選択 である ｡ (pa r. 6-7)+
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付会計基準 を用 い る という前提条件の 下で , 退職給付 システ ム の財務活動を財務報
告書 に表現する際 に経営者が選択す る会計方針である ｡ どち らの 会計選択も, 分配
指標および業績指標 と して の 報告利益の 算定に関わ っ て おり, そ の選択次第 では,
退職給付の利害裁定そ の もの を変えて しまう可能性を有して い る ｡ そ こで , こ こ で
は この 2つ の会計選択 に着目 し, そ の 利害調整メカ ニ ズム に つ いて より詳しい検討
を行 っ て みよう｡
b 第1段階の会計選択と利害調整
退職給付会計基準に付与され る計算構造観は , 会計基準の 設定主体が有してい る
会計目的に したが っ て 選択されて い る｡ こ れは, 会計が経済社会 という環境の 産物
で あり , 政治機構 に立脚 した国家統治 シス テ ムの もとで , 法律および政治の 影響 を
本質的 に受 ける こ とに由来して い る｡ そ の ような影響は, 会計基準設定主体 の会計
目的観[9]と して 会計基準に付与さ れ 会計構造 を規定す るか らで ある ｡ か か る視点
からすれ ば, 計算構造観は国家毎に性質の 違うもの となる ｡ この 際, 設定主体が,
企業経 営の 業績測 定値 と して の 分配可能利益 の 算定 とい う会計 目的を重視す るの
か , そ れとも投資意思決定の 情報提供 とい う会計目的を重視するの か によ っ て , 過
職給付 の財務報告の 内容, 種類, 範囲, お よびそ れらの 外部財務情報 を, 財務諸表
本体における報告利益計算構造, 注記項目, 補足情報の どの 区分 に記載するの かが
【9】 新井 [1978] によれば, 会計公準は , 企業実体の 公準, 会計期間の 公準, 貨幣
評価 の公準 の 3 つ からなる制度的会計公準 ( 構造把握 的･ 機構的会計公準) と,
有用性の 公準 , 公正性 の公準の 2 つ か らなる要請的公準 (目的設定的･ 動機的公
準) とに分類 される (191-203頁)｡ こ の考えに従えば, 退職給付の 会計基準 に関
して も, 制度的会計公準か ら導かれる ｢会計構造観+ と, 要請 的公準か ら導かれ
る ｢会計目的観+ が付与される ｡ ただ し, この ような2元的な会計公準の分類に
疑問を投げか ける見解も存在する｡ たとえば, 中村(忠) [1984], 44頁 を参照 o
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決定される こ とになる ｡
大塚[1992] にお い て は, 合衆国の退職給付会計基準設定プロ セ ス におい て 利害
関係者の 利害がどの よ うに関わ っ て い るの かが , 克明に分析されて い る ｡ それによ
れば, 退職給付会計基準が 2 つ の 異な っ た退職給付債務の概念を採用する背景 に
は, 投資家, 銀行などの 債権者および経営者 の 間の財務情報をめぐる利害対立が存
在 して い る とい う (pp.303- 304)｡ こ の点からすれ ば, この 段階の 会計選択は退職
給付の 経済主体の 利害調整が政治的なレベ ル で行われる可能性 を有 して い る と解 し
得 るだろうo 退職給付 システ ム の財務活動を, い かなる会計 エ ンテ ィ テ ィ ー におい
て , どの ように認識 ･ 測定, 記録 ･ 計上 し, 利害関係者 にどうい っ た形で財務報告 を
行なうの か, とい っ た代替的会計処理に関する諸問題は, 政治的な利害調整プロ セ
ス によ っ て退職給付会計基準の 計算構造に反映されるの である ｡
む ろん, この 政治的利害調整に関する反映程度は, 基準設定主体が有する基準設
定プロ セ ス がオ - プンなもの であるか否か , プライ ベ ー ト ･ セクタ
ー であるか パ ブ
リ ッ ク ･ セ クタ ー で あるか等 によ っ て も影響を受 ける こ とになる o 先の 合衆国の 場
合 には, 基準設定主体 で あるFASBが正規 の 手続き (I)uePr o c e s s) を通 じて利害関
係者 に基準設定 プロ セ ス を完全公開しており, そ の ため退職給付の 経済主体が利害
調整に積極的に関わる こ とが可能とな っ て い るの で ある｡
c 第2段階の会計選択と利害調整
退職給付会計基準は政治レベ ル にお ける , 退職給付の利害関係者の利害調整の結
果 と して 公表され るもの で あるが, そ こ におい て経営者の 実務的な側面に考慮して
幾 つ か の 会計代替案を認め て い る こ とが多い ｡ 退職給付会計基準 に関しても, 割引
率の 選択 をは じめ , 各種の保険数理法等の 変動的 パ ラ メ ー タ ー に関する選択肢 を会
計基準 におい て認 めて い る ｡ 経営者は, 自己の退職給付運営に直接関わる利害関係
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著聞の 利害裁定の ために , 退職給付の 運営活動を財務報告書 に表現 しなければなら
ない が , そ の 際, そ れらの認められた会計代替案の なかか ら任意 の 方法を会計方針
とし て選択 しなければならない ｡ つ まり, 退職給付の経済主体間の 利害調整は, 会
計方針の 選択を経て財務報告書に表現された退職給付 の運営活動をもと に行われる
の で ある ｡
こ の 点を考えれ ば, 退職給付の 利害関係者を想定 した会計方針の 選択が経営者に
よ っ て行われる余地が存在 して い る とい えるだろう｡ こ の ような政策的な会計方針
の 選択は会計政策 と言われて おり , 通常は, 技術的会計政策 と実質的会計政策の 2
種類が存在する (伊藤 [1985], 15-17頁お よび善積 [1994], 109頁)｡ つ まり, 過
職給付会計の会計政策 にも, 技術的な退職給付の 会計政策 と実質的な退職給付の会
計政策 の 2 つ が存在 して い る こ とになる ｡
会計手続 きを選択 ･変更す る こ とに よ っ て会計数値 を操作す る ｢技術的会計政
策+ の 場合 , 会計基準に規定 される会計代替案か ら, 企業に最も有利になるもの を
経営者が任意 に選択した場合におい ても , 退職給付 に関す る経営者行動の ベ クトル
が変更される こ とはない ｡
そ の 一 方 で , 経済取引を管理す る こ とに よっ て会計数値を操作する会計政策は,
｢実質 的会計政策+ と呼ばれる ｡ この 実質的会計政策の 場合 には , 例えば, 益出し ･
ク ロ ス ボ ー ダ - 取引と い っ た手法によ っ て , 経営者行動の ベ ク トルが変えられる こ
とになる ｡ この 点を考 えれば, 第1 段階の 会計選択 によっ て公表された退職給付会
計基準は , 特 に後者の 技術的会計政策を経営者が行おう とする際の 制約条件[
10]とな
る｡
以上 の 2つ の 会計政策を前提 とすれば, 退職給付 シス テム の財務活動を財務報告
【10】 例え ば, 最も効率的で か つ 理論的に も正 しい と認め られる会計処理で あっ て
も, 認められた会計代替案の 中にな ければ経営者 は選択する こ とができない ｡
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に表現す る経営者 の 行動 に つ い て , 少 なく とも2 つ の 可能性 を考 える こ とがで き
る ｡ 1 つ は既 に行 われた退職給付の 運営活動 に関 して , 技術的会 計政策 によ っ て
もっ とも有利に描写 しよう とす る可能性で ある｡ もう 1つ は, 実質的会計政策を用
い て , 自己の活動がもっ とも有利に表現 されるように , 退職給付 の 運営活動の ベク
トル を変える可能性である ｡
実際, 合衆国の 場合におい て は, SFAS87の規定する会計処理 とい う制約の 下で ,
自己の ^
o
フ ォ ー マ ンス をより良く表現する ために, 経営者が実際の 年金資産配分に
おい て長期債を選好す る場合がある (Ar n otta nd Be r n stein [1988], pp. 96-98)o
この ような経営者 の行動 は, 実質的会計政策の 1 つ である と解す る事ができるだろ
う｡ かか る事実 に関して は, 退職給付会計基準が退職給付シス テム に対する経済的
影響を有して い る とい う重要な証左となっ て い るだろう｡
d 会計選択と利害調整の プロ セス
これまで検討 して きた事項をも とに , 退職給付の 財務報告プロ セ ス における会計
選択 と利害調整の 関係 を示す と図表2 - 5の ようになるだろう｡ この 図表 2 - 5 を
もとに , 退職給付の財務報告における経済主体 の利害調整を考えて み よう｡
まず, 図表の A社会的選択に着目して ほ しい ｡ 先述の ように, 基準設定主体 によ
る基準設定活動で あるが , 退職給付会計基準 の設定におい て 利害関係者が自己の 利
害を確保するため に この プロ セ ス に参加す る可能性を有して い る ( 図表中の α)0
たとえば, 従業員 の視点からすれば, 信託財産 に対 して元本維持を主張できる権利
を年金負債などの 形で会計基準 に反映させ ようと行動するはずで あるが , 経営者の
視点か らは , そ の ような情報は運営の 失敗 に対する追加的退職給付コ ス ト, すなわ
ち将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ - を意味する こ とか ら, オン ･ バ ランス させ る こ
とには強い抵抗を有す る こ とになる ｡
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国表 2 - 5 退職給付の財務報告プロ セス
退職給付シ ス テ ム
企業
人的資源管理
(HRH)
退職給付制度
AL旭等の
運営活動
Bl
(馨哲男春雷蓮i)
設定主体
に よる基準設
定活動
代 替 的 会 計
処 理 の 検 討
A社会的選択
β
B2 実質的会計政策
Bl 技術的会計政策
(会計方針の選択)
退職給付会計シス テム
企業の財務報告
B2 実質的会計政策
制度の財務報告
顛末報告
利害調整
退職給付 シス テムの
利害関係者
顛末報告
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また, 経営者は節税 の ために , ある い は退職給付制度を充実 させ従業員 へ の 労働
イ ンセ ンテ ィ ブに働きか けるた めに , 退職給付 コ ス トを発生主義 による期間費用 と
して平準的に計上 で きる ようにす るイ ンセ ンティ ブを有して い る ｡ この ような経営
者の行動 札 前提 として ^
o
ツ シブな退職給付資産の 投資が行われる こ とを意味して
い るか ら, リタ ー ンを増大 して退職給付 ベネフ ィ ッ トを報告利益に反映させ よう と
い う株主の視点とは必ず しも相容れない もの となる ｡
こ の ように , 退職給付の 利害調整は第 1 に社会的選択を通 じて行われる こ とにな
る ｡ 社会的に選択 された退職給付会計基準 に規定された財務報告内容, 種類, 範 囲
および記載個所が , 利害調整者 間の 利害調整を部分的に で はあるが規定するの で あ
る ( 図表中β)｡
ただし, こ の利害調整 に つ い て は, 主たる経済主体 の 団体な どが基準設定の プロ
セ ス に参加する とい う ような形で 関与する こ とが多い の で , 各利害関係者の 性質を
ある程度均 一 でス テ レオタイプで ある と想定す る こ とになる ｡ た とえば, A社の従
業員は負債計上 に積極的で あ っ ても, B社の 従業員は負債計上 に は消極的で ある こ
ともあるが , こ の ような個 々 の 相違は全体 の利益優先とい う流れ に完全 に劣位にお
かれ る こ とになる ｡ そ れゆえ, 個々 の 企業における利害関係者の 利害がす べ て この
社会的選択 におい て調整されて い るの で は ない ｡
個 々 の 利害調整は, 策 2段階の 会計選択 におい て行われて い る ｡ たとえば, 図表
における B l の技術的会計政策およびB 2の 実質的会計政策を考えるために , 年金
負債を通 じての 会計方針の 選択を考えて み よう ｡
経営者 にと っ て は, 財務報告において 年金負債を僅少にす る こ とが自己の 経営パ
フ ォ ー マ ンス をよ り良く見せ る こ とに つ ながっ てく る ｡ こ こで , 年金負債の 金額 を
僅少 にする方法は , そ の 算定構造か ら考えて みれば, ①割引率を高く見積る, ②同
じ資産投資 で あ っ て も有利な数値が算定され る保険数理法 を採用す る , ③リス ク
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= リタ ー ンの見積りを変更 し投資資産 の ボ
ー トフ ォリオをより年金負債が僅少とな
り得 る もの に組みか える , ④期待収益率を高める ことで マイ ナス の 退職給付コ ス ト
を増やす, 等の 方法が存在 して い る ｡ 経営者は , これらを通 じて , 本質的に将来の
キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー 情報を少なく報告するイ ンセ ンティ ブを有してい る｡
株主 , 従業員等が利害確保 の ため の 権力行使をしない 場合には , 利害調整上 の 問
題は生じない ｡ つ まり株 主, 投資家などが経営者の選択した会計政策 に従っ て利害
調整 を行なうもの と経営者が判断 した場合 には, 経営者は割引率を高く見積 るなど
の方法によ っ て B l の技術的会計政策 をとる こ とになる ｡
しか しながら, 投資家の視点か らすれば, 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー と し
て の 年金負債が少なめ に見積もられて い る こ とは不利な情報であ るはずで あり, 当
該企業を投資対象か らはずす要因の 1 つ となり得 る ｡ これは株主 におい ても同様で
あり, 株主は未計上 の 将来キャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ ロ ー 情報の 多さか ら所有して い る
株式を市場で放出する可能性も存在 して い る ｡ この ような権力行使を経営者が事前
に予想 した場合に は, 経営者は これを防 ぐ目的で図表注の γ を通じて実質的会計政
策を行 なう可能性を有 して い る ｡
た とえば, 合衆国の 場合 には, 年金投資資産にお ける長期債が好 まれ る傾 向にあ
る ｡ 長期債 は株式 の ようなリスク資産 とは異なり, 運用の 失敗 を生 じ難 い という特
徴を有 して い るためで ある｡ 退職給付の 運用の 失敗が起 こっ た場合, 通常 は多額の
退職給付負債が計上される こ とになるが, 長期債を大量に保有 して い れば, 資産の
時価総額が極端 に少額 にならず, 退職給付負債もそ れだけ少額 に計上 できるの で あ
る ｡ もしもジ ャ ンクな どの 資産 に投下し , 大幅な運用の 失敗を蒙 っ た場合に は, 図
表の γ の 流れを通 じて 労使交渉な どによ っ て経営者の 責任が追及 される こ ともある
だろう｡
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1 退職給付会計情報の信親性
退職給付の財務ディ スク ロ ー ジ ャ - に は, 投資意思決定に有用な情報の提供機能
が期待 されて い る と同時に, 退職給付 システ ム の 富とリスクを分配する とい う機能
が求められて い る ｡ 財務報告を通じて , 退職給付会計 に関する利潤計算および将来
の キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 予測に 関す る確定 した会計数値が開示される と, それに基
づい て , 株主, 従業員および経営者間の 利害が線引きされるの で ある ｡
退職給付 の財務報告 に記載されて い るの は , 経営者 自身の 経営責任 に関する主張
(as s e rtio n)にほか ならない o ただ, 情報の 非対称性を仮定す る エ ー ジ ェ ン シ ー 分
析の フ レ ー ム ワ ー クに示 され るよう に , 経営者が機会主義的行動 (oppo rtu nistic
a ctio n s) によ っ て 自己の 利益を追求 し, モ ラル ･ ハ ザ ー ドの 問題を引き起 こす場
合も存在 して い る ｡ こ の 場合には, プリ ンシ パルが事後的な観察 を し得ない こ とを
要因と して , 経営者が契約の 履行よりも自己の 利益を優先する とい う非効率な現象
を生じさせ る こ と になる ｡
企業活動 にビジネス ･ リスクを負う株主 , 退職給付の 原資 を提供す る従業員 , 莱
際 に退職給付活動 を行なう経営者等, とい っ た財務報告の 利用者の 立場か らすれ
ば, 退職給付会計の 情報が利害調整を確定 し得る だけの 信頼性 (reliability) を
付与する こ とが与件と して求められる こ とになる｡
周 知 の と お り , 会 計 情 報 の 信 頼 性 は 会 計 情 報 の 質 的 特 徴 (qu alitativ e
cha r a cte ristic s of a c c o u nting info r m atio n) を構成する2 つ の 基本的特性の う
ちの 1 つ で ある ｡ たとえば, SFAC2 では , 信頼性および目的適合性 (r ele v a n c e)
の 2 つ の 基 本 的 特 性 が 満 た さ れ て は じ め て , 意 思 決 定 有 用 性 (de cisio n
u s efuln e s s) が備わ る こ とが示されて い る(SFAC 2, pa r. 32)o
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こ の ような信頼性 を財務ディ スク ロ - ジ ャ - に付与させ るためには, 経営者行動
に対す る監視が , プリ ン シ ^
o
ル自身によ る監視費用 (mo nitoring c o st) 負担の も
とで行なわれなければならない o 現代社会で 札 これが財務ディ スクロ
- ジャ ー 制
度 と して規制され , 監査制度に よ っ て企 業の 作成 した財務報告書を職業監査人に
チ ェ ッ クさせ る こ とを通じて , 経営者行動が モ ニ タリ ングされてn る o 人的資源管
理 における退職給 付運営 と従業員 の ための 退職給付運営 とい う2 つ の エ ー ジ ェ ン
シ ー 契約の顛末は , この モ ニ タリ ングがなされた後の 財務報告書に よっ て , それぞ
れの プリ ンシ パ ル に報告され, 各プリン シパ ル はこれ に基づい て経営者の 業務遂行
を評価するの で ある ｡
従業員, 株主お よび経営者間の利害調整構造 における利害裁定の 規準[11]として ,
退職給付の 財務ディ スク ロ - ジャ ー を位置付ける ためには , 各ス テ
ー クホル ダ ー の
利害に対する合意 を得 る こ とがで きるように , そ れに信頼性が付与され る構造を明
らかにす る必要があるo この鍵 を握るの が, アクチ ュ アリ
ー と公認会計士で ある o
Fogaty and Gr a nt [1995] は, 退職給付の財務ディ スクロ
- ジ ャ ー の情報 として
の 信頼性 に関わる 問題 として , アクチ ュ アリ ー および公認会計士 という2 つ の 専門
プロ フ ェ ッ シ ョ ンの 関わりが重要で ある こ とを指摘 して い る ｡
【11】 桜井 [1990] で は利害調整 と会計報告の 関係を次の ように とらえて い る o
｢ - - 経営者 ･株主 ･ 債権者の 間には利害対立が存在 し, そ れを調整す るメ
カ ニ ズム の 1 つ と して会計利益 の測定 と報告 へ の需要が生じて い る｡ そ し
て対立す る利害が十分に調整さ･れる ために は,･会計利益は次 の 2 つ の 特性
を有 しなければならない . 1 つ は, 経営者の 受託責任 の 遂行状況 を評価す
るための 尺度 で ある こ と, もう 1 つ は, 企業価値を維持 した上で の 分配可
能額 たる こ とで あ る ｡ これらの特性 を有す る とき初め て会計利益は, 経営
者の 評価 と分配可能額の 決定の ための 『真実な』 尺度 と して , 経営者
･ 株
主 ･ 債権者の 合意を得る こ と にな り, そ の 合意の ゆえ に利害調整の機能を
果たす こ とが可能になるであろう (5頁)0+
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｢会計士 およびアクチ ュ アリ ー の 両者は, 企業の 経営に役立ち, 費用を
統制する (c o ntr ol of c o st) の に有用な情報を, 経営者に提供する こ とに
関わ っ て い る ｡ ク ライ ア ン トヘ の サ ー ビス に対す る彼 らの 共通の 利害は ,
相互 に関連 を持ち つ つ も独 自に遂行 される業務 によっ て 追求され得る ｡ こ
れを達成す るつ もりで あれば, 新たな測定の 問題 (me a s u r e m ent age nda s)
を着手す るか と い う問題 に耐 え得 るだ けの , よ り深 い 相 互 理解 (mutu al
u nde r sta nding) に立 っ た 一 層良好なコ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンが必要であ る .
個々 の 専 門職は , そ の 役割 を広げるために, お互 い の 立場 に歩み寄 る必要
がある ｡ これは会計士 に つ い て い えば, 信頼性 に関す る より柔軟な立場を
とる こ とを意味す る ｡ (p. 32)+
アクチ ュ アリ ー は, 保険数理計算の エ キス パ ー トで あり, 退職給付の 年金債務見
積りそ の 他財務報告書 の作成プロ セ スそ の もの に関わる高度な専門職である ｡ 財務
報告 における会計数値の 情報 としての 信頼性 はアクチ ュ アリ - の保 険数理計算に依
存す る . Fogaty a nd Gr a ntが, ｢保険数理計算の 算定数値 (a ctu a rial o utputs) は
退職給付の 財務デ ィ スク ロ ー ジ ャ ー に同化 されて い るが, そ れは かか るディ ス ク
ロ ー ジ ャ - の 信頼性が , アクチ ュ アリ ー によ っ て行われた業務の 質に依存 して い る
ためで ある(p.23)+ と指摘す るように, アクチ ュ アリ ー には高度な専門的能力が要
求 され て い る ｡ こ の 考え方 を前提 とすれ ば, 退職給付の 会計情報 に対す る信頼性
は, まず, 財務報告の 作成プロ セス における経営者およびア クチ ュ アリ ー の 関係か
ら導かれる ｡
次に, 先ほ ど指摘 したように , 経営責任の 遂行に関する事後的報告で ある退職給
付会計情報 にも, 公認会計士 の 行なう外部監査によ っ て 事後的にチ ェ ッ ク され信痩
性 の 付与がな されな ければならない ｡ 財務報告プロ セ ス の 流れか らして , この監査
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内容に アクチ ュ アリ - の 算定数値が含 まれて い る こ とはい うま でもな い ｡ すなわ
ち , 経営責任遂行 に関す る事後的チ ェ ッ クだけでなく , アクチ ュ ア リ ー が行 っ た専
門的業務に関する監査を行わなければならない こ とや , 独立 した職業専門家どうし
である公認会計士 とアクチ ュ アリ ー との業務連携関係を十分にチ ェ ッ クす る必要が
存在 して い る の で ある ｡
これ まで の 議論か ら, 退職給付の財務ディ スク ロ ー ジャ ー につ い て の 信頼性付与
が , どの ような責任配分構造で行なわれて い るか を分析する に際 しては , ①企業経
営者が経営責任 を遂行す る こ と, ②アクチ ュ アリ ー がコ ンサル タント等 として保険
数理計算 に関する業務そ の 他を遂行す る こ と, ③公認会計士が, 退職給付会計の 監
査を行なう こ とで , ①および②が誠実に表現されて い る こ とを保証する こ と, とい
う3 つ を考察する必要がある と考えられよ う｡ そ こで , 以下で はこ の 3 つ の 視点に
つ い て それぞれ考えて み よう｡
2 信頼性付与の責任配分構造
a 経営責任と退職給付会計情報の信頼性
まず , 経営者 の 経営責任 の 信頼性 を検討 しよう ｡ 経営者 は , 株主の 利益 を確保
し, 従業員の 給付 を確保す る い う2 つ の タス クを抱えて , 退職給付 の 運営活動を
行 っ て い る ｡ それ ゆえ, 経営者は株主に対 して は業務 に対す る忠実義務 (duty of
loyalty) と注意義務 (duty of ca re) を負い , 従業員 に対 して は フ ィ デ ュ - シ ャ
リ - 責任 を負っ て い るの である ｡ つ まり, 退職給付 に関する経営者責任は, 本質的
に この 2 つ の フ レ - ム ワ ー クの もとにおかれて い る ｡
通常 , 年金信託 にお い て , 経営者は信託 の 設定者 となり, 運用受託者を選任 ･
解任 し得る権利 を有 して い る ｡ 運用受託者は , 慎重性の 原則の 下で , 退職給付資金
を資本市場そ の 他 に投資 ･ 運用する ｡ 運用 の慎重性に対す る考 え方に は, 元本の 保
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全 を重視するもの と, 果実を重視す るも のがある ｡ 前者の 立場におい て は, 信託財
産の 元本を維持す る こ とが運用の 本質にな るために , リスクをとらずか つ リタ
ー ン
も追求 しない とい う, 消極的な運用方法が選好 される こ とになる.
一 方, 後者の 立
場におい て は, そ の ような運用 に加えて , リスク ･ テイクで , か つ リタ ー ン を追求
す る積極的な運用 も行われる こ とになる ｡ 後述の よう に, 現在 の 信託法におい ては
後者の 立場が支持されてお り, そうい っ た意味からすれば, 企業経営者による受託
者の選択肢は極 めて多様なもの とな っ て い る ｡
こ の 一 方で , 信託財産の 受託者に所有権 を移転 して しまう と, 設定者で ある経営
者は , 信託財産に対 し何 らの権利も主張 し得なくなり, 運用の 成否 に直接関わ る こ
とが できなくな る ｡ そ れゆえ, 経営者には受託者を慎重に選択する こ とが求 められ
る . 経営者は , 自己 の 想定す るリスク - リ タ ー ン を実現す る と見込 まれ る受託者
を, 事前 に見極 める必要が存在するの で ある ｡ 運用 に関するリス ク とリタ ー ンは,
従業員の 退職給付 に対す る効用を極大化す る視点 と株主の 報告利益を確保す る視点
の 2 つ か ら, 経営者 によ っ て選択される こ とになる ｡ 経営者に よ っ て従業員 の ため
に行われる年金基金の 受託者の選択 は, 他方で運用の 事後的な成果 と して企業の 利
益計算 に関わる こ とで株主の 利害を左右する こと になる ｡
こ の株主の 利害 は, 特 に確定給付年金の も とで は, 運用の 事後的なイ ンパ ク ト,
つ まり追加的な年金 コ ス トおよび年金ベ ネフ ィ ッ トと して , 企業の 利潤計算 におい
て 認識 ･測定され る こ とになる ｡ 経営者は , 運用自体に は関与 し得ない ために , ブ
ラ ッ ク ･ ボッ クス か らの アウトプッ トを受けとるよう に, 事後的運用成果を企業の
利益計算に介入 させ る こ とになる ｡ したが っ て , 企業経営者 と して は , この ような
事後的なイ ン パ ク トを想定しながら, 退職給付の 運用受託者を選択す る必要がある
こ とになる｡ ある意味では, この こと こそ が経営者の 退職給付 に関する運営責任 の
根幹である とい え るだろう｡
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b 保 険数理業務責任と退職給付会計情報の信頼性
次 に, アクチ ュ アリ ー の保険数理 に関す る業務責任 の考察である ｡ 一 般に経営者
によ る受託者の 選択 は, アクチ ュ アリ ー による コ ンサルティ ングの下に行われる こ
とが多い ｡ 財務報告におい て , 利益計算に算入する事後的な運用成果のイ ンパクト
も , アクチ ュ アリ ー の 計算に基づ いて い る . - この こ とから, 企業経営者の 退職給付
運営活動は , アクチ ュ アリ ー の 専門的能力に依存 して い る こ とになる ｡ とこ ろが,
保険数理の エ キス パ ー トとしての アクチ ュ アリ - の専 門性は , 各国におい て 異なっ
て い る の が現状で ある ｡
も ともと, アクチ ュ アリ ー はア ングロ - サクソ ン型の 国家におい て発生 した職業
で あ る ｡ 英 国 で は , 1848年 に ロ ン ド ン の ア ク チ ュ ア リ ー 会 (Institute of
Actu a rie s) が設立勅許状 (Royal Cha rte r of In c o rpo r atio n) を授与された時 に
形成 さ れ 合衆国で は, 1889年にS.Ho m a n sを初代会長 にアメリカ ･ アクチ ュ アリ ー
会 (The Actu a rial So ciety of 血e ric a) が設立 されて い る[12]｡ アクチ ュ アリ ー
が , 今日の ように退職給付シ ス テム にお ける重要な位置を占める に至っ た理由と し
て は, コ ンサル テ ィ ン グ型アクチ ュ アリ ー の 発達が考 えられ るだ ろう ｡ これ は, 独
立な立場から公正不偏の 勧告を行なうアクチ ュ アリ ー をい い , そ の 団体 はイギリス
におい ても合衆国 におい て も1950年代に形成されてい る ｡
現在で は, 合衆国において は登録アクチ ュ アリ ー という概念が導入されて い る ｡
【12】 地域 ごとにアクチ ュ アリ ー 会が形成された英国 に対 し∴合衆 国で は当初2 つ
の 勢力に分か れて い た｡ 1 つ は, 第 一 次創業期 における東部会員を中心とする上
記 の (The Actu a rial So ciety of 加e ric a) で あり , い ま 1 つ は1909年に西
部 ･ 南部の アクチ ュ ア リ ー 協会 を中心 に設立されたアメリカ ･ アクチ ュ アリ ー 協
会 (The Am e ric a nin stitute of Actu a rie s) で ある ｡ この 分裂 は1910年代の 後
期よ りしだい に解消され, 1949年 には双方が統合されアクチ ュ アリ ー 協会 (The
So ciety of Actu a rie s) が設立された ( 浅谷 [192]を参照の こ と)0
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こ こ に登録アクチ ュ アリ ー とは, 連邦法で ある従業員退職所得保障法 (ERISA) の
適用対象 となる職域年金制度におい て , 数理業務を遂行するため に必要 とされる資
格[13]で ある o これは , 労働長官および財務長官により設置 された, アクチ ュ アリ -
登録委員会 によ っ て 認定 さ れ 企業が確定給付年金制度の数理事項を報告する際に
は, 必ず こ の登録アクチ ュ アリ ー に担当させ なければならない こ とになっ て い る｡
それゆえ, アクチ ュ アリ ー は職業専門家 と して独立 コ ンサルテ ィ ングを行 い 得るほ
どの 社会的地位を既に獲得 し, そ の 専門的能力も高度なレベ ル を有 して い る ｡ しか
しなが ら, 日本 で は国家資格 になっ て い ない こと等を背景に, 独立コ ンサルテ ィ ン
グを行なう まで には至 っ て い ない の が現状で ある ｡ この 様な 国家レベ ル の 差は, 過
職給付 の 実務形成 にお い て 国家 間の 差異 を生 じさせ る原因となり得る ばか りで な
く , 退職給付会計 の財務ディ ス クロ ー ジ ャ ー に関する 国際的調和化 におい て も重要
な問題 とな っ て現れる ｡ 退職給付会計における会計数値算定がアクチ ュ アリ ー の 利
用可能性に左右されるの で あれば, た とえ同じ会計基準を適用 したとして も, 国家
間で退職給付に関する運営が異なり, そ の 結果退職給付会計の 情報 にも違 いが生じ
る こ とにもなる｡ そ うい っ た意味にお い て , 職業専門家と して の アクチ ュ アリ ー の
発達は , 経営者責任に関わ る問題である ととらえ得る ｡
c 公認会計士と退職給付会計情報の信頼性
退職給付に関す る経営者責任の 遂行状況およ びアクチ ュ アリ ー の 業務遂行状況
は , 財務ディ ス ク ロ ー ジ ャ ー に表現される こ とになる o そ して , 事後的に公認会計
【13] そ の 資格要件はまず , 実務知識 (3年以上 の 責任者経験), 数理の 基礎知識
(試験合格または学位), 年金数理の 知識 (試験合格)と厳密なも の となっ てお
り, 証明内容は 年次報告書 (様式5500) に添付す る年次年金数理報告書 (ERISA
付属明細表 B) の 作成, 最低積立基準の検 証, 基礎率 ･ 財政方式等の 情報 とされ
て い る ｡
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士 によ る外部監査が義務づけられる こ とによ っ て牽制あるい はモ ニ タリ ングされ,
利害裁定 に対す る信頼性が保証され る｡ こ の こ とか ら, 退職給付 の 財務 ディ スク
ロ ー ジ ャ ー に対す る会計監査には, 次の 2 つ の 主要な視点が存在す る こ とになる ｡
1 つ は, 経営者 によ っ て財務報告書が誠実 に作成されて い るか否か をチ ェ ックす
る とい う視点で ある ｡ こ こで は, 退職給付 に関す る経営者の 運営活動が会計取引と
して 誠実 に表現されて い るか, 取引に関 して偽装 ･ 隠蔽 ･ 仮装あるい は架空 工作な
どがない か とい う事象 レベル の チ ェ ッ ク, 意図的な記録の 操作な どの帳簿記録 レベ
ル の チ ェ ッ ク, 決算処理 における会計方針の 意図的な変更, 会計判断の 意図的な操
作等の 決算処理レ ベル の チ ェ ッ ク, がそれぞれ行わ れる｡
い ま 1 つ は, 経営者が利用 したアクチ ュ アリ ー の算定数値 につ い てチ ェ ッ ク を行
なう とい う側面で ある ｡ 高い 専門性を有す る職業専門家 とい う点で は , 公認会計士
も アクチ ュ アリ ー も 同じ分類 に属す るために , 監査におい て , 公認会 計士が アク
チ ュ アリ ー 計算 を検証する こ と には, 多大な困難が伴う こと になる ｡ こ の 間題は,
監査 にお ける他 の 専 門家 の 利用 に関す る 問題の 一 環 として考察 さ れる べ き重要な
テ ー マ で ある｡
一 般 に, 公認会 計士 による会計監査には, 証券取引法系列の 証券取引法監査と,
商法系列の 商法監査が存在 して い る ｡ 公認会計士 が証券取引法系列 の監査を行なう
場合 には, 一 般には企業の 財務報告書が企業の財政状態および経営成績を適正 に義
示して い るか 否かが問われる こ とになる｡ 他方, 商培系列の 監査 の場合には, 債権
者保護 の 思考 を背景 に財産保全を 目的 とす る適法性監査が行わ れる ｡ しか しなが
ら, この ような監査制度は, 国 ごとに異なっ て い る ｡ 合衆国における監査制度の場
合 には , 連邦 レベ ルで 行われるの は証券取引法系列の会計制度で ある こ とか ら, 証
券取引法監査が中心となっ てい る｡
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これに対 し, 日本 におい て は, 証券取引法監査だけでなく商法監査も重要な位置
付けをもっ て い る ｡ ただ, 日本版 ビッ グバ ンにおい て , 退職給付会計をは じめとす
る証券取引法系列 の会計制度 に変革がもたらされたため に, 近年 におい て は, 証券
取引法 の会計制度および監査制度 に焦点があて られるようにな っ て きて い る ｡ そ こ
で , こ こで は退職給付の 財務ディ スク ロ ー ジャ ー に対 して , 公認会計士が適正表示
に関す る意見表明を行なうための基準に つ いて考察 してみ よう ｡
公認会計士 が, 外部監査におい て適正 意見を表明してい るか否か を判断するより
ど ころ は, 一 般に認め られた会計原則 (GAAP) である といわれて い るo しか しなが
ら, こ のGAAP の守備範 囲は, 各国にお い て異な っ て い るの が現状で ある ｡ 日本の 場
合 には , 企業会計原則 をは じめ, 公表 された会計基準がGAAPを構成 して い る . この
一 方 で , 合衆 国 の 場合 に は , 監査 基準 ス テ ー トメ ン ト第69号 (State m e nt of
AuditingSta nda rds 69:SAS69) で示されるように, G 姐P の階層構造が存在 して い
る ｡ それ によれ ば, 監査人の意見や会計学の テ キス トにおける見解などもGAAPを形
成す る こ とになり , かなり広範なGAAP概念 になっ て い る ｡ これには, GAAPを監査人
レベ ルの 判断を含 んだ 1 つ の体 系として規定す る こ とによ っ て , 適正性に関する監
査 人の 判断の 拠 り所 と し得 るようにな っ て きた とい う背景がある (山浦 [1997],
4-9頁)o
こ の ような相違 を前提 とすれば, 公認会計士 が適正意見を表明する際に拠り所と
す る会計基準の 位置付けも異なる ｡ こ の こ とは , 退職給付会計基準の 整備が進んで
い る場合にも, また退職給付会計基準の 整備程度が著 しく立ち後れて い る場合にも
重要な相違をもたらす ｡ 特 に後者 におい て は, 著 しい違 いがある ｡ 合衆国の 場合の
よう に, GAAPが会計基準そ の もの の み な らず, 監査人の 意見等 の ソフ ト ･ レベ ル の
もの に までお よ ぶ場合には , 退職給付会計 に関して 経験豊富な公認会計士が , 会計
基準の 不備を補う役割 を担う ことが可能となる ｡
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しか しながら, そ の 反対に , 公表された基準にの み限定される場合には , たとえ
適正意見表示が行われたと して も, そ れをも っ て 経営者の退職給付の 運営が不正な
く行われ, またそ の 活動が誠実 に描写される こ とを保証 し得るもの ではない ｡
ただ, 適正 意見を表明する公認会計士が経験豊富で あるか否か は, 会計基準とし
て 公表 されたス テ ー トメ ントに従 っ た会計監査に比して , 利害関係者 にと っ て は透
明性 の 点で劣位 になる こ とは事実で ある o そうで あるか らこそ , SAS69
■
で もこ の よ
うな意見が, GAAP ヒエ ラル キ ー の下部に置か れ, 一 定の 条件の も とで の利用に限ら
れて い るの で ある ｡
そ うい っ た意味におい て , 公表ステ - トメ ン トとして の 退職給付会計基準 におい
て , 外部監査にお ける公認会計士 の 意見形成の 拠 り所 とな るだけの 水準, すなわ
ち, 退職給付の 財務ディ ス クロ ー ジ ャ ー の 信頼性付与 に関す る, 経営者, アクチ ュ
アリ ー および公認会計士 間の ｢責任関係の 線引き+ が, どの よう に表現されて い
るの かを明確にする必要があるの で ある ｡
第5節 退職給付会計の分析フ レ ー ム ワ ー ク
1 分析フ レ - ム ワ ー クの提示
以上 におい て検討され たこ とか らすれば, 図表2 - 6 に示すような, 経営者を中
心 として2 つ の トライ アングル 関係が交差する退職給付会計の 分析フ レ ー ム ワ - ク
が導けるだろうo l つ めの トライ ア ングル は, 企業の 経営者 と, そ の ス テ ー クホル
ダ ー として の 従業員および株主の 利害を巡 る対立関係で ある ｡ これは 図表 におい て
は下部 の トライ ア ン グル と して 示 され て い る ｡ 2 つ めの トライ ア ン グル は, 経営
者 , アクチ ュ ア リ ー および職業監査人 (公認会計士) の 間におい て行なわれる , 過
職給付会計の 財務情報 に対する信頼性付与の 責任配分構造で ある ｡
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以下で は , こ の 図表 に基づ い て本論文における退職給付会計の 分析フ レ
ー ム ワ -
クを整理 してみ よう ｡
国表2 - 6 退職給付会計の分析フ レ ー ム ワ - ク
6y 職業専門家どうしの関係は
どの ようにな っ て い るか?
アク チ ュ アリ ー
③
”
保険数理コ ンサル ティ ング
の 利用環境は?
①
7'
ス チ ュ ワ ー ドシ ッ プ関係は
どの ようにな っ て い るか ?
職業監査人
③退職給付会計情報 へ の信頼性
付与の責任配分構造は･?
経 営 者
退職給付 の運営活動
上
③
'
監査の チ ェ ック指標で ある
会計基準の 役割 の違い は?
GFフ ィ デ ュ ー シ ャリ 一 関係は
どの ように規定されてい るか?
②どの ような退職給付会計システ ムが
社会的に選択されて い るか ?
②
'
顛末報告の 内容は?
株 主
/
利害 の調整
従 業 員
①
'
経営者は株主と従業員の どちらの利害を優先するか ?
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2 利害トライア ングルの分析 フ レ - ム ワ - ♂
そ れで は, 利害 トライ ア ングルにおける論点を整理してみよう ｡ 退職給付会計シ
ステ ム の 形成の 鍵は, 既に述 べ たように, この 利害対立関係がどの ような形で構築
されて い るか で あ っ た ( 図表2 - 6①)｡ そ れは, 退職給付の 財務ディ ス ク ロ ー
ジャ ー が こ の 利害 トライ ア ングルの 利害調整を行なう役割を有 して い るか らで あ
り, またこの 利害関係が, 社会的レベ ルで 行なわれる会計選択を通じて退職給付会
計シス テム を内容 を規定す る こ とになるか らである ｡ この こ とか ら, 次の ような利
害関係を検討する ための副次的な論点が導かれる ｡
まず, ①#として退職給付運用の フィ デ ュ ー シ ャリ 一 関係がどの ように規定されて
い るの か が検討 されなければな らない ｡ フ ィ デ ュ ー シ ャリ - は信託法 という法律フ
レ ー ム ワ ー ク にお ける 中核 の概念で ある こ とか ら, 当該法律がどの ように形成され
て い るの か とい う点を検討する こ とが, その 国における フィ デ ュ - シ ャリ - 規定を
理解する最良の 方法 となるであろう｡ 次 に, ①
”
として企業の 経営者と株主 間の ス
チ ュ ワ ー ドシ ッ プ関係をどの よう にとらえるべ きか とい う点を論じる必要がある o
これは, そ の 国の 企業シス テ ムがどの よう に構築されて い るの か とい う視点 と極め
て密接 に関わ っ て い る｡ 企業 シス テム に関して は , 内外の論客が様々 な見解 を示 し
て い るが, ひ と まず , 株主お よび従業員 とい う2 つ の ス テ - クホル ダ ー に着目し
て , 株主主権型 の 企業 シ ステム であるかそれとも従業員主権型の 企業シス テ ムで あ
るか に焦点 を絞 っ て検討を加えて みよう ｡ こ の ような検討によ っ て①
'
の経営者は
株主 と従業員の どちらの 利害を優先するか という論点が検討されるであ ろう｡
3 退職給付会計 システムの分析フ レ ー ム ワ ー ク
以上 の利害対立関係 を整理 したと こ ろ で , ② として どの ような退職給付会計シス
テ ム が社会的 に選択 さ れて い るか とい う論点を検討する必要があるだろう ｡ それ
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は , 個々 に行なわれる実務上 の 利害調整が この 退職給付会計基準に基づい て行なわ
れ るため である ｡ すなわち, 退職給付会計シス テ ム を通じて の 利害調整は, 私的会
計選択 によ っ て そ の 方 向性 を左右される こ とになる ｡ したが っ て , この 視点 は②
'
の ような顛末報告の 内容に関す る検討を伴う こ とになるだろう ｡ この 顛末報告 につ
い て は , 先述の 通り, 退職給付制度 の財務報告と拠出企業の 退職給付運営活動 とい
う2面的な形で シ ス テ ムが形成されてい る ｡
退職給付制度 の 財務報告の 場合 , 次の ような点が論点 となる ｡ 退職給付の運営
は , 基 本 的 に は , 保 険数 理 計算 に よ る 年金 債務 の 算定 と , 現代 証券投 資理 論
(Mode r nPo rtfolio The ory :MPT) を中心とする資産管理を有機的に関連付ける手
法で運営されて い る ｡ これを財務報告書に表現す る場合 , そ の 財政状態および運営
成果 を会計上 どの よう に認識 ･ 測定するの か とい う問題が生じる こ となる ｡ この 場
合 におい てまず問題 となる の は, 退職給付債務を見積も る際に保険数理法 に用い る
変動的なパ ラメ ー タ ー の 存在で あるが, こ れは財務報告を通 じて の 利害調整をより
幅広い もの とする こ とになる ｡
企業が退職給付 コ ス トを算定する場合, 保険数理法 には大きく分けて発生給付評
価方式と予測給付評価方式の 2 つ の 種類が存在 して おり, そ の 選択次第で 退職給付
債務額 に相違が生 じる こ とになる ｡ 発生給付評価方式は , 評価日 まで に従業員が提
供 した役務に基づい て退職給付債務を算定する方法[
14]で あるo 一 方, 予測給付評価
【14] 注意す べ きは, 現在まで 確定 した事項をベ
ー ス に算定される発生給付評価方
式とい えども, 確定的な要素の みで算定さ れるわけで はない点である ｡ 例えば,
そ の 算定に際 して将来の 昇給見込み を織り込む場合には, 不確定要素としての 昇
給可能性が算定数値 に介入する こ とにな る ｡ ただ, 不確定要素と言 っ て も, 現在
ま で の 労働役務提供 に基づ い て い る とい う点で は, 将来の 役務提供を織り込む予
測給付評価方式 とはそ の意義を異にして い るとい えるだろう｡
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方式 で は 将来獲得 される と予測され る役務等 も退職給付債務 の 算定 に組 み込まれ
る ｡ そ れゆえ, 年金債務が不確定要素によ っ て変動す る可能性は予測給付評価方式
の ほうが高い こ ととな る｡
また, 年金債務 の 算定に際 して は , 現在 と給付時点の貨幣価値等 の相違を考慮し
て , 割引現在価値を求める必要が生じる ｡ 退職給付制度の 本質から30年程度の 長期
割引計算が必要となるが, 割引率[15]をどの ように設定するの か によ っ て退職給付コ
ス トの 見積 り額が相違す る こ ととなる｡ 割 引率を高く設定すれば退職給付債務は少
なめ に測定 され る こ と になるで あろう し, 割引率を低く設定すれば退職給付債務は
多め に測定される . むろん , この ほか にも , 死亡率, 脱退率等の 変動的な/1
o
ラメ 一
夕 - が保険数理法 におい て用い られており, そ の 意味で は, 退職給付債務の 測定に
際し保険数理法およびその パ ラメ ー タの規定をどの ように設定す るかが, 退職給付
の 運営活動を左右する こと になるの で ある ｡ こ こ に, 退職給付会計基準に これらの
負債 ^o ラメ - 夕がどの ように規定されて い るの かを検討しなければならない ことが
判明した｡
資産の 評価 につ いて も次の ような論点が存在する ｡ 投資運用資産を会計上測定す
る方法には歴史的原価 (histo ric al c o st), 評価 日現在の 市場価格 , 公正市場価値
(fair m a rket v alu e), 割引現在価値法等が存在して い る ｡ 取得原価は , 取得時の
市場価格を帳簿価 額とするもの で ある｡ 評価 日現在の 市場価格は, 評価 日の 時価を
帳簿価額 にす る方法である o 公正 市場価値 札 時価 による測定を主 とするが, 市場
がない 場合 には時価 を類推する こ とがで きるとい う方法である ｡ 割引現在価値は制
[15] 退職給付債務 は, 退職給付の運営活動 にお い て , 退職給付額を算定 し, 拠出
企業 に対す る積立目標を設定 し, さ らに は退職給付資産の 運用 に対する投資政
策 の リス ク エ リタ ー ンを決定するための 基礎で ある . したが っ て , 割引率の選
択 の 問題 は, 退職給付の 運営そ の もの に深 い 関わりをもつ こ とにな る｡
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度資産か ら将来得 る こ との できるキャ ッ シ ュ フ ロ ー を割引現在価値 として 算定 し,
そ れを帳簿価額 とす る もの で ある ｡ 基本的 に退職給付制度資産は, 現代的な投資手
法に基づい て 投資運用 される ｡ こ の投資活動で は, 経営者が予め指示 した投資政策
に基づい て投資運用の 受託が行われる｡ 受託者には, アクテ ィ ブ投資を行なうもの
と^
o
ツ シブ投資を行なうもの が存在す るが , どち らにせ よ, 投資運用活動 は市場に
おける資産価格形成の 動向に密接な関係をもつ の で , この 点の検討も重要である｡
次 に , 拠出企業 の 退職給付運営に関す る財務報告に つ いて考えて み よう ｡ 企業の
負担す る労働コ ス トには , 掛金等の 拠出金 と, 積立不足による追加退職給付コ ス ト
の 2種類が存在 して い る ｡ 掛金は , 通常保険数理法に よ っ て 算定 される｡ これは保
険数理法 の選択問題で あり, こ の選択次第で退職給付コ ス トの額が変動する ｡ それ
ゆえ, コ ス トの 期間配分を考えた上で保険数理法が選択される こ ととなる ｡ 問題は
積立不足で ある｡
積立不足 の 要因は, 大 きく分けて 3種類存在する ｡ 1つ めは 制度改訂そ の他 に
よっ て 給付の 増大等が行われ, そ れに伴 っ て過去の 勤務 に対す る企業の コ ス ト負担
が生 じる過去勤務債務の 問題で ある｡ 2 つ め と して , 保険数理計算 の誤差 によっ て
生 じる もの がある ｡ そ して 3 つ めと して , 運用の 失敗 に基づ いて 資産が元本割れを
する場合で ある ｡ この 積立不足は, 退職給付の 運営活動の 事後に 生じる利得および
損失 として とらえ る こ とがで きるが, それは当該債務が時に膨大な額になる こ とか
ら, 企業利潤計算を歪ませ て しまう可能性 をもつ こ とになる ｡ そ れゆえ, こ れらを
追加的な退職給付 コ ス トおよび退職給付ベ ネフィ ッ トとして 企業 の 利潤計算 に関わ
らせ る べ きか , また関わ らせ た場合, 過去勤務債務を当期の 費用にするの か , そ れ
と も負債等の 形で貸借対照表 に計上 し, 合理的な期間を設定 して将来 にわたっ て償
却するの か とい う問題が生 じる ので ある ｡
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制度資産 と制度債務 を拠 出企業の 財務報告 にどの よ うに表現す べ きか とい う問題
臥 それらをどの ように認識 ･ 測定する べ きかと い う こととして検 討される o 仮 に
歴史的原価 によ っ て 資産評価を行なう場合 には, 保有す る制度資産の価格がたとえ
どれほど急騰したと して も, 保有 しつ づ ける間は原初取引時の 測定対価の まま計上
がなされる こ となる ｡ 財務報告上 には退職給付運営の ダイナミ ッ クな姿が表現され
ない , もしくは表現す る こ とが困難 となるの で ある ｡
一 方で , 完全な公正市場価格
等 によ る資産評価 を行なうの で あれば, そ の ようなダイナミ ッ クさ は表現される も
の の , 現在の 会計フ レ ー ム ワ ー ク におい て , 果た して そ の ような資産評価が可能で
あるの か とい う問題が生じる こ とになる｡
伝統的には, 原価 - 実現主義とい う結びつ き をもつ 利潤計算が重視され , そ れに
ょ っ て 算定された稼得利益が企業の 報告利 益足 る こ とが
一 般に受 け入れ られて い
た ｡ そ の ような制度が採用 されて きた背景 には, 財務報告上 の利益計算 に必ず しも
資金的な裏付けの ある とは限らない 末実現利益 を排除する とい う理論が存在 して い
たの で ある ｡ しか しながら, 近年で は, 合衆国にみ られるように, 資産に つ い て は
公正価値を用い て評価 し , 負債 につ い て は割引現在価値を用 いて 評価す る こ と とさ
れてきて おり, 伝統的な利潤計算構造にも変容が生じて い る｡
この ような論点 を検 討する ことに よ っ て , 退職給付会計シ ステム が分析される こ
とになる｡
4 信頼性付与の責任配分構造の分析フ レ ー ム ワ ー ク
最後に, 退職給付会計情報 を利害裁定基準 として利用するために , 当該情報 に信
頼性 を付与する責任配分構造を検討する こ とが重要 とな る ( 図表2
- 6 の③)｡ 退
職給付会計情報に信頼性がなければ, 利害調整の 基準と しても, また投資意思決定
情報 として も利用す る こ とができないか らで ある ｡ そ こ で , こ の会計数値を客観的
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にチ ェ ッ クする こ とが社会的に要請される こ と となる ｡ つ まり , 監査制度を通じて
退職給付 の財務報告 における情報の 信頼性が付与される こ とに よ っ て , はじめて財
務報告 シ ス テ ムを媒介 とする経営者, 株主および従業員の 退職給付 に関す る利害調
整は有効に機能する の で ある ｡
こ の 責任配分構造の 検討の視点は次の ような3 つ の 副次的視点を有 して い る ｡ ま
ず , ③
''
として , 経営者が保険数理 コ ンサル ティ ングを行ない 得る環境がどの 程度
整備 されて い るの か を検討する必要がある ｡ そ れは , 単に保険数理の ような高度な
専門的計算 を経営者が利用可能で あるか とい う問題で はなく , 経営者の 投資政策の
決定プロ セス に アクチ ュ アリ - が深く関わ っ て い るか否か を検討する こ となの で あ
る ｡ そ の 利用が琴易で あれば, 経営者が退職給付の 運営 に積極的 に関与 し, 各ス
テ ー クホル ダ - の 利害を確保す るだけで なく , 増大させ る こ とができ得 る こ とにな
るだろう｡
次 に , ③
'
と して公認会計士 と経営者の 監査の 関係 を検討す る必要がある ｡ 退職
給付の 運営活動が, 経営者 の 主張 として 適切 に表現されてい るか否かをチ ェ ッ クす
る指標 の 1 つ として退職給付会計基準の 存在が指摘で きるが, そ の 国が この 会計基
準の 範囲をどの ように規定 して い るの か によ っ て も, こ の 2 つ の 経済主体の 関係 は
変化す る ｡
さ らに③‡として , 他 の 職業専門家の 財務報告プロ セ ス ヘ の 関わり をチ ェ ッ クす
ると いう側面を検討す る必要 もある｡ こ の アクチ ュ アリ - と職業監査人の財務報告
プロ セ ス における役割 の線引きをどの ようにする のか が, 財務報告プロ セス へ の ア
クチ ュ アリ - の 介入 に ともな っ て重要な課題 とな っ て い る こ とを考 えれば, この 点
を検討する こ とが これからさらに重要性を帯びて きくる ことが予見 される だろう o
こ こ に, 退職給付会計シ ス テ ム における第2 の トライ ア ングル 関係, すなわち財務
報告情報 へ の信頼性付与に対する責任配分の 構造が導かれるの で ある ｡
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5 その他の分析視点
以上 ま で の 議論 に よ っ て , 退職給付会計の 分析 フ レ
- ム ワ - クが 明らか にされ
た｡ 重要な こ とは, 退職給付会計情報が, 単なる退職給付制度の 運営活動の 結果だ
けを写 したも の で はない こ とで ある ｡ こ の 分析 フ レ
ー ム ワ ー ク を裏返せ ば, 経営
者 , 従業員, 株主の 3者間の 利害調整の プロ セ ス は , 経営者によ っ て 退職給付の 運
営活動の 方向性で ある投資政策が決定 される こ とを意味 して い る ｡ 退職給付運営活
動の 方向性を決定す る投資政策は, 退職給付会計 シス テム における退職給付 コ ス ト
等の 算定 における利害の 調整を反映して い るからで ある｡
経営者 の選択 した投資政策は, 退職給付資金の 資本市場における動向を左右する
とい う点 で経済社会 におい て 重要な役割 を有 して い る ｡ 資産の 運用 に際 して は, 経
営者 は投資の 専門家で ある信託会社 , 信託銀行等の 運用受託機 関に投資 を依頼す
る｡ こ の 際, 経営者が投資政策に表明するリスク エ リタ ー ンを達成 し得る運用受託
機関が , 経営者に よ っ て 選択される こ とになる｡ たとえば, 経営者がアクテ ィ ブ投
資を行なう受託者を選択 した場合 , 経営者はリスク ･ テイクで ありながらもハイ
･
リタ ー ンな運用を受託機関に期待する ｡ 反対にパ ッ シ ブ投資 を行なう受託者を選択
した場合 には, ハ イ ･ リタ ー ンよ りもロ ー ･ リス クな運用を期待す る.
投資運用活動におい て , 実際に資金投下す る資産 を決定す るの は , 個々 の資産特
性を理解して い る運用受託者で あり, そ の 意味で は運用受託者の 投資活動が退職給
付資金の 資本市場における動向の鍵 を握 っ て い る とい えるだろう｡ ただ, そ の投資
活動が経営者の 投資政策に基づい て行われる ことを考えれば, 退職給付資金の 資本
市場 にお ける全体的な方向性は, 本質的には経営者が選択す る投資政策によ っ て規
定されて い る ｡ そ して , そ の 投資政策 は, 利害 トライ ア ングル にお ける利害調整プ
ロ セ ス か ら導きだされる こ とか ら, 結局の と こ ろ, 利害トライ ア ン グル における利
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害調整によ っ て , 退職給付資金の 資本市場における動向が本質的
｡ 全体的に規定さ
れる こ ととなる の で ある ｡
今日, 退職給付 シ ス テム の 運営活動は, 資本市場 へ 資金流入 をもたらし, 国家の
貯蓄率に多大な影響 を及ぼす こ とが知られて い る ｡ また, 退職給付資産運用の 対象
は, 資本市場 ･ 金融市場をはじめと して グロ ー バル化 の 動き を見せ , デリバ テ ィ ブ
などの 金融商品の 開発によ っ て , その 投資運用の 手法はますます複雑化 し即時性が
求め られて い る ｡
しか しなが ら, こ の ような動態的環境下 におい て もなお, 退職給付会計シス テ ム
は各国の 会計基準設定 主体の 会計目的観および会計構造観の 制約 の もとで デザイ ン
されて い る ｡ この 会計基準の デザイ ンの 相違が, 退職給付運営にお けるボ
ー ダレス
な投資活動を阻害する要因となっ て い る こ ともまた事実である｡ こ の ような差異 に
ょ っ て , 年金資産に関 して 国際的なリス ク分散が行えない , ある い は望ましい 投資
資産配分が達成で きない 等の 制約がもたらされる こ とも考えられるだろう ｡
この ような点を考 え合わせ ると , 退職給付会計シ ス テ ム構造 の デザイ ン次第で
札 国際的な投資家 の 投資環境に相違をもたらす こ とになるばかりか, 退職給付資
金の 資本市場の 動向にも影響を及ぼす こ とになりかねな い の で ある ｡ そ うい っ た意
味におい て , 退職給付会計は現代社会 にお ける資本市場の 形成に深く関わ っ て い る
とい えよう ｡ そ うで あるならば, この 利害調整シス テ ム と資本市場の 相関関係を解
明する ための 1つ の 糸 口も こ の 分析フ レ ー ム ワ ー ク で は提示で き るも の と思われ
る ｡ こ の点 につ い て は, 折に触れ検討したい ｡
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第3牽 退職給鮒会計の生成
企業年金の危機と退職給付会計の模索
第1節 分析の焦点
合衆国の 退職給付 システ ム は , 1875年にア メリカン ･ エ クス プレス社 (血e ric a n
Expr e s sCo.) が設置 した年金制度[
l]を起源 とす る とい わ れる . 設置当初におい て
は, 鉄道業にお ける保障と して の 特色を有 して い たが, 後年 , この 鉄道業の 年金制
度は, 連邦政府が運営する公的年金制度 へ と転換 して い る｡ 1929年の 恐慌の 直前ま
で には, 製造業で あるカ ー ネギ ー ･ ステ イ - ル社 (Car n egie Ste el Col) の年金制
度をはじめ と して , 多く の 年金制度が設置されて おり, これ に歩調を合わせ たよう
に, 1920年代 には連邦政府 によ る税規制も開始されて い る ｡ ただ, 初期の 退職給付
シ ス テム におい て 形成 された退職給付制度は, そ の大半が1929年の 恐慌に よ っ て崩
壊 し て しまい , また, 当時の 連邦政府によ る税制に関 しても ごく単純な構造 であ っ
た こ とから, 現在の ような制度と直接的な連続性を有して い る とは い えない だろう0
現在 の 退職給付シ ス テム は, 1942年の 税制改正 から1949年の 前後におい て展開され
た, 労働組合を中心 とす る年金攻勢 (pen sio ndriv e) ゐなか で形成されてきたと
思われる ｡
[1] アメリカ ン ･ エ クス プレス 社の 年金制度 札 非拠出の年金制度で あっ たが, 刺
度 と して は公式 (fo r m al) なもの であ っ た ｡ 退職給付制度に つ い て , 非拠出の 制
度および公式 の 制度に関する説明は , 後述する ｡
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こ の よう に, 退職給付 の シス テムが19世紀末を端緒 として 形成 されて きたの に比
して , 年金会計実務 に対す る会計基準が最初に公表されたの は1948年になっ てか ら
の こ とである ｡ およそ 四半世紀もの 間, 退職給付会計規制は行われて い なか っ た こ
とになる｡ そ れゆえ, 一 般には この期間におい て は会計理論および会計実務がなかっ
たか の ように考 えられる傾向が存在 して い る o しか しながら, 実際に晩 年金会計
実務 は存在 して い た し, それど ころか年金会計理論 も存在 して い たの で ある ｡ こ の
点は , 年金会計規制が登場するまで , 年金会計理論も年金会計実務も形成されなか っ
た とい う 一 般論は, Sto n e[1993] に よ っ て誤信 (Mvth)[2]で ある こ とが明らか とさ
れて い る ｡
sto n eに よれば, 年金会計理論および年金会計実務の 手続きは, ①年金制度 のタ
イ プ, ②年金制度 を設立す る事業主の 動機 , ③管理哲学, ④財政状態 , ⑤規制およ
び法律か ら影響を受 ける (p.254)｡ 以下 , この 視点をベ
- ス に史的考察を進めて い
く ｡ こ の 際, 合 衆 国の 退職給付会計基準が , 従業員 の 受給権保 護 を目的 とす る
ERISAの 施行 に大きな影響を受けて い る こ とに着目 し, 退職給付会 計の 生成プロ セ
ス をERISA前およびERISA後の 2期に分けて 分析する o
第2節 会計規制以前の退職給付会計
退職給付会計の生成環境
初期 の 退職給付会計を理解するに際して , 最初に注目す べ きは, 退職給付シ ステ
[2】 Sto n eによれば, この ような神話が増長 された 要因は, 退職給付会計の 惣明期
か ら1966年のAPBO8公表 まで の 期間に つ い て の 年金会計理論および実務 に関する
検討が, 財務会 計基準審議会 (FASB) によ る年金会計プロ ジ ェ クトにおい て行わ
れなか っ たためで ある (p.253)0
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ム が極めて弾力的に行われて い た点で ある｡ 当時の退職給付の 状況を眺める限り･
公式な制度(fo r mal pla n) と非公式の 制度 (info r m al pla n)
[3]が混在 し, そ の 制度
の選択は事業主の 裁量に任されて い たo こ の ような制度上の 選択肢の広さを前提と
すれば, 退職給付制度 と企業との間で シ ェ ア
- されるリスク ･ テイクの割合も, 個々
の企業 ごとに異なる 状況が生み出されるために, 多様な退職給付会計実務を容易に
想定し得 るだろう｡
退職給付制度設置に つ いて は, 通常2 つ の 立場を想定 し得る ｡ 1 つ めの考 え方は,
株主の利害 を確保す る こ とを目的 として , 企業利益を極大化するために退職給付制
度を設置運営す る とい う考え方である ｡ これは, 企業の 営利追求の 姿勢 と同
一 の 方
向性 を持 っ て い る反面, 従業員 に対す る廟付が充分に確保されない などの 欠点を有
して い る方法である ｡ 2 つ めの 考え方は, 従業員の給付を確保す る こ とを目的とし
て , 退職給付制度を設置 ･ 運営す る とい う考 え方で ある｡ これは, 必ず しも企業の
利益追求とい う目標 に合致す るわけで はない ｡ こ の こ とは次の例 を考えれば明らか
で あるo 給付 を増大す るために 札 掛金の 増大をはじめ として様々 な退職給付 コ ス
トを企業が負担す る こ とになる ｡ そ の ようなコ ス トの 増大は, 収益が不変の 場合 に
比 企業利益を減少させ る要因ともなるの で ある
[4]
o 当初, 合衆国におい て は, 過
【3] 公式の 制度 とは , 適格者要件, 給付算定そ の 他の 手続きを規定す るル
- ルが存
在する年金制度で ある｡ これに対 し非公式の 制度は, 体系化されず, どの ように
これらの制度が運営されて い たの か に つ い て の 記録がほ とんど存在 して い ない制
度である ｡
さ らに , 公式の 制度は拠出制度 と非拠 出制度と に細分されるが, 非拠出制度の
大半が従業員の 最終給与 に直接関係した給付を行 っ ており, 現在 におい ても こ の
点に つ い て は変わ っ て いない (Sto n e[1993], p･ 254)｡
【4】 無論, そ の コ ス トを上回るよう に労働生産性が上 昇し, 超過利潤が企業にもた
らされれば, 従業員の給付を増大するための 制度設置も, 企業の 営利追及目的と
合致す る場合もある ｡
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職給付が従業員に対す る恩給 (gift) あるい は報酬 (re v ard) と して とらえられて
い た (Ston e[1993], p. 255)｡ つ まり, 企業利益を確保す るため に事業主の 立場か
ら退職給付制度が設置 され, そ の 結果と して従業員の 退職給付が犠牲 となっ て い た
の で ある ｡ こ の よ うに, 初期の 退職給付 シス テム におい て は, 従業員の 受給権を確
保す る とい う考え方が , 相対的に劣位におか れて い たの で ある
[5コ
｡ こ の こ とは ,
｢1940年代の賃金凍結 に至るまで続い た, 労働者の 年金に対する否定的な態度か ら,
初期の年金制度が従業員の 経済的 ニ ー ズよりも事業主の 経済的ニ
- ズに合わせてデ
ザイ ンされたとい う論点が支持される (p.256)+ とSto n eが述 べ て い る こ とか らも
明らか で ある ｡
かか る状況か ら考 える限り , 従業員 (労働者)によ る年金制度 へ の信頼性は , 当
初, 相当低か っ た と考える べ きで ある｡ 企業の 利益を極大化する とい う目的を重視
して い たために , 退職給付制度の 運営上 , 必ず しも従業員に給付を行なうの に十分
な積立て を行 っ て い るわけで は なか っ たの で ある ｡ この 結果 , ｢年金制度 の財務的
な健全性に対す る関心は, ごく初期に表面化 した (p･257)+ の で ある｡ そ して , こ
の ような事業主側 の動機が , 退職給付会計の 特徴 として現れて いく こ とになるo
2 規制以前の退職給付金計理論およぴディ スクロ ー ジャ ー
以上 において示 された退職給付の環境の下で , 退職給付会計理論は どの ような状
況 にあっ たの で あろうか ｡ 以下で は, ごく簡単な設例を中心と して , 当時どの よう
な退職給付の会計処理が行われて いたの か , またい かなる退職給付会計理論が存在
して い たの か を検討する ｡
【5】 こ の 証左と して , 後年, 事業主が報告利益に対する課税を減少させ , それに相
応す るキャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ - を節約す る目的で , 退職給付制度 を設置する よ
うにな る こ とを指摘 で きる｡
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当時は, 期間退職給付 コ ス トを引当金と してバ ラ ンス シ
ー トに計上す る こ とで ,
自動的に退職給付の 資金を企業内に積立て るとい う会計処理が
一 般には行われてい
た ｡
図表3 - 1 引当金計上方式による退職給付コ ス トの計上
年金債務 ×
1
30
年金債務
150
退職給付コ ス ト計上前
企業の バ ランスシ ー ト
負債
60
資産
100 資本
30
利益
10
総資産 100 総資本 10
期間年金コ ス ト
引当金計上後の
企業の バ ラ ンス シ ー ト
引当金以外の
負債60
資本
30
＋
総資産 100 総資本 100
図表 3 - 1で は , 退職給付制度と して 年金制度を採用 して い る企業が, 退職給付
の コ ス トをどの ように引当金処理 して い たの かが, ごく簡単な設例 によ っ て示され
て い る｡ この 設例で は, 退職給付コ ス トを引当計上す る前の 企業総資産 および総資
本を10 と設定 して い る ｡ 従業員 に対す る給付見積もり, すなわち年金債務は150 と
想定さ れ 期間年金 コ ス トは30年で均等 に各期に配分されて い る｡
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図表3 - 1 にお いて 札 当期の年金コ ス ト5が引当計上さ れて い るの で , そ れに
相当す る資産5が社外に放出されずに留保されて い る o この 5 につ い て は, 事業主
側が経営資本の 一 環 と して 利用出来る こ とから, 継続的 ･ 安定的なある種の 借入資
金 を従業員か ら調達す るの に等 しい メリ ッ トを事業主側は享受する こ とが出来る o
内部留保された退職給付資金 札 企業の 経営資本 の
一 環 として利用 し得るもの と表
現されたの である ｡ そ の 一 方で , 給付の 資金源泉が企業の未投下資金 ある い は投下
待機資金に混入 し明確に区分 されない こ とになる こ とから, 従業員の 受給権は極め
て不安定なもの となる ｡
と ころが, 既に考察 したように, 当時の 退職給付制度の 実態は必ず しも 一 様で な
か っ た ｡ 退職給付資金は , 企業内に積みたて られる場合もあれば, 企業外部 の 年金
基金 に信託する場合もあ っ た｡ こ の ような実態か らすれば, 企業が引当金計上 をし
たからとい っ て , 必ずしもそ の 資金を経営に利用 し得るわけで はなか っ たで あろう｡
そ れゆえ, 当時の 会計処理に関する論点は, 大きく分けて 次の 2 つ で あっ た｡ 1
っ は , 退職給付コ ス トを引当金 として負債計上 し, バ ラ ンス シ
ー トに退職給付債務
を表示す る こ とに対する是非 を論 じる こ とで ある ｡ い ま1つ は, 将来の 退職給付の
見積もりで ある退職給付債務を, どの ように企業の 立場から見積もり算定するの か
とい う方法論である ｡ こ の 点につ き, Ⅱatfield[1916]に つ いてSto n e[1993] が行っ
た分析[6]を参照 しながら考察して み よう｡
Hatfield [1916] は年金 コ ス トの会計処理に関 して , バ ラ ンス シ
- ト上 の 負債
と して認識す べ きか とい う ことを疑問視 して い た (Stone [1993], p･ 259)｡ 法的な
年金債務が確定 しないうちは , 年金負債と しない で積立金として処理すべ きであり,
また, 拠出制度によ っ て年金制度が行われる場合には, 資産 も積立金もバ ランス シ
ー
【6] Sto n e[1993] の分析対象は , 主に , Dicks e e[1976], Hatfield [1916], Ra nd
[1911], Whitm o r e[1929a], Whitm o r e[i929b] の 5 つ で あるo
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トに計上する必要がない と考えて い た (p.259)の である o Hatfield[1916] に特徴
的な会計処理は, 図表 3 - 1において 用い た設例 をベ ー スに して 分類すれば, 図表
3 - 2 の ように表す こ とがで きる ｡ 受給権が確定す る以前の 退職給付 コ ス ト計上 の
に つ い て は , 利益処分の プロ セ スを経て積立金が資本の 項目として計上される こ と
になる ｡ 図表3 - 2 におい ても, 資本の 部に積立金が5計上 されて い る ｡
こ の 背景には, Ⅱatfieldのr e s e rveに関する思考が存在 して い る ｡ 彼は, 積立金
と引当金を使い 分けて い る立場をと っ て い るの で ある【7]｡ 通常, 積立金と引当金の
相違 に関 して は , 次 の ように理解される ｡ 積立金および引当金の どちらも, 不特定
資産を留保す る効果 をも つ こ とで は同じで あるが, 引当金がかな りの確実性 を もっ
て予定されて い る将来の 支出を当期の 費用および換失とす る効果 を持 っ てい る の に
対し, 積立金は利益処分に関す る留保の 効果をも つ 点で異なっ て い る
[8]
0
年金給付の 本質は , 将来における給付時点の キャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ ロ ー で あるも
の の , 受給権が確定 しないうちは, たとえ金額が明確 であろう とも , 支出が確定 し
て い るわけで はない ｡ おそ らく, Eatfieldはこ の ような受給権 の性質の 相違 に着目
して会計処理を分ける こ とを主張 したの で ある ｡
も っ とも , この ような会計処理の 背景に, 英国会計におい て伝統的に行われて い
た積立金会計 (re s e r v e a c c o u nting), すなわち , 異常項目や過年度修正 などを積
立金を増減す る こ とで , 損益計算 を通さない 会計処理の 流れ を汲んで い る可能性も
考えられなくはない だろう｡
【7] 1940年代以前の 合衆国の 文献において 頻繁に登場するr e s e r v eとい う会計用語
は , 今日 で は あまり引当金には用い られない ｡ 中村(忠) [1984] に よれば, この
r e s e r v eの 概念に 関して , 一 般的な 区別 を行わない 合衆国に比して , 日本で は早
くか ら引当金 と積立金の 区別がなされて きたとい う (165-166頁)0
[8】 この 点は , 引当金の 要件に合致した場合にの み引当金を設定す る こ とになる点
か ら明らか であろう ｡
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図表3 - 2 Hatfietd[1916] の示した会計処理
受給権確定以前の 退職給付
コ ス トの準備金計上
資
産
loo 資産 100
負債 60
利益
総資産 100 総資本 100
餐
杏
35
退職給付の 掛金を
外部拠出する場合の
バ ラ ンス シ ー ト
負債 60
資産 95
資本 30
利益 5
総資産 95 総資本 95
しか しながら, 受給権 が次第に確定する場合を想定すれ ば明らかなよう に, 受給
権が確定するまでの 段階では, 給付準備資金の源泉を過去の業績である利益に求め,
受給権が確定 して か らは, 突如 として , 当期 の支出を留保す る方式に切り替える と
い う論埋 には , 会計理論 として 一 貫性を見 出せ ない ｡ この ような会計処理が正当化
され るの であれば, 退職給付資金の源泉には, 資本部分 と留保 された支出の 部分 と
の 2 つ の 種類が存在す る こ とになるか らで ある｡ 受給権が確定 しなく とも , 当期の
退職給付コ ス トは発生 して い るの であり, また, 従業員に とっ て , 労使間で合意さ
れた退職給付が, 賃金同様, 当期 の生産性 を向上 させ るイ ン セ ンテ ィ ブである こと
からすれ ば, むしろ , す べ て 引当金 によっ て処理す るの が理論的には首尾
一 貫して
い るとい えるだろう ｡
Hatfieldの会計処理には, もう1つ の特徴が存在する ｡ 信託の 場合において 年金
資産 ･ 負債がオフ ･ バ ラ ンス にな る こ とで ある｡ これに よれ ば, 経営者 の 退職給付
運営そ の もの に対する責務が, 信託の 場合は財務報告 におい て期間年金費用以外,
まっ たく表現されない こ とになる｡ この 点を図表3 - 3 を用い て検証しみよう ｡
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図表3 - 3 規制以前の合衆国年金デ ィスク ロ - ジャ ー の例
Ame ric a n Am e ric a n: De e r e&
開示形態 ･R喜号苧豊吉ng≒孟nReeをiTSg三
Co･
co. : Co.
Inte r nation al Pittsbu rgh u. s.
Ha rvster : Co al Co･ ste el
量的開示
･ 資産 として
‥
.
の 年金投資
･ 引当金計上 …
･ 年金コ ス ト ･
の 測定
･ 計上 引当金 て
?琴咋
質的開示
･ 事業主の
年金哲学
･ 制度規定
･ー 軸塵d)L愛東‾':
の説明
･ 年金加入者数
(出典:Sto n e[1993], p. 262) [9]
【9】 Sto n eは , 1930年以前の 年金ディ ス ク ロ
- ジャ ー に関して調査 して い る ｡ 開示
内容 の 検 討対象 と して 用 い られた企業 は , Am e ric a nSuge r Refining Co一 ,
Am e ric a nSm elting a nd Refining Cot , De e r e a nd Col , Inte r n atio n al
Ha r v e ste r, Pittsburgh Co al Co. , ロ. S･ Ste el Col , で ある ｡
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この 図表 3 - 3を見 る とわか る よう に, 当時の 会計実務におい て , 年金 コ ス トは
引当金 と して 計上され る こ とが
一 般的であ っ た . 先 に検討 したよう に, この 会計
処理で は引当金計上額の 分だけ会計利益が少なく算定される構造 にな っ て い る o 引
当金 とい う負債項目の 計上によ っ て , 将来の 支出予定額が資産勘定に留保 されるか
らである ｡ 引当金 によ っ て流出が留保された資産は, 企業経営者の 運用 し得 る資産
となる ｡ しか しなが ら, 年金制度が信託あるい は年金保険制度によ っ て行われて い
る場合の ように , 掛金拠出によ っ て資産 の所有権が受託機関ある い は保険会社に移
る ときには, 資産の 運用を行なうの も給付 を行なうの も企業自身で は ない ｡ この よ
うな退職給付シス テ ム の も とで , 仮に経営者が引当資産を事業資金と して使用 し,
退職給付の 準備 を怠 っ た場合 には, 給付が必ずし も保障されるわけで はない こ とは
明らか である ｡ 退職給付の 履行は引当金を取崩 して行われるはずで あるが, 実際は
そ れに見合 っ た資産が企業内に留保されて い ない ためで ある ｡ そ こで , Hatfieldの
言うように信託 の場合に関 してオ フ ･ バ ラ ンス にす べ しとい う考 え方が登場す るの
で ある｡ 以上の 検討を踏まえて , 会計規制以前の 退職給付会計の 特徴をま とめれば
次の ように要約で きるだろう｡
当時の退職給付会計の 焦点は, 主として 退職給付 コ ス トの 会計処理 に当て られて
い た｡ この ため, 退職給付制度 と企業の 関係を充分に考察した会計処理が存在して
い たわけで はなか っ た｡ しか しながら, 幾つ か の 興味深い事実が存在 した ｡ 年金会
計の ディ ス ク ロ ー ジ ャ - 紘 , 引当金を用い た会計処理によ っ て負債計上する こ とが
一 般的で あっ たo こ の 際, 会計上 は企業資産 に退職給付資金を留保す る こ とにな っ
たこ とか ら, 企業の 経営資本と退職給付資金 とが客観的には明確な区分がな されて
い なか っ た｡ そ れゆえ, 信託等 の方式 によ る場合とそうで な い場合 とで は, 従業員
の給付可能性 に関す るリスクが異なっ て い た ｡ 信託等 によ っ て い る場合 には, 退職
給付資金がどの ような額 であれ 企業の 外部に積み たて られるため に給付はある程
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度の 確実性 を持っ て 履行され る｡ しかしながら, 企業の 内部 に積みたて られた退職
給付資金は事業資金 との 区別が困難な こ とから, 従業員に対する給付の ための資金
を事業主が積極的に確保 しない 限り給付が履行で きなくなる可能性が高くなるの で
ある ｡ 従業員の効用を満たす こ とを退職給付の 目標 とす るの であれば, 給付額を増
大する こ と こそが目指す ゴ ー ル となるはずで ある｡ 給付が履行されなければ, 従業
員の効用が満たされる こ とはない o
またこ の ような年金 コ ス トの 引当金計上 によ っ て , 株主の 利害を決定する中心的
指標である算定利益も影響を受ける こ とにも注意が必要で ある｡ 引当金が多ければ,
会計利益もそ の 分減少 し , 引当金が少なけ申ば会計利益は多めに算定され る o しか
し, 給付と して の キ ャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー は, この ような会計処理 を必ず しも前
提とせずに従業員 との 合意を基準に決定されてい る ｡ 実際の キャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ
ロ ー よりも引当金累計額が過少の場合に 札 経営資本の なかから当該不足分を支払
わなければならない こ ととなり, 企業もそ の ステ
ー クホルダ - も追加的支出の リス
クを負う こ とになる ｡
こ の ようなリスクを有 して い るに も関わ らず, 退職給付引当金額の 算定に 際し保
険数理法を用い るか どうか は, 事実上経営者の裁量に委ねられて い た｡ つ まり, 追
職給付引当金の 会計の ル - ルが , 当時まっ たく統
一 さ れて い な い 状況だっ たの で あ
る ｡ そ れゆえ, 当時の 退職給付会計を通じ て算定された利益 札 企業の ス テ
ー クホ
ル ダ ー の 利害を調整する ための分配可能性指標 と しても , また企業の 業績を理解す
るための指標 と して も十分 に機能 して はい なか っ た と考えられ るの である ｡
そうい っ た意味におい て は, 規制以前の 年金会計における報告利益 を中心 と した
利害調整は , 退職給付会計 に関す る企業経営者の 哲学に大きく左右 され て い たとも
い う こ とが出来るだろう ｡
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第3節 退職給付会計に対する規制動向
1 初期の退職給付会計制度
a 退職給付コス トと退職給付制度運営
退職給付 に対する課税は, 拠出掛金 ･ 投資収益 ･ 給付の 3 つ の 時点で行われる ｡
ある国の 年金課税状況 を考 える場合 ,
一 般 には, この 3時点の 課税状況が, 課税免
除あるい は非課税で ある(e x e mpt:E)かそ れとも課税 (ta x ed:T)であるの かによっ て,
課税タイ プを類型す る こ とが多い ｡ この 分類 を用 いて伝統的な合衆国の 年金課税 を
考える場合 , ①拠出掛金 は課税所得から控除されるの でE, ②投資収益は非課税で
あるの でE, ③給付は課税 される の でTとそ れぞれとらえられ 類型 としてはEET型
に属するもの と理解で きる ｡ 企業が経営に利用するこ とのできる経営資本の範囲は,
退職給付 と して どの ような制度が選択され るか により異なる こ とか ら, これらの 課
税ポイ ントにおける課税状況が, 企業の キャ ッ シ ュ
･ フ ロ - にどの ような影響をお
よぼすの かとい う視点 , すなわち , 課税 と退職給付コ ストとの 因果関係を理解する
こ とが制度運営の 成功 の鍵 となる ｡
退職給付に対する会 計規制が開始されたの は, 後述の ように1948年である｡ 当時,
制度選択に対 して企業経営者に 自由裁量が委ねられて い た こ とを背景
[10]に, 年金信
託方式が次第 に広がりつ つ あ っ た｡ Sim on s [1948][
11]は, 当時存在 して い たブッ ク
リザ ー ブ方式な どの様 々 な退職給付制度の なかで , 年金信託方式がも っ とも企業の
【10] こ の 点に つ い て は, 真野 [1959] が ｢1940年代の 半ばにおい て , 老齢者保護
の 私的年金制度は , ほ とんどが, 事莱上 , 主 として雇用主の 責任 による金融の
上 に運営される状態 となっ たの である ｡ (29頁)+ と指摘をして い る こ とからも
裏付けられよう ｡
【11】 彼の 論稿で は, 上述の 課税ポイ ントの うち, 課税所得か らの 掛金が控除でき
る とい う課税政策 に着目して い る ｡
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キ ャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ ロ
ー を節約 し得る方法で ある こ とを強調 して い る【12]o 税制適
格型の信託制度を利用す る こ とによ っ て , 企業からの キャ ッ シ ュ
･ アウトフ ロ ー で
ある拠 出額が , 法人税の 計算上損金に参入できるの で , 拠出額 と同額が企業内に留
保される とい うの がそ の趣旨で ある ｡ こ の ように , 課税優遇政策が事業主に コ ス ト
面か らの 強いイ ンセ ンティ ブをもたらす ことを前提 とすれば, この 時期におい ては,
企業経営者 は従業員 の効用を満たす こ とを目的 とする退職給付の 運営より, むしろ
企業の 利益を増大す る等の 事業主側の 動機から制度運営の政策を決定す るもの と考
えられる ｡
重要な こ とは, こ の よ うな課税上 の優遇政策が引き金とな っ て , 退職給付資金が
資本市場 に大量に流れは じめ, 結果 として企業経営者の 経営上 の タス クが増えた こ
と で ある ｡ 当時増加 して い た信託方式は, 企業が運用上の リスクを負担す る確定給
付制度を主 として い たの で , 企業経営者は投資運用にまで責任を負う こ と とな っ た
の である ｡ つ まり , 積極的にせよ消極的にせ よ , 自覚の有無を問わない ま まに , 企
業経営者が退職給付資金の 投資管理活動[
13]に巻き込まれはじめたの で ある o む ろん
【12】 Simo n sは, まず企業によ る従業員の 退職給付の 保障問題を , 企業 における犠
牲 (bu rde n) としたうえで , 次の ように述べ て い る ｡ ｢現在の 年金 コ ス トは, 支
払給与の わずか 3 % か ら5 % ほどの 範囲で ある ｡ この 数値は, 過去勤務 コ ス ト
によ っ て 増大する ｡ 支払免除あるい は賃金保証をは じめ とす る他 の 保障給付を
追加す る と, 様々 な給付を行なう総コ ス トが組合が強く 要求して い る平均給与
の15% に簡単にな る o しか しながら, 企業の 純収益 は企業の 平均14別こも満 たな
い o 従 業員保 障 の コ ス トは, 企業 総収 益 を
一 掃す る の に十 分 なの で あ る o
(simo n s[1948], p p. 44 卜442)+
【13】 証 券市 場 に お ける 年金 基金 の 投 資活 動 を考 察 した 論稿 と し て , Andr ews
[1959] がある ｡ 彼の 論稿の 関心は, 1950年代 にお いて 年金基金が, 預貯金, 政府
債, 社債, 普通株などの 資産に行っ た投資活動を, 実際の デ - 夕 を下 に考察する
こ とによ っ て , 年金基金の活動が証券市場 にどの ような影響をもつ の か を明らか
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これ以前におい て も, 年金保険契約を通じて退職給付資金が資本市場に流入 して は
い た｡ しか しなが ら, 当時の 年金保険契約では , 年金保険の掛金を企業が払 っ た時
点で , 企業の 経営者の 義務は消滅する o 信託方式 の ように, 経営者が退職給付資金
の投資運用活動を行なう必要は生じない ので あるい
4]
｡
こ の ように , 年金資産の投資問題が ､ 当時の経営管理上の 重要な課題 とな っ て い
た こ とは, Gr adis on,Jr. [1955] の 次の 見解によ っ て 明らかで ある ｡
｢企業経営者は, 比較的新しく , 急速に広が っ て い る問題 , すなわち数
百万 ドル もの 年金資金の 投資とい う問題 に直面 して い る ｡ この 資金は , 敬
百万人 の 従業員の 将来の 退職所得を支給す るための もの で あり, 将来の 給
付が実際に行い 得 るか どうかは, 経営者 の 投資意思決定 に大きく依存 して
い る ｡ 給付の レ ベ ル , 適格性, 退職年齢そ の 他が , 企業と従業員 との 間で
決められる 一 方で , 基金 の投資政策は経営者によ っ て決定される の が普通
で ある ｡ 経営者が年金政策設定 を成功させ るかどうか は, 通常考 えられて
い る よりも , 基金 の後 の 自由な活動 に大きく関係 をもつ 早期の 特定の 意思
決定を行なうこ とに関わ っ てく る｡ ( 中略) 経営者が, 目前に迫りつ つ ある
にする こ とで あっ たo こ の 点で , 彼の 論稿は経営者の 立場で はなく, マ
- ケ ッ ト
の立場からの考察である とい えるだろう｡
【14】 年金保険契約および信託方式の 年金費用 に関 して はOtis [1957] が比較考察
を行 っ て い る ｡ Otisは次の よう に述べ , 信託制度 を支持 して い る o
｢年金保険制度 の 場合 には, 確実性および保障 に関 して確立されて おり , い
かな る年金保険制度 において も, 給付の 背後にある保障よ りも重要な要素
の な い こ と は疑 う余地が な い ｡ こ の よ うな特徴 こ そ が , 据置 団体 年金
(defe r r ed gr o up a n uity) を発展させ て きた人々 に とっ て最 も重要な こ
とは議論の 余地がなく , そうい っ た意味 で は, こ の 契約 こそが最も良い は
ずで ある ｡ (Otis [1957], p .64)+
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問題 に気づか なければ, 意図しない けれども重大な誤政策が行われる可能
性が高くなる ｡ (p.84)+
このGr adis o nの 見解は, 3つ の ポイントに要約できる｡ 第1 に, 退職給付政策が,
基本的には企業と従業員との 間の合意をベ ー ス にしつ つ も, 最終的には経営者が導
く もの である ことを明示 して い る ｡ 第2 に, 経営者が , 基金設置後 の ごく初期的時
点 におい て , 多額の 拠 出等 を行 なう退職給付政策を採用する こ とが基金運営の 成功
の鍵 と考 えて い る ｡ 第 3 に, 経営者の選択した退職給付政策が, 資本市場に影響を
及ぼすもの と考えて い る ｡
この こ とを前提とす れば, 経営者が, もとも と課税によ るイ ンセ ンテ ィ ブに基づ
い て 行っ た制度選択が , 結果的には経営者に, 積立水準を高く設定す るような退職
給付政策を とる こ と, 退職給付政策の 方向性は経営者自身が決定す べ き こ と, 等の
タスク を課 した こ とになる ｡
と ころで , Gr adis o n,Jr. は退職給付会計に対する経営者の 見識が, この ような退
職給付政策の 方向性 を左右する可能性を示唆して い る[15]｡ 彼によれば, 経営者が退
職給付資産の 運用 にお い て どの ような投資リスクをとるかが, 退職給付 の政策を決
定付け[16], また同時 に退職給付コ ス トを決定付ける ｡ この こ とか らすれば, 退職給
付コ ス トの決定 と退職給付政策は, 投資リス クの設定 を通 じて相互 に関係する こ と
になるの で ある ｡ 会計によ る評価 に関しては, ｢年金基金の 資産を評価す る際には,
最も広く使われて い る簿価[17], 市場価値およびそ の 様々 な組み合わせ とい っ た多く
[15】 そ の うえで , ｢年 金基金 におい て用い られる, 会計処理および保険数理法の 意
味を, 経営者が知る こ とが大切で ある(p.87)+ と述 べ て い る ｡
【16】 彼は, ｢経営者が年金資産の投資において とろうとするリスク度合い によ っ て,
しばしば政策が決定 される (p.85)+ と考 えてい る｡
【17】 当時の 会計実務が , 記載されて い た歴史原価をベ ー ス と した利益計算体系を
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の 代替値が利用可能で ある(p･ 87)+ と述べ て い るように, 当時におい ては多様な選
択肢が存在 して い た o 彼は , 基金資産の 評価 におい て歴史的原価を用い る長所は,
年金基金の 市場で の価値変動を最小化し, 毎期の拠出額を安定させ る こ とで あり,
時価評価を用い る長所は, 拠出額の毎期の変動をもたらすもの の , い つ でも給付可
能な水準を維持できる ことである (p.87)と分析して い る｡
Gr adis o n,Jr･ の 見解からすれば, 退職給付 コ ス トの 算定に際して 経営者が この よ
うな会計上 の資産評価の特性を理解する こ とで , 安定的な退職給付政策が実現で き
る こ とになる ｡ コ ス ト見積りが こ の ように適切に行わ れれば, 経営者が退職給付運
営の展望を把握 しやすくなり, 早期の 拠出金積立等の 政策に基づく給付安定化が望
め る こ とになるだろう｡
こ こ におい て指摘されて い る様々 な主張は, 今日の 退職給付運営におい て は, 塞
本的な事項 と して受 け入れられて い るもの で ある ｡ しかしながら, これほどまで に
重要である にもかかわらず, これらが長い 間, 合衆国の 実務におい て取り入れられ
なか っ たの は, こ の ような経営者に対するタスクの 増加が明示的に行われなか っ た
めに, 経営者が この タス クの存在を認識するに至らなかっ たためで あろう｡
b 規制初期の過去勤務 コス トをめぐる議論
退職給付シス テ ム の初期段階において , 多様な形態ながらも企業によ る年金会計
が行われて い た こ とは , 前節におい て明確 になっ た o 企業の 年金会計に関す る最初
の会計基準は, ア メリカ会計士協会 (血eric a n･In stitute of■Ac c o u nta nts :AIA)
主軸に して い た こ とか ら この よう に呼ばれた｡ ただ, 帳簿価格に時価 を用い る
こ ともあ るの で , 簿価 と言う用語が必ずしも歴史原価 を表す とは 限らない ｡ そ
こで本論文で は, 引用個所を除い て歴史原価ある い は取得原価 とい う表現を用
い る ｡
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の会計手続委員会 (The Co m mitte eon Ac co u nting Pro c edu r e :CAP)[.8牝 よ っ て 公
表されたARB36で ある｡ この 会計基準の規定は, 5年後の1953年に, それまで のARB
を再構成 して 公表されたARB43 にその まま引き継がれて い るの で , こ こで は当時の
会計理論および実務とARB43 との 関係につ い て考察する ｡
年金会計の 問題が, 企業経営に対 し大きな影響を与える こ とは, Br a ndageを会長
に 組織 さ れ た , 企 業 利 益 に 関す る ス タ デ ィ ー ｡ グル ー プ (Studay Gr o up o n
Bu sin e s sln c o 皿e :SGBI) の 報告書[19] によっ て示されて い る ｡
｢この 間題 の 深刻さ は, U.S. Ste el Co. の 年金債務の 現在価値 の見積 りが
574百万 ドル にも上り , そ れが年金契約が実行 された時点 における企業の 優
先株および 一 般株式の 市場価格の50 % である とい う事実か らわかる ｡ (SGBI
[1975], p. 66)+
会計規制が行われる以前は, 年金会計実務は多様で あり, 統 一 された唯 一 の会計
処理が存在 して い ない っ た (ARB 43[1953], Chap.13, §A, pa r. 2)o ARB43では,
【18】 ARBの 公表 は, CAPの 主たる任務である o ARBはCAP委員21名の うち3分の2, す
なわち14名以上 の 委員の 賛成によ っ て 設定された ｡ ARB は全部で51号公表 されて
い るが, 証券取引委員会 (Se c u ritie s a nd Ex cha nge Co mis sio n :SEC) が公表
する会計連続通牒 (Ac c o u nting Se rie sRele a s e s :ASR) の4号 (ASR4) に よ っ
て , 合衆国における 一 般に認められる会計原則 (U. S. G 舶y) と して証券取引法
会計を規制 して い た ｡
【193 この ス タディ - ･ グル ー プは , AIA に対する ロ ッ クフ ェ ラ ー 財団の調査資金援
助 に基づ い て お こ なわれ たもの で ある o G. 0. Mayをは じめと してA. Ⅱ. De a n, S.
Gilm a n, A. 氏. Je n nings, T. 臥 Sa nda r sなどの委員によ っ て 報告書が提示され
て い る ｡ こ の研究におい て は, 価格および賃金等の 関連など経済的な視点からの
考察も行われて い る ため に, S. Ku z n etsなどの 著名な経済学者も部分的に関与し
て い る ｡ (Study Group o nBu sin e s sInco m e[1975], pp. 140- 144) .
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こ の 多様な年金 コ ス トの 会 計処 理の うち , 特 に過去勤務 コ ス ト (past s e r vic e
c o st:PSC) の 会計処理に焦点を当てて い る o 過去勤務コ ス トは, 退職給付を新設 ･
改訂 した場合 に生じる , 過去の 労働 に係る従業員の 退職給付要支給額で あるから,
これをどの ように処理す るの かが期間利益計算に影響を及ぼす こと になる ｡ こ の過
去勤務コ ス トに関して , 次の 3 つ の方法が示されて い る (Chap.13, §A, pa r.2)｡
第1 に考 えられ る会 計処理方法は, 過去勤務に基づく年金 コ ス トを, 利潤計算に
おい て剰余金 に負担さ せ る とい う方法である ｡ この 会計処理の 背景には, 過去に行
われた勤務 に基づく コ ス トは, その 勤務が行われた期間に負担させ るとい う考えが
ある ｡ すなわち, 費用収益対応の 原則の 観点を強調する考え方で ある｡ この 考え方
に基づ 桝ま, 従業員の 過去勤務 によ っ て得られた収益は, 既に過年度の 損益計算に
おいて 計上されて しま っ て い る こ と になる｡ したが っ て , 過年度の利益修正 とい う
視点か ら, 過去勤務 コ ス トの 計上が行われるの で ある ｡ 利益剰余金は, 過去におけ
る利益を源泉として い る こ とか ら, 過去の 業績修正 を行い 得る勘定であるために ,
この ような会計処理が行われたと考えられるだろう｡
第2 に考 えられる会計処理は, 過去勤務コ ストを即時に償却し, 全額当期 の 利益
計算に関わらせ る とい うもの で ある｡ この 会計処理の 背景に は, 退職給付規定の 新
設および改訂 によ っ て 生じた退職給付要支給額は, 労働に対する債務で あると とら
える法律的思考が存在 して い る と考えられる ｡ 退職給付規定 は, 私法上 の 労使間の
契約に該当 し, そ こ に規定 される退職給付額は, 将来 におい て 企業が従業員に対 し
て 支給すべ き金額であ る ｡ その 新設 ･ 改訂によ っ て , 労使間で形成される , 退職給
付にともなうキャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー に対する合意内容が変更される こと になる｡
企業にとっ て は, こ の変更された金額が現時点 における法律的債務となる こ とから,
この 法律的債務の 変額 によ っ て, 企業の 退職給付債務が評価 しなおされる こ とにな
る ｡ 新しく決定された退職給付の 債務額が, 貸借対照表に認識 ･ 計上 されて い た金
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額と異なる場合には, 当然 ながらそ の金額を変更する こ とになる ｡ この 場合 におい
て, 新債務額が旧債務額を上 回る場合に は, その 差額を過去勤務債務 として計上す
るこ とが当然で ある とと らえられる こ とになる｡ 法律上 の会計処理として は, この
ような債務の 追加計上 は, 当期に新たな費用を生じさせ る ことになるの で, 当期に
一 括して費用計上す べ きとい う会計処理が導かれる こ とになるの である o
第3 に考えられる会 計処 理は, 過去勤務年金 コ ス トを, 当期および将来の期間に
配分する方法で ある ｡ こ の 制度 は, 当時の 内国歳入法 (IRC) で認められて い た方
法である｡ こ の 会計処理 の 背景には, 第 2 の法律的思考とは異なり, 純粋な会計思
考が存在 して い る｡ 企業に と っ て 過去勤挽コ ス トは, 従業員の 勤労意欲, 定着性を
高める効果をもつ もの と とらえられる こ とから, 退職給付規定 の変更が行われた時
期の みで はなく , 次期以降 の会計年度 に期間配分する こ とが会計処理にもとめられ
る こ とになる ｡
前述のSGBI ではこ の 3つ に加え, 利潤計算構造上はオフ ･ バ ラ ンス にして脚注に
とどめる方法も, 当時存在 して い た こ とが示されて い る｡ こ の過去勤務コ ス トを注
記する方法に関 して , SGBIは次の ように述 べ てい る ｡
｢その他に極論 として, 継続性の原則 (po stulate ofpe r m a n e n c e) に立っ
て , 年金債務を脚注 におい て簡単 に扱うとい う見解がある ｡ こ の 提言には
一 見驚かされるが , 事業が廃止 (aba ndo n m e nt) される ことに基づく資産価
値の 著 しい減少 を会 計上 ま っ たく認識 しな い の
.
で あれば, 年金コ ス トを,
まず当期に発生 した分 , 次い で過去 に起 因する分 と, 収益に対 して 2重に
負担させ る理由が問われる こ とか ら, 後者 の チャ ー ジ に対 して設定される
引当金 (re s e r v e) は, 廃止の 場合 にだけ実質的な重要性を有して い るよう
に思われるの で ある｡ (SGBI [1975], p. 67)+
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以上の 4 つ の 会計処理の 特徴を理解するために, 図表3 - 4 に基づ い て考察して
みよう ｡
図表3 - 4 過去勤務 コス トの計上方法
過去勤務コ ス ト計上前の財務諸表
バラ ンスシ ー ト
資産
loo
負債
60
純資産
40
①第1法 :利益剰余 金 へ の チ ャ ー ジ によ る方法
バ ランスシ ー ト
資産
90
負債
60
純資産
30
資産を10減少
②第2法 :全額を当期 に償却する方法
資産 を10減少
過去勤務コス ト
10
利益剰余金
を10減少
バラ ンスシ ー ト
資産
90
負債
60
純資産
30
③第3法 : 一 定 の 期間に配分する方法
過去勤務コ ス ト
10
費用60
費用計上10
バラ ンスシ ー ト
資産
98
負債
60
糞本
38
④第4法 : 脚注に表現す る方法
バランスシ ー ト
資産
100
負債
60
資本
40
過去勤務コ ス ト
10×
1
5
費用計上2
損益計算書
費用
50
収益
60
損益 計算書
費用
58
収益
60
損益計算書
T7
損益計算書
費用
50
収益
60
損益計算書
費用
50
こ の 場合には, 退職給付コス トが利潤計算に関わっ て い な い の で
バ ラ ンス シ ー トも損益計算書変化は生じない
収益
60
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図表3 - 4 は, 上 記で検討した過去勤務 コ ス トに関する会計処理を, 具体的な設
例を用いて示 したも の で ある o まず, 過去勤務コ ス トを利益剰余金にチ ャ ー ジする
第1法によれば, 過去勤務 コ ス ト10を現金で拠出する に際して , 資本の 部に計上さ
れている利益準備金を取り崩して い るo したが っ て , バ ラ ンス シ ー トの 貸借両方に
おいて同額が減少す る の で , 当期 の損益計算に関わらせ る ことなく過去勤務 コ ス ト
を計上する こ とがで きる｡ 当期利益10 に変化はない ｡
これとは逆に, 全額を当期に償却する第2法に関して は, 当期の損益計算に全額
を関わらしめる こ と になる ｡ つ まり, 過去勤務コ ストは当期の費用と して扱われる
ので, 当期の 利益がその 分減少する こ とになる o 設例 における当初の 当期利益 削 o
であり過去勤務コ ス トは10 であるの で , 当期の 利益が0 になっ て しまう こ ととなる ｡
過去勤務コ ス トを 一 定期間に配分する第3法で は, 当期の期間損益計算に関わる
のは過去勤務コ ス トの 一 部に過ぎず, 残りは財務諸表に計上されない こ ととなる .
設例の場合 には, 5年で10の 過去勤務コ ストを均等に費用化する こ とを想定してい
るから, 残りの 8が依 然 として オフ ･バ ラ ンス になる｡ つ まり, 8の 過去勤務コ ス
トが発生した当期で はなく, 次期以降の 一 定期間に遅延して認識される こ とになる｡
第4法で は , 脚注 によ っ て退職給付コ ス トを開示す るだけなの で, 損益計算には
退職給付コ ス トが関わらない こ とになる ｡ それゆえ, 退職給付コ スト10の全額がオ
フ ･ バランス で あり続 ける こ ととなるの である ｡
この ように, 多様な形で とらえられて い た過去勤務コ ス トの会計処理 につ い て,
ARB43で は次 の ように結論づ けられて い る ｡ まず, 当期の 財務諸表を歪めない 程度
の額であっ た場合 には当期 にす べ て配分する こ とがで き, そうでない場合には当期
および将来の 期間に配分す べ きこ とを定めて おり, こ の過去勤務コ ス トを企業の 利
益剰余金か ら控除す る 会計処理を禁 じて い る (ARB 43, Chap. 13, §A, pa r. 4)｡
ARB 43が この ような結論を示 して い るの には, ｢過去勤務年金 コ ス トは, 現在およ
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び将来の勤務の 予測 の 際 に, 過去勤務をベ ー スに算定が行われる場合でも, 個々 の
影響ではなく組織全体 として 関わ っ てくるの で , 恩恵を受ける現在および将来の期
間に負担させ る ベ きで あると委員会は考えてい る (Cbap･13, §A, pa r. 3)+ という
思考が存在 して い る o つ まりCAPは, 過去勤務コ ス トに対する支出の効果が, 企業
組織全体にかかる こ と に焦点を当て , 会計的な思考か ら導かれる会計処理を原則処
理としたの である ｡ こ の ような会計処理は , 確か に, 各期の損益に大きな変動をも
たらす可能性を排除できる という点で, 損益の期間比較が確保し得るメリ ッ トを持っ
ていると考えられる o しか し 一 方 で , 多額の 過去勤務 コ ス トが生じた場合におい て
も, その 一 部だけが当期の損益計算に表現される こと になるために, 財務諸表の 利
用者は過去勤務 コ ス トが全体 で いくら存在 して い るの か等に関する情報を入手しに
くくなる｡
上述したCAPの 結論は, SGBIの見解とは若干異なっ てい る｡ SGBIでは, ｢十分なディ
スクロ ー ジ ャ ー によ っ て , 過去勤務チャ ー ジの将来期間へ の 配分を達成するとい う
中間的な方法が, 実際的で受容可能な解決策で あるように思われる｡ (p.67)+ とい
う結論が導かれて い るためで あ るo SGBIの考 え方におい ては, ARB43 で処理が認め
られて い る過去勤務 コ ス トの 当期の 負担に関して も, また, 明確に否定されて い る
過去勤務 コ ス トの利益剰余金にチ ャ ー ジに関して も, 何ら言及されて は いない ｡ し
かしながら, ARB43もSGBIも, 過去勤務コ ス トが将来期 間におい て分散 して負担す
るもので あるとい う点 では同じである ｡ こ の ような結論は, 純粋な会計的思考とい
うよりも, むしろ課税 の原理によ る ｡ 実務上 の便宜 という視点があると思われる o
これまで の 考察にお い て幾度か 指摘したように , 企業の 経営者が年金制度を設置
するインセ ンティ ブの なかでも, 特に重要なの は課税の便益であっ た｡ May [1943]
はこの点に 関して , ｢近年 にお ける社会情勢の変化 , つ まり連邦所得税 に定め られ
た特別規定 の 影 響 は年金給付 の 会 計実 務 に 関 し て 強 い 影 響 を及 ぼ し た o (May
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[1943], p･ 230)+ と述 べ て い る o この よう に, 年金会計実務に対 し琴税の 原理が
関わっ て い る こ とは, SGBIが ｢実際にこの 手続は , 課税目的によ っ て10年以上の期
間にわたっ て配分され る とい う事実によっ て , 主 に決定されて い るが, おそ らく,
年金債務の 大部分は こ の 最低期間を超えて チ ャ ー ジ さ れて い る だろ う 0 (SGBI
[1975], p. 67)+ と述 べ て い る こ とから明らかである｡
以上の 分析から, ARB43の 放つ かの 特徴を示す こ とがで きる ｡ 第1 に, ARB43の会
計処理は, 当時の 多様な年金実務を受けて , 統 一 的な会計処理およびディ ス ク ロ ー
ジャ ー を要求 して い な い ｡ 第2 に, 過去勤務 コ ス トは, 過去の利益にチ ャ ー ジする
ことが禁止されて い る ｡ 第 3 に, 理論的な側面よりも, 課税を中心と した実務的な
側面を重視 した会計基準で ある と いう こ とで ある o 言い換えれば, ARB43 におい て
規定される会計規定で は, 財務報告におい て開示される会計情報の作成プロ セス に,
多様な会計代替処理および会計ディ スク ロ ー ジ ャ ー を認めたこ とから, 利潤計算が
ル ー スな計算構造 におい て行われ 財務諸表の 比較可能性とい う問題以前に, をまん
らい業績指標および分配可能指標 と して機能するはずの算定利益に 一 定の 幅を与え
ているの で ある｡ それ ゆえ, 株主 , 従業員および経営者が利害調整するために有用
な財務情報として は , 利潤計算において も, また補足情報としても不充分で あっ た
といえるだろう｡
2 退職給付コス トの認識および測定の変化
a 年金ROJの重視と退職給付会計の変化
1940年代の 後半まで は , 退職給付制度資産の 投資および運用に関する管理の 焦点
札 主として元本 の確保 にあっ たo そ れに基づい て , 制度の選択 も給付保証を確実
に行い得る年金保険制度が重要視されて い た｡ たとえ信託制度を選択した としても,
投資対象となる資産 は , 債券の ような元本保証型の有価証券が中心で あっ たの であ
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るo ところが, 1950年代の 前半から1960年代になる と, 課税優遇策を背景として ,
投資信託制度が多くの 企業で選択され るようになっ た o これ によ っ て , 企業の経営
者は, 半ば無意識の うち に投資運用活動へ と乗りだす必要が生じて きた｡ それが転
じて, 徐々 にリタ ー ン獲得の 目的で投資が行われるようになっ て きたために, 投資
対象資産は, 固定リタ ー ンをもたらすだけの債券から, 価格変動性の高い株式等 へ
と移行して い っ た o こ の ような背景から, 年金管理における主題は , 次第にROIへ
と関心が移 っ て い っ た｡
Ga raha m a nd Bo w e r[1965]は, 拠出か ら投資 ･ 運用, 給付に至るまで の 年金基金
運営を, キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の概念を用い て整理 し, 企業の 経営者が果たす べ き責
任を明らか にした上 で , 当該責任を果たす上 で, 経営者には評価および統制の フ レ ー
ムワ ー クが必要で ある こ とを論じて い る o 彼等は , 経営者 による年金基金運営の パ
フオ - マ ンス 評価 に際 して , その 測定技術を設定する必要性を強調し, ｢測定技術
は
, 異なる環境下の 様々 な企業 一 般に とっ て有用であろうとすれ ば, 特定の 基本的
な規準を満たさなければならない (p･ 38)+ と述 べ てい る ｡ その 規準は, 人為的で
あいまい な行為をで きるだけ排す客観性 (Obje ctivity) を有 し, 即座 に, 低コ ス
トかつ 容易に適用 で きる ような実用性 (pr a ctic ality) を兼ね備え, さ らには , 以
前の/てフ ォ ー マ ンス 等 と比較 可能 (Co mpa r ability) で ある こ と を指摘 して い る
(pp･38 - 40)o これ らを考慮 した上 で , 投資収益率 (Retu rn o nln v e st皿e nt:ROI)
の概念が重要で ある こ とを彼等 は述 べ て い る ｡
年金ROIは, 1期間 の 年金基金 へ の資金投下額とそ こか ら得 られたリタ ー ンとの
2つ のパ ラメ ー タ ー の 比で表 される o こ の 算定におい て , それぞれ の/てラメ 一 夕 -
師 場価値 (m a rket v alu e :MV) で測定される こ とになる｡ つ まり, 資金の 投下額
は投下時点 における当該資産 の 市場価格で表 さ れ 年金投資の リタ ー ンは期首資産
の市場価値 (begin ning m a rket v alu e :BMV) と期 末資産 の 市場 価格 (e nding
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m arket value :EMV) の差額 として表され る こ とになる o こ の年金RO岬 思考が登場
することによ っ て , 年金 の 運営を経営者 をはじめとす る管理者の 1つ の責任単位と
して位置付ける こ とがで きる よう になる の である ｡ すなわち , 年金基金に投下した
資金を元本と して , その 運用によ っ て どれだけの リタ
ー ンを得る ことができるかを
経営者および管理者の 会計責任として評価尺度とす るの である ｡
このように, 企 業経営者の 経営責任 を評価する指標がROIに移 っ てい っ たこ とを
背景として, 退職給付コ ス トの 測定問題の 重要性が これまで以上に表面化してきた0
それは, 退職給付 コ ス トが投資収益率の算定に影響を与え, また投資収益率の算定
が退職給付コ ス トの 算定 に影響を与える という相互 の 関係が, 当時におい て次第 に
理解されてきたからに ほかならない ｡ こ の ような背景から, 企業会計における退職
給付コ ス トの算定は新たな局面を迎える こ とになるの で ある｡ つ まり, 保険数理法
による退職給付 コ ス トの 算定が, 利潤計算にどの ように関わる べ きかとい う問題が
ここ に浮上 してく るの で ある ｡
b 保険数理法に基づく退職給付コ ス ト算定
1956年に公表さ れたARB47 では, 年金 コ ス トの 会計処理が ｢現在および将来の 勤
務に基づく年金コ ス トは, この 従業員の 勤務期間にわたっ て保険数理計算に基づい
て系統的に計上す べ き (ARB47, pa r. 5)+ と規定 されて い る ｡ この 規定は, 従来の
会計基準に比べ , 次の 2 つ の点において理論的に1歩踏み込んだもの になっ てい る ｡
第1 に, 年金コ ス トの 配分 に対 して , 過去勤務コ ス トだけで はなく現在勤務コ ス ト
に関して も規定しており, 年金 コ ス トに関する会計処理 を包括的に定めてい る｡ 第
2 に
, 企業が認識 ･ 測定す べ き年金 コ ス ト額の 算出に関して , 保険数理法 に基づく
方法を代替的処理 に含めてい る ｡
年金コ ス トを, どの ように測定するの か とい う問題は , 既に述べ たように当時の
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未決課題であっ たo 初期におい て は, い わ ゆるブ ック ･ リザ ー ブ方軍に よっ て, 追
職給付資金を企業の 経営資本と未分化の 状態におく こ ともあれば, 基金 へ の 拠出以
外はオフ バ ランス にす る ような会計処理を行なう場合もあっ たo その うえ, その
コストの費用計上基準も現金基準をとる の か発生基準を取る の かが , 必ずしも明ら
かな状況ではなか っ た｡
しか しながら, こ の 退職給付コ ス トの 認識 ･ 測定および費用計上 時点の 問題は,
年金給付額の見積りで ある年金債務をどの ように算定し期間配分するの かに関わる
ことから 一 刻も早 い 解決が期待されて い たo ARB47の 規定 に代替処理と して認めら
れた保険数理法によ る退職給付コ ス ト計上 は, 発生基準 による費用計上 を必要とす
る｡ ただ, 発生主義 による系統的な費用配分以外の方法 につ い て は否定せ ず, また
特定の保険数理法を規定 して い ない ため に, 退職給付費用の 計上時点に関する議論
が生じたの で ある ｡
ARB47が こ の ように あい まい な基準で あ っ た背景 には, 会計実務における多様性
だけではなく, 理論的な側面からもこの 間題に対す る明確な答えが存在 して いなかっ
た (ARB47, par. 7) こ とが大きく関わ っ て い る と思われる｡ 実際, この 会計処理に
対して は , 次の ような見解も存在す る｡
｢こ の 立場の 論理 は, 受け入れられやす い ように思われる けれども, 隻
給権の 確定ある い は未確定の 区別な しに, 保険数理的に決定 される企業の
運営する年金制度 の 現在価値が , バ ラ ンス シ - トには反映されなければな
らない o これを達成する の に最善の 方法はおそ らく, バ ラ ンス シ ー トにお
い て , 年金債務の 見積り総額を , 控 除科目とともに両建てで 表示 し, 未だ
に 費用 に チ ャ ー ジ さ れ て い な い 部分 を 示す こ とで あ る ｡ (Cordo n a nd
Shillingla w[1964], p. 394)+
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ところで, 保険数理法 を用い て算定された退職給付コ ストを財務報告 におい て利
用するという こ とは , 財務報告書 における会計利益計算に保険数理の エ キス パ - ト
であるアクチュ アリ
- が関わる こ とを意味す る｡ 退職給付債務の算定に用い る保険
数理法は高度な専門的知識を必要 とし, 職業専門家と して の アクチ ュ アリ ー の利用
が欠かせ ない ためで ある o ARB47で は保 険数理法を代替処理 と して い る こ とから,
アクチュ アリ ー により算定された数値を利用する こ とを認めて い る ことが明らかで
ある｡ この 点で財務報告プロ セ ス ヘ アクチ ュ アリ ー が関与す る こ とを明らかに した
最初の会計基準で ある とい うこ とがで きる｡
こ こに, 1つ の 重要な問題が浮上 する ｡ アクチ ュ アリ ー の算定した退職給付債務
を, 経営者がどの ように検証し利用するの か とい う問題である｡ 経営者は, アクチ ュ
アリ ー の 算定 した数値 をもとに , 退職給付費用をはじめ とする会計数値を財務報告
書に計上する ｡ 財務報告の 利用者は, そ の 退職給付会計上 の 数値が信頼性を有する
ことを前提に, その 財務数値を利害調整をは じめとした様々 な目的に利用する ｡ し
かし, その 算定数値が真 に信頼性 を有するか 否かは, 財務報告の 作成者である経営
者がそれを検証し得 るか否か にかか っ ており, 同様 にその 企業の 財務報告書 に対す
る会計監査を行なう職業監査人がそれを検証 し得るか否かにもかか っ て い る ｡ そう
いっ た意味におい て , この 間題 は , 財務報告における退職給付コ ス ト情報に対す る
信頼性を確保す るために, 経営者, アクチ ュ アリ ー , 職業監査人の 3者の 関係をど
のように位置付 ける べ きか とい う問題を生 じさせ たの である｡ ただ残念なの は, こ
の時点におい て は, 年金 に関す る監査技術が未成熟であ っ た[20]ために , 職業監査人
が監査実務上 におい て ア クチ ュ アリ ー の 行 っ た数値を検証す る こ とは, 実際上は不
可能であ っ た こ とで ある ｡
【20】 1975年以前の 段階におい て は職業監査人の 間に年金実務に関す る関心が薄か っ
ナゝ ol r巧 東 ､ 之 ナ ′ n r七 Tヰ ,Lit)7f? ＋ 7_
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c 発生基準の適用に関する議論
1957年にアメリカ公認会計士協会 (America nln stitute of Ce rtified Public
Ac c ou nta nts:AICPA) と改称されたAIAは, それ に伴 っ て , 基準の 設定主体をCAPか
ら会計原則審議会 (Ac c ounting Prin ciple sBo a rd:APB) に移し, それ と同時 に会
計研究調査部(Ac c ou nting Resea r ch Div sio n:ARD) を併設した｡ こ の体制の 下で
は, ∬BO 8(Opinio n of Ac c o u ntingPrinciples Bo 一d No･8) とい う年金会計基準
が公表されて い る o こ のAPBO 8の 形成 に先立ち , ARDか らは会計基準の たたき台と
して のARS8が刊行 されて い る[2りo ARS8 (Ac c o u ntingRes e a r ch Study No. 8) は ,
当時Arthu u rYo u ng & Co mpa nyの/ トトナ - で あ っ たE. L. ‡icksが執筆を担当し
ているo 以下にお い て は , 討議資料的役割をも つARS 8に関する検討を先に行 い ,
その後にAPBO 8に関する検討を行なう｡
ARS8の 冒頭 にお い て , 当時ARD の理事 (dir e cto r) で あっ たR. E.
′
sto r eyは､ 次
のように述べ て い る ｡
｢年金制度 の コ ス トに関する多くの会計問題は, 論者の視点や, 事業主,
従業員, 会計士 , アクチ ュ アリ ー , 保険機関, 教育者 , 政府機関, アナリ
ス ト, そ の 他の 利害 関係者の 関心が 異な っ て い る こ とに起因して い る｡ た
とえば, 発生および積立 の 費用の 異 同を区分する こ とや , 幾つ かの 利害関
係グル ー プに よ る何らか の 利害対立 を分ける こ とは, 容易で あるわ けで は
【21】 APB体制とい われる この 体制の 下で , 会計基準の設定は次の ように行われて い
たo まず下部機関 であるARDより, 会計基準の 討議資料的な役割を有 して い る会
計研究叢書 (Ac c o u nting Re s e a r ch Study :ARS) が公表されるo それ に検討が
加えられたの ちに , APBよりAPBOが公表される o ARDとAPBの 連携関係を中心 とす
るAPB体制は , 設立当初の意図に反して , 十分 に機能するには至 らなか っ たとい
われて い る o そ の 理由 として は, 公表されたARSがあまりに理論指 向で実務に馴
染まなか っ たためで ある ( 新井 [1982] , 28 - 29頁) o
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ない o しか しながら本研究で は, 財務諸表 における年金制度の コ ス ト会計
に主たる関心をおき, 見解が異なる こ とによる影響の考察および分析を様々
な視点から行 っ て い る ｡ (ARS 8, Dir e cto r
'
s pr efa c e)+
ARS 8は, 従来の 会 計基準に規定され る会 計処理 の 問題点を2 つ に集約して 呈示
している o 企業が年金費用を認識 し計上す る時点 (timing) に関する問題と, 年金
制度および年金 コ ス ト等の 年金会 計情報を, 財務報告におい て どの ような形で表示
するのかとい う問題 で ある (p.2)0
一 般に, 年金 コ ス トを費用 と して計上す るタイミ ングに関 して は, 現金基準, 発
生基準等が存在す る こ とが知られて い る ｡ こ のうち, 当時の 会計基準設定において
焦点となっ て い たの は, 現金基準をとる ベ きかそれとも発生基準 を とるベ きかとい
う問題であ っ た . こ の 点 に関 してARS 8 で は, 費用計上額は支払 っ た額にす る ベ き
か否かという視点から, 賛成意見(現金主義)と反対意見(発生主義)の考察を行 っ て
いる｡ その 論点を要約する と次 の ようになる (pp. 33-37)0
現金主義基準 に対す る支持理由には, 大きく分 けて 2種類の 論拠がある ｡ 1つ は
年金費用や年金制度 自体 は , 柔軟性や不確実性 に着目すれば, 統 一 す べ き性格の
ものでない こ とを強調するもの で ある (pp.33 - 34)｡ こ の視点か らすれば, 比較可
能性 (co mpa r ability) をもとめる こ とには意義を見出せ ない こ とになる (p.34)0
もう1 つ の 論拠は , 発 生主義によ る費用計上 の 問題点あるい は非有効性を指摘する
ものである ｡ この 点 に関して は, 次の よう に述 べ られて い る｡
｢年金コ ス トに関す る現在の 会計手続を変更する こ とは, 深刻な悪影響
を及ぼす と思われ る ｡ そ の なか には, 次の もの も含 まれる｡ (1) 誤解; 年金
コ ス トの 会計が積立 と 一 致 しな けれ ば, 巨額の 債務ある い は繰 り延 べ られ
たチ ャ ー ジがバ ランス シ - トに表示 される こ とになる ｡ これ ら項目は , 秩
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主および従業員の 双方 に混乱をもたらす｡ (2) 追加積立 ;年金債務が表示さ
れれば, 従業員組織 は, 追加積立 の 要求を奨励する こ とになろう｡ そ のよ
うな圧力が存在しない場合 におい てさえ, 事業主の 中には, こ の会計チ ャ ー
ジの基準にも とづい た積立を選ぶもの も存在す る｡ 追加積立はい かなる理
由で あろう と , 株主および従業員双方の 決定の ため に, 事業主 に不必要な
財務犠牲がもたらされる o 望ましくない 追加積立が 一 層かか る こ とで , 財
務資源 の (そ れゆえ, 経済的権力も) 年金制度 へ の 集中は加速す る こ とに
なる ｡ (3)負債;年金制度 の 清算 (termin atio n of pe n sion pla n) におい
て , 債務 と して表示され る額は , 事業主が追加拠出す る こ とが法的に義務
付けられて い るわけで はない にもかかわらず, 従業員に対す る未払勘定を
表して い る｡ 年金 コ ス トとして債務 を記録する こ とは, 追加借入あるい は
配当につ い て 制限を設ける ロ ー ン契約 (lo a n agr e e m e nts) にお ける問題を
もたらす ｡ そ の ような債務 は, 資本の 減損 (impair ment of c apital) を引
き起 こす配当を行なうか否かを決定する場合に重要 となる ｡ (4) 給付制限;
事業主 に年金 コ ス トを費用 として 計上す る こ とを促進させ る よう要求する
こ とは, 新制度で あろう と既存 の 制度であろう と, 事業主が遂行すべ き年
金給付水準に重要な制限をもたらす｡ (p p. 34-35)+
これに対 し, 発 生基準を年金 コ ストの会 計に採用す べ き ことを支持する論拠は,
たとえば次の ように示されて い る ｡
｢将来 にお い て支 払われる年金給付 コ ス トは, 事業主の 現在の 費用が継
続されたもの で ある ｡ この コ ス トに対す る引当金 (allo v a n c e) は, 会計期
間 におい て事業主の 収益に対応する費用の 1 つ である ｡ ( 中略) 年金 コ ス ト
の会計数値 は , 合理 的で 系統的に決定されな ければならな い ｡ しか しなが
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ら, 会計数値が拠出された額 に基 づ けば, 会計利益が不確定になり, 他の
不適切な要因から影響を受ける こ とになる ｡ 事業主は業績の 良否に関わら
ず, 一 層適切 に年金信託 に拠出しなければならない (pp. 35-36)+
この議論の 結果 , ARS8 では発 生基準の 採用を提言 して い る ｡ その理由は, ①現金
基準が用い られる こ とによ っ て 年金費用 の 計上 前に算出されてい る財政状態および
経営成績が歪んで しまう こ と, ②ゴ ー イ ング ･ コ ンサ ー ン, 費用収益対応の 原則,
継続性の原則 とい っ た基本的概念から発生主義は妥当で ある こ と, の 2 つ に分けて
考えられて い る (pp.38-39)｡
費用認識 に関 して 考察す べ き次 の点 は, 発生基準を用い る ので あれば, どの よう
にその発生基準を適用す るの か とい う問題 で ある ｡ ARS 8 で は, 最終的に保険数理
計算に基づく発生主義会計を とる べ きで ある と い う結論が出されて い る (p.43)0
年金費用計上 は, 保険数理計算に よる発 生主義によ っ て行われた場合にの み公正 に
表示される として おり, その 推奨する数理法 として は毎期の 費用水準を安定させ る
という点から加入年齢正常法が挙げられて い る (p. 4)｡ また, 費用配分に関して は,
30年から40年とい うかなり広範であい まい な合理的期間を設定 して , この期閣内に
配分をするように示 して い る (p. 6)｡ さ らに保険数理上の 利得 ･ 損失はその 期に計
上する即時計上基準 と将来にわたっ て配分する分散基準の 2 つ を認めて い る (p. 7)｡
年金会計情報の 表示 の 問題 に関しては,. 貸借対照表 に表示される年金原価は未払年
金費用(年金負債), 前払年金費用(年金資産)の み で あ っ て, 未積立過去勤務の 負債
性は否定されて い る (p.12)0
ARS8の 特徴は , 加 入年齢正常法 とい う保 険数理計算に基づく発生基準に よ っ て
認識 ･洩定さ れた年金 費用 を, 利益計算構造 に とり入れる ことを全面的に支持して
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いる点であるo これ に よっ て , 財務報告プロ セス にアクチ ュ ア リ ー が介入する こと
が全面的に可能とな っ たの で ある｡
以上の ように年金会計理論が明確な形で構築されはじめて い た 一 方で , ARS 8 に
おいて規定されて い たの は , 予測給付評価方式(Proje cted Be n efits Method)の 1
つ である加入年齢正 常法と い う唯 一 の保険数理法で ある ｡ また, 費用配分の期間に
関して最短の10年と最長 の40年とでは30年の 差があり, どの ような費用配分の期間
を拠出企業の 経営者が選択するの か によっ て企業利益 へ の影響は著 しく異なる こ と
になる ｡ この 点で , ARS 8によ っ て 提示された利潤計算構造の も とでも, 年金会計
が拠出企業の経営者 に よ っ て悉意的に利益操作され る可能性 は依然存在 して い たと
いえるだろう｡
この ように, 計算構造上 の 問題が, 年金費用の 期間配分の点で存在して い たにも
かかわらず, APBO 8 ではARS 8の 計算構造観および目的観が, 基本的に踏襲されて
いる ｡ 大きく異なる点 は, 保険数理法 と して認められて い る方法が, ARS 8より多
様である こ とで ある ｡ ARS 8で は加入年齢正常法の みで あ っ たの に対 し, APBO 8 で
は発生給付買増方式 の単位積増方式をはじめと して , 将来給付予測方式の加入年齢
正常法, 個別平準保険料方式, 正常到達年齢方式, 総合保険料方式, という5 つ の
方法が選択肢 と して 組 み込まれて いたの で ある (APBO 8, Appe ndix A)｡ 保険数理
法の多様性およ び費用配分期間の 選択範囲の 広さなどによ っ て , 計算構造的には
ARS8同様の 問題 を有 して い るAPBO 8 は, 公表 直後から様々 な議論をよぶ こ とにな
る｡
ところで , 年金 コ ス ト計算 におい て多様な会計代替案を認めたARB47から, 保険
数理法によ る発生主義の もとで の会計処理を義務化す るAPBO 8へ の 変化 には, どの
ような背景があ っ た の で あろうか . まず法的 フ レ - ム ワ ー ク におい て は, 1958年 に
公表された連邦福祉 と年金公開法によ っ て , 年金受給者 に年金制度の 財務情報を提
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供する ことが企業に義務づ けられて い る o この 法規制によ っ て , 当時, 頻繁に生じ
ていた不正等に対処す るため に, 財務状況 に関す る報告書を, 毎年度DOLの 長官に
提出する こ とが示された｡ 一 方 , 会計目的観の変化払 いわゆる意思決定 - 有用性
アプロ ー チを打 ち 出したASOBATが , 1966年の 時点で ア メリカ会計学会(Americ a n
Acc o u ntingAs s o ciation;AAA) より公表されて い る[22コ｡
以上の ように, 年金会計が計算構造面で発生主義 へ と転換した背景 には, 年金情
報の開示が法律によ っ て 要請された こ と と, 合衆国における会計理論および実務に
おける会計目的が意思決定有用性会計 へ と移行してきた ことが大きく関わっ てい る
ことが明らか とな っ た ｡
【22] ASOBAT は, 目的適合性 , 検証可能性, 不偏性, 量的表現可能性 , とい う4 つ
の概念を提唱 し, 意思決定 に有用な会計情報 を呈示す ると いう立場にたっ て い
たo この こ とか ら, 費用およ び収益 をどの ように対応 させ , 企業の財政状態 ･
経営成績をい かな る形で反映させ る べ きか と いう初期の 会計目的に転換をもた
らしたといわれて い る ｡
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第鵡輩 退職給付金計時展開
退職給付会計に対するERISA の影響
第1節 退職給付会計の統合的視点からの分離
1 ERISAによる利害バ ランスの変化
1960年代 の 半ば以降 になる と, 退職給付シス テム における様々 な問題が顕在化し
てきた[1]o それは, 資本市場 にお ける株価の低迷 に端 を発 して い る ｡ 特 に, 資本市
場の低迷によ っ て 年金制度資産 の 市場価値が急速 に下落し, それが年金ROI に関す
る期待値と実際値 の帝離 とい う形で , 拠出企業 に年金コ ス トの 増大 をもたらした[2]
ことは, 退職給付 シス テム の 利害関係 に重要な変化 を及ぼしていく の である｡
いうまでもなく , 企 業は確定給付制度の も と で は給付に至 るまで の すべ て の リス
ク
, すなわち退職給付運営の リス クを負担する ｡ こ のリス クは, 退職給付コ ス トの
【1] 戸ain e[1968] は , 当時退職給付シス テム に変化が迫られてい た要因に つ い て,
次のように表 して い る ｡
｢私的年金 の動向には, 問題が生 じて い るという想定が広く持たれて い る｡
(中略) そ し て , そ の 動きに関心が持たれて い る証拠は増えつ づ けて い る ｡
(p. 47)+
[2】 この点 に つ い て は , Cro ot [1970] (p. 20) も参照の こ と｡
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負担という形で企業の キャ ッ シ ュ フ ロ
ー に影響を与える o 退職給付コ ス トは保険数
理の手法によ っ て 算定されるが , その 際, 年金ROIに関する期待値を計算上利用す
ることになるo つ まり , 年金ROIの期待値が実際値 に近 い か否かによっ て , 年金コ
ストは変動する の で ある ｡ 1 969年から1970年頃の資産価格下落は, この 年金ROIの
期待値と実際値の 帝離を生じさせ, 結果と して , 企業に退職給付に対するキャ ッ シ ュ
フロ ー の修正を迫 っ たの で あるo
ここで, 企業の 外部利害関係者にどの ような影響が及んだの かを考えて みよう0
まず, 企業経営者 に対 して は次の ような影響 を与えた｡ ROIの 低下によ っ て 人的資
源管理における退職給 付コ ス トが追加され, そ れが期間利益圧迫とい う形で企業に
負担をもたらしたo 前述 のよう に, 報告利益は経営者の 業績評価の 中心であるの で,
1970年から1971年頃におい て は, 経営者は自己 の経営パ フ ォ ー マ ンス をよりよく見
せるために, 増大する退職給付に関わる コ ス トを抑制しなければならなくなっ たの
である｡
次に, 企 業経営 の 残余 請求権者 で ある株 主 に対 して 与 え る影響 は , 報告利益
(repo rted e a r ni gs) に対す るもの で ある ｡ 人的資源管理上の コ ス トを経営者が
効率よく管理しなけれ ば, 報告利益 の減少 に基 づい て請求し得る残余が少なくなる
という不利益を株主は蒙る こ とになる｡ したが っ て , 株主はそ の ような不利益を回
避するため に , より経 営者 の 人的資源管理 に対す る政策を注視するようになるの で
ある｡
また, 投資家の 視点 からすれば, こ の よう に報告利益が減少す る こ とは, 投資に
おけ る 1 つ の 指 標 で あ る 1 株 あ た り の 報 告 利 益 (r epo rted e a r ni gs pa r
sha re :EPS) が変動す る こ とになる ため, 投資イ ンセ ンテ ィ ブに関して は マ イナス
要因をもたらす こ とに なる ｡ 退職給付シ ス テ ム におい て 最も深刻な問題は , 上述し
たような利害関係に関わる重要な変化が, 当時明らか に生じて い たにもかかわらず,
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上記のそれぞれの ス テ
- クホル ダ ー には, そ の ような危機が広く認識きれて いなか っ
たとう事実である
[3】
o これ 札 次の ようなEllis [1972]の 言葉から明らかである o
｢上級経営者は, それが重要で あるにもかかわらず, 保険数理上の仮定の
性質, 現在お よび将来におい て坂定 が変動する ことによ っ て受 ける財務的
影響, ある い は経営者が仮定を変更す る こ と によ っ て会計士 , 株主, 保険
数理士 , および年金管理者が直面する 問題に つ い て ほ とんど理解して い な
い(Ellis [1972], p. 6)+
つ まり, 年金基金 を企業の 利益セ ンタ ー と して利用 したり, 業務 の 一 環 として と
らえたりする こ とは現実的でなく, 年金ROIの 仮定が将来 におい て 実現する保証が
ない こ とが誰の 目か らも明らかで ある とい う指摘さえ, 当時は存在 して い た[4]状況
であっ たので ある｡
このような問題は, 利害 関係に対す る1 つ の歪を生み 出して い た ｡ ほかならぬ従
業員の受給権が侵害 されて い たの で ある｡ 退職給付制度の ゴ ー ル は, 従業員が退職
給付を受給する こ とで ある ｡ しか しながら, これまで見て きたよう に, 当時の退職
給付システムは, 事業主側の 動機によ っ て設立され運営されるのが 一 般的であっ た.
それゆえ, 従業員の 受給権 に対する保護の 思想は, 企業利益の 確保する こ と等の企
業経営目的に比 べ て , 相対的に劣位 におかれて い たの で ある ｡ こ の 点が広く社会 に
顕在化する端緒とな っ たの が , 1964年の スチ ュ - ドベ ー カ ー 社(Studebake rCo.)
【3】 財務理論などの 理論発展に照らし合わせて みればわかるように, こ の時期にお
いては, リス ク分散を十分に行い得 るはどの高度な投資運用手法は開発されて い
なかっ たとい えるだろう ｡ したが っ て , 専門家で はない 企業の 経営者が, 資産運
用の領域に加わる こ とによ っ て , 会計上の 期間利益が不安定になるな ど企業は大
変なリスクを受ける こ とになるであろう｡
【4】 この 点に つ い て は, Higgin s[1971】(p.28) を参照o
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事件である . これは, ス チ ュ
- ドべ - カ ー 社が倒産した際に , 年金基金の積立不足
が原因でその 従業員に対 し退職給付が行われなか っ たとい うもの である ｡ これは明
らかに従業員の 受給権を侵害する もの であ っ たの で , こ の事件をきっ か けとして,
企業年金改革が政治 レベ ルで議論される こ とになる の である｡
このような改革に対して は, 様々 な見解が存在したo たとえば, ジ ェ ネラル ･ エ ー
レクトリ ック社 (Gen e r al Ele ctric Co.) の 相談役で あっ たHubba rd,Jr. は, ｢残念
ながら, より厳密な規制をも とめる現在の 改革は, 荘用 , 不正 , 虚偽, と い っ た本
質的な必要性か らで なく , 公共の 利益 (public inte r e st) とい うあい まい な概念
から生じて い る こ とを記 さね ばならない (Hubba rd,Jr.[1967] p. 33)+ と述 べ たう
えで, フィ デ ュ ー シ ャ リ - , ポ - タ ビリティ ー , 積立て , 公的年金および退職給付
シス テム の統合[5], とい っ た4 つ の キ ー ワ ー ドから改革を進める必要がある こ とを
示してい る (p p. 33-39)0 .
一 方, Griffin,Jr,[1969] で は, この ような改革によ っ て年金規制を行なう こと
に反対意見が述 べ られて い る (pp.92-99)o 彼は, 一 般的に指摘されて い る , 適格
企業年金の 節税効果, 公共政策 による受給権の 早期確定 , 年金運営 へ の 政府の 関与
という3 つ の考 えは , い ずれも神話 (Myth) で ある と考えて い る｡ たとえば, 基金
が十分に積立て られて い ない の は制度清算 による給付喪失が起 こ っ たためで ある と
考えによ っ て 受給権 を早期 に確定 し給付保証を行なうようにする こ とには反対をし
ている ｡
【5】 このうち公的年金 との 統合の 問題は , 退職給付システム と公的政策に関する論
稿であるTys o n[1967] におい て検討されて い る . そ れによれば, 公的年金 に対
する危険は, 2 つ の 流れから生 じて い る と いう｡ 1つ は, 社会保障の コ ス ト, 袷
付が増大して い る と いう点か ら, い ま1 つ は, 退職給付 シス テム に関する誤解等
である . 後者 の なか に は, ERISA の改革 におい て行わ れた 一 連の活 動も含まれる
として い る点 は, そ の後 , ERISAが退職給付 シス テ ム におい て十分な役割 を果た
してきたこ とを考 える と注 目に値する だろう｡
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年金改革につ い て は, こ の ように議論が分かれて い たもの の , 最終的に は退職給
付制度に関する包括的な法律で あるERISAが , 1974年に制定される こ と になっ た｡
連邦法であるERISAは, 関わる規制当局が, 労働省(Depa rtme nt Of Labo u r :DOL),
内国歳入省 (Inte r n al Rev e nue Se r vice : IRS), 年金給付保証公社 (Pensio n
Ben efit Gu a ra nty Co rpo r ation :PBGC) と3者にわた っ て い る[6]o この 結果, 利害
関係者の なかで は, 経営者および株主よりも相対的に坊位 におかれて い た従業員の
受給権が, 立法的な見地か ら強力に保護されるようにな っ たの である｡
以上の ように , ERISA の制定に よっ て利害関係者 として の 従業員が ク ロ ー ズア ッ
プされたの で ある ｡ しか し, こ の ように特定の ス テ - クホルダ ー に着目 しそ の利害
を強調する こ とは , 逆 に見れば, 他の ス テ ー クホル ダ ー の利害が侵害され る こ とに
もつ なが っ てく るは ずで ある ｡ そうい っ た意味におい て は, ERISAが公表されたこ
とで利害バ ランス が変化し, 他の ス テ ー クホルダ ー の 利害を十分に薩保す る ことが
できなくなる可能性 を有 して い たの である ｡ ERISAは, 従業員の 利害を保護する信
託法ではあっ ても, 他 の 利害関係者の 利害を必ずしも保証す るもの で はない か らで
ある o したが っ て , 従業員と他の ステ ー クホルダ ー との利害調整 をどの よう に行な
うべきかとい う未決の 論点が浮上して きたの で ある｡
実は, これ こそ が退職給付会計シス テ ムが着目された要因なの で ある ｡ 当時は,
合衆国会計も転換 を迎 えて い た時期で あり , 会計基準設定 におい て 正規 の 手続き
伽e pr o c e ss) と い うオ ー プンな シ ス テ ム を と り入 れた財 務会 計基 準審議 会
【6jERISAの 内容は , TitleI からⅣ より構成されて い るo 従業員の 受給権を保護す
るTitleI に関 して はDOLが, 課税関係 に関す るTitleⅡおよびアクチ ュ アリ ー に
関する規定等を行なうTitleⅢ に関して はIRSが, そ して年金制度の 清算等に関す
るTitleⅣ に関して はPBGCが規制を行 っ て い る ｡
こ の 詳 細 は , McGill, et. al.[1996] (p p.34 - 37) , The Bu r e a u of Natio n al
Affair s[1981] (pp. 5-63), 等を参照｡
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(FASB) が, 1973年に設立されて い た o F ASBの 正規の 手続きは, 利害関係者の 意見
を広範な形で とり入れ る こ とがで きるシス テ ムで あっ たことから, 上記の ような退
職給付システム の利害調整の 問題 を, 財務ディ スク ロ ー ジ ャ ー とい う視点から解決
する ことが望まれたの で ある o したが っ て , ERISA によっ て ク ロ ー ズ ア ッ プされた
従業員の受給権をどの ように退職給付の財務ディ スク ロ ー ジャ ー で表現する ぺ きか,
そして他の 利害関係者 との利害調整をどの ように図る べ きか という問題 の解決は,
退職給付会計基準の 設定活動 とい う新たなス テ ー ジに委ねられてい っ たの である｡
2 FÅSBによる 2つ の退職給付会計プロ ジェ ク ト
ERISA の中核的概念で ある受給権保護は, フ ィ デ ュ ー シ ャ リ - 責任 を有する経済
主体を定め, それ らに 責任 を課す こ とによ っ て 達成す る こ とが想定 されて い る ｡
ERISAで は, 企業年金制度 に関わる経済主体をす べ て広義の フ ィ デ ュ ー シ ャリ - と
してとらえるの で , 拠出企業, 経営者, 運用受託機関, 保険数理人, 会計監査人等
の広範な経済主体 に, 受給権 を確保 に向けた財政計算 の 責任を負わせて い る｡ この
際重要なの は , 年金基金の 年次報告書に公認会計士の 監査 を義務付ける こ とによ っ
て, この フ ィ デ ュ ー シ ャリ - 責任 をチ ェ ッ クする こ とを規定した点で ある ｡
いうまでもなく, 企 業の 監査を行なう公認会計士 の業務は, 財務報告情報に信頼
性を与える こ とで あり, こ の 点 はERISAの 要求する情報開示が満たされる ため にも
必要となる ｡ しかしながら, 退職給付の財務報告に対する監査 におい て は, 少なく
とも, 次の 2 つ の 点で , こ の信頼性が監査におい て十分に得られない 状況にあっ た｡
1つ めとして は, 経営者が退職給付制度を運営 して いく プロ セス におい て, コ ンサ
ルティ ング ･ アクチ ュ アリ ー を十分に活用して い なか っ た点である o 2 つ めと して
札 退職給付制度自体 に関する会計基準が存在せず, そ の 監査におけるガイ ドライ
ンが不足 して い たこ とで ある ｡
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まず, 1つ めの 点 に つ い て みて みようo アクチ ュ アリ ー が保険数理計算考通じて
算出する計算数値 は, 経営者の年金運営の指標となる ことが望ましい こ とは今日で
は広く知られて い る と こ ろであるが, 当時の コ ンサルテ ィ ング ･ アクチ ュ アリ ー は
経営者とそ のような連携関係を有し得るほどに 一 般的な専門性が認識されて いなかっ
たo たとえば, コ ンサ ルテ ィ ング ･ アクチ ュ アリ ー に つ い て は, ｢多くの 合衆国企
業が, 保険数理人を独立専門化と してよりもむしろ, 長期の 制度および計画 に関し
て適切に裁定するため , 健全 に判断できるだけの 専門技術を利用 し得る, 単なる技
術屋として見て い る(Ellis [1972], p･ 15)+ という状況 にあっ たの である｡
次に, 第2の 点に関 して みて みよう o 当時公表されて い た退職給付会計基準は,
APBO8であ っ たo こ のAPBO8 に関しては, Schw a rtz andLo r e nts [1984] は, 保険
数理法等に関する代替的会計処理が多く , 年金制度 に関する情報開示も不十分なた
めに暖昧で分かり にく い とい う問題点を指摘して い る (p.34)｡ しかし, より重要
なのは, APBO8 は拠出企業にお ける退職給付コ ス トの会計を規定するもの であり,
年金基金の 会計基準で はなか っ た点である｡ つ まり, この 会計基準は退職給付制度
自体の会計処理に関 して はサイ レントで あっ たため , こ の ようなERISA の情報開示
要求に答える こ とがで きなか っ たの である ｡
このような退職給付会計の 不備 は, 監査を行なう公認会計士 を混乱 させ てい た.
ERISAによ っ て, DOLに職業監査人の 監査済み 年次報告書を提出する こ とが義務付 け
られた 一 方で , 退職給 付制度の 会計基準が不在であ っ たた めに, 当時の会計士 はそ
の財務報告 に対する監査 の ガイ ドライ ンを何 ら持ち合わせる こ とができなか っ たの
である ｡ こ の点 につ い て は, 次の ような指摘[7]がされて い る｡
【7】 この点に関して は , 前出のScbw a rtz and Lo r e ntzも次の ように述べ て い る ｡
｢ERISAは , 会 計上 の 欠陥をただす こ とを目的とは しておらず , む しろ企業
年金 シス テ ム の 急速な成長 に応 じ, 多くの 制度 にお ける積立状況 を重要視
して い る ｡ しか し, そ れに もかか わらず , E RISA は年金会計の 環境を変えて
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｢1975年以前にお い て は, 年金基金の財務諸表 に対しては何ら注意が払わ
れてはい なか っ た し, 独立の会計人によっ て検証される事もまれであ っ た｡
(中略)ERISA施行時 に は, 年金基金 に対する会計人の 実務経験の 乏しさと
同調して , 年金基金の 会計と財務報告要件の権威ある会計基準が存在せず,
さらにはERISAが当初最小 限の 解説しか行なわなかっ たことから, 監査人に
は重大な問題が起 こ っ て い た｡ (Sulliva n, et. al.[1985], pp. 1237- 1238)+
この ように, 職業監査人が年金会計の監査を行い フ ィ デ ュ ー シャリ - 責任を遂行
するためには, 職業監査人の 年金監査 レベ ルを向上 させ , 監査の ガイ ドライ ンと し
ての退職給付会計基準 を設定する必要が存在 して いたので ある ｡
当時, この ガイ ドライ ン として の 退職給付会計基準をどの ように設定する べ きか
という点に関して は, 図表4 - 1 に見られ るよ うな方向性が考えられたと思われる｡
まず, 代替案1は, 退職給付制度に関わる拠出企業の 会計を, 掛金拠出という 一
般的な期間費用の 会計処理 にとどめる こ とで , 拠出企業の財務報告における退職給
付会計の負担を最小 限 に押さえる とい う考え方である ｡ この 場合 , 退職給付 に関す
る財務的な情報の ほ とんどは , 退職給付制度の 財務報告 におい て開示 される こ と に
なる ｡ 退職給付会計に 関わるス テ ー クホル ダ ー の 利害調整は, 当然ながら, 退職給
付制度の 財務報告を中心 に転換される こ ととなり, 拠出企業の財務報告 は補足的 に
しか利用されない こ とになる ｡ これは, 拠出企業が拠出す るべ き追加的掛金等の 人
的資坂管理におい て極め て重要な情報が, 企棄財務報告にお
`
いて 部分的にしか開示
されないか らで ある｡
い っ た｡ 特 に, 年金制度 はDOLに対す る年次財務報告を要求され て い た｡ し
か し, 会計プロ フ ェ ッ シ ョ ンには, 年金基金の 財務報告 に関する権威ある
実務指針が事実上存在 して い なか っ た｡ (p. 34)+
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図表4 - l 退職給付制度と退職給付会計シス テムの関係
拠出
拠出企業 退職給付制度
会計領域A
代替案1 A
完全分離型 拠出企業の財務報告には
掛金の 発生額以外計上 せず
代替案2 A
ネットモデル 拠出企業の 財務報告に
掛金以外の追加拠出も
関わらせ る
会計蘭域B
B
退職給付制度の 会計
B
退職給付制度の会計
代替案3 A 十 B
グロスモ デル 拠出企業 の財務報告に退職給付会計を全面的に関わらせ る
代替案2は, こ の よ うな代替案1 の欠点を改善するもの で ある ｡ すなわち , 追加
的掛金拠出をは じめ とす る退職給付制度の 運営活動を, すべ て企業の財務報告に関
わらせる とい う視点 に立 っ て い るの で ある ｡ ただ, こ の視点におい て は, 制度の 会
計と拠出企業の会計を分離する こ とを原則 と して い る ので , 拠出企業の 退職給付会
計は制度運営上 の財務 的イ ン′loク トを表現す るもの に とどめ, 退職給付制度自体の
会計そのもの は独立 して行 なう こ とになる ｡ したがっ て, ス テ ー クホル ダ ー は退職
給付の運営 に つ い て 2 つ の 側面から観察する こ とができるの で あるo そ して , その
2面的な情報を基に利害調整を行なうこ とにな るの である ｡
代替案3 は, 代替案2 と同様 に, 追加的掛金拠出を は じめとする退職給付制度の
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運営活動をす べ て企業の 財務報告 に関わらせ る とい う視点 に立ち , なおかつ 両者 の
会計を拠出企業の財務報告において行なうとい う立場をとるものである｡ この案は,
退職給付会計は拠出企業の 完全な責任の もとに運営され情報開示される こ とになる
というメリ ッ トがある 反面 , 拠 出企業の 財務報告自体が複雑になり, 退職給付会計
に関わりの ない ス テ ー クホル ダ ー に対す る混乱を招く可能性をもつ というデメリ ッ
トを有してい る ｡
これらの 3 つ の 代替案の うち どの 立場 を とる べ きか とい う問題 に対 して , 当初
FASB[8]は, ERISAが公表 され る と即座 に , F ASBの 解釈指針 3号 (Inte rpr etatio n
No. 3) を公表 し, APBO 8がERISA に適合して い るか に関す る基準設定機関と して の
自己の見解を公表 した o 設立当時のFASBは, 従来より行なわれて きた退職給付会計
基準を何ら否定 しな い 立場 をと っ て い たため, 当初の 段階におい て は代替案2の 方
向性を見出して はい なかっ た｡
これには , 退職給付会計上 の 様々 な未決事項の 存在が深く関わ っ て い る ｡ たとえ
ば, ∬BO 8 にお いて は｢前払または未払年金費用以外の 法律上 の債務は負債および
繰延費用 として 計上 す べ し (pa r. 18)+ と規定 されて いたが, これが, ERISAによ っ
て企業の 負担に帰す こ とが明らか にされて い た追加的退職給付コ ス トを意味するも
のであるか に つ い て は議論が存在 し, 解決が困難な問題となっ て い た｡ 特に, これ
を企業の利潤計算に どの よ うに位置付けるの かが問題であっ た｡ FASBは この 点に関
して , ①財務長官か ら正 式に権利放棄書 (v aive r) を入手で きない 場合, ②制度終
了の場合, の 2 つ を除い て 当該法的な債務は生 じて い な い とい う立場を表 明した
(par. 5) が, これは上記の ような未決事項に関する議論を繰延 べ るための 一 時的
【8】FASBは, 会計基準の 設定にあたりASOBAT と同様に情報利用者の意思決定 - 有用
性を考慮 して い るが , ASOBATが情報作成者のイ ンセ ンテ ィ ブを考慮 して い な い
の に対 し, 情報作成者の 行動が情報か ら影響 を受 ける とFASBは想定 して い る点
で 異なっ て い る ｡
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措置であっ たとい うほかない だろう o
実際のと ころFASBは , そ の後 の本格的な退職給付会計基準の 設定活動におい て ,
基金の会計に関する専門委員会 , および事業主の 会計に関する専門委員会とい う2
っの委員会を, 1975年に別 々 に編成す る こ とになる . つ まり, FASBは上記の代替案
の2の立場を選択し, 退職給付会計を1つ の 体系的なシステム として整備する こ と
に着手したので ある｡
この2つ の プロ ジェ ク トが別 々 に組織された こ とによ っ て , 退職給付会計は, 新
たな局面を迎える こ とにな っ た｡ 退職給付コ ス トの負担を行なう拠出企業 と, 退職
給付の運営 を行なう年金基金財政が, FASBによる退職給付会計規制 とい う 1 つ の統
一 的な視点から分離さ れるために は, 先は ど述 べ たような問題の ほか に も様々 な事
項が解決される必要が存在 しており, FASBはそれらの解決の ために全面的な退職給
付会計の見直 しを行なわなければならなか っ た と解す る こ とがで きる 0
このようなFASBの 試みは , 最終的には, 基金会計に関する専門委員会活動に つ い
てはSFAS35 として , 事業主の会計に関する専門委員会活動につ いて はSFAS87 として ,
それぞれ実を結ぶ こ とになる｡
第 2節 退職給付会計システムの形成
1 退職給付制度と企業財務の関係
退職給付会計を統合的な視点か ら分離す るために最も問題 とな っ て い たの は, 拠
出企業財務 に退職給付運営がどれだけのイ ン/1
oク トを有して い るの か という こ とが
依然として 明確にな っ て い なか っ た点で あっ た ｡ これにつ い て は, 財務理論におけ
る様々な研究 によ っ て , 次第にそ の 因果関係が明らか にされて い っ た ｡ たとえば,
Teロpe r a nd Affle ck [1974] は, 拠 出企業の 最適な 財務戦略 (optim al fin ancia
J
l
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strategies) に着 目し, 企業は年金税制の メリ ッ トを享受する とい う利己的なイ ン
センティ ブにより基金 を設置する (p･ 1550)けれども, この ことが新たな資金調達
を行なうの に等 しい 財務効果を企業 にもたらす こと になる (p. 1551) とい う点を指
摘した｡ 続いてSba rpe [1976]
[9]は , ステ ー クホル ダ ー としての株主の 立場を重視
し, ERISA に起 因す る権利関係をベ
ー ス にした経済 モ デルを用い て , マ ー ケッ トに
掛ナる企業の株価 形成は企業経営者が方向付ける年金基金運営と強い 因果関係が有
ることを示した｡
図表4 - 2 ER】SAバ ランス シ ー ト
事業主
企業資産
年金資産
年金プッ ト
企業負債
年金負債
資本
PBGC
歳出予算
年金負債
(出典 :Treyn o r[1977], p. 63)
年金債務
年金プッ ト
PBGCの 資本
(存在する場合)
受益者
年金債務
【9] この研究でSha rpeは, 経営者が適切な政策を理解する こ とが株価形成の 成功要
因と して必須 で ある こ と を示 して い る ｡ 彼の 立場か らすれば, 経営者が適切な
政策を考慮せず に独善的な判断で 年金運営を行なう こ とは, 株主の 富を極大化
する とい う視点か らは好ま しくない の で ある｡
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これに対しTr eyn o r[1977] に おいて は, FASB とは異なっ た代替案3の視点から
ではあるが, 企業 , 受 益者 (従業員), お よびPBGC(Pensio nBe n efit Gu a r a nty
co rpo ration) とい う 3者が, ERISAの もとで どのような関係を有して い るの か に関
して, ERISAバ ラ ンス シ
ー ト (ERISA Bala n c eShe et) を表して い る ( 図表4 - 2)｡
pBGCはERISA によ っ て 設置された給付保証機関で あり, 退職給付の30 % に関する
給付保証を行なう こ とがERISAに よ っ て 義務付けられて い る ｡ 受益者である従業員
に対する給付が , 拠 出企業の 経営者が退職給付制度をどの ように運営して い ようと
ち, 保証されて い る の で ある ｡ こ の点からすれば, 退職給付に関して拠出企業が負
うリスクは, 退職給付 の100 % ではなく , その70 % である とい える の である ｡
.
つ ま
り, Tr eyn o rによる 図表 4
- 2 におい て示 されて い るように , 企業の実質的な年金
負債はグロスで はPBGC による給付保証の枠組みを介して算定されるベ きことになる占
いずれに しろ , 退職給付会計が拠出企業 の財政に影響を有して い る こ とはERISA
の公表後に明らか とな っ て い っ たの で ある ｡ 年金運営上生じた積立過不足が株価形
成フ ァク夕 - の 1 つ で ある こ とが実証されたこ とで , 積立不足に対する追加的拠出
が, 受給権保護 の 思想か ら行なわれるの み ならず, 投資家の ために期間利益を確保
しようとする思想 に よ っ て も行なわれるべ き ことが示された ｡ 年金債務は 一 方で労
働契約として従業員 の 労働生産性を左右し, 他方で実質的な企業債務として企業評
価に関わっ て い るためで ある ｡
この こ とによ っ て , 退職給付会計基準設定にお いて , 個々 の ステ ー クホル ダ ー が
自己の利害をどの よ うに確保す べ きか とい う点が明らかにされたの である｡ たとえ
ば, 経営者の立場からみれば, 一 方で従業員 との 暗黙の 契約に基づい て退職給付確
保を目的とする退職給付制度運営を行い , 他方で株主および投資家 にとっ て の 企業
価値を高めるため に人的資源管理を行なわなければならない が, そ の顛末報告が退
職給付会計基準に どの ように規定されて い るか によっ て , 株主と従業員の利害の ボ
ー
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ダ - は変動するで あろうo そ の ような視点からすれば, 経営者が基準設定活動に積
極的に関わるイ ンセ ンテ ィ ブは相当高くなるはずである｡ また, 公認会計士やアク
チュ アリ
ー も, ERISA に基づい て 自己の フ ィ デ ュ ー シャリ ー 責任を表現する手段と
して, 退職給付会計を重視しなければならない ために, その 基準設定プロ セ ス に積
極的に関与する こ とになる o
2 SFÅS35 の設定における利害調整
a sFÅS35における利害調整の主体
退職給付会計 に関す るFASB のプロ ジ ェ ク トの 1 つ は , 既に述べ たようにSFAS35 と
いう形で実を結んで い るが , こ の 設定活動はFASB によ る基準設定に特有の 正規の手
続きに基づい て作業が進められた｡ SFAS35 の設定におけるデ ュ - ･ プロ セス で は,
討議資料が1度, 公開草案が 2度公表されて い る . F ASBは討議資料および公開草案
を, 主要とFASBが考 える関係機関を中心に送付するの で , そ れに対す るコ メ ントレ
タ ー は当該機関等 に よもの が多い こ とは事実である｡ SFAS35の 場合 , アメリカ公認
会計士協会 (Am e ric a nln stitute of Ce rtified Public Ac c o u nta nts :AICPA) をは
じめとする公認会計士 団体 , 大手会計事務所[10], アメリカ ･ アクチ ュ アリ
ー 学会
(Ame ric a nAc ade my of Actu a rie s)などの アクチ ュ アリ ー 団体, 大手アクチ ュ アリ ー
事務所, 年金積立が巨額 に上 る大企業等がコ メ ントレタ ー 等を通 じて利害調整に関
わっ てい る ｡ SFAS35の設定にお けるデュ ー ･ プロ セ ス で は, それぞれに膨大な量の
コメ ン ト レタ ー がFASB に送られて きて い るが, この こ とだけで も退職給付会計基
準の設定に対す るステ ー クホル ダ ー の 関心が高いもの であっ たこ とが理解できよう｡
【10】 この 会計事務所とは , To u che Ross, Deloitte Ha skin s a nd Sells, Pric eW ate rho use
等で ある｡ 大 手 会 計 事務 所 の コ メン ト レタ
ー は , P R35[1979](p p･3394-3395,
pp.3492-3493a ndp p.3715
-3716)を参照｡
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sFAS35の 計算構造 そ の 他開示情報に関す る検討は後 に詳 しく検討 を行なう の で ,
ここでは基準設定とい う社会的 レベル の 会計選択において , 各ステ ー クホル ダ ー が
どのように自己の 利害を確保しよう としたの かとい う点を, 対象 となる制度の範囲
を巡っ て繰り広げられた議論を検討し考えてみ よう｡
b 制度の範囲に関する議論
年金基金の会計基準 の 設定 に際 して 問題 となっ た範囲に関する議論を検討して み
ょう. FASBは, 当初公表された討議資料の 段階におい て , 様々なタイ プの 年金制度
を検討の対象に含 めて い た｡ と こ ろが, 1度目の公開草案におい て は, その範囲を
確定給付制度の み に 限定 し, 確定拠出制度 を除外 して しまっ てい たの である ｡ この
ようなFASB の決定 に対 し, そ の 範囲を確定給付制度の みにするか , それとも確定拠
出制度にまで広げる ベ きかとい う議論が生じる こと となっ たの である 0
この ようなFASB の決定 の背景 に, 利害関係者からの コ メ ントレタ ー の存在がある
ことは次の言か ら明らかで ある ｡
｢パ ラグラ フ 2 で は, 本 ス テ ー トメ ントが確定給付制度の 会計お よび財務
報告を行なうもの で ある こ とに つ い て規定 して い る｡ これ に対 し, 討議資
料におい て は, 多様なタイ プの 従業員給付制度を扱っ て い た｡ しか しなが
ら, ほ とん どの コ メ ントレタ ー 回答者がそ の意見書 におい て , 恐らく最も
関心を有 して い るで あろうと思わ れる領域, すなわち確定給付制度の 会計
および財務報告に注意を向けて い たの で ある (ED35 - 1, pa r. 42)｡ +
つ まり, 制度会 計基準の 設定活動におい て は, 利害関係者の基準設定活動 へ の参
加が強い影響を有 して い たの で ある ｡ もち ろん, FASBの会計基準の 最終的な採決は
7人のボ ー ドメ ンバ ー による多数決で はあるが, コ メ ン ト レタ
- および公聴会な
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どを通じてステ
ー ク ホルダ ー が意見を述べ る こ とで , 審議の 内容が上記の ように変
化する ことも少なくなか っ たo
このような最初 の 公開草案に対する コ メ ントレタ ー によっ て方向付けられた確定
給付制度を重視するFASBの 姿勢は, 改訂公開草案においても変わる ことはなかっ た｡
ところが, 幾つ かの 大手会計事務所は, 改訂公開草案の コ メ ントレタ ー におい て ,
確定拠出制度に関 しても会計基準の範囲内にす べ きで ある こ とを提唱して い る｡ こ
れは, 会計基準の範囲を確定拠出制度にまで拡張する提案がアクチ ュ アリ ー からよ
せられたコ メ ント ｡ レタ ー には 桔 とんど見られない の とは対照的であるo
その要因を考えて 見れば, 少なく とも次の 点が指摘できるの で はない か と思われ
る｡ ERISA によっ て , 退職給付制度の 年次報告書の監査を義務付けられた公認会計
士にとっ て, 監査対象 となる制度 には確定拠出制度も確定給付制度も含まれて い る 0
この ことを考えれば, 会計士 の 利害とい う視点からは, 監査上 の判断基準となりう
る包括的な会計基準が必要 とされた こ とが考えられるだろう｡ 前述の ように, 退職
給付の監査におけガイ ドライ ンの 不在 こそ が退職給付会計の 見直 しを加速させたの
であるから, 会計士が自己の 利害確保の ため にこ の点を強調する ことはむし ろ当然
のことである とさえ言えるの で ある ｡
一 方, アクチ ュ ア リ ー ･ サイ ドから確定拠出制度 へ の拡張が提案されなか っ た要
因につ いて は, FASBがSFAS35の 設定に際して , アメリカ ｡ アクチ ュ アリ - 学会 と連
絡を密にして い た こ とが要因の 1 つ と考えられるだろう｡ 基準設定活動 に直接的な
参加をして い れば, 敢えて コ メ ントレタ ー の 形で提言 を行なわなくとも自己の 主張
は退職給付会計基準に取り入れられるか らである｡ また, アクチ ュ アリ ー の 立場か
らすれば, 事後的なイ ン^
o
ク トを拠出企業の 財政に及ぼさな い確定拠出制度は, 企
業のリスク負担 で はなく , 加入者個人の リス ク負担に基づくもの であるため に, 企
業の債務会計基準 にお いて 議論する必要の ない もの と判断されたこ とも考えられる ｡
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FASBは, 最終的に, 年金基金に関す る年金会計基準で はなく, 確定給付制度に焦
点を絞っ た会計基準を1980年 に設定し, 確定拠出制度をSFAS35の 範囲外 としたので
ある｡ このFASB の決定には, 先 ほど述べ たように, 討議資料に対 して寄せられたコ
メント ｡ レタ
ー の 関心が確定給付制度に集中して い た ことが関係 してい るこ とは確
かであろうが, も っ と踏み込 んで考えれば, 別の要因があると考えられる ｡
その要因とは, SFAS35の 主たる情報利用者に関す るFASBの 想定が, 当初の 制度加
入者から拠出企業およ びそ の債権者
･投資者等にまで拡大されたこ とである ｡ FASB
は当初, SFAS35の 情報利用者 に関して は, 単 に従業員を想定 し, その会計目的を給
付の安定におい て い た (ED35 - 1[1977], pa r. 54 a nd pa r.59)o この 点 に つ き,
FASBは次の ように述 べ て い る ｡
｢最初の 公開草案で は制度加入者を制度 に関する財務諸表 の主な利用者と
認識して い た ｡ 公 開草案の解答者 の多くが, 典型的な制度加入者は興味を
持 っ て い ない か , 制度 の財務諸表に表された事項を適切に理解で きない の
で , 混 乱 し誤 導 さ れ る 可能 性が あ る とい う 見解 を示 し た ｡ (SFAS35,
pa r. 48)+
制度加入者の視点 を重視すれば, 当然ながら会計および報告の エ ンティ テ ィ
- は
年金基金その も の とい う こ とになるであろうか ら, 確定拠出制度も範囲に入 っ てく
ることになる ｡
しか し, 上記の 見解からも明らかなように, FASBは喪定宿勤におい て , 次第 に加
入者重視に加えて , 経営者, 投資者 , 債権者などの企業の外部利害関係者も財務報
告の利用者と考えるよう にな っ て きた (SFAS35, pa r. 48)｡ この視点か らすれば,
企業が制度の 運用に対 しリス ク を負うか否か , すなわち年金基金の 運営パ フ オ
- マ
ンスの 良否が企業業績 に関わ っ て くるか否か が, 報告 エ ンテ ィ ティ
- の範囲を確定
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する重要な要因とな るの で ある｡
従業員が運営リ スクを負う確定拠出制度とは異なり, 確定給付制度の 場合 には企
業がリスクを負うために, 年金基金の運営パ フ ォ ー マ ンス と企業業績は密接な関係
を有してい る ｡ この こ とから, 財務報告の エ ンティ テ ィ ー として確定給付制度がク
ロ ー ズ ･ アッ プされる こ とになるの である｡
ただ, 最終的に確定されたSFAS35 で, 基金財務諸表 の主たる会計目的が ｢ - 覗
時点および将来にお い て , 支払時点の 年金給付可能性を見積るの に有用な財務情報
を提供する こ と(SFAS35, pa r. 5)+ に限定 されて い る こ とに は注意す る必要がある
だろう｡ この 点に つ い て , FASBは次の ように述 べ て い る｡
｢多く の 利用者の ために存す る財務諸表の なかに , 一 握りのもの だけが必
要とし , またほかの 手段でも入手 し得るような専門的情報 を盛り込む こと
は, 不経済で ある と思われる ｡ 例えば, 年金運用者は日々 の 事柄や政策 を
決定す る の に専 門的かつ 詳細な情報を必要 とするだろう ｡ しか し, 年金運
用者は 年金制度の 会計シス テム を管理 してお り, そ の多く は年金制度運用
者の運用の 管理 ･ 統制の ための管理会計である｡ 同様 に, 単 一 事業主の 年金
制度 の 拠出者が, 潜在的な制度改訂を評価するの に必要な, ある いは法 の
もとで 当期の 最低積立要求を決めるの に必要な情報は専門化された情報 で
ある｡ しか し拠出者 は, 通常, 必要 とする特定の情報を入手する事ができ
る ｡ (SFAS35, par. 52)+
この よう に, SFAS35 に基づく年金基金の財務報告で は , 従業員の 受給権確保の た
めに基金運営情報を開示する こ とを1 つ のタス ク とする 一 方で , 企業の 業績指標 と
しての期間利益 に制度運営が与え る財政的イ ンパ クトを, 投資家そ の他の ステ
- ク
ホルダ ー が予測す るための 情報 を開示する という別のタス クにも着目がなされて い
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たのであるo つ ま り, SFAS35によっ て ス テ
ー クホルダ ー に開示される層報 札 単 に
従業員のための 情報だけで はなく , むしろ拠出企業の ステ
ー クホル ダ ー の 利害を調
整する情報である こ と になる の である o そうで あるから こそ, SFAS35の 基準設定プ
ロセスにこれらの 利害関係者の強い 主張が盛り込まれてい たといえるの である ｡
3 拠出企業の退職給付会計基準設定における議論
a sFÅS36における未決の 開港
基金会計と拠 出企業の 年金会計 とを別々 に規定する動きの 中で , 年金基金運営に
関する財務報告はSFAS35 と して成立したo その 一 方で , 企業が行なうべ き退職給付
会計に関して は, 依然 と して解決 の兆 しが見られなか っ た｡ そ れは, 年金運営の パ
フォ ー マ ンス の 良否 に基づく利得および損失を, 企業利益算定構造の なか に どの よ
うに組み込む べ きかが , 企業会計の 枠組みで はとらえにくか っ たためである｡
sFAS35 と同時に公表されたSFAS36で は , 当時論議の渦中にあっ た年金会計の諸問
題のうち, 主 として 年金情報の 開示 とい う部分にの み スポッ トが当て られて い た｡
Schw a rtz a nd Lo r e ntz [1984] も指摘するように, SFAS35は上記 の計算構造上の 未
決の問題を解決す るための 基準で はなか っ た (p.35)｡ したが っ て , 年金運営 にお
いて 生じる年金コ ス トおよび年金ベ ネフィ ッ トを, 企業の利潤計算の なか にどの よ
うに組み込むべ きか とい う問題は , SFAS36公表時点では先送り にされて い たo この
ため, ｢財務会計基準審議会は, 未積立確定年金給付の 一 部あ るい は全部を , 企業
の バ ラ ンス シ ー ト に表 現す る か どう か を, 依然 と して 決定 し て い な い(Rega n
[1976], p. 26)+ とい う批判が存在 して い た｡ つ まり , この ような追加的な退職
給付コ ス トが, 企業の 財務状態 にどの ような影響 を及ぼすの かを明らか にする こ と
は当時の議論の 焦点 とな っ て い たこ とになる｡
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図表4 - 3 未構立確定年金債務調整後の資本構成および負債資本比率
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図表4
- 3は, 1974年か ら1975年の 間における未積立確定年金債務の 計上前後の
負債資本比率と, 資本構成, すなわち財務 レバ レッ ジを示したもの である o こ こに,
未積立の確定年金債務 に関して は, PBGCの 保証する総額の30 %を除いて , 企業財務
に算入した場合 の影響が考察されて い る . つ まり, 年金負債の30 %はPBGCが保証す
る額であるの で , そ れ以外 の70 %が真 に未計上 の負債であると考えられて い る こと
∫
になる ｡
この分析に基づけば, 資本構成 においてUVBが20 %を超える企業は, それを企業
負債に算入 した場合 に負債資本比率に対す る影響が大きい o 例えば, UVBが22 %の
chrysle r, 24% のBe rhlehe mSte el, 25 %のRepublic Ste el等は, 負債資本比率が
およそ 3倍以 上 に な っ て い る o こ の 傾 向が著しく 明らか なの は , m Bが25 %の
Gen e r al Moto rsで あり, ロVBを算入す る前の 比率が0.07から0. 47へ と大きく変化し
ている ｡ UVBが20 % に満たない もの の10 %を超える企業に関して も, 比率に対する
影響があるo UVBが19 %のFo rdは, 上 記の企業と同様の 影響を受けて い る o
追加的な退職給付 コ ス トは, こ の ように企業財政に影響を及ぼす こ とが明らかで
あっ たo にもか かわ らず, 年金運営のイ ン^
o
クトを利潤計算に結び付けなか っ た こ
とによっ て , SFAS87の 設定活動 に至るまで経営者が年金制度の 重要性を認識しない
状態が続く こ とにな っ た｡ こ の 間題が, 当時の合衆国企業の財務面 に対 し深刻な影
響を及ぼし得る状況にあ っ た こ とは, Figgie [1981] が末積立年金債務を ｢年金債
務の爆弾+ (pen sion liability bo mb) と表現して い る こ とからも明らか であろう｡
年金マ ネジ メン トに よ っ て もたらきれる年金コ ストおよび年金 ベ ネフィ ッ トのイ
ン^
o
クトは, 後にSFAS87 の設定によっ て , 拠出企業の財務報告書における財務諸表,
特にバ ランス シ ー トおよび損益計算書に とり入れられる こ ととなる ｡ そ して , こ の
追加退職給付コ ス トの 計上 によ っ て, 変動性の 高い数値が企業の 利潤計算 に関わ る
ことになり, 最終的には, 分配可能利益算定および投資意思決定情報の 提供 とい っ
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た, 財務会計の目的に著しい 影響を与える こ とになるのであるo そうーい っ た意 味に
おいては, この ような転換は単 に合衆国の退職給付会計のタ ー ニ ング ･ ポイ ントと
いうよりも, 合衆国企業会計の重要な転換点 として とらえるべ きで あろう｡
b 年金負債に関するFÅSBの論点整理
FASBは, SFAS36を公表す る2ケ月前に , 既に, SFAS87 の設定た関するバ ック グラ
ンド ･ ペ - パ - (Ba ckgr o u nd Pape r :BP87[1980] )を公表して い る[11]o これは,
当時プロ ジ ェ クト ･ マ ネ ー ジ ャ ー であ っ たT.J. Mo rtim e rによ っ て 執筆されたもの で
あり, 事業主の 年金会計に関する問題点が4 つ 示されてい る (BP87[1980], p. 8)｡
①何が年金 に関す る事業主の 債務 であるか?も し存在す るの で あれば, そ
の債務の どの 部分が負債 として認識されるべ き額で あるのか ｡
②期間年金費用を決める に際し , その 債務 をどの ように会計期間に配分す
l
るか｡
③これ らの債務および期間年金費用の見積り に最も適切な測定方法および
仮定は何であろうか ｡
④多事業主制度に特有の 会計問題はどの よう に扱われる べ きか 0
【11] tJnited Mis ga nCo. のPipe rか らFASB に よせられたコ メ ント ･ レタ
ー は, 大
変興味深い もの で ある｡ 同氏の 論点は, 基本 的には, 年金制度 の 多様性とい う
点から, 年金債務 の見積 りに 1 つ の 規準の み を用 い るの はほ ぼ不可能 に近い と
いう部分にあり, また確定給付の 会計を難 しくか つ 費用 の かか る もの にすれば
する程, 既 に限界にあるか あるい は維持す るだけの 事業主はそ の 複雑 な手続き
を嫌 っ て 確定拠出制度 に切り替えて しまうとも述 べ て い る (P R87
- 1 [1985],
pp. 2220- 2221)0
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FASBは, こ甲4 つ の 論点 をより詳細に提示した, 事業主の年金会計に関する討議
資料(Discussion Mem o r a ndo m:DM87
- 1 [1981]) を1981年に, 1983年にはもう1
っの討議資料 (I)M87- 2 [1983])[12]をそれぞれ公表して い る . また, SFAS87公表ま
での間に, 幾つ かの予備的見解およびフ ィ ー ルド ･テス トの公表が行われて い る[13]｡
このプロセス におい ても っ とも議論となっ たの は, 追加的年金コ ス トの バ ランス シ⊥
トヘ の負債計上 で ある ｡
D班87- 1 [1981] で は, この 年金負債会計の 問題に関する論点整理が行われてい
る(pp.25-37)o そ こで は, まず, 負債の定義[14]と合致す る可能性の ある年金債務を
次の6 つ のパタ ー ンに分けて い る (p.27).
①貸借対照表日まで の 従業員の 役務に帰属する額
②貸借対照表日まで の期 間にわたっ て基金 に拠出される, 保険数理法 の算
出額
③基金が, 貸借対照表日に終了された場合に, 従業員に対 して負う額
④貸借対照表日における確定給付額
【12】 この 討議資料は, 1981年の 時点で考察されなかっ た事項 につ い て呈示がなさ
れて い る ｡ 例 えば, 小規模企業によ る年金制度, 確定拠出制度等で ある ｡ これ
ら2 つ の討議資料 に対 して寄せられたコ メ ン ト レタ ー あるい は公聴会 における
プレゼ ンテ ー シ ョ ンは膨大な数に上り, こ の ような反応だけを見て もFASBの い
う年金会計の 経済的影響は大きい とい えよう (DM87 - 2 [1983])o
【13] こ の過程の 詳細 に つ い て は, 白chw a rtz a ndLo r e ntz [1984] , pp･ 33- 34,
を参照｡
【14】 重要な点は, これ らの 6 つ の代替案が法的債務 (legal liability) の視点か
ら考慮されたもの で は ない こ とで ある ｡ 債務が負債 として の 要件を満たすか否
か におい て 法的契約 に基づい て い る こ とは重要 で はなく , また こ の場合の 法的
債務が必ず しも明確化された概念 で はない とい うの がFASB の提示する理由であ
る (pa r. 112)0
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⑤貸借対照表 日現在, 退職者 に対して責務がありか つ 支払可能な額
⑥その 他
まず, 1つ めの 年金債務, すなわち ｢貸借対照表日までの従業員の役務に帰属
する額+ につ い て は, ｢こ の代替案は, 従業員の 労働として生じた事業主の年金債 一
務と, その 責務 に起 因する事象および取引が, 従業員の 役務であるとする概念に基
づいてい る (par. 126)+ と説明されて い る ｡ つ まり, 年金負債は従業員の役務を基
準にして計上される の で ある ｡ この 考え方 に基づい て年金負債の 問題を考察す る場
合には, 上記の 代替案おける年金負債をどの ように測定するの か という問題をはじ
め, 財務諸表に計上 し得る だけの 信頼性を十分に確保した測定を行 い得るの か等の
問題が議論の 中心 となる (par. 128)0
2つ めの 年金債務概念 , ｢貸借対照表日までの 期間にわたっ て基金に拠出される,
保険数理法の 算出額+ に関 して は, ｢こ の代替案は , 事業主は従業員 に対する直接
的な責務を負うと い うよりも, 基金に対する拠出を行なう責務を負っ て い る とい う
考えに基づい て い る (pa r. 129)+ と説明されて い る｡ この 視点におい ては, 基金 へ
の拠出義務額が重視され 貸借対照表 に計上される こ とになる ｡ 問題は , 拠出額に
①ERISAの 最小積立規制 , ②基金の 積立て の 計画に用い られ る保険数理費用, ③任
意の受容可能な保 険数理費用法, ④特定 の保険数理費用法, の 4 つ の 見方が存在す
ることで ある (pa r. 129)0 ①の よう に法規制を基準にするの であれ ば, 保険数理法
の相違に拠出額が影響を受けない の に対 し, ②3Xg)を拠出額 として考える場合には,
年金コ ストが保険数理方法の選択によっ て異なっ てく る[15]ためである｡ 保険数理 コ
【15】 財務報告 に表現 される年金デ ー タ に つ い て , 企業間で の比較可能性 を重視す
る場合 には, 特 に この 点が問題となるで あろう ｡ なぜなら, 企業間比較におい
て , たとえ末積立 の 部分が多か っ た としても, 年金政策にお ける積立政策が明
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ストが毎期均等 に費用化される保険数理方法と, 逓増的あるい は逓減的に費用化さ
れる方法とで 札 未積立の 金額 は異なっ てく るo したがっ て , 年金コ ス トの算定に
どの保険数理方法を用 い る べ きか とい う問題も同時に解決しなければならない の で
ある｡
3つ めの年金債務概念, ｢基金が, 貸借対照表日に終了された場合に, 従業員に
一
対して負う額+ に 関して は, ｢こ の 代替案は, 事業主 の責務のしiかなる部分も, 塞
金の終了が行われない 場合に は認識可能な負債とならない とい う立場に基づい てい
る (pa r. 135)+ と説明されて い る ｡ この 見解におい ては, ゴ ー イ ング ･ コ ンサ ー ン
としての企業および年金基金がク ロ ー ズ ･ ア ッ プされるので , 事業主が負うの は清
算された場合の債務額の み となる ｡ したが っ て , 経営者が退職給付の 運営 を続けて
いる限り債務は生じない こ ととなる ｡
このスタ ンス は2 つ の 点で重要で ある｡ 第1に, この 見解は前述のFASBの 解釈指
針3号に表明されて い た立場を踏襲して い る｡ 解釈指針3号で は, 既に示したよう
に, 制度終了に関わる ごく限定的な場合にの みAPBO8の18パ ラ グラフ に規定される
負債が生じる とする見解を示 しており, そ の意味で は制度精算される という条件を
立てなければ年金負債計上はで きない とい う考えも依然捨てて い なも1と考えられる
ためである｡ 第 2 に, 最終的に採用 した年金債務の 算定方法に強 い影響を及ぼして
いるためで ある ｡ SFAS87では, 今す ぐに制度が終了する こ とを仮定 した清算レ ー ト
を割引率に用い る年金債務算定方法 を最終的 に決定するか らである ｡ この ような清
算レ ー トの仮定 を計算構造 に関わらせ る こ と によ っ て , 年金基金運営の事後的イ ン
パクトが企業の利潤計算構造 に反映される ようになっ た経緯を考え合わせ る とき,
確に策定され , 逓増的に掛金拠出が計画されて い る企業の 負債 と, 明確な年金
政策を策定せ ず , 均等に掛金が拠出さ れるだけの 企業の 負債 とで は, 保険数理
方法の相違か ら, 単純な比較は困難である と考えられるためで ある｡
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この考え方は重要で ある と解釈し得るだろう ｡
4つ めの年金債務概念は, ｢貸借対照表日における給付確定額+ に関して は, ｢給
付の確定は個人の 年金給付に関わ っ て い る こ とから, 年金制度は事業主 と従業員個
人の契約である とす る見解に基づい て い る (par｡ 137)+と説明されて い る ｡ こ の見
方によれば, 事業主が負う年金債務は, 各従業員の給付が個々 に確定 し, それを合
計すること によ っ て , はじめて決まる こ とになる｡ そ の 意味で , 個人契約観に立 っ
ていると解釈する こ とがで きるだろう｡
5つ 目の 年金債務概念は, ｢貸借対照表日現在, 退職者 に対 して 責務がありか つ
支払可能な額+ で ある ｡ この 見解を支持するもの は, ｢この 金額 の みが真 に測定可
能であり, 事業主および基金の 統合したキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー に密接に関連する情報を
供給し得る (par. 139)+ と考えて い るの で ある ｡
6つ 日の年金債務概念は, そ の他の 可能性を想定して の もの で あるので 説明は不
要であろう｡
ところで , DM87- 1 における負債の 論点整理 では, ｢年金基金が保有する資産は
事業主の資産で あるか?+ とい う問題が検討されてい る｡ これは, 拠出および積立
の関係がバ ランス シ - トにおける年金資産および負債 の計上に関わっ て い るか否か
を検討する重要な視点で ある ｡ 一 般に, 事業主の 資産 であると いう考えか たの もと
では, 事業主の資産および負債と年金資産および負債 とを総記法に よっ てす べ て表
示する場合 と, 評価性引当金の 相殺 (v alu atio n r e s e r v e offs et) の ように, 年金
負債と対照して表示する純額法によっ て表示する場合の 2 つがあるo DM87
- 1 では,
図表4 - 4の よう に例示されて い る(p.34)0
図表4 - 4 におい て , 例 1が総記法 によ っ て年金資産 とそ の他の 資産 を分離して
表示する方法で あり, 例2が年金資産 と年金負債 を対照的に表示 し, 利潤計算に純
額だけを関わ らせ る 方法 で あ る ｡ こ の 考 え方 の うち , 例 1 の 方法 は , Tr eyn o r
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[1977] におい て 見られた, 拡大財務諸表の 考え方 (p･630) に類似する概念と考
えられる o ただTr eyn or [1977] で は, ERISAとい う法律 に基づく権利関係をべ - ス
にバランスシ
ー トを想定 して い るの で, 法律に必ず しもとらわれないFASB流の 考え
によっ て導かれる上 記の 例1 の ほうが, より実質的な意味をもつ 拡大バ ラ ンス シ ー
トと解すことがで きるだろう｡
図表4 - 4 事業主の バ ランス シ ー トと年金資産の関係
例1 例2
事業主の バ ラ ンス シ ー ト
現金 1,000
不動産 10,000
他の資産 2,000
年金信託保有の
その他の 資産 + 過
計 18,000
買掛金 1,000
長期借入金 5,000
年金負債 8,000
資本
_ 止 鎚且
計 18,000
(出典 :DM87- 1, p｡ 34)
事業主のバ ラ ンス シ ー ト
現金 1,000
不動産 10, 000
他の資産 2,000
計 13,000
買掛金 1,000
長期債入金 5,000
年金負債 8,000
年金資産 (5,000)
資本 _ 出 払
計 13,000
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このように, 年金資産および年金負債を事業主の 資産負債とするという考え方は,
当然ながら, 連結会計の 是非に つ い て の 議論をもたらす こととなる ｡ DM87- 1にお
いても, この点が議論されて い る ｡ そ こ において は, 企業および年金基金の 結合財
務諸表 (co mbined state m e nts of the employe r a nd the pla n) の 有 用 性
(us efulnes s) に焦点が絞られて られて い る (pa r s. 146-147). 企業 と基金 とを, -
1 つ の会計エ ンテ ィ テ ィ - と して とらえ, 結合財務諸表を作成する こと によ っ て ,
財政状態および経営成績に関する 一 層完全な姿を, 有用な情報と して利用者に伝達
できると考えて い るの で ある (pa r. 147)｡ こ こで の論点整理にお い て は, 年金会計
に関する財務報告 の情報利用者を具体的に想定して はい ない ｡ しか しながら, 実際
には, 財務報告情報 と企業外部利害関係者 との 関係に対する考察 を行なう ことが必
要となっ てくる ｡ 前述 したように , SFAS35の 会計目的において は, 年金基金運営 に
つ いて直接関わるもの 以外に必要以上の 情報を提供する こ とはかえ っ で情報利用者
の理解を混乱させ る恐れも存在 して い るはずである｡ 例えば, 一 般投資家の視点か
らは, 年金運営自体 の詳細な情報 よりも, む しろ年金運営によ っ て 利潤計算および
キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー がどの よう に影響 を受 けるの か とい っ た情報を求める こ とにな
るであろう｡ そ うい っ た意味で は , 最終的に この ような結合財務諸表がSFAS87で実
現しなか っ た背景に は, 外部利害関係者に対する情報 の有用性 の 内容に関する考察
が大きく関わ っ て い る とい えるだろう｡
C SFÅS87設定プロ セス における議論
SFAS87の 設定活動 におい て , FAS別ま年金負債会計の難解な問題に直面 して いた｡
この状況に関 して , 当時FASB の年金会計の プロ ジ ェ クト ･ マ ネ
ー ジ ャ ー (pr oje ct
ma n age r) で あ っ たT.S. Lu c a sと , 同 じ くFASBの テ ク ニ カ ル ･ ア ソ シ エ イ ト
(technic al a s s o ciate) で あ っ たB. A. Hollo w ellは, 共同執筆によ るLu cas a nd
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Hollow ell[1981] におい て , 次の ように述 べ て い る.
｢我々 が , 年金会計の こ の 側面に つ い て議論を行 いたい の 札 次の 3 つ
の理由からで ある . 第 1 に, 年金会計の 領域の 多くが, 一 度に議論しきれ
ない は どに複雑な問題で ある こ とに加え, 負債問題 に対す る解は, その他
の 問題に依存して い ない と思われるためである ｡ 第2 に, より大切な こと
として , F ASBの 年金会計 プロ ジ ェ ク トによっ て導かれて きた現行 の年金会
計に変化をもたらす とい う点で は , 最も重要なもの の 1つ で あるためであ
る . ( 中 略) 第3 に , FASB の討 議 資 料 (Employe r
'
s Ac c o u nting fo r
Pe n sions a nd Othe rPo stempl
.
oym e nt Be n efit) に対 して 7月13日か ら15
日に開催された公聴会 (public be a rings) では, 意見者の 大多数が年金債
務を事業主 の バ ラ ンス シ ー トに計上 する こ とに反対の 立場 を とっ て おり,
その うえ , 多様性 を支持す る議論 をもたらしたためで ある ｡ (Lu c a s a nd
lollo w ell[1981], p. 57)J
FASBのDM87 - 1 [1981] は, 公表直後より, 学会, 実務会を問わず多くの反響を
よんでいた｡ とりわけ, 年金負債に関する論点整理は, 当時行われて い た会計規制
および実務とは あまり にかけ離れてい た こ とから, 議論が集中 して い たの で ある ｡
このような議論を理解するために, まず, 上記公聴会をはじめとす るSFAS87 の設定
活動におい て , 年金債務を事業主の バ ラ ンス シ ー トに計上する とい う問題提起に疑
問を投げかけた, シカゴ大学のR. L. Weil の年金会計論を検討して みようo
Weilは, 1981年の7月14日 に行 なわれたI)M87- 1 [1981] に関する公聴会におい
て, 午後のセ ッ シ ョ ンの コ メ ン テ ー タ ー (Co m m e ntato r) として 出席し, 意見 を述
べてい る｡ そ の ときWeilが行っ た公聴会で の発言は, DM87 - 1 に関するパ ブリ
■
ッ ク ･
レコ ー ド (public Re c o rd:PRDM8ト 1 [1982])に, 公聴会の記録 (tr a n s c ript of
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pBblic he a ring) として収録されて い る (pp･ 2736
-2766)o Weilは次のよう に述べ ,
年金会計の本質的な問題がFASBの 討議資料におい て は論点として示されて い ない こ
とを指摘してい る ｡
｢現時点 で の 主たる問題は, 今日指摘がなされてい ない ことであります｡
私は, 末積立 の 年金債務とちまたで呼ばれて い るもの を, バ ラ ンス シ ー ト
に計上する か否か とい う問題に つ い て議論しようとして い るの で はありま
せん ｡ 私 は こ の 問題 に強く 関心がありますが , SFAC 3の負債概念が, 実行
された契約 を除外 して い る こ とを考える と, 我々 は既に こ の解を得て い る
もの と思わ れます o もし我々が こ の 間題 に答えにくい の であれば,
.
私は概
念フ レ - ム ワ ー ク にたちかえりたい と思 い ます｡ 私は , 今日はこ の こ とを
お話する の で はありませ ん｡ 私が論じたい の は , 主要な問題と付随的-な問
題 とい う 2 つ の 問題であり , それぞれを別 々 の 書類 に分けま した｡ 主要な
問題は , 原価 配分 の原理 (The c o st allo c atio nprin ciple s) とい う書き
出 し で は じ ま る 書 類 に , 付 随 的 問 題 は 保 護 の 法 律 (The law of
c o n s e r v atio n) に, それぞれ収録されて いますo (pp.273 ト2738)+
前者の原価配分 の 問題 につ い ては , 次の ような議論が行われて い る (p.2743)0
まず, weilは, SFAC 3の81 パラグラフ において , 発生主義会計と繰延会計が明確 に
区別されて い た こ とに着目し, FASBが年金会計を発生主義の 問題 として , 減価償却
の問題は繰延費用の 問題 と して とらえて い る こ と[-6]を指摘したo しか しWeilは, ど
【16】 中村(忠) 教授は , か つ て , 日本の 引当金の 計上根拠 には, 発生主義 によ るも
の と費用収益対応原則 によるもの の 2 つ がある こ と を示し, 退職給与引当金は
発生主義に よる もの と分類 して い る ｡ 一 方, 減価償却を導く原価配分の 原則 に
関して は , Pato n a ndLittleto n[1940] におい て , ｢未来原価に負担せ しめう
る工場設備原価 は基本的には 一 種の 『繰延費用』 で ある(p.8l, 訳書, 141貢)+
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ちらにも基本的な違 い がな い と考 え, 年金会計を原価配分の 問題としてとらえる ベ
きであるこ とを主張 して い る o 年金 コ ス トの期間配分に関して は, 従業員の 労働の
経歴に比して配分する の で はなく , 年金契約に基づいて行われるもの とWeil は考え
ている (p.2763)0
附1は, ｢年金基金 の 現在価値の 期間を通じて配分され る原価が, 年金負債なの
である｡ (p･ 2765)+ と述 べ , 年金負債の概念が原価配分の原理 と調和 してい なけれ
ばならない とい う立場 に立 っ て い る ｡ しか しながら, SFAC 3の負債の 定義は, ｢過
去の取引あるい は事象の 結果 と して , 特定の 実体が, 他の 実体に対して , 将来, 資
産を譲渡しまたは用役 を提供を しなければならない現在の債務か ら生じる , 発生の
可能性の高い 将来 の 経済的便益の 犠牲で ある . (SFAC3, pa r. 28)+ となっ て い る こ
とから, 実行された契約支払は除外され て い るo つ まり, Weilが指摘するよう‾な,
コストの側面を強調す る年金債務は , SFAC 3の負債の 定義を前提 とする限り, バ ラ
ンス シ ー トに負債計上 し得ない こ とになるの で ある｡ 以上 の 背景か ら, ｢負債が実
行された契約支払を含む の で あれば, 両 者を調和す る こ とがで き るの で ある ｡
(PRDM87-1, pp. 2763-2764)+ とい うWeilの 見解が導かれる ことになる.
要するに, WeilがDM87- 1 の論点整理に対 して反対意見を述 べ て い るの は , 年金負
債計上に完全に反対 して い るため で はなく , 年金負債 と年金費用の 間に関係を想定
できなければ, 会計理論の 整合性が崩れる可能性を懸念する とい う理由 に基づく と
解し得よう[17]｡
Weilは, この 公聴会の 後, The Ac c o u Dt]
'
Dg Re vl
'
e癌志に掲載したK.S. Schippe rと
と述べ られて い る ｡ この 2 つ から, FASB の見解が裏付けられるだろう｡
【17]恥il は, 事業主の 財務諸表 と年金基金の財務諸表を結合して連結財務諸表を作
成する こ とに , 有用性があるもの と考えて い る (DM8ト1, pp. 2759 - 2760)o こ
の背景には, 結合財務諸表を提示 したJ.Tr ayn o rの影響がある (p. 2746)0
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の共同論文 (Veiland Schipper [1982]) の 草稿を, DM8ト1 [1981] に対するコ メ
ン ト レタ
ー と して送付して い る ｡ こ のWeiland Schipper [1982] は, 次の理由
から, 積立政策を決定 の ために用 い る保険数理法を, 企業の 財務報告において利用
することには, 必然性がない ことを強調してい る (p.824)0
第1 の理由は, 各保険数理法ごとにその 算定数値が異なるために, 企業の 過去勤 -
務コストが, い ずれの 保険数理方法を用い て い るの かによ っ て大きく相違する こと
であるo 第2 の理 由は, FASBが1980年代初頭に行っ て い た会計規制 に基づく財務報
告では, それ以前 におい て行われて い た財務報告よりも少ない年金債務がディス ク
ロ ー ズされて い る こ とで ある｡
このような結論が導かれたの は , 保険数理方法における算定数値には, イ ンフ レ ー
シ ョ ンから受ける影響が大 きい とい う性質があるためで あろうo 実際, Veil_a nd
Scbippe r[1982] は, イ ンフ レ ー シ ョ ンの 影響を考慮しない 場合には , 次の ように
述べてい る｡
｢年金会計の ゴ ー ル が, 少なく とも部分的には, 将来のキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
の 情報を提供す る こ とで あるならば, 従業員集団で はなく個人をベ ー ス に
した, 何らか の 予測給付の 方法が, こ の 目的を最善に達す る こ とがで きる
よう に思われ る ｡ なぜなら, これ こそが, 将来の 勤務期間に関する期待を
考慮 し て , 累積 保険 数理価値 の デ ー タ を提供す る 方法だか らで あ る .
(p. 817)+
しか し, イ ンフ レ ー シ ョ ンを考慮す る場合には, 2 つ の影響が確定給付制度 にも
たらされる こ とを指摘 して い る ｡ 1 つ は給付支払額に対す る影響で あり, もう1つ
は利子率 に対す る影響である (p.817)｡ 特 に利子率の 場合 には, 年金債務を現在価
値に計算する際の 割引率の 決定 に対して重要な影響を及ぼす ことから, イ ンフ レ -
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ションは著しい 会計数値の変動可能性をも つ こ とになる｡
結局, 保険数理計算によ っ て算定された数値の変動性を, その まま企業会計に適
用する ことは, 利潤 計算に影響を与え, 同時に情報としての 信頼性を揺さぶる こ と
が, Weilの研究に よ っ て 明確になっ たと考えられるだろうo
d 無形資産の 問題
前述のLucas a nd Hollov ell[1981] は, 年金負債の 計上の 論拠 に つ い て , SFAC
3における負債の定義等 に依拠して, 未積立過去勤務 とい う与信 (cr edit) が企業
に生じてい る こ とを指摘して い る ｡ こ の こ とか らすれば, Lu c a s a nd 加11o v ellの
想定する年金負債は , 過去勤務コ ス トに対応する概念 である ｡ しか しながら, 後述
するように最終的 にSFAS87 に規定されて い る年金負債には, この過去勤務 コ ス トを
超過する金額 に関 して も含まれる こ とになっ て い る｡ つ まり, 基準設定の 当初の 段
階において は, FASBは最終的な選択案で あるSFAS87よりも, 一 層狭 い負債概念を想
定して いたこ と とな る｡
ところで , SFAS87の 設定 に際 して , 未積立過去勤務 コ ス トを無形資産 と して計上
する こ とに対 して は, Scbw a n z a nd Lo r e ntz [1984] が, 過去勤務債務の 与信から
もたらされる将来 の 便益は, 資産 として認識する には不安定で あり, 即時 に計上す
ることは, 財務会計の フ レ - ム ワ ー ク, ･ 特 に費用収益対応の 原則か ら牽離す る こと
になっ て しまう旨の 意義を唱えてい る (p. 40)｡ こ の ような意見があるに もかかわ
らず無形資産が計上された背景を検討して み よう｡
仮に, 追加負債計上 の 際に無形資産を両建て しな ければ, 従来よりも多額の 費用
が企業利潤の 計算に関わる こ とになり, 算 出される会計利益が大きく減少する こ と
にっ なが っ て く る ｡ 基本的には , 会計利益 に期待 される役割は業績指標お よび分配
指標として の機能で あるか ら , 無形資産の 両建て 計上 を行なわない で追加負債計上
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をすることは, ス テ
ー クホル ダ ー の利害関係を変化させ , また投資家の 投資意思決
定をも変化させ る こ とに つ なが っ てく る｡ もとより, 追加負債は制度資産 と制度債
務を公正価値測定し, その 差をもとめたもの であるから, このような負債の 会計処
理において無形資産を計上しなければ, 従来の 原価 - 実現の フ レ - ム ワ ー クにおけ
る報告利益に時価評価のイ ンパ ク トがかかる こ とになる｡ したが っ て , 無形資産の
計上は, この ような報告利益 へ の 時価評価によるイ ンパ クトを回避するために行な
われた可能性を見出す こ とができるの である｡
この点に対す る検証 は, 大塚 [1990] におい て利害関係者分割ア プロ ー チの 視点
から分析が行なわれて い る ｡ それによれば, sFAS87の設定当時において追加計上 に
対する利害関係者は, そ れぞれ, 経営者 - 消極的, アナリス ト - 積極的 , 銀行家
- 昇給含まない とい う限定条件の もとで積極的, という立場で あっ たために, 追加
負債を会計基準に盛り込むためには, 追加負債計上 に対する抵抗が最も強 い経営者
の利害を確保す る よ うな会計処理を定める必要が存在 して い たの で あ る (大 塚
[1990], pp. 298-304)0
たしか に, 財務理論的見地からも, また会計の学問領域における実証研究によ っ
ても, 次第に未積立年金コ ス トの会計情報 として の価値は示されてきて い た｡ これ
らの研究が示す と こ ろ によれば, 未積立年金コ ス トの 年金負債の 計上 ある い は脚注
による情報開示 は, 将来の キャ ッ シ ュ ･ フ ロ - を投資家が予測す るとい う点で有用
な情報で あるの は明らかで あ っ た｡ それゆえ, 利害関係者 としての 投資家に対する
キャッ シュ フ ロ ー 情報を確保 し つ つ , か つ 経営者の 利害を確保す る必要が存在 して
いたの である ｡
この ように利害関係者分割アプロ ー チの もとでは, 経営者, 投資家, 銀行家とい っ
たステ ー クホル ダ ー の 利害を中和するため に, 追加負債の 計上 に際して 無形資産が
両建てされたもの と考えられる ことになるの である｡
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ただ注意すべ きは, 利害の 中和化 を図るためと はい っ ても, 全く理論的な側面が
無視されて基準形成がなされたわけで はない点で ある o それは例えば, SFAS87の 設
定プロセス におい て ア メリ か アク チ ュ アリ ー 学会が示した見解[18]の ように, 無形
資産に将来の キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力を想定する見解も見られてい るからであ
る｡ つまり, 年金給付額の改定に伴っ て もたらされる追加年金コ ス ト, すなわち ,
基準設定の 際に, 未積立過去勤務 コ ス トの キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー が従業員の士
気を高め生産性 を向上させ る等, キャ ッ シ ュ ･ イ ンフ ロ ー を増大させる効果がある
ことがアクチ ュ アリ ー の立場か ら示されて い るの である｡
このように考 える立場か らすれば, SFAS87の 無形資産は経済的便益をもたらすも
のである ことになり, SFACの資産概念に合致する こ とになる ｡ SFAS87 にお ける追加
負債の会計処理が, 追加負債 とい うキャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ - を将来行なうこ とを
明示するこ とと, それを行な っ た場合 にお ける従業員 の 生産性向上等の効果 を1 つ
の会計処理によ っ て 示す こ とで ある と解釈すれば, この 両建ての 会計処理が理論的
なフレ ー ムワ ー クから何らも逸脱する こ とがない と考 えられるであろう｡
この ような検討から, 結局の とこ ろ, 追加負債計上時 に無形資産の 両建て計上を
FASBが最終的に採用 したの は , ス テ ー クホル ダ ー の 利害調整をなしうるだ けの 理論
的根拠を, 当該会計処理に見 出したからにほかならない と考えられるの である ｡
e 追加負債の策定における年金債務の議論
繰延賃金理論 によれば, 基本的には, 末積立の 年金債務は, 給付が確定した部分
に限られるはずで ある｡ しかしながら, SFAS87 の設定 プロ セス において は確定部分
【18】 アメリか アクチ ュ アリ ー 学会は, 制度資産および年金債務が拠出企業の貸借対照表
に属するとは考えて い ないもの の , 無形資産 につ い て は 一 種 の のれ んが存在すること
を指摘して いる(PR87[1985], pp. 988- 989)0
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を超える年金債務概念が議論の 対象 となっ て い たo SFAS87 におい て最終的に採用さ
れた年金債務概念は, 昇給を考慮しない債務概念 (ABO: 後述) と, 昇給を考慮し
た債務概念 (PBO: 後述) で あるが, どちらの債務概念も, 未確定の 給付部分に つ
いても年金コ ス トの 測定対象として い る ことからすれ ば, 繰延賃金理論に完全に立
脚してい るとはい い きれない こ とになる｡
では, この ような年金債務概念がなぜSFAS87で は採用されたの であろうか ｡ この
間いの答えを考 える場合 には, より本質を見極める必要がある と思われるo SFAS87
の設定の端緒として 位置付けられるERISA では, 受給権の保護が究極の 命題 となっ
ていた｡ 受給権 を保護す る こ とは, 特に確定給付制度の 場合 に重要な視点 となる ｡
制度運営の失敗等 によ る追加的な掛金負担 のリス クが企業にかか っ てくるか らであ
る｡ したがっ て 企業経営者 は, 受給権保護 という大前提の ために, 年金コ ス トであ
る年金債務を算定 しなければならない の で ある｡
しかしそうで ある としても, 確定給付制度 の場合 , 年金基金の運営状況が企業業
績に与えるリスクおよびリタ ー ンは, 最終的には給付に至る まで確定され る こ とは
ない｡ 退職給付は , 給付時点において はじめて給付額が確定す る という性格を有 し
ている ｡ したが っ て , こ の リス クおよびり夕 - ンを企業の財務報告 における利潤計
算にとり こむために は , 現時点におい て可能な限り予測し得る数値を用い て最終的
には見積り計上する しかない の である ｡
そこで
,
こ の見積りを どの ように行なうの かが問題 となるが, 一 般 には , 個々 人
の受給権保護 と従業員全体の 受給権 という 2つ の 視点が考えられる ｡ この 点に関し
ては伊藤 [1996] [19]が, 個 々 の従業員で はなく従業員集団を1 つ とみて , この 団体
【19】伊藤は次の よう に述 べ て い る ｡
｢･ - グル ー プの レベ ル , あ るい は従業員全体の レベ ル で みれ ば (これは
"
aggregate perspectiv e
”
と呼ばれる) , 従業員の 退職率は経験的にほぼ
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に対する統計デ
- 夕を利用すれ ば, 予測の精度が保て るとい う考え方を示 して いる ｡
っまり, 従業員 とい う利害関係者集団を年金債務の 測定対象 と考 えれば, 財務報告
に利用可能な予測数値が年金債務の算定 にお いて利用可能となるの である o SFAS87
においては, この よう に年金債務を予測可能なもの としてとらえる こ とによっ て ,
財務報告に利用で きる こ とを示したの で ある｡
ところで , DM87-1 の後にFASBが公表した予備的見解 (PV87[1983])におい ては,
年金負債の算定に 際して 制度資産 と比較する年金債務は, ABO ではなくPBOとされて
いた[20]｡ また, SFAS87 に関す る最終的な決定 に際 して も, なお負債評価における年
金債務には昇給を考慮 したPBOが望ましい と考えてい た｡
それにもか かわ らず , 追加最小負債 の算定 にABOが用 い られたの には , 次の よう
な理由が存在す る ｡ 1つ には, FASBが当時の実務 と著 しくか け離れて しまう と考え
たことを指摘 しう る (SFAS87[1985], pa r. 107)｡ 例えば, 大塚 [1990]が示すよう
に, 銀行家団体が資産 ･ 負債の評価額に経営者の窓意性が入り込む こ とを危倶 して
いた (p.30)の で あれば, FASBはそ の ような悉意性 による銀行家の 不利益を回避す
るために, PBOを追加負債の算定に採用 しない からで ある o
もう1 つ 重要なの は, ERISAの受給権保護がABOの レベル におい て行なわれる べ き
であることが, 後述 のOBRA87の 設定とい う事実によ っ て具体化 したの で ある｡ つ ま
り, ABO はOBRA87(後述) によ っ て 法的な裏づけを得たために, 財務報告 上の 年金
債務として の 要件 を満た した の である ｡ したがっ て , 立法措置の 点か らも, ABO を
推定する こ とが可能であり, そ の 限りでそ れほどの不確実性はない - I(533
- 534頁)+
【20] その 提案は, PBO, PA(給付に利用可能な制度資産) , MVA(調整引当金)とい
う3 つ の 要素によ っ て組み立て られて い る ｡ 年金負債 として 事業主がオン ･ バ
ラ ンスす べ き金額 はP BO とPA の差額で あり, 保険数理上そ の 他の 利得および損失
等をMVA によっ て平準化する とい う提案 をして い るの である (PV87[1982])o
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年金負債計上時 に使用す る根拠が得られたの で ある. こ こにおい て , APBOの18パ ラ
グラフにおいて未決で あっ た法的負債の 計上問題 にも ー 応の解決がもたらされる こ
とになる｡
結局, 異なる年金債務概念が1 つ の 計算構造に採用された背景 には, 利害調整と
法律面の整備という両面の 配慮が , SFAS87の 設定 プロ セス におい て行われたからで
あることが判明した o こ の ような計算構造は, 一 見する と年金債務概念の混乱をも
たらすように思われるが , 合衆国の 場合 における利害調整とい う目的を主として考
える限りにおいて はそ の 論理性 に矛盾 は生じない と考えられる｡ それは
, 退職給付
コストに対する拠出の 責任 を2つ の視点か らチェ ッ ク し得る構造 になっ てい るため
である｡
各期において行なう べ き定期的なコ ス ト算定の 側面で は, ス テ - クホル ダ ー と し
ての従業員からは最も望ま しい 債務概念であるPBOを用い て い るが, 予測的な計算
/てラメ 一 夕が介入す るために変動性が本質 に存在す るPBOを期間費用の 算定要素 と
して採用する場合, 従業員 に対す る給付の みならず , 企業経営における人的資源コ
ストの安定化も図れな い こ と になる ｡ そ こ で , その 補足 として 積立不足の 認識 に
ABOという債務概念を用 い る こ と によ っ て , 退職給付制度運営 に対す るダウ ンサイ
ド ･ リス クに備える こ とが考え出された の である ｡ すなわち , ABOはERISA における
従業員の受給権保護 に合致 し, か つ 企業経営上 の 人的資源 コ ス トの 視点か らもPBO
に比べ て少額に算定 されるた 釧こ, 従業員および株主の 2 つ の ステ ー クホルダ ー の
効用を満たす と考 えられ るに至 っ たの である｡
第3節 小 括
前章および本章を通 じて , 合衆国の退職給付会計 に関 して歴史的なア プロ ー チ に
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よつ て検討を行 っ て きたo これまで の議論を総合する と, 合衆国の 退職給付の 生成
と展開は図表4
- 5の ような流れとして整理する ことがで きるだろうo
図表4 - 5 合衆国における退職給付金計の生成と展開プロセス
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1875年にアメリカ ン
･ エクス プ レス社の 年金が整備されてから最初の 年金規制が
行われる1948年まで の 間は, 制度設置の主たるイ ンセ ンティ ブは事業主の節税であっ
た｡ それゆえ, 従業員の 受給権を保護するとい う視点は, 事業主の 利益確保の視点
に比べ劣位におかれて い た｡ 年金規制が行われた後におい ても, 事業主の 視点を受
給権保護に向ける は どの 強制力を持 っ た会計基準はERISAの 登場までなか っ た に等
しかっ たのである ｡
重要なこ とは , 制度設置が事業主の動機に基づくもの の , 経営者は必ずしも企業
の利潤を確保す るため に年金基金を運営 して い たわけで はない こ とである ｡ この 段
階において は, 企業 と年金基 金の 財務的な相関関係 につ いて の議論が十分 になされ
ていなかっ たの で , 年金基金運営に関する事後の 退職給付コ ス トが企業財務 にどの
ように関わっ てく る の かは明示的ではなか っ た｡ 経営者は, 退職給付制度運営に関
する首尾 一 貫 した展望 および理論的な後 ろ盾を有する こ となく, ある意味で直感的
な手法を中心 とした制度運営を行 っ て い たの で ある ｡ その結果, 従業員 の利害だけ
でなく, 株主の 利害も十分に確保されて い なか っ たの である｡
ただ, 会計における視点 におい て は, 退職給付 コ ス トの測定に保険数理法を用 い
ることが合理的で ある とい う認識が得られるよ うにな っ て きて い た｡ その ため,
退職給付コ ス ト測定方法の 保険数理法 へ の統 一 化はARB47からAPBO 8 まで の 間に生
じている ｡ これに よ っ て , 少なく とも, 期間配分される ベ き退職給付 コ ス トに関
しては, 発生基準 によ っ て 計上 され る こ と と卑っ たの で , 利潤計算構造が部分的 に
改善される こ と とな っ たの である ｡
1974年に公表されたERISAは, ス チ ュ - ドベ - カ ー 社の 積立不足 の事件 に端を発
している こ とか ら, 当初よ り従業員の 受給権確保を目的とした規制が企業経営者に
課された｡ こ のERISAにお いて は , 従来の 企業の 財務報告 にお ける年金会計情報 の
開示に加えて , 年金基金自体の財務ディ スク ロ ー ジャ ー が経営者に義務付けられた
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ために, 年金運営と企 業財政の 相関関係 に つ い て の理解が経営者に強く求められ る
ようになっ た｡ 言い 換えれ ば, 経営者は退職給付の運営を1 つ の大きな体系として
とらえなければならなく なっ て きたの である ｡ その 背景から, 財務理論の 分野にお
いて年金基金と拠出企業の財務的な相関関係に つ いて の議論が活発化するよう になっ
てきたのである｡
FASBはこれに呼応す るよう に, 退職給付会計をシス テ マ テイ ツ クに規定す るよう
になる｡ まず, SFAS35を公表 し年金基金会計をその ような大きな退職給付会計シス
テムの 一 環として統合 的な視点から分離 した｡ これ によ っ て , 利害関係者と して の
従業員が重視さ れ 株主 と従業員 との利害対立関係が浮上する こ ととな っ た｡
しかし, 上記の よ うな転換 をも っ て して もなお, 企業の利潤計算が完全に適正化
されることはなか っ た ｡ それは, 追加的な退職給付コ ス ト, すなわち年金負債をど
のように利潤計算に組 み込 むか とい う問題が未決で あっ たからで ある0 SFAS35 と同
時に公表されたSFAS36 では, この 間超を未決にしたままディ ス ク ロ - ジ ャ ー 問題 だ
けを取り上げて い た｡ この ため, SFAS87の設定 へ の 動きは既 に このSFAS36が公表さ
れた時点からはじま っ て い たの で ある ｡
SFAS87 による規制に より, 年金運営上生 じた追加的な年金 コ ス トおよび年金 ベネ
フィ ッ トが利潤計算 に反映されか が, そ れは退職給付会計システム を 1 つ の 体系と
して成立させ る こ とにな っ た ｡ 言い か えれば, 従業員および株主の利害を確保する
ために退職給付の 運営をシス テ マ テイ ツク に行 い得 る環境が経営者 に与えられたの
である｡ これによ っ て経営者は , それまでの 直感的な年金運営か ら首尾 一 貫 した理
論的な運営を行なう必要 に迫られた ことにな るだろう ｡
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第5馨 禽衆同型沿過聴給付金計 ～>謁テ息
- ー 株主主権の企業システムと退職 鮒 会計
第1節 合衆国の退職給付システム
合衆国で は, 適切な給付 , 確実な支給, 公平な保障をもたらす こ とを政策課題 と
して, 公的年金, 企業年金, 個人年金を ｢3本柱+[1]とした被用者の 退職後所得保
障が行われて い る｡ 1945年におい て私的年金制度によ っ て保障され る労働者は , 労
働人口のうち19 %の6,400, 00人 に過ぎなか っ た｡ 1950年におい て も, 労働人 口 に
おける割合は25 % と若干 の 増加は して い るもの の 大きな変化は無い ｡ しか し, 1960
年には労働 人 口 の40 %を超 え る 規 模 に発 展 して い る ｡ 1987年 に は 全労 働 者
91,559,000人の うち46 %の41,925,000人が私 的年金 に加入 して い る (OECD[199
3], p.10)0
この財務的側面を支える退職給付会計シス テム (退職後医療給付は除く) は, こ
のような合衆国の 政策 と密接な関係を有 して い る ｡ 財務報告がなされる合衆国の退
職給付会計シ ス テ ム は , 現在 , FASBのSFAS35お よびSFAS87を中心 とした規制 によっ
て成立して い る[2]｡ こ の 適用に際して は, 制度 の 違いが重要な視点 とな っ て い る｡
【1】 近年で は
, 医療保 険制度も重要な要素にな っ て い るの で , ｢4 本柱+ ともい わ
れている ｡
【2】 この はか に
, 年金制度の 縮小 ･ 清算を扱っ たSFAS88[1985] があるが, 継続企
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確定給付制度 (Defined Be n efit Plan)[3]の 財務報告 に関して は, SFAS35およ び
sFAS87 によっ て行なう こ と とされて い るo 確定給付制度は, 従業員の 退職給付にま
で企業がリスクを負う制度 の ため, 企業は将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ - の危険
に常にさらされる｡ そ こで , 制度自体の ディ ス ク ロ ー ジャ ー はSFAS35によっ て, 拠
出企業の退職給付制度 へ の 関わり に関す る財務報告はSFAS87によ っ て別々 に規制さ
れているのである｡
これに対 し, 企業が拠出にだけ責任を負う確定拠出制度 (DefinedCo ntributio n
plan)[4]の 財務報告 に関 して はSFAS87 によ っ て規制が行わ れて い る｡ 確定拠出制度
では, 企業が関わる退職給付の 運営活動は拠出の みで , 給付まで の運営リスクは加
入者自身が負担する ｡ それゆえ, 企業の 拠出情報を中心と したディス クロ ー ジャ ー
が求められるので ある ｡
OECD の調査によれば, 1985年の 時点ではSFAS35およびSFAS87の 適用を受 ける確定
給付制度は224,086, SFAS35の みの 適用を受 ける確定拠出制度は437,468存在 して い
る[5〕｡ これらの制度の 資産は, 資本市場に投下 ･ 運用され株価形成 に大きな影響力
業として の会計基準で はなく , また本論文の テ ー マ とは直接関係ない ため, 読
論の対象から除外する ｡
【3] 確定給付制度 には, 大きく分けて3 つ の 給付額算定方法がある｡ 均等給付公式
(flatbe n efit fo r m ula), 勤続平均公式 (c a r e er a v e r age fo r m ula), そ して最
終給与公式 (fin al pay fo r m ula) である ｡
【4】 確定拠出制度の 場合 には, 企業の 制度 へ の 関与は , 拠出によ るキャ ッ シ ュ ･ ア
ウトフ ロ ー をもっ て 終了する o そ の運用 札 もっ ぱら自己責任 にお いて行なうo
確定拠出制度には , 利潤分配制度 (profi卜sha ring pla n s), マ ネ ー ･ パ ー チ ェ ス
制度 (mo n ey - pu rcha s epla n s), 節約貯蓄制度 (thrift a nd s a vings pla n s),
従業員持株制度 (e mplo e e sto ck o w n e r ship pla n s :ESOP), そ して401(k) プラ
ンがある｡
【5】 OECD[1993], p.ll.
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を有する ことになるo 本章で は , これまで第3章および第4章 において史的に分析
してきた結果を受 けて , 合衆国 にお ける退職給付会計が現状におい て構造面で どの
ような特徴を有して い る の か を分析する ｡ 特に, 史的に形成されて きたERISAの 思
考がどの ような形で退職給付会計基準に反映してい るの かを明らかにす るために,
次の2つ の点か ら分析を行なう ｡ 1つ は, 退職給付会計 シス テム の構造的分析に
よっ て, 退職給付制度 に関わる経済主体の 間で対立する利害を退職給付会計シス テ
ムがどのように裁定す る のか を明らかにす る ｡ 第2 に, SFAS35およびSFAS87の それ
ぞれの利潤計算構造お よび基本的な会計目的等の検討 によ っ て , 退職給付会計が会
計理論的な側面か ら見 て どの よ うに とらえられるの か という点に関する検討を行な
う｡ 退職給付会計が経済社会 に重要な影響を及ぼすの であれば こそ , 計算構造から
算定される報告利益は , 理論的に整合的なもの で なければならない こ とが 一 層必要
だからである｡
第2節 合衆国における退職給付会計
1 退職給付制度にお ける利害の バランス
a 合衆国型退職給付 シス テム の特徴
現在の合衆国型退職給付会計シス テム は, 1974年 に制定 されたERISAを 中心 に規
制されてい る｡ ERISA制定以 前の 合衆国におい て は , 退職給付 システ ム を規制する
包括的な法律は存在 して い なか っ た ｡ そ の 規制は, 主 として 内国歳入法 (Inte r n al
Rev enu ecode :IRC), 連邦福祉およ び年金開示法 (Fede r al Welfare a nd Pe n sio n s
Disclos u r eActs) によ っ て個別 に規制がなされて い た[6]o
【6】 ERISA以前のIRC に関す る最大の特徴は, 年金制度に対 して保険数理的健全性 の
概念 (co n c ept of Actu a rial So u ndn e s s) を何 ら要求する姿勢がな い こ とで
-
ぁ
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1958年に制定された年金開示法が当初有 して い た基本目的は, 制度資産を制度の
運用者その他によ る不 正等から保護し, 加入者や受給者に対して 十分な情報を提供
することにあっ た o 1 962年に法律改正が行われた際には, この 目的を達成するため
に, 労働省などの 労働保障の権威当局の権限の 強化が図られて い る o ERISAが公表
されて以降は, 幾度か実施されて きた税制改革法 (Ta xRefo r mAct :TRA) や総括
予算統 一 法 (Om nibu sBudget Re con ciliatio nAct:OBRA) 等によ っ て , 規制の拡
充がなされてきて い る[7]｡
このよう に, 合衆国 の 退職給付シス テ ム は多くの 規制の 上 に成り立 つ シス テム と
なっ てい る｡ 退職給付 シス テ ムの 構造は, 政府機関そ の他が行なう規制の方向性と
大きさ, たとえば, 経済政策におい て大きな政府をとるか小 さな政府を とるか, あ
るいは景気がどの ような動向にあるか等に よ っ て左右され得る こ とになる｡ たとえ
ば, Papke [1992] で は, 確定拠出年金制度の ひ とつ で ある401(k)を通 じて行われ
る貯蓄活動 は , 税 制 と強 い 相 関関係 をも つ こ とが指摘 されて い る ｡ Papkeは ,
401(k)に対する加入者 が増加する 一 方で , そ の確定拠出年金制度を通 じて従業員が
拠出する こ との メリ ッ トが, 86年税制改革法 (TRA86) によっ て抑制されたままに
るo 退職給付に関す る企業リスクあるい は加入者リス クの見積 りを正確 に行なう
ことを趣旨と した保 険数理的健全性 の概念に従えば, 数理計算が健全に行われな
ければ, 将来の給付 にかかるキャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー が正確 に計算で きない こ
ととなる o こ の 点 に つ い て は, 当時のIRSの 関心が , Q)拠出額 に対す る課税標
準, ②拠出額に関す る稼得利益に対する免税額, ③従業員に対する適正 な課税,
の3つ であ っ た (Bu r o n s o n[1957], p. 31) こ と に起因するだろう ｡ これらは ,
年金制度の 健全性に必ず しも結びつ か なく とも達成 し得る課題だか らである｡
【7] OBRAで は レ - ガ ン政権 下 で行 われ た1986年の 税制改正 (Ta xRefo r mAct of
1986:TRA86) 以降 に追加的な税制の 変更が行われて い る｡ 特に, 1987年の 改正
(OBRA87) は , FASB によ る負債の 解釈 を補強す べ く行われた立法措置 で あり,
FAS引こよ っ て採用された債務概念を基準 に, 積立不足にある年金制度に対して ,
年金拠出の 引き上げ, PBGCへ の割増保険料の 支払い等の 規制を行 っ て い る ｡
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なつている こ とを理由 に, 401(k)による貯蓄活動は今後増大する可能性を有して い
ると結論付けて い る (p･ 7およびp･24)｡
合衆国における退職給付シス テム が上述 の ような多重の 規制を受けて い る こ と
揺, 翻っ てみれば, こ の ような規制がなければ, 退職給付シス テムが自律的に機能
しないことを示 して い る o この 意味で は, こ の 自立性を損なう要因こそ が, 合乗国
の退職給付 シス テ ム の 特徴 を表 して い る とも言えるだろう ｡ かか る視点からすれ
ば, 合衆国の 退職給付 に対する規制の 性質を考察する こ とによ っ て , 合衆国の退職
給付システムの 本質 的な構造が明らかになる はずである ｡ そ こで , 以下で は退職給
付システムが企業 に設置される制度である こ とに着目 し, 企業シ ス テムおよび退職
給付システム相互 の 関係からこ の本質的な構造 を明らか にする ｡
b 合衆国型企業システム と退職給付制度
しばしば, 合衆国企 業は ｢株主主権+ の 企業 システ ム をと っ て い るとい われる ｡
たとえば, Ro s s[1973], Je n s e n a nd Me ckling [1976], および Fa 皿a[1980] 等の
エ ー ジ ェ ン シ ー 理 論 に お い て は , 合 衆 国 企 業 に お ける 株 主 は , ｢剰 余 権者
(residu al claim a nt)+ と して と らえられて い る ｡ また, い わゆる ピ ー プル ズ ･
キャピタリズムが定着 して い る合衆国にお い ては, 投資家が企業の 利害関係 におい
て権利を強く主張する こ とが多い ｡
この特徴は, 商事法の 会社法規定における会社機構によ っ て も確認し得 る｡ 山浦
[1994] によれば, ｢世界の 主要国の 会社機構は, 基本的に 一 元機構制 (o n e- tie ,,
orsingle -tie rbo a rd syste m), すなわち取締役会 に業務執行 と監督の 両機能を果
させる経営管理機構 と二 元機構制 (tw o- tie rbo a rd syste m), すなわち業務執行機
関としての 取締役会 と監督機関と して の 監査 ( 監督) 役会か らなる経営管理機構
と, 両者の 中間的な機構, 一 般的には取締役会 を中心に構成され, 監査 (監督) 役
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会的な機構を並立させ る機構 (折衷機構制) に大別 (265頁)+ され, ｢アメリカの
会社機構は純粋な
一 元機構制と称す る こ とがで きる (266頁)+ とい う o つ まり, 一
元機構御のもとで は, 株主 と取締役ならび に取締役会が垂直関係 として とらえられ
るために, 契約理論が提示す るような企業経営者および株主の直接の契約関係を想
定することが可能で ある o
退職給付システム は企業の も とに設置され, そして運営されるもの であるから,
何らの規制が社会か ら課されない 状態にお い ては, こ の ような企業システム の 特徴
がそのまま継承され る こ ととなる ｡ 経営者 は人的資源 マ ネジメ ントの観点か ら, 樵
主効用極大化を追求す る退職給付制度運営を重視する の である ｡ 労働 コ ス ト, すな
わち退職給付コ ス トを最小限に し つ つ も労働者が生産性を向上 させ , 結果 と して株
主の利益を確保する こ とが目的とされる｡
この視点から, 労働者 に対 して支給される退職給付水準に つ いて考 えてみ よう｡
確定給付制度の運営は, 運営 の 成否 によ っ て将来退職給付コ ス トがキ ャ ッ シ ュ ･ ア
ウトフロ ー と して生じるリス クが存在して い る ｡ 退職給付 コ ス トを極小化す るこ と
に重点をおくの で あれば, 投資 ･ 運用によ っ てリタ ー ンを極大化 しキャ ピタル ･ ゲ
インを獲得する こ とより, む しろ低リタ ー ンで あ っ てもリス ク を低減 し得る資産 へ
の投資が指向される こ と にな る｡ 投資の 失敗 によ っ て退職給付 コ ス トの負担が大き
くなれば, 企業の 期間利益を減少させ る要因となるためである ｡ したが っ て , 年金
制度資産運用の著 し い成功によ っ て 退職給付水準の 向上がな される期待をも つ こ と
は難しい と考え得るだろう｡
この ように, 合衆国の 企業 シ ス テム の下では, 従業員の 給付 を確保し増大させ る
ための制度運営は, 本質的 には重視されない 構造を有 して い るの である ｡ この こ と
は
, 第3章および第 4章におい て史的考察 を行 っ た際に既に明らか にされて い る ｡
従業員の権利が侵害されるがゆえに, スチ ュ - ドベ ー カ ー 社 (Studebake rCo.) の
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御座に際して積立金不足の 問題が顕在化した
[8]の であるo
国表5
- 1 合衆国における利害バ ランス
① ERISÅの規制以前
この 構造 では, 経営者 は株主の 利害 に重点が置かれる
経営者
合 慧
1'
#
X
i
f
#
従業員
② ERISA規制以降
こ の 構造で は, 従業員の 利害も経営者の考慮対象 となる
経営者
合衆国型企業 シ ステ ム
株主重視
株主
ERISA による規制
従業員の受給権保護
従業員
【8】 この点は既 に4 章で もふれ て い るが, 詳 しくは井上(久)[1998](193頁), 森戸
[197](25頁) 等を参照の こ と｡
第 5章 合衆国型の 退職給付会計システム 5 - 8
将来のキャ ッ シ ュ
｡ アウトフ ロ ー は, 退職給付が退職者 に支払われた時点で確定
することから, 積立金不足 は将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー の見積りが正確な額
よりも低く計算されて い る場合 に生じる ｡ したが っ て , 従業員の受給権を保護する
という視点からは, こ の ような積立不足は明らか に受給権の侵害となる｡ 何 らの規
制がなければ, 退職給付会計システ ムの 利害バ ラ ンス は大きく株主に傾き, 従業員
の利害が侵害され る構造的な問題を抱えて い る の である ( 図表5 - 1 の①)｡ 従業
員の受給権を保護する こ とが出来なければ, 退職給付 システ ム に期待 され る老後退
職所得保障として の 役割は十分 に果たせ ない こ とになる ｡ そ こで , この 間題を解決
することが合衆国にお ける退職給付 シス テム の 課題 となり, 結果 , 既述の ような多
重の規制が行われる こ ととなっ た｡ ERISAは, この規制の 1 つ である ｡
ERISAは, 最初の 法案か ら数えて 7年, 本格 的調査 ･ 研究 ･ ヒヤリ ングに入 っ て
から3年の歳月を費や した後 に, 合衆国議会 におい て成立 した年金改革法で ある ｡
図表5 … 1の ②に示 したようにERISAの 規制に よ っ て は じめて , 退職給付に関す る
経営者の運営活動が, 株主の効用だけで なく従業員の効用をも考慮したもの となっ
たのである ｡ そう い っ た意味からすれば, 合衆 国の 退職給付シス テ ム で は, 株宝主
権と受給権保護が相互 に関係 し合 っ てバ ランス を保 っ て い るの である｡
c 経営者行動に対するER]SAの機能
これまで に幾度か指摘してきたように , 企業経営者は退職給付の運営活動に関し
て
, 常に2 つ の方向性 を考慮 した上 で 1 つ の 投資政策を導き出す｡ 第 1 に, 企業経
営者は, 対従業員の 視点か ら, 従業員の退職給付の 維持 ･ 増大を目標 とする退職給
付運営を行おうとす る ｡ 経営者は , 従業員効用極大化を目標に退職給付運営を行 な
うことで, 企業の業務活動 に貢献する従業員の 功績 に報い ようとす るの である ｡ 第
2に, 対株主の 視点か らは , 企業経営者は , 人的資源管理 (IRM) を効率的に実施
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して期間利益を確保す る こ とを目標とす るo つ まり, 退職給付コ ス トを低減 しかつ
退職給付ベネフ ィ ッ トを増大す るような制度運営を志向するの であるo
この際, まず, 給付政策および積立政策の双方によっ てあらかじめ算出されて い
る数値を考慮して , 従業員効用極大化および株主効用極大化の 両者を同時に満たし
得る投資目標が定められる こ とになる. 続 い て , こ の 投資目標を達成する こ とが想
定される資産投資 ･ 運用の リスクおよびリタ ー ンが, 経営者によっ て選定され そ
れに基づいて , 年金制度資産の資産配分が実際に行われる こ とになる｡
ここで問題となる の が, 合衆国の 企業 シス テム で ある ｡ 合衆国の企業シ ス テム は
株主主権とい う特徴 を有 して い る か ら, 投資政策に株主の 意 向が反映 されやすく
なっ てしまうの で ある . こ の シス テム の特性から, 株主 を重視するような制度運営
が本質的に強く指向され 従業員の利害は相対的 に劣位になりがちな状況が導か れ
てしまう こ とになる ｡ 実際, 第2章および第3章で検討 したように , ERISA制定以
前には積立不足によ っ て従業員の 受給権が侵害される状況は , 歴史的にも しばしば
観察されて い る ｡
ERISAで は, フ ィ デ ュ ー シャ リ - 規定[9]によ っ て 経営者の 退職給付運営活動を制
限すること で , ア ン ･ バ ラ ンス な利害調整構造 を改善し, 退職給付シス テ ム にお け
る従業員の 受給権を保護 して い る ｡ この フ ィ デ ュ ー シャリ - 規定の 下 にお ける経営
者の義務‖o]は, 注意力 ･ 専門能力 ･ 慎重性 ･ 勤勉 さをもっ て そ の投資活動を行なう
ことである｡
このなかで決定的に重要な概念は, 慎重性を資産の 元本部分にの み関わらせ る べ
きかそれとも投資成果 の果実部分に まで 関わらせ るか とい う点である ｡ 慎重性の解
【9] ERISA§3(21).
【10】 ERISA§404.
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釈には基本的に, 英国からの影響を受 けて形成されたニ ュ
ー ヨ ー ク法則と, 合衆国
iこおいて独自に形成されたマ サチ ュ
ー セ ッ ツ法則の 2 つ が存在してい る o
ニュ ー ヨ
ー ク法則 (こ の 立場からの 投資に対する慎重さ とは, ニ ュ ー ヨ ー クの
EingV. Talbot 事件におけるWo odr uff 判事の判決 に代表されて い る) の下で は,
投資資産対象は安全第 1の 投資物件に銘柄を限定する こ とが要件とされ るため, 投
資対象として株式を選択す る こ とは , 信託条項 におい て定める場合を除い て禁止さ
れている｡ この法則の もとで は, 投資収益 よりも元本 の確保 に重点を置い た慎重性
が経営者にもとめられる ｡
一 方, マ サチ ュ ー セ ッ ツ法則 (マ サチ ュ ー セ ッ ツ のHa r v a rd Collage v. Am o ry
事件における州最高裁判所のPutn a m判事の判決に代表 されるの で この よう に呼ばれ
る) の場合には , 元本 の保証を重視しながらも収益確保に対 して も経営者 は慎重で
ある必要がある[11]｡
もしも, 従業員の 受給権確保の み をERISAが 目的と して い るの で あれ ば, 元本確
保に加えて収益確保 を義務付けるマ サチ ュ - セ ッ ツ法則 をERISAフう号取 っ て い るもの
と考え得る ｡ けれども , ERISAの 慎重性は投資 に関するリス ク ･ テイク の 裁量を経
【11】 この ような, 慎重性 に対す る立場の 相違は , 投資行為 のうち投機の 概念 に関
する解釈の 相違か ら生じる｡ 海原 [1993a] は, 投機 につ い て次の ように述べ て
いる ｡
｢投機 と言う概念 に正確 な法的定義 を下す こ とは難 しい ｡ 殊 に, 信託資産
投資に際 し, 何が投機で あり, 何が ビジネス マ ン として の 冒険で あるかの
区別は , 判例 におい て も時代および場所に よ っ て常 に変動す る ｡ 一 般に,
ニ ュ ー ヨ ー ク法則 に よ れば, 株式投資 はす べ て 投機 とみな され る の に対
し
,
マ サ チ ュ ー セ ッ ツ法則 で は , 投機 の解釈 に非常 に柔軟的で , 投機 と い
う言葉と資産 の 永久的処分 とい う言葉を対政的に取り扱 い , 元本の 安全性
と同時に長期的な収益性を重視 して , 投機か 否かの 決定 は ､ 会社の 健全性
とか取引自体の 性格 の ような他の 要素を加味して考慮す る｡ (285頁).+
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営者に置く こ とを前提 と して 成立する現代投資理論に より導か れて い る o そ れゆ
え, 元本確保を重視したうえで 収益獲得を可能 と考える伝統的なマ サチ ュ ー セ ッ ツ
法則よりも
- 層進んで い るもの と解釈するは うが実態 に則 して い るだろう[12]o
ところで, 第4章に示したような退職給付の エ ー ジ ェ ンシ ー 関係か らすれば, 過
職給付運営および企業経営 の 両契約の エ - ジ ェ ントを兼ねる経営者 は, プリ ンシパ
ルである従業員および株主 の ためだけで はなく, 自身の利益 のため にも行動する こ
とが想定される こ とに なる ｡ その ため, 経営者の 選択した退職給付政策が, 従業員
および株主双方の 利害に対す る効用を満たす保障は本来まっ たく存在 して い ない と
言っても過言で はない o エ ー ジ ェ ントとし て の経営者 とプリ ンシパ ルで ある従業員
および株主の 間にある , 退職給付の 運営活動情報 の非対称性も加味すれば, 退職給
付の関係は1つ の トライア ン グル 関係 として とらえる こ とが出来る o プリン シ^Dル
が退職給付運営を事後 的に検証する ための 情報を求めるの は必然の 理で あり, こ こ
に退職給付に関する外部会計の必要性が存在す る こ とになるの である 0
2 利害調整構造とERISÅ
a 財務報告に対するERdSAの機能
退職給付会計シス テ ムの 財務報告に限っ たこ とで はないが, 現代会計は 2 つ の 大
きな目的を達成す る こ とをその 使命 と して い る. ステ ー クホルダ ー 間の利害調整に
【12】 経営者が危険愛好的な投資運用を行っ た場合, 投資結果は極端な場合 , 元本
を大きく割 っ て しまう可能性が有る ｡ これは, マ サチ ュ ー セ ッ ツ法則 における
伝統的な立場, つ まり元本保全を第 1 に考える慎重性に明らか に反する投資行
為である ｡ ERISAの も とで は, 投資の リスクは , 投資運用の ポ ー トフ ォ リオを構
成する個 々 の 資産 に対 し分散 される の で ある . こ の 点は, An o nim o us Article
[1975], p. 973を参照の こ と｡
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糾 て分配指標を提供し, 同時に投資意思決定 に有用な情報も開示されなければな
らないのである o こ の 2 つ の 目的を達成する ために , ディ スク ロ
ー ジ ャ - の 内容
が, 基本財務諸表, 補足情報, 開示情報等 に 区分されなければならない の である ｡
飼えば, 分配指標として の 配当可能利益は, 基本財務諸表 における利潤計算構造か
ら導き出せるもの で なくて はならないで あろうし, その ような利潤計算構造が同時
に勅封旨標として の 期間利益やキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー に関する情報を提供 し得るもの
でなくてはならな い だろう｡ 通常の 場合 , 財務情報を どの ような区分によ っ てディ
スクロ ー ズす るの か , 言い か えれば, 基本財 務諸表の 利潤計算構造や , 各構成要
秦, 開示情報がどの よ うに規定 されるか は, その 国の 基準設定機関の会 計目的観お
よび利潤計算構造観がどの ようなもの で あるか とい う こ とに強く依存して い る ｡
合衆国の場合, た とえば, 従業員効用極大化の視点か らは, 企業経営者は, 従業
員に対して退職給付 の運営に 関す る財務報告 を提供す る必要があるが, この 財務報
告の区分および内容 を規定す るの は , 究極的には基準設定主体で あるFASBの会計目
的観である . また , 経営者は企業経営上 の 人的資源 マ ネジメ ン ト (HRH) の 退職給
付運営に関する情報 を株主 に対 して も提供す る必要があるが, この 財務報告 に関 し
ても, FASBの会計目的観 と計算構造観が深く関わっ て い る.
合衆国の退職給付会計シス テム におい て は, 従業員に対する会計情報は, 主 とし
てSFAS35 に基づい て作成される確定給付制度の 財務報告によ っ て伝達される ｡ そ こ
では, 制度資産 は公正価値 によ っ て , また年金債務 に関して は保険数理法に基づい
て算出された数値を割引現在価値 によ っ て それぞれ認識 ･ 測定される こ とが定めら
れている ｡
SFAS35が設定された発端は , 既述 したようにERISAによ っ て監査済の 年次報告書
を労働省 (DOL) へ 提出する こ とが企業に義務付けられた ことで ある｡ このERISAに
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帥 て規定されて い る退職給付制度の 報告 には, 定期報告および特別報告の 2 つ の
種類が存在 して い る o 定期報告
[13】は, Fo r m5500をはじめ として , Fo r m5500-C,
F8rm5500
-R, Fo r m5500
-E Z とい っ た年次報告書によ っ てIRSに対して行われる[14]o こ
れらの報告書が通常 の 財務報告と異なっ て い るのti, 基金の 利益を算出する ことが
財務諸表の ゴ ー ルで はない こ とで ある o 基金 の最終目的札 あくまでも退職給付シ
ステムとして従業員 に給付 を行なう こ とで あり, 給付が可能であるか否かを知らし
むることである｡ したが っ て , こ の会計目的に合致するようなル ー ス な利潤計算構
造がFASBによ っ て選択されたの で ある｡
年金運営の パ フ ォ ー マ ンス は , IRMにお ける年金 コ ス トおよび年金ベ ネフ ィ ッ ト
の管理として企業財務および企業 の 利潤計算に 関わ っ てく る ｡ 拠出企業が, 株主
に対しこの活動を財務報告する際に従わねばならない の がSFAS87である .
そもそも, 企業の 立場から見た年金コ ス トには2 つ の 種類がある ｡ 1 つ は , 労働
の役務提供を発生主義によ っ て把握する とい う期間年金費用であり , もう1つ は,
年金の運用活動にお ける運用の 失敗等に よ っ て生 じる追加的年金コ ス トである ｡ 年
金の運用が成功 した場合 に は, 年金 ベ ネ フ ィ ッ トが生じる こ ともある ｡ 前述 の 通
り, 財務報告における退職給付会計は, 企業の 利潤計算体系の なか にこれらの情報
をどのように組み込むか とい う こ とが重視 される｡ そ の 際の 論点は, 主に次の 2 つ
である｡
まず, 報告利益 は , 企業 の 外部利害関係者 の 法律的な利害 の裁定 の 機能 を果た
し
, 特に配当可能利益の 算出 とい う点で , 株主の 利害を確定する大変重要な機能を
【13] ERISA §103, IRC §6058(a).
【14】 IRSは適正 な報告書を制度 の 期末か ら7 ケ 月以内に フ ァイ ル し , そ の 複写を
DOL に渡 して い る ｡ こ の ため, 退職給付制度の 報告 に関 して は, 個々 の規制機関
が相互 に均質な情報を得られる環境が整備 されて い る ｡
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担つているo それゆえ , 利潤計算構造 に退職給付コ ス トおよびベ ネフ ィ ッ トをどの
ように組み込むか とい うこ とに利害調整は影響を受ける ｡
次に, 財務報告書に記載され る退職給付の 運営 に関す るキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 情報
が変化する こと によ っ て , 資本市場 における企業評価が異なっ てく る ｡ キャ ッ シ
ュ ･ フロ ー の 視点か らすれ ば, 年金コ ス トに関する情報はキャ ッ シ ュ ･ アウトフ
ロ ー に関する情報で あり , 年金 ベ ネフ ィ ッ トに関す る情報 はキャ ッ シ ュ ･ イ ン フ
ロ ー に関する情報 とな る. SFAS87 におい て は, 追加年金 コ ス トを負債と してオン ･
バランスされ, 将来 の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー に関す る情報としてディ ス クロ ー
ズされて い る｡ こ の こ とは株価形成に重要な影響を与え るこ とになる ｡
SFAS87で は, 最終的 に事後的な退職給付 コ ス トおよびベネ フィ ッ トのイ ンパク ト
のみを, 企業の立場か ら認識 ｡ 測定する こ とと規定されて い る ｡ 制度資産 に関して
は公正価値によっ て認識 ･ 測定 し, 年金債務に関して は保険数理法 によ っ て算出さ
れた数値を割引する こ とによ っ て 認識 ･測定する ｡ そして , 年金制度資産および年
金債務の差額を算出し, ネ ッ トの イ ン^oク トを利潤計算に関わらしむるの である o
この結果, 公正価値の 選択, 保険数理法の選択, 割引率の選択などによ っ て , 高い
弾力性が報告利益をは じめ とす る会計数値にもたらされる こと となる ｡
以上の検討から, 合衆国の退職給付会計シ ス テ ム におい て は, 制度の 財務報告 に
せよ企業の財務報告 にせ よ, 財務報告書の 作成者で ある経営者に対 し, 会計方針の
多様な選択肢が用意 されて い る こ とが明らか となっ た｡ 経営者の退職給付 に関する
会計方針の 選択は , 報告利益およびキャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 予測情報の 双方の 数値を変
化させ, 結果 と して 従業員お よび株主そ して経営者 自身の 利害調整 に影響を与え
る｡ この ため, 退職給付会計シ ス テム におい ては企業経営者は財務報告 におい て 退
職給付会計政策をとる こ とが で きる構造 とな っ てい ると解釈し得る｡
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b ERISAと会計政策
退職給付会計 システ ム が前述の ような構造 をと っ て い るの は , 明らかにERISAの
影響を強く受けて い る ためで ある ｡ ERISAにお い て は, 経営者 に フ ィ デ ュ ー シ ャ
リ- としての 責任下におい て , 従業員効用極大化 と株主効用極大化を双方とも満た
すような退職給付の 運営活動 を行わせ る こ とと して い た｡ ERISAの 行動 フ レ ー ム
ワ ー ク下におかれる フ ィ デ ュ ー シャ リ - として の 経営者は, 資産の 運用状況 に基づ
くポ ー トフ ォリオの 変動や運用受託者の変更, 従業員の移動等によ る年金債務の 見
直しに基づく投資 目標の 変更などを動態的な環境下で行わなければならない ｡ 経営
者に対して , この ような機動的な制度運営を可能に し, 従業員, 株主および経営者
から構成される利害ト ライ ア ングル の利害調整を適正 に行わ しむ るために は, 代替
的会計処理方法を用意する必要が根本的に求められる ので ある ｡
第2章において指摘 したように, 一 般に経営者の とる会計政策 には, 技術的会計
政策および実質的会計政策がある こ とが知 られており, 退職給付会 計におい ても こ
れが当てはまる ｡ こ の こ とを前提と して , 退職給付運営を業務以外 によ る企業利益
の獲得手段[15]と して活用 し, 退職給付資産の 投資活動を積極的に行ない , 報告利益
を増大させる場合を考 えてみ よう｡
退職給付における技術的会計政策で は, 認め られる代替的会計処理から 1 つ の 方
法を選択する こ とによ っ て , 利潤計算に用 い る年金コ ス トおよび年金 ベ ネフ ィ ッ ト
が変更され, 結果 と して報告利益が変動す
.
る ｡ この ため, 退職給付運営が良否に関
わらず, 認められた会計処理の なか でもっ とも報告利益を大きく表示す る こ とがで
きる代替方法 を経営者は選択する ことがで きる こ と になる ｡ しか し, この ような会
【15】 この点 に関連 して , IASCの 論点整理書で は積立式の 年金基金が子会社および関
連会社として 連結すべ きか とい う点の考察が行われて い る｡
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計政策は, 退職給付 の運営活動の 事後に行なわれるために, 当該活動の ベクトルを
変更する ことはない o
ところが, 実質的退職給付会計政策で は, 年金 コ スト ･ ベ ネフ ィ ッ トの 要因であ
る投資政策自体が操作され 会計数値が制御される ことになる ｡ た とえば, 経腎者
が退職給付を担うセ クタ ー がプロ フ ィ ッ ト セ ンタ ー となり得るもの と判断 し, 莱
際にそのベ ネフ ィ ッ トを利潤計算構造におい て表現し得 るの であれば, 企業経営者
は自己の想定する収益 を見込んで , リタ ー ンを追及する ような投資政策 を選択する
ように行動するはずで ある ｡
もともと, SFAS87における会 計規定では, この ような実質的会計政策を経営者が
利用するイ ンセ ンテ ィ ブが 2 つ 暗示されて い る ｡ 1 つ は, 投資の リタ ー ンが高い 場
合に, 費用に関して ｢拠出の 休日 (c o ntributio nholidays)+ が認められる ことで
ある｡ 2 つ めは , 企業からの拠 出不足によ っ て積立不足が生じるはずの 状態でも,
投資のり夕 - ンがそれを上 回るの であれば, 積立不足 は利潤計算上認識 されない こ
とである｡ つ まり, こ の 2 つ の メリ ッ トを誘引として経営者が積極的な退職給付運
営に乗り出す可能性 を持 っ て い るの で ある ｡
このような会計政策面で の 裁量 の 大きさは , ある特定の利害関係者を擁護する会
計政策を採る こ とによ っ て , 他の 利害関係者の 利害が侵害される可能性を有 して い
るという点で , 通常ならば問題となるはずで ある ｡ 利害関係者相互 間における利害
の競合 ･対立は , 水平的 ･ 間接的関係だからである ｡ しかしながら, 合衆国の 場合 に
は経営者の こ の ような会計政策上 の裁量さ えもERISAの フ ィ デ ュ ー シ ャリ - 規定の
対象とする こ とによ っ て この ような本質的な問題を回避 して い る ｡ 逆に見れば, こ
のようなERISA の規定を背景 に して い るか らこそ , 会計処理が上述の よう に定めら
れるのである｡
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ところで, 利害調整 の 結果が従業員にとっ て思わ しくない 場合にも, 労使交渉を
通じて, 経営者の 投資政策が変更される こ とがある o 従業員としては, 給付を増大
させることが退職給付制度における最も重要な関心事になるから, そ の 目的を達し
得るような年金政策を獲得するために労使交渉を行なう こともあるの である｡
以上の ように, 合衆国の 退職給付会計シス テム では, 退職給付会計 に多様な代替
的会計処理を用意す る こ とによ っ て , 経営者 に自由な制度運営活動および顛末報告
ができる財務報告環境 が付与 されて い たの である ｡ 企業の 経営者は , ERISA とい う
法律によるバ ッ ク ･ ア ッ プを背景 に, 財務報告上 の規制 とい う制約要件の もとにお
いて運営活動を行ない , また会計政策を実行するの で ある ｡ この 背景には , ERISA
によっ て経営者 に強 い フ ィ デ ュ ー シ ャリ - 責任が課さ れ その 法的責任の 下で , 経
営者が退職給付運営上 , 一 定 の 自由裁量をもつ こ とが出来るようになっ て い たこ と
が関わっ て い た｡ また , 経営者 は , ERISA によっ て給付資金 の元本をリス ク にさら
すような退職給付運営 を行なう こ とが出来る よう にな っ た反面, 報告規定 によ っ て
その顛末報告が義務付けられ る こ と によ っ て , その 成否 を財務報告におい て明らか
にする義務を負うこ ととな っ たの である｡
3 信親性付与の乗任配分構造とERISA
a 財務報告の信頼性とERJSA
既に述べ たよう に, 退職給付会計シス テム にはERISAの フ ィ デ ュ - シャリ - の 概
念および退職給付制度 に関する報告の 規定が深く関わりを持 っ て い る ｡ 経営者は ,
ERISA のフ ィ デ ュ ー シ ャ リ - 規定を背景に退職給付制度 の 運営 に対す る自由な活動
を保証されて い るo しか しながら 一 方で は, そ の 行動の 結果 札 ERISAの 報告規定
によっ てDOL等の 規制機関 へ 報告が義務付けられて い る ｡ ERISAが有す この ような2
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っの機能は,
一 見する と互 い の.長所をなくして しまうかの ごとく に感 じられるが,
実は, 広範な代替的会計処理を用 い て会計政策を行なう ことを可能にする退職給付
の財務報告シス テムが構築されて い るために , それぞれが互 い の 長所を引立て るよ
うに機能して い る ｡ 敷街すれば, 経営者は会計基準とい う1つ の 制約 にとらわれる
ことなく投資運用活動を自由に行ない 得る こ とが保障されるの である0
ただ問題は, これらの 財務報告が退職給付制度の 運営を行なう経営者自身によっ
て作成されて い る とい う点である ｡ 退職給付 の財務報告は, 信頼性を付与されて こ
そはじめて利害調整に有用な情報 となる ｡ しか しながら, 先ほど述べ たよう に, 過
職給付の財務報告 は自己 の利益を優先す る可能性 をもつ 経営者に よ っ て 作成される
のであるか ら, 株主, 従業員および経営者の 利害調整に利用し得 るための情報 とし
て信頼性があるか否か , ある い は経営者が作成 した財務情報が運営活動を誠実 に反
映している とい う保証は, 何らかの規制がなければ必ずしもあるわけで はない ｡
そこで, 公認会計士 が, 経営者 の退職給付の 制度運営 において 実際に受給権保護
のために経営者が行勤 したか を, 事後的にチ ェ ッ ク しモ ニ タ ー する こ とがERISAに
規定される[16]こ と とな る｡ 経営者が作成した財務幸艮告書に信頼性を付与する構造が
必要とされるの で ある ｡
退職給付の財務報告 に対する信頼性は, ①業務を誠実 に履行す る とい うアクチ ュ
アリ ー の責任, ②アクチ ュ アリ ー の 利用 をはじめとして 退職給付の 運営を誠実に財
【16】 ERISA§103(a) (3) (A)に よれば, ERISA に基づく年次報告書 には , 一 般 に認め
られた会計原則 (GAP) に基づ いて 作成 され, か つ 一 般に認められた監査基準
に基づい て , 公認会計士 に よ っ て監査を受けた退職給付制度に関する財務諸表
が含まれる こ と とな っ て い る ｡
合衆国の 退職給付制度自体 のG 舶PはERISA の公表時点で は存在 して い なか っ
たため に, 合衆国の 会計基準設定主体で あ る財務会計基準審議会 (FASB) は,
新たに会 計基準 を設定 しなければならなか っ た｡ 現在で は, 制度 の会 計基準が
存在するの でそれ に基づい た年次報告が行われる ｡
第5章 合衆国型の 退職給付会計システム 5 - - 1 9
務報告に反映させ る と い う経営者の責任 , ③当該財務報告に対する監査を行なう職
業監査人の 監査責任 , の 3 つ がそれぞれ果たされてはじめて可能となると考 えられ
る｡ 以下では, ①, ②, ③とERISAとの 関わりを考察する ｡
b 公認会計士による退職給付会計の監査
退職給付の財務報告 に信蹟性を与えるの は , 基本的には公認会計士 の監査制度で
ある｡ 合衆国で は , SAS69に よ っ て会計基準が監査チ ェ ッ ク指標となる こ とが示さ
れており, この視点か らすれば, 退職給付会計基準は退職給付の財務報告にお ける
経営者の誠実性を公認会計士がチ ェ ックする際の 指標となる ｡
退職給付会計システ ム は, SFAS35およびSFAS87を中心に構成されて い るために,
退職給付の財務報告 をチ ェ ッ クする指標は, この 2 つ の 会計基準で ある ｡ 既 に検討
したように, こ の 2 つ の 会計基準はERISA と深 い 関わり を持 っ て設定されて い る こ
とから, 前提となるERISA規定 と制度運営活動 における経営者とアクチ ュ アリ ー の
関係を理解する こ とが, 退職給付 の財務情報 に対する信頼性をチ ェ ッ クする機能を
担う公認会計士 に求められる こ ととなる ｡
まず策1の 必須要件 , すなわち , 経営者 の行動がE RISAの 規定に違反 して い ない
かを確認するために, ERISAの 規定 に関 して熟知 して い る こ と につ い て考 えて み よ
うo ERISAで は, 年金制度 の 立案か ら実施 , 開示 ･ 報告に至 るまで の 規定 を設けそ
れに経営者が準拠す る こ とを義務付けて い る ｡ それゆえ , 監査に際して , 公認会計
士は経営者 の財務報告書が こ のERISAの 規定 に準拠して い る ことの 証拠を入手する
必要に迫られるの で ある ｡ こ の 場合, 職業監査人がERISAの 規定を理解して い なけ
れば
, 経営者行動自体がERISA に準拠して い るか を確認で きな い ばか りで なく ,
E艮ISAとSFAS35およびSFAS87 の関係も明確に理解する事が出来ないた め , 被写体 と
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しての経営者行動が財務報告 に適切 に表現されて い る か を判断し得ない こ とにな
る｡ 監査人は証拠を得 るために , 経営者の陳述書 (repr ese ntatio nlette r)[17]にお
いてERISA に準拠して い る 旨の 陳述を得る 一 方で , アクチ ュ アリ ー および顧問弁護
士等に対して準拠をして い る ことに関する質問を行なわなければならない ｡
次に第2の必須要件, 経営者およびアクチ ュ アリ - そ れぞれの役割ならびに相互
関係を理解する とい う点 に つ い て検討 してみよう ｡ 経営者は, 退職給付運営におい
て高度な専門性を必要 とする事項 を意思決定する際に, アクチ ュ アリ ー にコ ンサル
ティングを依頼し, 場合 によ っ て は退職給付の 財務数値算定も依頼す る[18]｡ 経営者
にとっ て , アクチ ュ アリ ー の 業務は自身で は検証し得ない は ど高度なもの であり,
その業務遂行の 状況如何に よ っ て は, 経営者の運営活動の方向性も変更される可能
性がある ｡ この よ うに経営者 とアクチ ュ アリ ー の 関係は , 退職給付の 財務報告プロ
セスにおいて密接に関わ っ て い る ｡
公認会計士 は, 上述 の ように退職給付制度がERISAに準拠して い るか を確認する
際に, 経営者とアクチ ュ アリ ー の 連携関係に関する資料を入手す る必要がある ｡ し
かし, アクチ ュ アリ ー は公認会計士 の 専門性 とは異な っ た高度な専門職 であるため
に, 算定に関わ っ た財務報告上 の 会計数値の検証に際して は, 他の 専門家の仕事を
利用する こ とが必要 となる ｡ SASllで は, 監査 人による他の 専門家の 仕事の 利用が
規定されて い るの で , これ をも とにアクチ ュ アリ - の 仕事の検証を考えようo
監査人は, 被監査企業 の アクチ ュ アリ ー によ る保険数理計算を検証す る際, 適切
【17】 経営者の 陳述に関 して は , SAS19におい て規定されてい る ｡ それによれば, 経
営者はすべ て の 関連情報を監査 人に提供 し, 財務報告に対 して 責任をも つ こ と
を陳述書と して提示 しなければならない (AU§333)0
【18】 アクチ ュ アリ ー はまた, 制度資産の 評価お よび保険数理債務を はじめとす る
年次保険数理計算書も作成する ｡ ERISA §103(d).
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恋監査証拠を入手す るための監査手続きの 1 つ として , 別の アクチ ュ アリ
ー の仕事
を利用する ことが 出来 る (AU §336･04)o こ の アクチ ュ アリ
- の選定に際して は,
資格証明をはじめと して , 被監査会社との利害関係を入念に調査する必要がある o
これは, そ の仕事の 客観性 を保持する ためで ある ｡ さ らに, 監査人が選 んだアク
チュアリ
- の仕事 に関して は, 監査人, 被監査会社, および専門家の 間で , 次の 事
項の了解がなされて い る必要がある (A口336･07)0
a アクチ ュ アリ ー の仕事の 目的および範囲
b アクチ ュ アリ ー が被監査会社と利害関係を有する場合に は, それ に関
する陳述書
c 採用される方法または俊定
d 採用される方法または仮定に つ いて 前期 と当期の 比較
e 監査人に よる アクチ ュ アリ ー の 調査結果を, 監査人が確証 として利用
する こ とに つ い て , その アクチ ュ アリ - による了解
f 監査人が調査結果 を確証 とするか 否か , 追加手続きを行なう べ きか等
を判断する の に必要なアクチ ュ アリ ー の 報告書の 様式および内容
このような合意 の も とで , 監査人は監査人の 依頼 したアクチ ュ アリ ー によ る調査
を利用しながら退職給 付の財務報告書を検証する こ ととな るが, この 結果アクチ ュ
アリ ー の調査が財務報 告書の 開示を確証するの に適切で あるか を判断し, 合理的で
ないと判断される場合 には追加的手続きを実施す る等の 措置を講 じる必要が生 じる
こととなる (AU336.0 8)0
このように, 退職給付の財務報告 に利用されるアクチ ュ アリ ー の算定数値は, 監
査人の選定したアクチ ュ アリ ー によ っ て調査され, こ の結果をもと に信頼性を付与
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し得るに足るもの か どうかが最終的に監査人によ っ て判断される こととなる｡
以上の理解を前提と して , 監査人は経営者の 退職給付の財務報告がGAAP k基づい
て作成され 虚偽表示がなされて い ない こ とを確認する ことが出来る｡ そ して , そ
の監査人のチ ェ ッ クに よ っ て 退職給付の 財務ディ ス クロ ー ジ ャ ー 情報に信頼性が付
与されてこそ, 利害トライ アン グル における利害調整は機能するの である｡
4 合衆国における退職給付会計の構造
これまで の 分析 より, ERISAが深く 関与す る こ とによ っ て成立する合衆国の 退職
給付会計構造が明らか になっ たで あろう o ERISAは, ･ 第1 にフ ィ デ ュ - シ ャ リ - の
規定を通じて経営者 の 退職給付の 運営活動 に作用 し, 第 2 に報告規定を通じてそ れ
が従業員をはじめ とす る利害関係者 へ 情報開示される こ とに関わっ て い た｡ そ して
第3 に, 監査人の監査を受 ける こ とを規定する こ とによ っ てそ の ような財務報告が
虚偽表示される こ とを回避 し, 適正 に作成される こ とを意図してい たo
ここで, そ の特徴 をより明確に理解するために , これまで の分析によ っ て判明し
たことを, 第2章に提示 した分析枠組み に照らし合わせ ながら整理してみ よう｡ 図
表5 - 2は , 合衆国の 退職給付会計 シ ステ ム の 構造 とERISAの 関わりを示 したもの
である ｡ 株主効用 を高める こ とを目的とす る投資政策はSl を通じて , 従業員 の効
用を高める投資政策はElを通じてそれぞれ策定される｡
この ようなERISA規 定の 背後 に合衆 国の 企業 シス テ ム が存在する こ と に言及 し
たo 合衆国型企業 シ ス テ ム は, 株主主権 とも言われる よう にス テ ー クホル ダ ー とし
ての株主の 権利が本質的にク ロ ー ズ ･ ア ッ プされて い るo こ の ため, ERISA の規制
を適用して い ない 状況下で の退職給付の 運営活動は, 従業員 に不利 に行われる本質
的な構造を有 して い た ｡ この こ とは エ ー ジ ェ ン シ ー 理論の視点で とらえてみれば,
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ェ - ジェ ントと して の 経営者は, 従業員 というプリ ンシ^
o
ルよりもむしろ株主と言
うプリンシ^
oルを優先す るような制度運営を本質的に行なう傾向を有する ことと理
解される｡
図表5 - 2 合衆国の 退職給付会計システム
監査済報告書 に関す るERI SAの 規 定
APBO 8以降に全面的に 関与
財務数値 の 算定(事前的関与)
アクチ ュ アリ ー
保険数理 計算
退職給付運営の
コ ンサ ル テ ィ ン グ
株主重視の 合衆国 型企業 シス テ ム
株主主棲
保険数理計算の
監査他の 専門家
の利用
責任配分
財務報告書の 作成者
経 営 者
slb diュ
授賞政策
/ERISA の報告規制エ ンテ ィ テ ィ ー
拠出企業の 財務報告
SFAS87
秩
財務報告の チ ェ ッ ク(事後的関与
職業監査人
監査済報告書に関するERISA の規定
退職給付 の 財務報告の 監査
チ ェ ッ ク指標 と して の
SFAS35 お よびSFAS87
ERISA のフィ デュ ー シ ャ リ - 親御
の 分離 制度o)
l
Bオ務報告
利害の 調整
㌔
-b>
SFAS35
lrLi
従 業 員
経営者が自己の利益 の ために制度運営を行なう こ とも想定される エ ー ジ ェ ンシ ー
理論のもとで は, 株主および従業員の 利害が十分 に確保されない可能性も考えられ
たo ERISA は, この よ うな本質的 にア ンバ ラ ンス な利害関係者間の 関係を調整す る
機能を果たして い たの である ｡
しかしながら, E RISAによりス テ ー クホル ダ - として の 従業員がク ロ ー ズア ッ プ
されるこ とによ っ て , 投資政策が株主および従業員の 双方の利害を考慮して 決定さ
れることとなっ たの で ある ｡ また, ERISAによ っ て制度の 報告が義務付けられた こ
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とによつ て, 退職給付会計シ ステム の 財務報告 エ ンティ ティ ー が企業 と制度の 2 つ
に分離されるこ とに もな っ た o こ のような点からすれば, 合衆国の 退職給付会計シ
ステムでは, ERISA の フィ デ ュ
ー シ ャリ - 規定 に基づい て , 経営者 に自由裁量の高
い運営と財務ディ スク ロ ー ジャ ー の 環境が提供されて い る ことになる ｡ そして , こ
の特徴は合衆国における退職給付会計基準に, 代替的な会計処理の選択肢が多く存
在している ことの論拠 ともなっ て い るので ある｡
さらにERISA にお い て , 退職給付制度の運営の 顛末報告に監査人およびアクチ ュ
アリ ー を関わらしめる とい う規定が設けられた こ とから, 経営者が財務報告に表現
する会計数値を, ス テ ー クホル ダ ー が利害調整を行なうための指標として利用 し得
るように, 信頼性を付与す る責任配分構造が退職給付会計に構築されて い た｡ 財務
報告書の利用者の 立場からすれば, 上述の ような多様な代替処理が会計基準上 に規
定されてい る こ とは, 比較可能性等 の点で問題が生じる可能性を否定し得ない の で
ある｡ 監査制度を通じて , 経営者の 誠実な財務報告書作成とアクチ ュ アリ - の保険
数理計算が検証されれば, 財務ディ ス クロ ー ジャ ー には信頼性が付与されるの で あ
る｡
このように
, 合衆国の 退職給付会計におい て は, 利害調整構造および信栢性付与
の責任配分構造の 結び つ きが , ERISA とい う法律の存在 に密接に関わ っ て い たの で
ある｡ この構造を仮 に合衆国型と名づければ, 合衆国型 の 退職給付会計は, ERISA
の受給権保護規定 によ っ て利害の 対立が顕在化す る従業員 と株主 との利害関係を,
客観的な視点か ら利害裁定す るための機能を有して い る こ とになる ｡ 結局の とこ
ろ, 合衆国の退職給付シス テム は , 退職給付会計の 利害調整の 機能 を通 じて 1つ の
体系的なシ ス テム と して の 意義を保ち得る こ ととなっ て い るもの と解する こ とがで
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きよう｡ そうい っ た意 味におい て は , 合衆国の退職給付会計は経済社会 に対 し強い
影響を与えてい るの で ある o
第3節 SFÅS35による財務報告
1 SFÅS35の情報利用者および開示情報
sFAS35 につ い て は, この 基準が設定された当時, FASBの テク ニカル ･ ス タ ッ フで
あったCas s el a nd Eabnが解説論文を公表 して い る (Ca s s el a ndEahn [1980])｡ そ
こで, 同論文をベ ー ス に しながら, SFAS35 に規定される計算構造および開示情報 に
関する検討を行なう ｡
FASBによるSFAS35の 設定は, アメリカ ･ アクチ ュ アリ ー 学会 (Am e ric a nAc ade my
ofActu a rie s), および労働省 (Do上) との連携関係のなかで行われた｡ それは, 既
に述べたように, 年金基金が年次報告書をDOLに提出する義務を負う こ とがERISAに
おいて規定されて い たために , その 報告目的に適合する財務ディ ス ク ロ ー ジ ャ - の
基準となる こ とがSFAS35 に求められて い た こ とに起因して い る ｡ ERISAの基本的な
目的は, 従業員の 受給権保護の 視点か ら経営者に退職給付運営をさせ る こ と で あっ
たので, FASBは , SFAS35の 設定当初, 従業員の 受給権 に関する情報開示を主たる目
的と考えてい た｡
ところが, 確定給付 制度の 下で 企業は給付にま で責任 を負う こ とか ら, 年金運営
のリスクを企業財務 におい て負担しなければならない ｡ それゆえ, 企業 の ステ ー ク
ホルダ ー に対して退職給付の 運営活動を財務報告する こ とも, 受給権保護と同様 ,
本質的に必要とされて い た｡ そ こ でSFAS35 では, 企業の投資家および債権者, そし
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て経営者自身等に対 しても有用 となる情報を提供する こ とも重要な目的として位置
緋ナた[
19】のである o
sFAS35の財務報告に よ っ てディ ス ク ロ ー ズされるの は, 基金の現時点および将来
の給付時点の 支払能力見積りに有用な財務情報で ある (p.44)｡ この 情報は, 基本
的には次の 4 つ の事項 (SFAS35, pa r. 6) で あるo
①給付に利用可能な期末純資産に関する情報
②当期にお ける①の変動の情報
③累積年金制度給付額 の期首あるい は期末の 保険数理現在価値に関する
情報
④重要な場合 の み③の 年毎の変動要因
いうまでもなく, 退職給 付の 運営活動で は, 資産負債を有機的に結び つ けるAL肘
の視点が重要となる ｡ ALM によ っ て退職給付の 運営活動 にお ける余剰額をい か に管
理するかが, 退職給付 シス テム の 成功の キ ー ･ フ ァ クタ - となるの である ｡ この こ
とから, 上記に示 され るSFAS35の ディ スク ロ ー ジ ャ ー が, 年金余剰金の算出に際し
て利用される計算要素, すなわち, 年金基金の 資産サイ ドに関する①および②の 情
報と負債サイ ドの③お よび④の情報になる こ とが理解されるだろう｡
【19] この点に つ い て は, Ca ss el a nd Kahnも次の ように述 べ て い るo
｢さらに , 財務報告日的 によ っ て算定された累積制度給付 (給付情報)
の保険数理現在価値は , SFAS35形式の 給付情報を含むように1979年に改訂
がなされたFo r m5500のScheduleBにおける関連項目として利用可能でなけれ
ばならない ｡ FASBは, 最終的にSFAS35 で採用された方法を推奨する こ とを
公聴会におい て証明した ｡ 公聴会で議案となっ て い たScbeduleBの 改定案で
は こ の 方法は 要求さ えな されて い なか っ た ｡ (Ca s s el a nd Kahn [1980],
p. 44)+
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2 年金資産の会計処理および開示情報
a 年金資産の分類および評価
sFAS35 における制度資産は, 未拠出の掛金, 運用資産, 営業上の 資産の 3種類か
ら構成されてい る ｡ 未拠 出の 掛金は, ｢事業主 , 加入者, その他の 積立源泉 (例え
ぱ, 州の助成金または連邦補助金 当該資金は分けて 認識される べ きである) か
ら年金制度に対して , 報告日現在 に支払う義務の ある額 (par. 10)+ で ある｡ 運用
資産とは, 既に拠 出された資金を, 年金基金の本来の 目的で ある資産運用, 営利目
的で保有する株式等 の持分証券や社債等の債務証券, 不動産等によ っ て運用 したも
のである (pa r. ll)｡ また, 営業上 の 資産は , 建物 , 設備, 工 具器具備品等の よう
に年金制度を運営する の に必要な資産で ある (par. 14)a
FASBが, この よう に年金基金の 資産を3つ に分類した意図は , 基本的には報告 日
現在における資産評価にある と思われる ｡ 運用資産は, 主に株式 , 債券 , 不動産等
であり (SFAS35, pa r. ll), 投資 ･ 運用活動 の対象 として投機 的な目的で 保有され
る｡ 投機的な活動 にお い て最も重視されるの は, その 投機資産を購入 した時点で投
下した資金をどれだけ上 回 っ た状態で 回収 し得 るの か とい う こ とで ある ｡ 言い換 え
れば, 情報の 利用者が最も知ろう とする情報は, 過去の 購入価格 と現在の 販売価格
の差額である こと にな る ｡ したが っ て , これを会計上の 資産評価の 観点 におい て考
えてみれば, 時価ない しは時価 に近い金額 による評価が現時点で 必要 となるの であ
るo 実際, sFAS35 におい て は次の ように規定されて い る ｡
｢制度資産 は株式あるい は債券, そ の 他の どれであろうと報告日現在の 公
正価値 で評価 しなければならない ｡ 投資の 公正価値と は, 強制的ある い は
弁済以外の 方法 で , 自発的な売り手と自発的な買い手 との 間で , 直ちに売
寛が行われ る場合 に受け取る こ とが合理的に期待 され る額で ある｡ 公正価
値は
, 投資の 市場があ る場合 には , 市 場価格 で 測定さ れなけれ ばならな
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い o 投資の ための 市場が無く, 類似 した投資の ための 市場がある場合 には
売価公正価値を見積もる の に有用で ある ｡ 市場が無い場合には, リスク に
応じて割 引い たキャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー として表される期待キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー
が, 公正価値 を見積もるの に有用であるだろう｡ (pa r. ll)+
このように運用資産に関する情事馴ま, 本質的に現在 における公正価値で評価され
ることが求められて い るの で ある｡
これに対し営業上 の 資産は, 年金基金の 運営上必要な固定資産等であるか ら, 刺
度が清算等にならない 限り, ゴ - イ ング ･ コ ンサ ー ンとして の 立場 におい て保有 し
つづけるこ ととなる ｡ これは, 保有期間中に市場価格が上下 した として も換金され
ないことから, 必ず しも時価 による評価を必要 としない ことを意味するの で ある ｡
言い換えれば, 営業上 の資産の 評価には, 交換価値で ある原初取引価格が意味を持
ち続けるこ とが仮定 される歴史的原価を用 い る こ とは妨 げられない の で ある｡ 伝統
的な視点からすれば, 歴史的原価は取得原価主義会計をべ - ス に した制度会計に用
いられてきた｡ それゆえ, 財務諸表 における表示は, ｢取得原価か ら減価償却累計
額を控除して表示 (SFAS35, pa r.14)+ しなければならな い もの とSFAS35 におい て
規定されるので ある｡
ところで, 減価償却は費用収益対応の原則および費用配分の 原則などの動態的会
計思考によ っ て支えられて い る会計処理で ある ｡ そ の効果は, 資産の 償却という プ
ロセスを経る こ とで , 原初取引にお いて償却資産た投下した資金が回収される こと
である｡ したが っ て , 年金基金運営 という反復 ･ 継続的な活動を通 じて , 投下資金
が回収される こ と に主眼を置けば, 歴史的な原価 によ っ て営業用資産を評価すべ き
であると考え得る ｡ ただ, 減価償却には , 回収資金を次の資産購入にあて る自己金
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離日的とする側面も存在す争の で , この 面 を重視するの であれば, 回収す べ き金
額が現在どの ような価値を有 して い る の かとい う情報も求められるはずで ある ｡
未拠出掛金に つ い て は, 発 生基準で 認識 ･ 測定する こ とと して い る (SFAS35,
par.9)｡ 未拠出掛金は, 制度が拠出企業に対 して有する債権を意味す るの で , 未拠
出がどの時点で確定す るかを定めなければならない の である ｡ 発生時点で これをと
らえることに関して は, 主に次の 2つ の解釈ができるだろう｡ 1 つ は, 労働対価説
の観点からこれを企業 の 債務 ととらえる とい う解釈で ある ｡ 企業は従業員から提供
を受けた役務に応じて掛金拠出を行なうの で , 掛金の 未拠出は従業員に対する対価
の未払い と同様の性質 を有するもの と解釈 を し得るだろう ｡ いま1 つ は, 企業が制
度運営に対する法的責任を負 っ て い る こ との現れであるとい う解釈である ｡ 企業 は
どのような制度を設置する にせよ, 制度の 設置企業 として掛金の 拠出を行なう義務
を有してい るので , そ の未履行の部分は債務 にはかならない と考えるの で ある ｡
注意すべ きは , SFAS35 における未拠出掛金の 情報が, 拠出企業にお ける年金コ ス
ト情報と表裏 一 体 とな っ て い ない こ とであ る ｡ こ の 点に つ い てFASBは , ｢年金制度
の報告目的の ために , 給付方法の 選択 には対照的な報告 をすべ きで ある とい う見解
は, 審議会によ っ て 検討されて否定された ｡ 制度の 給付可能性の見積もり に有用な
情報は, 年金に関して 事業主が行なう会計目的にもっ ともか なう情報 とは異な っ て
いる (SFAS35, pa r. 163)+ と述べ て い る . また, Ca s s el a nd Ea w n[1980] も, ｢事
業主の期間年金支出をどの ように決定すれば最善 であるの か は審議会の別 の プロ ジ
ェクトの 一 部で ある o (p. 51)+ と述 べ てい る o
以上によ っ て , SFAS35における資産分類がそ の 評価基準 に深い 関わりを有 して い
たことが明らか にな っ た｡ 先述の よう に, 設定当時の 会計実務が歴史的原価 を中心
とした会計体系の も とで行われて い たこ と を考え合わせれば, こ の ように運用資産
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を公正価値で評価する こ とがい かに革新的で重要な転換 を企業会計にもたらしたか
が理解できるであろう o
b 給付に利用可能な純資産の情報
年金給付に利用可能 な純資産の情報およびその 変化 に関して は, 重要な変化が認
識できるように十分に詳細な情報の 提供が求められて い る｡ こ こで は , 次の 情報を
最低限開示すべ き こ と として い る(pa r. 15)｡
① 各種の 重要な運用資産に関する公正価格の 純増加療 (減少額) を, ア
クテ ィ ブ市場 における見積価格 とそ の 他の方法で 決定された場合の 公正
価格とに分離する こ と
②投資収益
③現金と非現金 に分離で きる雇用主の 拠出額
④拠出者からの移転されたもの を含めた加入者拠出
⑤州の助成金または連邦補助金など認識されたそ の他の源泉からの 拠出,
⑥年金加入者 へ 給付された額
⑦年金資産から除外される保険契約の 生命保険会社 へ の 支払,
⑧運営上 の支 出
①の公正価値 に関す る情報の 開示は, 年金基金の 年金政策 , 特 に投資政策に関す
る利害関係者の理解を促進す るために行われる ｡ SFAS35 で, 特にアクテ ィ ブ運用 を
分類してい る こ とは重要で ある ｡ アクテ ィ ブ運用 は, 基本的には資産の 価格変動 に
おけるアノ マ リ - (変則性)に着目して行われる運用ス タイル であ る｡ 投資政策 に
おいてアクティ ブ運用 をす る資産の 配分割合が増加すれば, それだ け運用 における
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リスク負担割合が大きくなり , 将来の 資産 の公正価値評価額が大きく変動する要因
ともなる｡ この こ とか ら, 他の運用方法と区別しでl育報を開示す べ き こ とになるo
次に, ②の 投資収益 に関す る情報は, 資産運用からの キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を予測
することができる情報 と して 開示が必要で ある o ⑥は退職者に給付 された額であ
り, 年金基金からの キ ャ ッ シ ュ
｡ アウトフ ロ ー に関する情報で ある ｡ また⑦の情報
紘, 企業が行なう退職給付 システ ムの うち, 年金保険契約だけは年金基金とは別の
枠組みで行われる こ とか ら必要とされる o ERISAの 受給権保護 の規定 晩 年金保険
契約にまで及ぶ ためで ある ｡ ⑧の 運営上の 支出は , 同 じキャ ッ シ ュ ｡ アウトフ ロ ー
に関する情報でも , 投資運用活動に 関わりの ない 金額に関する情報で ある ｡ この 情
熱ま, 年金基金の 運営 に 関わ る企業経営者の 責任を考 えるうえで重要な指標 とな
る｡ 経営者は, フ ィ デ ュ ー シ ャリ - と して忠実か つ 誠実 に年金基金の 運営を行わな
ければならない ｡ 年金基金の 運営 におい て , 必要以上 に基金の 資産を浪費するて と
はフィデュ ー シ ャリ - としての 義務に違反す る こ とになる｡ それゆえ, 自己が行な
う基金の運営活動に関す る情報を, 経営者が開示する必要が生じるの で ある｡ 運営
上の支出に関す る情報 とい う1 つ の指標を開示す る こ とで , 退職給付制度運営が経
営者によ っ て忠実 にか つ 誠実に行われて い るか を, 利害関係者がチ ェ ッ クし得 るよ
うになるとい えよう｡
3 年金債務の会計処理および開示情報
次に, 財務報告 にお けるもう 1つ の 計算要素で ある年金債務に関して検 討を行 っ
てみよう｡
SFAS35におい て は, 年金債務の 評価は累積年金給付の 現在価値 (pr e s e nt v alu e
o!a cc u m ulated pla nbe n efits) によ っ て行なうもの とさ れ 少なく とも, 当期に
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支払いを受ける制度加入者 の確定給付, そ の 他の 確定給付, 未確定の給付, の 3種
類に分類されなければならない もの と規定されて い る (par･ 22)o
この累積年金給付 の算定 に際 して は, Ca s s el a nd Eabn [1980] も指摘 して い る
ように将来の 昇給が考慮 されて い ない (p･46)｡ つ まり , 受給権が確定して い るか
否かあるい は当期の支払 い か 否かに関わらず , 昇給を考慮せ ずに保険数理計算に
ょって算出された額の割引現在価値が認識 ･測定される こ ととなるので ある ｡
年金債務には, 主 に2 つ の側面がある｡ 1つ は, 従業員に対する退職給付の見積
りという意義であり , い ま1 つ は, 拠出企業の コ ス ト負担 に関する見積りとい う意
義である o SFAS35は, 確定給付制度の ディ ス ク ロ - ー ジ ャ ー であるの で , 当然ながら
前者の意義を強調 し, 退職給付見積りと して の年金債務が表現される ｡
通常, 企業会計にお ける負債計上 におい て は, 弁済額主義 によっ て契約価格か あ
るいは弁済額の どち らかが評価額 として用い られるの で , 確定給付制度の 負債七 し
て年金債務を測定す る場合 には, 退職給付の 契約額をどの ようにとらえるかが問題
となる｡ 退職給付制度 にお い て契約価格に相 当す るもの は, 労働協約において約定
された退職給付額で あり, こ の 退職給付を算定す る際には保険数理計算が用い られ
るが, その 際将来の 昇給 を含むか否かが論点 となるの で ある ｡
将来の昇給は , 現時点におい て は未確定で不確実な計算要素で あり, 現在の確定
債務には含まれない こ とか ら, SFAS35 におい て 累積給付債務を採用 して い る こ とは
妥当であると考えられ る｡ けれども, 確定給付制度の もとでは , 企業は実際に退職
給付額が支給される までリスクを負うの で あるか ら, 累積給付債務で は退職給付の
見積りが, 将来の 昇給 に係 る分だけ過少評価 され る可能性は存在して い る こ とにな
る｡
ところで , FASBは職業専門家 として の アクチ ュ アリ - が関与すべ き財務情報に つ
いては, 会計主体 の 能力を超 え る部分 で ある こ と を認めて い る ｡ そ の よ うな情報
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が, 極めて高度に専門的な保険数理計算を要する情報であるためであるo そ こ で こ
のような情報に関 して 札 経営者が職業専門家で あるアクチ ュ アリ ー の 協力の もと
で算出するか, ある い はアクチ ュ アリ
ー が算出した数値を経営者が直接利用する こ
とによっ て財務報告を行なうもの と定めて い るの である[20]｡ こ の ような保険数理計
算
に関する専門性の 高さが, 前述の ように, SFAS35の 設定の プロセ ス におい て , FASB
がアクチュ アリ ー 学会 との 緊密な連携関係をもっ て い たこ との要因と しても作用 し
ていることは間違い の ない と こ ろで あろう｡
アクチュ アリ ー を中心 と して算出される , 累積年金給付額 の保険数理現在価値 の
変化とその要因に関 しては, 年金制度の 修正 , 年金制度の性質の 変化 ( 制度の 分割
あるいは他の 制度 との 合併), 保 険数理上 の 仮定の 変更 , とい っ た要因 (pa r. 25)
ごとの開示が求められて い る ｡ そ れは, これらの 要因の性質が異な っ て い るか らに
ほかならない ｡ 年金制度 の修正や分割 ･ 合併は退職給付の 算定式自体 を変化させ る
性質のものである の に対 し, 保険数理上の 仮定 の変更は算定式におい て用い られる
計算^oラメ 一 夕 - の変更で ある o
たとえば, 年金債務 の 見積 り等 に際して用い られる割引率は任意に選択されるの
で, たとえ同じ算定式 で あっ て も割引率の 選択しだい で は, 年金債務の 額 に大きな
差が生じて しまう こ とになる ｡ こ の ように, 保険数理上の 仮定の 変更 によ っ て , 袷
付水準を表す年金債務額 の増減がもたらされる ことか ら, そ の 変化を開示情報 とし
てディ スク ロ ー ズする こ とは極めて 重要な問題 となるの で ある｡
【20】 アクチ ュ アリ ー が財務情報の 作成 に関与す る こ とに つ い て , FASB で は次 の よ
うに述べ て い る｡ ｢その 独自な専門資格ならびに他の 問題 (例えば, 積立政策お
よび年金費用見積 り) に関する制度との 現在 の 関係か ら, アクチ ュ アリ ー は, 本
ステ ー トメ ン トで 要求される給付情報を算出する に最もふさわ しい 要件を有して
いると, 審議会で は考えて い る o (SFAS35, pa r. 134)+
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4 確定給付制度の会計情報に関する報告形式
sFAS35 において は, 以上 の 財務情報をい かなる財務諸表の ひ な形によっ て報告す
るのかにつ いて 明確に規定 して い ない o McGill, et. al.[1996] もこ の ようなSFAS35
の会計規定につ い て , ｢SFAS35の 評価は, 他 の 目的, とりわ け貸借対照表 における
積立の評価に利用され る価値およびFo rm5500のScbeduleB とは別 の 評価ル ー ル, 刺
子率の仮定, 発生給付の 測定を行なう こ とから異なっ て い る ｡ ( 中略)多くの アク
チュ アリ ー およびそ の 他の 関係者はFASBの ス テ ー トメ ント35号の価値を問うであろ
う｡ (p.625)+ と述 べ て い る ｡ 例 示されて い る財務諸表を と っ て も, 次 の よ うに
様々な形式がある (SFAS35, Ap pe ndixD28 ト282, Exhibit D-1, D-2, D- 3, D- 4,
D-5, D-6, D-7, D
- 8 a nd I)-9)o
①給付に利用可能な純資産の ス テ - トメ ント
②給付に利用可能な純資産 の変動に関す るステ ー トメン ト
③累積年金制度給付の ス テ ー トメ ント
④累積年金制度給付の 変動 に関す るス テ ー トメ ント
⑤累積年金制度給付および給付に利用可能な純資産の ス テ ー トメ ント
⑥累積年金制度給付およ び給付に利用可能な純資産の 変動に関する
ステ ー トメ ント
以下では, これらの ス テ ー トメ ントによ っ て どの ような財務情報がディ ス ク ロ ー
ズされてい るの か を検 討して み よう｡
①の ステ ー トメ ン トは, 通常 の企業 にお ける貸借対照表 に相当す るもの で ある
｢給付に利用可能な純資産の ス テ ー トメ ン ト+で ある｡ 通常の貸借対照表と異なる点
札 年金基金の性質 として資本維持の概念がない こ と である ｡ したがっ て , こ の ス
テ ー トメ ントにおい て は, 資本の 部はなく , 年金基金の 資産と負債の差額で ある純
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資産が表される｡ 特徴 的なの は, 投資資産が最初に記載さ れ 現金が最後に記載さ
れるというように, 保有により価値が増加しやすい 順に配列されて い る点で ある o
②のステ
ー トメ ントは, 純資産の 増減の 要 因を表す｢給付に利用可能な純資産の
変動に関するステ
ー トメ ン ト+で ある｡ こ れに よっ て期首から期末まで の 純資産の
増減が表される｡ 年金剰余金管理は, 制度資産の リタ ー ンから債務の リタ ー ンの差
額を管理する. 本ス テ
- トメ ントで表される純資産の 増加は, この 剰余金管理に必
要な純資産の増減 に関する情報を開示 して い る ｡
③のステ - トメ ン トは, 年金債務に つ い て 表 して い る｢累積年金制度給付の ステ
ー トメント+ で ある. こ こ では , 累積年金給付が確定部分と未確定部分 に分 けられ
ているが, それはERISAの 視点か ら受給権 が確定 したもの と , そうでない もの を明
確に区別する こ とを目的と して い るか らで ある｡ また, 確定給付に関しても, 給付
が開始された加入者に対するもの と, 現役従業員とで は区別がなされる ｡
④のステ ー トメ ントは, 年金債務の 増減 を理解する の に有用な会計情報で ある｢
累積年金制度給付の 変動に関す るス テ ー トメ ント+ である .
⑤のステ ー トメ ントは, ｢累積 年金制度給付およ び給付に利用可能な純資産の ス
テ ー トメント+ で ある ｡ これは上記におい て別々 に開示して い た会計情報をひ とつ
のステ ー トメ ントに よ っ て 表現したもの で ある ｡ これ によ っ て表現 され るの は, 期
末時点における確定給付制度の 財政状況で ある｡
⑥の ステ ー トメ ン トは , ｢累積年金制度給付お よび給付に利用可能な純資産 に関
する変動の ス テ - トメ ント+であ る, こ の ス テ ー トメ ン トによ っ て 表される制度資
産のリタ ー ンと年金債務の 増減を どの よう に管理するかが, 年金基金の運営の基本
命題となる｡ それは, 従業員効用極大化 目的お よび株主効用極大化目的の 2 つ を考
慮して, 企業経営者が導い た投資政策を反映す る こ とになる ｡ またこ の 表によ っ て
- 度決定された投資政策に関する評価見直 しを行ない 得る こ とにもなろラ. そ うい
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った意味におい て は, 本ステ
ー トメ ントにお いて 公開される会計情報そ の もの が,
定業員, 株主および経営者の 間の 利害調整を担 っ て い るとい えようo
さて, SFAS35が以上 の ような多様な財務報告様式を認めて い るの 札 主として 2
っの背景があるもの と考えられる ｡ 第1 に, 制度 の多様性を鑑みて財務報告 に柔軟
性を持たせざるを得なか っ たとい う背景[
21]があるだろう｡ 第2 に, SFAS35設定の プ
ロセスにおいて , 期末 一 時点 における制度資産の 公正価値と, 累積年金制度給付の
保険数理価値を単純 に 比較す る事 に対 して , アクチ ュ アリ ー ･ サイ ドか ら疑問が投
げかけられたこ とが関係 して い る｡
先述したように , アクチ ュ アリ ー 学会はSFAS35の 設定 におい てFASBと緊密な関係
を保っ ていたが , 年金債務 の 算定 におい て用 い られる べ き年金投資収益率 (ROI)
の仮定は, 短期的変動性を排 除した継続的な基準に よる べ きとい う指摘[22]を基準設
定において行なっ て い る ｡ こ の 背景 には, 年金剰余金の 管理 におい て用い られる資
産のリタ ー ンが , 期首および期末時点の ス トッ ク として の制度資産の 公正価値の 増
減だ桝こ焦点を絞 っ て算定されて い る こ とがある だろう｡ したがっ て , 年金ROIだ
けをみてもその 見解は多様であり, 統 一 を図る ことは 困難を極めて い るの である ｡
ところで , 財務報告 におい て 開示される情報は, 以上の ような資産および債務 に
【21】 この こ とは, ｢累積年金制度給付の保険数理価値お よび, そ の年毎の変化 に着
目する情報の 提供 には , 一 定 の 柔軟性を認める こ とが望ま しい と審議会は考え
て いる ｡ それゆえ , こ の 分類 の どちらか または どち らの 情報も, 1 つ の あるい
はそれ以上 の表題をも つ 財務諸表によっ て 提供されるだろう (SPAS, pa r. 8) と
いう文言によ っ て理解し得る｡
【22] この 意見 はア メリカ ･ アクチ ュ アリ ー 学会のFASBの 公開草案に対す るタス ク ･
フォ ー ス か ら述 べ られた もの で ある(FASB, PR[1979], p. 3322)o FASBの 公開草
案に対す るコ メ ント レタ ー にお いて , この ように資産評価 につ い て踏み込ん だ
コ メ ントを述 べ て い るの が , 実 は公認会計士 で はなく アクチ ュ アリ ー で ある事
にも注目す べ きで ある ｡
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断る直接的なもの だけで なく ,
.退職給付会計政策におい て選択された会計方針,
あるいは会計制度 に関す る補足的な事項 につ いて の 情報も規定されて い る. まず企
業の経営者が選択 した会計方針は, 運用資産 の公正価額 の決定方法, 生命保険会社
との契約の報告価値, 年金債務の算出に利用した保険数理法および保険数理上の 仮
定, そして報告日まで の 間の それ らの変更 の 開示が求められる (pa r. 27)｡
これ以外の補足開示項 目と して は , 制度 に関する概略, 前回の報告日以後 に行わ
れた重要な修正 , 年金給付保証会社 (PBGC) に よ っ て保証された年金給付額, 企業
の拠出方針とそ の 変更 , 制度か ら除外される年金保険契約に関する方針, 年金制度
につ いての連邦所得税 の 状態, 年金給付に利用可能な純資産の 5 %以上 を運用 して
いること, 重要な不動産そ の 他の 取引, 異常または非経常的項目に つ い て , 該当す
る場合には開示が求められて い る (pa r. 28)0
以上検討してきたよ うに, SFAS35 は利潤計算構造 として はル - スな構造 にな っ て
おり, 年金基金には報告利益 の 開示 を求めて い ない こ とをその 特徴 として い る ｡ こ
の要因の 1 つ は , 当該 ステ ー トメ ントによ っ て作成される財務報告書が, 基本財務
諸表とはなっ てい ない こ とにある と思われる ｡
しかし, より深層に まで辿 っ て い けば, 現代企業 における資本維持計算の ため の
利潤計算とは, 明らかに性質 を異にするサ ー プラス ･ マ ネジメ ントが年金基金で は
馴1られており, そ れを企業会計の 利潤計算構造に整合的な形で組み込む ことが困
難であっ たこ とが, 本質的要因と して指摘しうるだろう｡
また, 利害関係者で ある従業員にと っ て最も重要なの は, 事前に合意された給付
の確保が行われるか とい う情報で あり, また給付の べ - ス ･ ア ッ プを行ない得るか
を判断するための 情報で ある ｡ かかる情報は, 給付政策, 積立政策および投資政策
の3つ からなる年金政策に関して 開示される こ とで , 情報としての 有用性 を持ち得
るこであろう ｡ したが っ て , 通常の企業会計におい て行われる報告利益の 計算 とは
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鯛係な計算構造を持 っ て して も,･前掲 したSFAS35の諸目的に十分に適合する こと
ができるのである o
第4節 SFÅS87 による企業の退職給付会計
1 焦点
拠出企業の年金会計 は, FASBより1985年12月に発行されたSFAS87に基づい て行わ
れているが, この 会計基準の 会計処理を巡 っ て は, 未だ合衆国の 内外で議論[23]が分
れている状況にある｡ そ れは , こ の会計基準が, 名目資本維持および実現基準を基
礎的な思考と して発達 してきた伝統 的利潤計算原理に, 資本維持 とは無関係な利潤
計算体系によ っ て行われる年金サ ー プラス ･ マ ネジメ ントによ っ て 生じた利得およ
び損失を反映させ る構造になっ て い るためで ある｡
基本的には, 伝統的利潤計算の フ レ - ム ワ ー クにおける資産および負債の評価は
歴史的原価に結びつ く が, 年金サ ー プラス マ ネジメ ントにおける計算フ レ ー ム ワ -
ク札 現代ボ ー トフ ォリオ理論 を背景に時価 による資産および負債評価 に結びつ き
やすい｡ この点から, しばしば当該会計基準は, 伝統的な原価主義会計か ら時価
ベ ー スの評価 に基づく現代会計 へ の転換点で あるとい う見方がなされる ｡
【23】 Rev sine [1989] は, SFAS87 では平準化 を認めたために貸借対照表が真の 財政
状態を表 して お らず, そ の ため に脚注 に よる 開示を行わな ければならない と指
摘して い る o 当然ながら, SFAS87 に関す る見解は こ の ような批判的なもの だで
はない ｡ 中野 [1994] で は , ネ ッ トの 年金負債 を計上 した こ とに よ っ て 直接の
債権者 で ある従業員の 受給権保壱劉犬態が貸借対照表上 に表示され る こ とにな っ
たという効果 を指摘して い る｡
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しかしながら, いく ら現代会計 とい えども , 利潤計算原理によっ て算出された利
益に本来付与される こ とが期待されて い る, 業績表示の 機能, 留保資金 と分配資金
の区分機能, 投資意思決定情報の提示機能等を無視 したような計算構造が組み立て
られることは有り得な い o 特に, 伝統的利潤計算の フ レ
ー ム ワ ー クにおい て算出さ
れてきた報告利益が, ｢末実現利益を排除した資金的裏付けのある利益+ と して少
なくとも業績表示機能および分配可能性の 表示機能を果 してきた ことを考えあわせ
るとき, 当該会計基準 に よ っ てもたらされた会計構造が従来の 会計理論か らの完全
な脱却をはか るもの と解釈す る こ とには, 積極 的な意味を見出す こ とがで きない だ
ろうo そこで本節で は, かか る点を明確 にす るため に, SFAS87の利潤計算構造の 分
析を行ない, 背景にある会計理論を明らか にする ｡
2 利益計算構造の フ レ ー ム ワ ー ク
sFAS87 における年金会計の 計算構造は , 確定給付制度 と確定拠出制度 とで は異
なっている｡ 確定拠出制度の 場合 , 企業の 年金コ ストは, 事前に合意した拠出金額
のみとなる ｡ 年金コ ス トの 問題は , もっ ぱら, 企業における利潤計算上 の 期間費用
算定に関する問題 として議論されるの で , 計算構造上 の 問題は, 特に生じない こ と
となる｡ しか しながら, 確定給付制度の 場合には, 年金 コ ス ト ･ 年金 ベネフ ィ ッ ト
が事後的な形で , 給付が履行されるまで企業マ ネジメ ン トに関わ っ てくる こ とにな
る. それゆえ, 図表 5 - 3 によっ て示される ような, 複雑な計算構造によ っ て利潤
計算が行われる . そ こ で , こ こでは主として , 図表5 - 3 に基づい て確定給付制度
の財務報告に関する分析 を行なう｡ そ の分析において , SFAS87の 会計目的観および
利潤計算構造観に つ い て 明らか に したい ｡
SFAS87札 あく まで も企業の年金会計基準で あるので , 企業の利潤計算に対する
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年金運営の成果は, 経営者が行なう年金サ
ー プラス ･ マ ネジメ ントの視点 とは別の
フレ ー ムワ
- クから認識 ｡ 測定する方法論をとっ てい る[24].
国表5 - 3 確定給付制度の計算構造
年金債務
予測給付債務
(PRO)
実際の変化
回廊償却
利息費用
累積繰延
利得および損
期待外
資産リタ ー ン
または積立不足
平準化
主たる費用
勤務原価
↓↓
期間年金コ ス ト
償却計画
移行
採用時の
年金資産
年金制度資産
発生リタ ー ン
償却計画
採用時の
PBO
(出典:Mille r a nd Redding [1992], p. 45に加筆修正)
未積立の
過去勤務債務
制度改定
[24] 従業員の ために年金給付を提供して い る事業主 の財務報告および会計基準 を
確立するの がSFAS87 の目的で ある (SFAS87, pa r. 1)0
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っまり, SFAS87およびSFAS35における制度資産の 認識 ･ 測定および年金債務の認
針 測定は, 基本的には何ら連携がない こ とになる o しかも, 制度資産および年金
債務は拠出企業の貸借対照表に直接計上される ことはなく , こ の 2つ を基礎的計算
要素と位置づけて年金コ ス トおよび年金ベ ネフ ィ ッ トを算出す る構造をとっ て い
る｡ したがっ て, 年金の利潤計算に関わる資産 , 負債, 資本, 費用, 収益に つ いて
は, すべて この 制度資産および年金債務と して 算出される額を基礎として認識 ･ 測
針 計上される こ とになる . 逆 に言えば, 企業の利潤計算に関わる年金利得および
員失礼 すべて制度資産および年金債務として どれだけの 額が認識 ･ 測定されるか
にかかっ てい る こ とになる｡
SFAS87で は, 制度資産に関して は公正価値を利用 し, 負債サイ ドに関しては割引
現在価値を利用する こ とが基本 とされて い る ｡ 制度資産は制度的には運用機関に信
託される こととなり , 年金債務 の算出はアクチ ュ アリ ー によ っ て行われてい る . 一
見すると湖度資産の公正価値も負債の割引現在価値も客観的な数字で あるかの よう
に思われるが, 実は, 以下 におい て検討す るように, 年金債務の 算出にも制度資産
の価値決定にも, 会計手続を選択す る上 で企業サイドの 主観が介入す る余地は存在
しているの である ｡ つ まり, SFAS87 における利潤計算に企業サイ ド主観的な価値が
間接的に介入する余地が存在 して い る ので ある ｡ 以下におい て はまず , 年金債務の
概念および制度資産の 概念につ いて検討し, そ の のち に両概念をも とに行われる利
潤計算の 構造を解明して い く ｡
3 年金債務の検討
年金債務の 算出には, 大きく分 けて 2 つ の 方法がある ｡ 1 つ は , 評価 を行 っ た日
までに従業員が提供 した勤務 に基づい て , 年金費用を決定する発生給付評価方式で
ある｡ こ の アブロ - チ で は, まず, 貸借対照表日まで の勤 掛こよ っ て従業員が稼得
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した年金給付債務 (給付建債務) を, 制度 の 給付算定式に基づい て把握す る｡ この
年金給付債務は, 当期およびそ れ以前の期に配分される o 配分は制度の 算定式にし
.たがって行われる (COFRI[1997], 163頁)｡ もう1つ は, 評価を行 っ た日現在で ,
従業員が提供 した勤務および提供を予定して い る勤務の双方に基づい て , 年金費用
を決定する予測給付評価方式で ある ｡ この ア プロ ー チで は, ｢従業員が現在まで に
提供した勤務の みな らず, 将来提供する と予想される勤務をも加えた全勤務 に基づ
いて, 稼得する こ とが見込まれる総給付額をまず把握する ｡ この 総給付額は従業員
の全勤続期間に, 各期の 配分額が均等 となるようにまたは報酬 に対する配分額の 比
率が均 一 となるよ うに , 平準的 に配分される ｡ (COFRI [19･ 7], 164貢)+ こ の 2 つ
の本質的な違い は , 会計上 の 年金債務の 認識 ･測定に影響を及ぼし, また こ の 年金
債務の測定数値をも とに算出する年金費用 , 年金負債, 年金資産等の各種会計数値
の相違をもたらす ｡
このことから, どち らの 保険数理評価方法を用い るか は, 最終的には, 会計上 の
財務報告利益にも関わ る問題 となる o また, 実務上 は保険数理評価法が単 一 である
わけでなく, 会計上用 い られる保険数理方法が実務におい て利用されるもの と著し
く異なる場合 には , 会計数値が実体か ら帝離 したもの となる可能性も存在する ｡
SFAS87で は, 第 1 のア ブロ - チ に関 して は給付方式 (be n efit appr o a ch), 第2 の
アプロ ー チに関して は費用方式 (c o st appr o a ch)と呼び, 前者の給付方式の みを用
いる事を定めて い る (pa r. 40およびpa r. 264).
SFAS87におい て は給付方式 に, ①給付/ 報酬方式 (benefit/co即 e n S atio n), ②給
付/勤続年数方式 (be n efit/ye a r s- oト s e r vic e)の 2つ の 種類がある こ とが示され
ているもの の , ②に比 べ て①の 方式で は費用発生の 要因に関する表示が実体と帝離
するという理由か ら, ②の み を認めて い る(SFAS87, pa r. 40, pa r. 135, pa r. 264,
第5章 合衆国型の退職給付会計システム 5 - 4 3
鎚 びCOFRI[1997], 184頁)
[25]
o
このように, 財務報告上 の 年金債務算定 に用 い る保険数理法に関して , SFAS87で
は発生給付評価方式 の給付/勤続年数方式を採用して い る こ とが明らか となっ た｡
年金債務に関す る会 計上 の 認識 ･ 測定に対する もうひ とつ の 問題は, 従業員に対 し
て将来給付がなされ なけれ ばならない年金額の範囲で あり, SFAS87 では3 つ の 異
なった年金債務と して分類 して い る[26]｡
まず第1段階の 年金債務概念は , 過去および現在の 給与水準をベ ー ス に計算が行
われる確定給付債務 (†e sted Be n efit Obligatio n :VBO) で ある｡ 確定給付とは,
｢従業員の 現在 または将来の 年金給付受給権で , 事業主に対する勤務 へ の 対価 とい
う条件を満たした給付分 (pa r.264)+[27コで あり, VBOはそ の 現在価値で ある ｡ 言い換
えれば, 給付/ 勤続年数方式によ っ て算定された年金債務の うち, すで に受給権が
確定した部分で ある｡
VBO を受給権 の 未確定部分 に まで 拡 張 し た年金債務概念が , 累積 給付 債務
(Accn m ulated Benefit Obligatio n :ABO) で ある ｡ ABO は, ｢給付算定式 によ り,
【25】 これは合衆 国に限 っ た規定で はなく, 近年の 国際的な見地か らすれば 一 般的
な規定で ある｡ た とえば, 国際会計基準(IAS)の 改訂におい ても, 旧IAS で認め
られて い た発 生給 付評価方式 と予測給付評価方式 と い う2 つ の 代替方式 を狭
め, 発生給付評価方式 (IASで は予測単位積増方式 とよばれてい る) における給
付額/勤 務 年数方式 の み の 会 計処 理 を 定 め て い る (IAS No. 19[1998],
Da r S. 64-65).
【26] SFAS87, Appe ndix D.
【27】 ｢(年金基金の 不備等, 他の 条件が従業員の 確定給付受給を阻止する こともあ
る.) 段階的確定方式で は , 策 1確定権利 は将来の 一 定割合の 年金受給権で あ
る ｡ そ の 割合は , 年金受給資格 を形成す る勤務年数 に基づい て定められる ｡ そ
れ以降, そ の割合 は勤続年数 に応 じ, ある い は年齢 に応 じ, 給付金額の 受給権
が確定する に至る まで増して いく｡ (pa r. 264)+
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一 定期日までに提供された従業員の勤務に対応する , また, そ の期日まで の従業員
の勤務と報酬 (適用す る場合) に基づく , 給付金の保険数理現在価値 (pa r.264)+
と定義される ｡ VBO同様, 過去および現在の 給与水準をベ ー ス に計算が行われるの
であるが, 受給権に つ い て法的な裏付けを有する に至 っ てない部分まで含めてい る
点で異なっ てい る ｡ またABOは, OBRA87 によ っ て最低積立基準として定められて い
るので, 企業側が最低限積立をす る義務を有する額で もある｡
ABOを更に拡張 した予測給付債務 (Proje cted Be n efit Obligatio n :PBO) は, 過
去および現在の給与水準 の みならず, 将来の給与水準 をもベ ー ス に算出される第3
段階の年金債務 (pa r. 2 64)で ある ｡
この3つ の年金債務 は保険数理法によ っ て算出され るので あるが, その 際に主 と
して, 保険数理上 の仮定 , 割引率の 選択等におい て企業サイ ドによる会計手続の選
択が行われる こ とに なる ｡ したが っ て , 企業がどの ような保険数理上 の仮定 をお
普, いかなる割引率を選択したの かによ っ て , この 年金債務額は相違する こ と とな
る｡ それは, 単に会計手続 にお ける選択肢の 多さから生 じるだけの 問題ではなく,
長期的な視点か らの 将来予測 とい う年金本来の 性質に由来する問題でもある｡
この3 つ の債務概念 のうち, SFAS87で規定する拠出企業の 年金会計におい て利潤
計算の構造に関わっ てく るもの は, ABOおよびPBOで ある o このABOおよびPBOの どち
らの概念が年金債務 と して適切で あるかにつ い ては , 議論が分かれて い る｡
まず, 拠出企業の 経営者が年金運営における投資政策を導くための 視点か らは,
ABO無用 論 が呈 示 さ れ て い る (Arn ott and Be r n stein [1988]) 0 Ar n otta nd
Be rn stein によれ ば, ABOと いう概念 によ っ て 年金リス クが不当に評価される こ と
から, 2 つ の 問題点が生 じて い る ｡ 1 つ は , ABO に依存する[28]こ とで , 経営者が行
【28】 彼等は, ｢1970年代の 終わりか ら1980年代にか けて の 金利が高い 時期には, 過
職者 へ の債務に見合う ように利払い を組合わせ た債券ポ ー トフ ォ ー リオで デデ
第 5章 合衆国型の退職給付会計システム 5 - 4 5
なう年金資産の 運営 における アセ ッ ト ミ ッ クス
･ポリ シ ー が, 長期債偏重の もの に
如 てしまう恐れで ある o い ま1 つ 札 ABOが年金債務を過小評価 させて しまう可
鮭性を有してい る こ とである o こ の点 につ き, 彼等はSFAS87の 年金債務の 定義が非
項実となる場合を3 つ あげて い る (p･99)｡
1. 債券ボ ー トフ ォリオのデ ュ レ ー シ ョ ン (dur atio n) は , 負債の デ ュ
レ ー シ ョ ンほ ど長く はない ｡ すなわち, 利払い の フ ロ ー と最終的な元
本の償還 とが, 将来 にわたるABO負債を完全に支払い 終わるよりも早く
きて しまうか もしれない とい う こ とで ある o そ甲流入資金が当初の 投
資の利回りと同じかそれ以上 の利回りで再投資されなければ, 債券
ボ ー トフ ォリオは, 債務に期限が到来した時にそれをカバ ー で きなく
なっ て しまう｡
2 . イ ンフ レに より年金の 購買力が 目減りして しまう こ とか ら, 多く の企
業は退職者を少しで もイ ンフ レか ら守 る責任を負っ て い る ｡ 長期債に
投資 して い る年金基金 は明らか に, 負債 における この ような内在的な
問題に取り組ん で い ない とい えよう｡
3 . 最後 に最も重要な こ と は, 年金基金がい ますぐ清算されて し まう とい
う非現実的な仮定[29]に , ABOが基づいて い る ことである o 現在から退職
イ ケ - シ ョ ンする こ と ( およびブランの 清算が可能となる生命保険会社の 年金
商品で あるア ニ ュ イ テ ィ ー の 利用) によ り, 企業経営者は 年金資産を他の 目的
に使用する こ とが可能とな っ た (p.98) + とい う背景と, SFAS87にお けるABOの
意味合い が同じで ある ことを指摘してい る ｡
【29] ABO にして もP BO に しても, そ の算出にお い て割引率に清算 レ ー トを用い る こ
とで, 年金基金が現時点で い ます ぐ清算 されて しまう という仮定が想定されて
いる (SFAS87, pa r. 44)0 SFAS87は , は ん らい 清算お よび縮小 を予定 しない ,
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まで の 賃金上昇や資産の 伸びは無視され また退職時点で の 加入年数
で はなく , 現時点で の 加入者 の みがABO に反映されてい る o さらに非現
実的な こ とに, 現時点からい まの 在職者が退職するまでの 間に, 新たな
従業員が加わらない こ とをもABOは俊定して い るo これらの追加的な債
務はす ベ て は将来の費用によ っ て賄われて い るもの である こ とを,
FASB87 は暗黙の 前提と してい るo
この観点から, Ar n otta nd Be r nsteinはSFAS87 におい て純年金負債お よび純年金
資産の認識に概念 的に好ま しい の は , (ABO を用い ずに) PBOを用い る こ とである と
明言してい る｡ こ の よ うな彼等の 指摘は, 年金の 財務報告における会計処理が, 午
金実務に影響を及 ぼす こ とを明らか に示すもの と解釈で きよう ｡
Ar n otta nd Be r n steinの 主張が仮に全面的に正 しい とするならば, 企業経営者が
ABOを用いて株主効用 の ある い は従業員効用 の極大化をめざす投資政策を導く こと
は難しい o なぜなら年金リス クを正当に評価 し得ない こ とによ っ て , 年金 ^
o
フ ォ ー
マンスの事後的な成果 を企業の 利潤計算に正 しく反映させ るこ とがで きない ためで
ある｡
たとえば, 将来の キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を予測する場合におい て , 年金キャ ッ シ ュ ･
フ ロ ー が正確 に測定 し得なければ, 企業の利害関係者に対する利害配分はおろか ,
確定給付年金事業の 運営を行なう経営者自身にと っ て も, 年金会計情報 を運営上 の
意思決定に利用する こ とはで きない だろう｡ そうい っ た意味におい て は , 経営者,
ゴ ー イ ング ･ コ ン サ ー ン として の 年金基金 に適用され る基準で ある はずな の
で , この ような会計処理は望ましい とは い え ない ｡ こ の点に つ い て は , 後述の
ように実質金利 , 期待イ ン フ レ率, 金融政策の影響 という3 つ の 要素 を考慮し
て得られる永続 レ ー ト (永続的組み合わせ) で評価す べ きという指摘もある ｡
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醍 , 従業員の 3者間の 利害の トライ ア ングル関係 における利害裁定を混乱させる
という考え方も し得 るだろうo
ABOが批判される
一 方 で , PBOは将来の給与水準とい う予測値をもとに算出する数
藤であるこ とから, 確実性 とい う点で はABO より劣 っ て い る とい う本質的な問題点
を指摘する意見 も存在す る o Bodie [1990] は, ABOはOBRA87 における最低積立の 定
義に合致して い る こ とか ら, ABOを投資政策の 尺度 となり得る経済的な実態である
とし, 一 方で , PBOは事業主が保障す る給付の 適切な尺度で はない ために, 年金投
資政策の適切な目標 とは ならない という こ とを指摘して い る (p.29)0
Bodieは, 次の ような表 を用い て , 確定給付年金制度には , ABO に関する企業の 保
証および給付増加の 追加的な請求権 とい う, 一 種 の オプシ ョ ンに似た性質があり,
その鍵を握るの がABO である と説明して い る(pp. 29- 30)｡
図表5 - 4 市場価格による企業のバ ランス シ ー ト
企業の バ ランス シ ー ト
資産
慣行的な資産
年金基金の ネ ッ トの価値
に対する企業の 持分 ¢S
負債および持分
慣行的負債
企業のABO にたい する保証
株主持分
年金基金の バ ラ ンス シ ー ト
望董のABO に対する保証 と 警警幣価値 A望o
(出典: Bodie [19 0] , p. 30)
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この図表5
- 4 のバ ラ ンス シ ー トを用いてBodieが強調して い るの は, ABO に対す
る企業の保証が企業に と っ て の 完全な負債であるの に対 して , 年金基金に対する企
業持分は基金のす べ て で はなく ,
一 部に対す るもの で ある という点である. 企業 に
とっては, 年金 に関 して 負債お よび資産が^
o
ラ レルな扱い になっ て い ない こ とか
ら, ABOは年金基金の 投資 に対 して はプッ ト ･ オプショ ンの ような役割を有し, 従
業員にとっ て は企業の バ ランス シ - トにお ける株 主持分 に対する コ ー ル ･ オプシ ョ
ンのような役割 を有 して い る こ とになる｡ この こ とから, 投資政策の 尺度 として の
ABOの妥当性が主張される の で ある ｡
この説明は, 経済的な実態および法律的なバ ッ クグラウ ンドの両方を満たして い
る点で合理的で ある と考 えられ る o つ まり, 従業員効用極大化を目標 とす る エ ー
ジェ ンシ ー 関係の エ ー ジ ェ ン トと して , 企業にはABO とい う法的債務を年金基金に
対し保証する責任があり , 経済的にはそれがある種の オプシ ョ ン の ごとく 一 定の 条
件の下でしか生じない こ とか ら, 株主効用極大化の 目的に対して も十分に投資政策
の適切な尺度 となる とい えるからで ある｡
もっ とも, SFAS87のABO にはArn otta nd Be r n steinの 指摘するような欠点 も存在
しており, こ の点か らすれば, 長期債の利率が理想的である とする ｢利率 に関する
飯定+ を改善す る必要は存在す るとい えよう｡
これ以外に , 上 記の い ず れでもない 見解も存在 して い る ｡ たとえば, Lo r e n s e n
and Ros enfield[1983]は , 受給権 が付与され るまで は, 企業は従業員 に対して何
ら債務を負 っ て い ない とい う考 えの 下で , VBOが年金債務で ある こ とを主張する ｡
年金債務を受給権の 確定部分 にとどめるか , それ とも未確定 の部分にまで拡大す べ
きかという意見対立 に関 し て は, 従業員を 1 つ の 利害関係者 グル ー プと見る こ と
で, 未確定の部分にまで拡大する こ とがで きるの である ｡
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確かに, 株主効用極大化の 目的 の ために は確定債務 としての†BOが年金債務概念
として採用される こ とが望ま しい とい える だろうo しかしながら, 従業員個人の 受
給権という点からは, VBOは投資政策に有効な尺度ではない ことは明らかである ｡
なぜなら, VBOに よ っ て測定 した債務概念は実際の給付水準 に比べ 少額となる可能
性を有してい るか らで ある o この 点からすれば, VBO は従業員および株主の 両者 の
効用を同時に満たす投資政策の 尺度 と しては, 適切なもの とは必ずしも言い 難い ｡
この点からすれ ば, ABOを適切な投資政策の 指標 と し て用 い る こ とが必要で あ
る. ただし, 仮 にOBRA87の 定義す る法的債務をPBO にまで拡大した場合には, PBOが
オプショ ン行使 の 指標 となる こ とか ら, Bodieの モ デルを想定 した場合 におい て
ち, 理論的にはPBOも望ま しい 投資尺度となり得る ｡
｢ - - 企業経営者は実際の年金債務がABOを上 回るもの になる とい う こ とをはっ
きり認識して い る (Ar nott a nd Be r n stein [1988], p. 99)+ という指摘 にもある よ
うに, ABOが企業経営者 の 債務 を過小評価する危険性が存在するの で あれば, 投資
尺度としてはPBOを用い る ベ きで あろう ｡ なぜならば, 年金の 受給者は最終賃金に
基づいて年金を受 け取 る こ とが 一 般的で あり, 昇給を考慮したPBOは こ の 要請を満
たす唯 一 の年金債務で ある とい えるためで ある o PBO によっ て年金リス クが適切に
評価され, 拠出企業の 利潤計算構造に対 して年金運営成果のイ ンパ クトを適切 に組
み込むことによ っ て , 利害の トライ ア ングル関係 にお ける財務報告を通 じた利害調
整を適切に行ない得る の である ｡
また, 年金債務の算出は財務報告上 の 利益計算に影響を及 ぼすだけで なく, 年金
運営のベク トル にも重要な影響を及 ぼす ｡ それは , 年金債務が割引現在価値計算と
いう経営者の ｢主観価値+ に基づい て い るためで もある｡ こ の点で , 投資政策 を左
右するSFAS87の 規定 を改善 し, 退職給付会計基準 にPBO を全面 的に導入する こ と
が, 退職給付シス テム そ の もの の今後におい て 重要なテ ー マ となる で あろうo
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4 年金制度資産の検討
拠出企業の 年金会計の 利潤 計算に影響を及ぼす , もうひとつ の ｢主観価値+ であ
る年金制度資産に関して は, SFAS87 におい て次の ように定義されて い る｡
｢資産 ( 一 般に, 株式 , 社債, 国債, そ の 他の 投資資産) は, 年金給付を
提供す るために, (通常, 信託 として) 分離され 制限される ｡ 制度資産の
内容は次の 通りで ある ｡ 事業主に よる掛金 (確定拠出制度で は従業員拠出
を含む) および, そ の 掛金 の投資収益の 総額から支給された給付金を差引
いたもの で ある ｡ 制度資産は通常事業主が これ を引き出す こ とはで きな
い ｡ ただし, 制度資産が債務 を上回っ ており, 事業主が現存の 債務清算 の
手続をと っ てある場合は, 例外 とする ｡ (pa r. 264)+
年金制度資産を企業会計における利潤計算に組み込むためには , 評価が必要とな
るのであるが , COFRI[1997] に よれば, これ に は次の 4 つ の 方法が考 え られる
(252- 259頁)｡ 第 1 の方法 は, 公正価値 (時価あるい は市場価値)による評価であ
る｡ 公正価値 (時価 あるい は市場価値)は, ①公正価値 (fair v alu e)およ び②市場
価値(ma rket v alu e)の 2 つ か らなる . 第2の 方法は, 公正価値の 変動値 を 一 定の
方法により平準化 して得 られる数値により評価を行なう方法, すなわち移動平均値
による評価で ある ｡ 第 3 の 方法は, 制度資産か ら得られる将来キャ ッ シ ュ
･イ ンフ
ロ ー を現在価値 に割引い たもの で 制度資産を評価する方法で ある ｡ 第 4 の方法は,
取得原価による評価である ｡
SFAS87で は, この ような制度資産評価に関す る分類の うちか ら2 つ の概念が使わ
れている[30〕｡ 1 つ は, COFRIにおける第1 の 評価方法に即した, ｢測定 日における市
【30】後述の ように, 測定日における市場価値を基礎とする公正価額は年金負債 の算出に
おい て用 いられ , 市場連動価格は年金費用の 算出におい て用 いられる｡ (SF A S87,
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紳格を基本 と した変動 の 可能性 が高 い 価格 に基づく評価方法 (pa r･ 49)+ であ
F3, いま1つ は, COFRIの 移動平均値 による評価に即した, ｢変動性を排除する こと
が可能となる選択肢を含む, 市場連動価格 (Market
-Related-Valu e :MRV) による
評価方法(pa r｡ 30)+ で あるo
第1の方法は, 主 として年金費用計算を行なう際に用い る ことが定められて い
るo これは測定日におけるもの で あり, 強制売却および清算売却ではない 自発的な
売買において対価 として 正 当に受取 る こ とが期待で きる額で ある｡ その運用資産に
関して投資の ための 活発な市場が存在する場合に は, そ の資産の市場価格が用い ら
礼, 投資のための 活発な市場が存在せ ずともそ れに類似する市場が存在する場合 に
紘, 売値が有益 と考えられて い る｡ 市場価格が利用で きない 場合には, リス クに応
じて割引された期待キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 予測額が用い られる こ とになる o 第 2の
方法のうち市場連動価格に関 して は, 資産の 公正 市場価格か, 5年以下の 期間にわ
たる公正市場価格の変動を系統的, 合理的に認識したもの の どち らか を選択する こ
とができるo これらを整理する と, 次の 図表5 - 5 の ように表す ことができる o
このように, 公正価値 の決定に際 して利用される ｢価格+ は多様であるが, 基本
的には市場価値 を原則 とみ な して い る こ とは確か で ある｡ ただ, 期待キ ャ ッ シ ュ ･
フロ ー の数値は , 市場を持たない資産の公正価値決定に際して , リス ク をどの よう
に見積り, また割引率[31〕をどの 程度 に設定す るか , というパ ラメ ー タ
ー の 決定に大
きく左右される性質を有 して い る｡
pars. 49 - 50)
【31】 割引率に関 して は , SFAS87におい て何の 規定もされて い ない ｡ したがっ て こ
の割引率の 選択 は企業サイ ドの 決定事項 として委ねられ る こ とになるの で , 窓
意的に低 い割引率 を設定する こ とによ っ て 制度資産が実際と は異な っ て表示 さ
れる可能性を否定 し得な い ｡ この 点に つ い て , 例えばベ ンチ マ - ク として の実
勢利率を用い るなどの対策 を立て る こ とも可能で はあるが, そ の 場合 におい て
臥 -ー
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酵5
- 5 SFAS87における公正価値
①年金費用計算に用い る公正価値(SFAS87,pa r･ 49)
年金費用の 計算に用いる公正価値
投資のための市場有 投資のための市場無
類似 した投資の ための 市場有
市場価格 売価
②年金負債算出に用い る公正価値(SFAS87, pa r. 30)
｢
‾
音 痴
公正市場価格(fair v alu e)
類似した投資の ための
リス クに応 じて割引い た
キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー
公正価値の変動を5年を
超えない期間にわたり
系統的かつ合理的な方法
認識する こ とにより得ら
れる計算価額
それゆえ, 市場価格を ベ ー ス にする額, 企業の期待値 , 複数年の数値 をもとに算
出された変動性を排除 した統計的数値の 3 つ の公正価値 を, 拠出企業が実質的に選
択することが可能 となる の で ある｡ こ の点か らすれば, はたして この ような公正 価
もどの 時点 における実勢利率を用い るの か に よ っ て , 算 出され る公正価値が異
なっ て く る ｡ 仮 に見積 もり を行なう時点 における実勢価格 で あれば, 見積もり
時点の見積 もり公正価値 とい う こ とになる ｡
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磨が, 財務会計上 の評価基準となり得 るほ どに客観性を有してい る のかとい う本質
齢問題が生じる こ とは否定で きない o
通常, 評価基準は, 時価を用い る場合にも, また取得原価を用い る場合 にも, 市
場における財あるい はサ
ー ビス の交換を成立させ る客観価値 として の性質を有して
いる｡ しか しなが ら, SFAS87 におい て用い られて い る公正価値は, 評価基準として
の共通項とな っ て はい るもの の , 代替的な規定が多く , そ の 代替的価格の 選択課程
を経ることで , 客観性が保証され にくくな っ て い る ｡ 会計処理に際 して主観が介入
する可能性が存在 して い るために , 公正価値そ の もの は, 公正市場価格 を用い る こ
とができる場合の ほか は主観価値 とならざる を得ない ｡ この 意味におい て , 制度資
産の場合にも測定問題が, 年金債務 と同様 に生 じて い るの である｡ この ような問題
を抱えつ つ も, SFAS87 における評価基準 として 公正価値が採用される論拠は何であ
ろうか｡
SFAS87では , 公正価 値は｢給付期日到来時に, 制度が事業主からの 追加拠出なし
に給付を履行す る能力 と, 既に従業員 に約束された給付履行の ために必要な掛金の
双方を見積もるう えで最も適切な情報で ある(pa r. 117)+ と して い る｡ こ の定義か
らすれば, 給付の リスクにウエイ トを置い て い るか らこそ , 公正価値基準が用い ら
れいることは明らか である ｡
確定給付制度 におい て , 企業の 負うリスクは年金資産の運用をは じめ給付にまで
及んでいる ｡ 給付は, 言うまでもなくそ の 年金加入者 にと っ て の最終的なゴ
ー ルで
ある｡ 逆に見れば, 給付 を十分に行ない得 る金額がそ の給付時点 における最終的な
資産運用結果 におい て得 られる こ とが重要とな るの で ある｡
こうい っ た目的か らすれば, 給付を履行す るためには , そ の 時点の 時価 に近い 額
を伺いるべ きとなるはずである ｡ 反対 に, 取得原価の ような歴史的原価に よる評価
基準は積極的な意味を有さない ｡ ただし, 制度資産の 投資対象に必ず しも売買市場
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が存在するわけで はない こ とに着日すれば, その ような場合であ っ ても可能な限り
蹄附こ近づけるような代替評価基準を用い る必要が生じて い る ことだ 桝ま十分に留
意すべきである ｡
5 年金費用の計算
a sFAS87における年金費用の構成
sFAS87 におい て は, 拠出企業の 計算構造に組込まれるす べ て の 計算要素が, ｢価
値+ という1 つ の 尺度規準 によ っ て算定された制度資産および年金債務に基づき,
具体的に認識 ･測定され計上 される こ とになる ｡
後に詳述するように , SFAS87の 利益計算構造 におい て は, 年金コ ス トは期間費用
に直接的に反映される構造にな っ て い る 一 方で , 年金ベ ネフ ィ ッ トにつ い て は, 刺
度資産の収益分だけ年金 コ ス トを減じる方法 に よ っ て 間接的に反映され る構造 に
なっ ている ｡ こ の ような会計処理は, キャ ッ シ ュ フ ロ - の 点か ら拠 出企業における
企業年金戦略をより積極的なもの にする, 1つ のイ ンセ ンテ ィ ブになっ て い る の で
ある｡
SFAS87で は, 年金コ ス トに関して純期間年金費用 (Net pe riodic pe n sion c o st)
という, 包括的で複合的な期間費用概念が用い られてい る ｡ こ の純期間年金費用[32〕
は, ①勤務原価 , ②利息費用 , ③年金資産 の 投資収益, ④ネ ッ トの 償却および繰延
べ
, という4 つ の 項目か ら構成されて い る (par. 20, Re v sin e[1989], p.61)｡ こ
【32】 (SFAS87, Appe ndix D). なお, 事業主には この ように算出された純期間年金
費用を拠出する義務が生じる｡ 未拠出ある い は拠出不足の 場合には , 未払い の
費用として 事業主の貸借対照表の 負債の項 目にそ の額が計上され(図表5 - 8の
未払年金費用), 余分 に拠出した場合には前払い の 費用 として貸借対照表の資産
の項目にそ の額が計上 される( 図表5 - 7で は前払年金費用)0
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の期間費用に関する基本的な仕訳は次の ようになる ｡ こ の場合, 純期間年金費用を
すぐに現金拠出したもの と考 えて い る o
(sFAS871こおける年金艶用計上の仕訳)
純期間年金費用 ⅩⅩ Ⅹ 現金 Ⅹ ⅩⅩ
額を以下で は, ①か ら④まで の性質を理解し, SFAS87 に規定される年金費用の会
計処理がどの ような意味を有する のか を解明するために, 次の 設例にしたが っ て こ
の仕訳を考察 してみ よう｡
【設例 5 - 1】 年金党用 に関するデ ー タ
N社は, 当期 の 年金費用をSF A S87にしたが っ て 算出した｡ 各構成要素の
デ ー タは次 の通りである｡ なお , 当期にお い てN社 が年金基金 に拠 出したの は
30 である｡
(1) 勤務原価 20
(2)利子 費用 5
(3)投資収益 10
(4)ネットの 償却および繰延 15
この設例に関して , まずSFAS87 における仕訳を考えてみ る と次の ようになる ｡
純期間年金費用 30 現金 30
まず, 構成要素(1)と して表 される勤務原価 は, ｢ある期間に認識され た勤務要素
紘
, その期間中の従業員 の 勤務 に対し , 年金給付算定式 により割り当て られた給付
の保険数理上 の 現価(pa r. 21)+ と定義されて い る ｡ PBO に基づい て 算出された勤務
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療脚ま発生主義 によ っ て 把握され るから, 当然期 間費用 として の 性質を備えて い
る｡ 当然, これに見合 っ た拠出が企業によっ て行わなければならない ｡
次に, 構成要素(2)の 利子費用 に関 して は, 次の ように定められて い る｡
｢ある期間に認識された利子費用要素は, 時の経過 による予測給付債務の 増
加と して決定され る ｡ 予測給付債務を現価 として測定する こ とは, 予定割
引率で の利子費用 の発生を要求する ｡ (pa r. 22)+
勤務期間に決定されたPBOが, 実際に加入者 に給付されるまで の 間に, そ の 時間
価値である利子費用が発生するの で ある ｡
さらに, 構成要素(3)の 年金資産の 投資収益 に関 して は, ｢積立制度に関して は,
潮度資産に対する実際の 収益 は, 期首および期末における制度資産の公正価値に基
づき, 拠出金 と給付支給額を調整 して 決定される (pa r. 23)+ と定義されて い る ｡
この計算要素が介入す る こ とによ っ て , 年金制度資産の 運用パ フ ォ ー マ ンスが費用
計算に組み込まれる こ と となる｡
最後に, 構成要素(4)の ネッ トの償却および繰延 に関して は , 次の 3 つ か らな っ
ている (pa r. 20). すなわち , a)未認識過去勤務費用の 償却費用, ②認識された範
囲での利得および損失, ③基準書の 最初の適用日に存在して い る末認識の 純債務お
よび純資産で ある ｡
①の過去勤務費用に関 して は, ｢過去 に提供 さ れた勤務 に基づい て 増額され た
仲略) 遡及給付を支給するため の 費用を, ( 中略) 改訂日に は現役で あり, 制度
に基づき給付 を受給する こ とを予測されて い る従業員の将来の 勤務期間中に認識す
る(par. 24)+ と規定して い る ｡
②の要素で ある ｢利得およ び損失+ とは, ｢仮定 された もの と異なる実績およ び
仮定の 変更 に よ り生じた予測給付債務 , また は制度資産 の い ずれか の 額 の 変化
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(par･29)+ であり, 具体 的に は, 前者は保険数理上の 誤差を, 後者は制度資産 の
運用に関する期待値 と実績値 の 差を示 して い る (pa r･ 34)o この要素に関して は,
過去勤務費用 と同様に遅延認識が認められて い る o その 理由は, Revsin e[1989]
が, ｢年金会計で は将来事象に関す るおびただ しい 見積りが要求されるの で , 期待
額と実績値の差は驚く に催しない (p･65)+ と指摘して い る ことからも明らかなよ
うに, 不確実性が不可避だか らである ｡
③の｢移行時の 末認識純債務または純資産+ につ い て は, ｢SFAS87 (新基準) 採用
による影響額で あり, 以前からSFAS87を採用 して い たと仮定 した場合に期首時点で
認識される べ き未払 ( 前 払) 年 金 費用と実 際 の 未 払 ( 前払) 年金 費用 の 差額
(COFRI [1997], 155頁)+ と定義されて い る ｡ これ に つ い ても, ｢そ の 制度 に基づ
普, 給付を受ける こ とが予測されて い る従業員の 平均残存勤務期間にわたり, 定額
方式で償却され る べ きで ある (pa r. 77)+ として , 基本的には直線法に よ っ て償却
しなければならず, 遅延認識が行われる こと となる｡
先ほどの(1), (2)および(4)は, PBOをも とに算出するブラス の年金費用の 要素で
ある 一 方で , (3)の 投資収益 に関しては, 年金費用の マ イナス の要素で ある o こ の
費用増加要因と減少要因の 2 つ によ っ て , 年金費用は増減す る仕組み にな っ て い る
のである｡
キャッ シ ュ フ ロ ー の観点か らすれば, SFAS87 において 期間年金損益計算が この よ
うな会計処理によ っ て行わ れて い る ことは, 2 つ の意味を持 っ てい る ｡
まず, 拠出の 休日 (co ntributio nholidais)と呼ばれて いる ように, 費用の 拠出
が免除され, 本来ならば行われるはずの キ ャ ッ シ ュ ･ アウ トフ ロ ー が節約 される と
いう効果が得られる こ とになる ｡
また
, 制度資産 の運用パ フ ォ ー マ ンスが予想以上 に良好な場合には , 年金費用は
単に少なくなるばかりか , 年金収益 をあげる こ とさえ も可能となる｡ つ まり, 企業
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年金戦略に 別
､て経 営者 が積極 的な投資政策を展開する こ とによ っ て , 年金制度
が, 企業にと っ て , さ らなる キャ ッ シ ュ
･イ ンフ ロ ー を創出する1 つ の収益源泉と
なり得ることになる o
企業経営者 挽 この 2 つ の 効果に基づい て年金運用を積極的に展開するイ ンセ ン
ティブを与えられる こ とになる o キャ ッ シ ュ
･ アウトフ ロ ー の 節約とキャ ッ シ ュ ･
インフロ - の 増大は, 株主 の 富を増大させ る こ とにつ ながるためである ｡ こ こに ,
sFAS87 における純期間年金費用の 計算構造は, 利害トライ ア ングル関係における利
害調整に対して , キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 配分の観点か ら影響を及ぼすと いう特性を指
蹄することがで きる の で ある｡
この会計処理の もう 1つ の 問題点は, 2種類の 不確実性が関わ っ てい る こ とであ
る｡ (1), (2), (4)とい う構成要素がPBO とい う変動可能性の ある数値をもと に決定
されるという , 年金債務の 測定 に関わる不確実性 と, (3)の 制度資産の 投資収益の
測定に関わる不確実性で ある ｡
例えば, 投資 ･運用活動 におけるリタ ー ンが所与の もの である場合, 年金債務の
鯨小化をはかる こ とで年金費用を削減す るイ ンセ ンティ ブが経営者に働く ｡ 年金債
務の縮小化は, 割 引率 あるい は保険数理上 の仮定 におい て代替的な会計手続を変更
することによ っ て , 会計 の フ レ ー ム ワ ー クにおい て行なうこ とができる ｡
この点の考察 に際 して は, 利子率等 とSFAS87の 年金債務の 算定の 関係に つ いて考
察したBla nkley a nd Sv a n s o n[1995]の 分析[33]が有益 で あ る｡ 彼 らの 分析で は ,
SFAS87におい て用い られる割引率, 期待収益率, 昇給率 に関する見積もりの 信頼性
についての 実証が行われて い る ｡ 特に割引率 に関 して は, 拠出企業の経営者の 窓意
【33】 当該実証分析の デ ー タ は, Co mpa ct Dis clo s u r eDataba s eにおける12,000社
の脚注 にお ける情報か ら任意に選択された350社 の もの で ある (Bla nkley a nd
Sva n so n[1995])0
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経が介入する余地がある こ とか ら, SFAS87の規定には再考の 余地があり, 30年満期
国債利率の ようなベ ンチ マ
ー ク を設定す べ きとい う見解が示 されて い る (p･19)｡
このような実証分析のイ ンプリ ケ
ー シ ョ ンか ら, 年金債務に関する現在割引価値
が, 拠出企業の 経営者による高い割引率の 選択によ っ て少なく見積もられてい る こ
とがわかる｡
一 方, 制度資産算定 におい て も期待収益率 とい う不確実要素が介入する ことで,
実質値よりも高い 投資収益率が算出される可能性は十分に存在する｡ も っ とも, こ
の不確実性に関して は , 複数年の 数値 をもと に算出された市場連動価格(MRV)とい
ラ, 変動性を排除した統計的数値を用い る こ とによ っ てある程度は解消す る ことが
可能であるo こ の意味で , MRVは拠 出企業の 利潤計算 に対す る運用パ フ ォ ー マ ンス
の衝撃を和らげる重要な役割を有して い ると考えられる｡
b 年金乗用計算に関する設例による検討
ここでは, 以上の ような年金費用の 性質 につ い て より具体的に理解するために,
設例に基づい た費用計算の 検討を行なう｡
独例5 - 2】 年金費用および拠出
A会社の t期首における財務デ ー タは次の 通りであるo
資産 80,
負債 50,
資本 30
また, 当期に行 っ た年金 以外 の 損益取引 の デ ー タは次 の 通りである｡ なお
当社は売上 に関して現金 による決済を行 っ て いる｡
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費用 70,
収益 90
当期における, 年金基金 - の 拠出は10であり, 年金費用は10と算定された｡
この設例における条件 の 場合 , 年金費用 と現金拠出が同額であるの で , 次の よう
な単純な仕訳になる ｡
期中仕訳
期末仕訳
(借) 現金
費用
(借) 年金費用
90 (質) 売上(収益) 90
70 現金 70
10 (貸) 現金 10
この仕訳によ っ て , 資産10, 収益90および費用80が計上されるの で , f 期末貸借
対照表および損益計算書 は, 図表5 - 6の よう になる o
計算式 資産の 増減 に関する計算 80＋90- 70- 10 - 90
期間費用に関する計算 70＋10- 80
収益の 計上 90
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期間費用80の うち , 10が年金費用で ある o この10 に対して 同額を拠出するの であ
れ鑑 過不足が生 じない ために, 費用化された分だけの キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー
が生じることとなる ｡
国表5 - 6 拠出が発生年金費用と同報の場合の貸借対照表およぴ漫益計算書
A社貸借対照表
資産 90 負債 50
資本 30
留保利益 10
A社損益計算書
費用 70
純期間年金費用10
期間利益 10
収益 90
しかしながら, 実際には , 上記の 条件の よう に年金費用と年金基金 へ の 拠出が同
額である こ とは必ず しも想定 し得ない ｡ そ こで , 拠出額が発生年金費用を上回る場
令, および拠 出額が年金費用 に対 して不足す る場合の 2 つ の ケ - ス に つ い て設例 に
基づいて考えて み よう ｡
まずは
, 拠出が年金費用 を上 回る場合で ある｡
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脚 5
- 3】 年垂基金 へ の拠出金敦を12とする
A会社の t期首にお ける財務デ ー タは次 の 通りであるo
資産 80,
負債 50,
資本 30
当社は, 年金基金 へ 12だけ拠出した｡ 期間費用は10と算定された｡
また, 当期 に行 っ た年金以外 の 損益取引 の デ ー タは次 の 通りである｡ なお
当社は売上 に関して現金 による決済を行 っ て い る｡
費用 70,
収益 90
この場合, 期末の 仕訳は次の ようになされる ｡
期末仕訳
(借) 年金費用
前払年金費用
10 (貸) 現金 12
図表5 - 7で は, 年金基金 へ の 拠出の ほうが, 期間年金費用 よりも多い場合の バ
ランスシ ー トおよび損益計算書 を示 して い る ｡ 費用を上回 る拠出は, い まだ費用で
はない部分に関しても前払する こ とと同じである｡ したがっ て , 超過拠 出の 部分に
かかる2だけが, 前払年金費用
■
として企業のバ ラ ンス シ ー トに計上 される こ ととな
る｡ これは, 一 種の 年金資産 で はあるが, 年金制度資産 と 敵性質が異な る こ とはい
うまで もない ｡
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この前払年金費用 に関 して は, 次期以降における年金費用 に関するキャ ッ シ ュ ･
アウトフロ
ー なの で , 次期の キ ャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー を この 分だけ行わなくて も
良いことになる o したが っ て , 当期の利潤計算におい て は, 関係を持たない勘定で
はあるのもの の , キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー に関す る情報としては, ポジティ ブな意味を
もつ情報である こ とになる ｡
綿 5 - 7 拠出が発生年金費用より多い場合の貸借対照表およぴ捜益計算書
A社貸借対牌表
資産 88
前払年金費用 2
負債 50
資本 30
留保利益 10
A社損益計算書
費用 70
年金費用 10
期間利益 10
収益 90
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次に, 拠出額が期間年金費用を下回 っ っ て しま っ た場合を考えてみよう ｡ こ の場
合には, 次の ような設例が想定で きるだろうo
【設例5 - 4】 年金基金 へ の拠出金を8とする
A会社の t期首にお ける財務デ ー タは次の通りであるo
資産 80,
負債 50,
資本 30
当社は, 年金基金 へ 8だけ拠出した｡ 期間費用は10と算定された｡
また, 当期 に行 っ た年金以外の 損益取引の デ ー タは次の 通りである｡ なお
当社は売上 に関して現金による決済を行 っ て い る｡
費用 70,
収益 90
この場合における期末仕訳は次の ようになる｡
期末仕訳
(借) 年金費用 10 (貸) 現金
未払年金費用
この年金費用計上 で は , 年金負債 (未払年金費用) が生じて い る ｡ この 年金負債
札 当期の 年金費用にか か る キャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ ロ ー が十分 に行われて い ない こ
とを意味して い る o つ ま り, 将来 にお い て アウトフ ロ - する こ とが確定 した資金が
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資産に計上されたままに な っ て
い る o したがっ て , 将来の キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 分
だけ貸借対照表の 合計金額が増加す るo これを財務諸表に表現する と次の ようにな
るo
国表5 - 8 拠出が発生年金敦用を下回る場合の貸借対照表およぴ漫益計算書
A社貸借対照表
資産 92 負債 50
未払年金費用 2
資本 30
留保利益 10
A社損益計算書
費用 70
年金費用 10
期間利益 10
収益 90
さて, これまで は, 年金費用 につ い て は, 年金フ ァ クタ - を除いた期間利益よ り
も小さくなる場合を想定 して き た｡ それ は, 算定され た期間利益が年金の フ ァ ク
タ 一 に影響を受 ける事 を避 けるためで あっ た o そ こで , 次 に, 設例 5
- 2 におい
て, 年金費用が期間利益20 を上回る25 であっ た場合を想定し検討してみ よう ｡
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【紳 5
- 5】 純期間年金費用が25, 同額を年金基金 へ拠出した場合
A会社の t期首における財務デ ー タは次の 通りである.
資産 8 0,
負債 50,
資本 30
当社は, 年金基金 へ 25拠出した｡ 期間費用は25と算定された｡
また, 当期 に行 っ た年金以外 の 損益取引 のデ ー タは次の通りである｡ なお
当社 は売上 に関して 現金による決済を行 っ て いる｡
費用 70,
収益 90
この穿合における期末仕訳は次のようになる｡
期末仕訳
(借) 年金費用
計算式
25 (貸) 現金 25
資産 の増減に関する計算 80＋90 - 70- 25- 75
期間費用 に関する計算 70＋25 - 95
収益の 計上 90
この殻例 におい て は, 期間年金費用が期間損益を上 回る こと になるため に, 欠損
が生じる ｡ これを図表 によ っ て 表す と, 図表 5 - 9 の ようになる ｡ この ようなケ
ー
ス札 基本的には, 2 つ の 源泉か ら生じる問題である .
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1つのケ
- ス は, 本業による業績が低迷 してい る等の ように, 本業か らの利益が
少ない場合である ｡ こ の場合に関しては , 説明は不要であろうo
いま1つ の ケ ー ス は, 人的資源マ ネジメ ント (HRH) における人的資源コ ス トの
管理が組織全体で不十分な場合などである ｡ 年金費用は, 管理会計上 にお いても重
要な間遠である o 年金費用 の管理は, 経営者 によっ て行われるが, 企業が年金部門
に関する重要性を十分 に認識 して い なか っ たり, 総合的な利益管理の 視点か ら年金
コストの統制を行 っ て い ない 場合には , 年金コ ス トが予想以上 に計上 される こ とが
ある｡
図表5 - 9 発生年金受用が期間利益よりも多い場合
A社貸借対照表
資産 75 負債 50
資本 30
欠損
A社損益計算書
費用 70
年金費用 25
収益 90
期間損央
#;
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図表5
- 9を見れば明らかなように , この 2 つ の ケ ー スに関しては, 本業によ っ
て稼得された期間利益が , 年金費用 に圧迫されて い るの であるo この ような場合に
帥 ては, 企業経営者 によ っ て年金 マ ネジメ ントが行なわれる必要が生 じる こ とに
なるだろう｡
このように, 年金費用が期間利益を上回るようなケ ー ス において も, 拠出が年金
費用を上回る場合 と年金費用を下回る場合が存在する o 次に, この 2 つ を検討 して
みよう｡
【設例5 - 6】 耗期間年金党用が25, 年金基金 へ の拠出が27である場合
A会社の t期首にお ける財務デ ー タは次の 通りであるo
資産 8 0,
負債 50,
資本 30
当社は, 年金基金 へ 27拠出した｡ 期間費用は25 と算定された｡
また, 当期に行 っ た年 金以外 の 損益取引 の デ
ー タは次 の通りである｡ なお
当社は売上 に関して 現金 による決済を行 っ て いる｡
費用 70,
収益 90
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これまで同様, 仕訳を見て みよう ｡
期末仕訳
(借) 年金費用
前払年金費用
25 (貸) 現金 27
図表5 - 10 期間利益よりも発生年金党用が多くかつ拠出超過の場合
A社貸借対照表
資産 73
前払年金費用 2
負債 50
欠‡員 5
資本 30
A社損益計算書
費用 70
年金費用 25
収益 90
期間損失
図表5 - 10で は
, 利益計算 と して は欠損が生 じて い る
一 方 で , 年金拠出に関する
前払が計上され てい る . この ような場合, キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー に関するポジティ ブ
な情報とネガティ ブの情報が同時に開示される こ と になる ｡
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ポジティ ブな情報は, 前払年金費用で あるo これは, 次期の キャ ッ シ ュ
･ フ ロ ー
硝僻しであるから, 次期にお ける キャ ッ シ ュ
･ フ ロ ー を減少させ る とい うポジ
ティブ要因であるo
一 方, ネガティ ブ情報は, 欠損が生じて い る ことである ｡ 期間
事描がないだけで はなく欠損が生じて い る状態は, ステ
ー クホルダ ー の 利害に関わ
る情報である ｡
同様に, 拠出が費用 を下回る場合を検討しようo
【設例5 - 7】 耗期間年金受用は25, 基金 へ の拠出を23行っ た場合
A会社の t期首にお ける財務デ ー タは次の 通りである.
資産 80,
負債 50,
資本 30
当社は, 年金基金 へ 23拠出した｡ 期間費用は25 と算定された｡
また
, 当期 に行 っ た年金以外の 損益取引の デ
ー タは次の 通りである｡ なお
当社は売上 に関して 現金 による決済を行っ て いる｡
費用 70,
収益 90
仕訳は, 次の とおりで ある｡
期末仕訳
(借) 年金費用 25 ( 貸) 現金 23
未払年金費用 :
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この場合には, 期間年金費用 よりも拠出額の ほうが少ない ために, 未払年金費用
が2生じる こと となる o 未払い は, 将来の キャ ッ シ ュ
･ アウトフ ロ ー を表すので あ
るから, 負債勘定と して貸借対照表に関わる こ と となる｡ この こ とを財務諸表に表
魂する場合, 次の 図表5
- 11の ようになる o
この場合には, 未払い の 年金費用 というネガテ ィ ブ情報が開示される ｡ 未払い の
年金費用は, 次期の キ ャ ッ シ ュ
･ アウ トフ ロ ー で ある の で , 次期にお い てキ ャ ッ
シュ ･ アウトフ ロ
- す る額は, この 分だけ多くなると予想される ことになるので あ
る｡
図表5 - 11 期間利益よりも発生年金党用が多くかつ拠出過少の場合
A社貸借対照表
資産 77 負債 50
未払年金費用 2
欠損
資本 30
A社損益計算書
費用 70
年金費用 25
収益 90
期間損失
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以上の各設例による検討にお
い て 明らかになっ た通り, 年金費用が利益計算に及
甜影響は時に相当な程度に まで及ぶ 0 年金費用の 算定におい ては, 割引率および
押収益率とい っ た計算上 の パ ラメ
- タ ー が深く関わ っ てい るo これを故意 に高く
絶 したり, 見積もり の誤り によ っ て低めに設定されて しまっ た場合には, 期間年
金費用として の算定方法は, 窓意的な利益操作に利用されて しまう可能性が十分に
あると言わねばならない だろう｡
さらに, この ような変動性が企業の業績指標 として の利益数値に介入する こ とか
ら, 財務報告におい て 開示される利益情報には , 経営者の 主観に基づくリス クが本
質的に関わっ て い る もの と解釈される ｡ 情報の 利用者が利益情報を利用する際 に
紘, この点に注意しなくて はならない ｡ そうい っ た意味において は, 情報利用者 に
有用な情報を提供す るために行なわれるべ き年金費用計算は, 各/1
o
ラメ - タ 一 に対
する適正な見積りが前提にあ っ ては じめて成り立ち得るもの とい えるだろう｡
6 年金負債の計算
a SFÅS87における年金負債
確定給付制度におい て 札 拠出企業は上記の ような期間費用として の 年金コ ス ト
だけでなく , 最終的な給付 に至 るまで の 追加 的年金コ ス トにも支出す る義務があ
る｡ SFAS87で は, こ の追加年金 コ ス トに関する会計処理として , 最低積立額と定め
られたABOに制度資産 の 公正価値が満たない 場合 に, 当該積立不足分を追加最小負
債として , 貸借対照表 の 負債に計上する義務を拠出企業に課して い る ｡
この追加年金 コ ス トの 認識 ･ 測定に用 い られるABO に関 して は, OBRA87の 債務 の
定義と基本的に 一 致する こ とか ら, 年金基金の 経済的な実態 を表して い るもの と解
される｡
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ところで, この追加年金 コ ス トの 算定は , 毎期末時点で洗い 替えされるの で, 積
立不足という負債の期末評価を行なうプロ セ ス ととらえ得る ｡ こ こで注意すべ きな
のは, 当該積立不足を認識
･ 測定する際に利用される尺度が, 年金債務および制度
資産の双方ともに
一 定 の 幅を持ち合わせて い る ことで , 年金コ ストの 金額が必ず し
も客観的な数値たり得ない こ とである o
たとえば, 割引現在価値で 表されるABOは, 保険数理法 によっ て算出さ れる金額
ではあるが, 制度の選択 にお い て保険数理法そ の もの に関して はどの方法を用い る
べきかという規制はなく , 会計計算上 の割引率等の選択 に関して も企業に 一 定の 裁
量による選択の 余地が存在 して い る ｡ また, 制度資産の 価格に関して も, 現在価値
系列の公正価値 によ っ て 評価 される こ とになるが, 市場もなくまた類似の 市場もな
い資産において は , 割引計算の 利用 に基づく見積り計算の 介入が避けられない ｡
この ことか ら, 見積り数値どう しを比較する こ とによ っ て , 追加年金 コ ス トを認
識 ･ 測定 し計上す る こ と に なる こ とが明らか で あ ろう｡ 年金費用計算 同様 に,
sFAS87におい て算出され る追加年金コ ス トにも, 本質的に拠出企業サイ ドの 主観が
介入してい る の である｡ 特 に, 制度資産の取得時の 価格よ りも市場価格の ほうが上
回るケ ー ス 等におい ては, 取得価格 による制度資産価格 を利用 した場合 に比 して追
加年金コ ス トが少なく見積もられる可能性がある[34]｡
【34j こ の こ とは , 年金債務 と してPBO で はなくABOを採用する こ と にもあて は ま
るo つ まり, PBOを最低積立額 と して 設定する ほうがABO を設定す る場合に比べ
て 一 般的 には拠出企 業に とっ ては積立不足が多く生じる可能性があるか らで あ
る ｡ 賃金 は下方硬直的な 性質 を有 して い る と解するの が今日 におい て は
一 般的
であり, 将来の 給与水準を考慮す る こ とは賃金が将来 にお い て 上昇す ると いう
基本的な仮定がおかれて い るためである ｡
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(飼) 年金制度資産 の取得時における価格の 総計が400, 市場価格800,▲ABO
が1000の 場合 には, 追加年金コ ス トは200になる ｡ しかし, こ の800 は市
場の 一 時点 の 価格で あるの で後に変動す る可能性を有してい るo 坂に こ
の 変動す るリ スクを考慮して制度資産を600 と見積もっ た場合 には年金
負債は400 となる べ きで あり, 市場価格で考慮する場合に比 べ 制度資産
の市場価格が変動するリスク200を考慮 して い る点で年金 コ ス トを保守
的に見積もる こ とになるだろう｡
っまり, SFAS87で定める会計処理において はご追加年金コ ス トとして の 年金負債
の評価[35〕に関 して , 予測 し得る最大限の 額で はなく , 最低限の 額を認識 ･ 測定す る
ものとしており, 明らか に保守主義 と 朋リの コ ス ト計上 の 方向性を有 して u る .
このように算出される追加年金 コ ス トは, 大きく分けて次の 2 つ の要因か ら生じ
ている｡ 1 つ は過去勤務債務で あり, もう1つ は保険数理上の 俊定等の 変更 をはじ
めとする計算上 の 誤差で ある ｡ そ こで , 当初SFAS87 では, 追加年金負債計上 におい
【35】 SFAS87における負債評価 をはじめ として , 今日の 会計上 の 負債評価 において
札 将来犠牲 となる資産 をまず先に評価す る こ とが求められ, したが っ て この
点に関 して は負債 の 評価は資産評価 に追従する も の と とらえ られ るの で ある
が, 一 方で 資産評価 におい て用い られる実現可能概念 につ いて は , 負債評価に
おいて十分 に利用 されてい る とはいい 難い ように思われる ｡
たとえば, FASBの 概念フ レ
ー ム ワ ー ク にお ける負債の定義, 評価 , あるい は
不確実性 とい っ た項目を見て も, 負債 と して の 発生の 可能性とい う視点はみ ら
れるが, そ の 背後 にある資産評価と の関連 に触 れた記述は見られな い (FASB,
sFAC No. 6 [1985], pa r s. 35-48)｡ 負債評価 におい て , 実現可能概念 によ っ て
評価された資産額が ｢実現不可能となるリス ク+をどの ように負債評価に組み込
むかを検討する こ とは今後のFASB の課題で あろうo
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てこの2つ に関 して十分考慮の 上 , 次の ような会計処理を行っ て いた｡ まず, 追加
年金負債の計上時の仕訳 にお ける相手勘定を2種類 に分け, 過去勤務コ ス ト相当額
に関しては無形資産と し, それを超える部分 につ い て は利益剰余金 マイナス 項目と
いう扱い (par･ 37) に して い たo
無形資産【36]に関して は, 過去勤務費用に相当する対価を支払う ことによ っ て労働
者の定着性を高め, 生産面における従業員の パ フ ォ
ー マ ンス を将来的に高めて いく
ことが期待され る (Bazley a nd Nikolai [1988], p. 902) ために計上される ｡ 本
莱, 無形資産は , 定期的では ない にせ よ, 最終的に填補される追加最小負債の 消滅
と共に費用化 される べ き性格 の もの[
37]で ある ｡ ただ, 追加最小負債は洗替法同様に
毎期算定され直される の で , その 費用化は , 直接的に利潤計算に影響するわ けでiま
ない｡ むしろ, 当期の利潤計算 に影響を与えない 形で 過去勤務債務を遅延認識す る
ことがこの会計処理の特徴で ある とい えるだろう｡
このように利潤計算構造に , 追加的退職給付コ ス トを反映させない理念は, 保険
数理上の誤差に関する会計処理 にも明確に現れて い る ｡ ｢本来は前期損益修正損 と
して利益計算 に反映させ る べ きと ころを, 損益計算書を通さずに貸借対照表 の株主
【36】 SFAS87 の無形資産 は, 基準の 中で具体的な勘定が示されて い な いが, 通常縁
延年金費用(defe r r ed pe n sio n co st)とい う勘定を用い て 処理して い る o
【37] この 点の 証左 は, FASBの 特別報告書 (Spe cial Repo rt) におい て , 無形資産
に関する次の ような文言がある こ とからも明らか である｡
｢無形資産は, 未認識過去勤務であれ SFAS87の適用開始日現在の末認識純
債務 で あれ, 将来の 何年か にわた っ て償却される金額である (pa r･ 41)+o
｢無形資産 は(a) 未認識過去勤務費用, または(b) 基準書87号の 適用開始 日
現在 の 未認識純債務の 残存部分の いずれか ら生じ るもの である ｡ そう した
金額 は , 純期間年金費用の 決定値 の 一 部 と して償却され, これ により実際
に無 形資産 を償却 して ゆく こ と に な る . (FASB, FASB Spe cial Repo rt,
pa r. 42, 訳書 , 233貢)+
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紛を直接に減額 (桜井[1996], 41頁)+ する とい う会計処理がなされて い る
[38]f=
めである｡
b 設例による年金負債の理解
これまでの こ とを具体的に理解す るために, 設例を用いて検討してみよう (以下
の設例では, 資産100, 負債50, 資本30, 利益20とい う企業 を想定して い る)0
【設例5 - 8】 追加最小負債の計上
運用資産 の 時価が A B Oを10下回っ たの で追加最小負債を計上する事にな
っ た｡ 当社 の過 去勤務 コ ストは15 である｡
この仕訳を示そう｡
期末仕訳
(借) 無形資産 10 (貸) 追加最小負債 10
この場合におい て は , 追加最小 負債が無形資産よりも少な い こ とになる ｡ した
がって, 無形資産 の うち追加最小負債と同額の 分だけが資産計上 される こ とにな
るo つ まり , SFAS87における会計処理の根本的な考え方と しては , 過去勤務債務を
遅延認識する とい うもの で はあるが, この会計処理によ っ て , この 時点で少なく と
も15 のうち10だけは負債 と して測定され, 計上される こ とになる ｡ 結果 として5だ
けがオフ ･ バ ラ ンス にな っ てい るの である｡
t38】 後述の ように, この 規定 は改訂さ れ, そ の 他の 包括利益における マイ ナス 項
目として扱われる こ と にな っ た｡
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A社貸借対照表
酵5
- 12 年金負債の計上
資産 100
無形資産 10
負債 50
追加最小負債10
資本 30
留保利益 20
次に, 追加最小負債が過去勤務原価を上 回っ て算定された場合を検討しよう0
【設例5 - 9】 過去勤務原価が8 の場合
運用資産 の 時価がA B Oを10下回 っ た の で追加最小負債を計上する事 にな
っ た ｡ 当社 の 過去勤務 原価は8 である｡
期末仕訳
(借) 無形資産
その 他の
包括利益
8 (隻) 追加最小負債 10
この場合には, 過去勤務債務 を超えて認識される部分が2生じて い る こ とにな
る｡ つまり, 過去勤務債務 に関す る金額はすべ て認識され, 負債として計上される
ことになる ｡ そ れを上回る超過 2 の部分は, 保険数理の誤差等が含 まれる こ とにな
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るために, この 部分に関 して は, 無形資産の処理とは別の フ レ
ー ムワ ー ク によっ て
行わなければならないの で あるo
綿5
- 13 追加年金負債が過去勤務乗用を超過する場合
A社貸借対照表
資産 100
無形資産 8
負債 50
追加最小負債10
資本 30
稼得利益 20
そ の他の
包括利益 A2
sFAS87公表当初は, こ の超過部分に関して は, 利益剰余金の 調整項目とされて い
たのであるが , この ような過去の 利益の 修正 礼 賛本の 部を調整勘定 として利用す
ることになるために, 利潤計算構造において は理論的な支持が得られなか っ たo
その後SFAS130 にお い て , そ の 他の 包括的利益 の マイ ナス 項目として扱うこ とが
規定されたために, 財産法 による利益の マイナス項目 としての 扱いがなされる こ と
となっ た｡ そ れゆえ, 少なく とも, この会計処理 によ っ て資本概念がゆがむ こ とは
避けることがで きるよう にな っ た｡
次に, 最小負債 と過去勤務原価が同額の場合 を検討しよう｡
ほ例5 - 10】 過去勤務原価が10のとき
運用資産 の 時価がA B Oを10下回 っ た の で追加最小 負債を計上 する事に
なっ た｡ 当社の 過去勤務原価 は10 である｡
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期末仕訳
(借)無形資産 10 (質) 追加最小負債 10
この場合には, 無形資産が過去勤務債務を表す こ とになる｡ この 会計処理に関し
ては説明するまでもない で あろう｡
図表5 - 14 追加年金負債が過去勤務受用より過少な場合
A社貸借対照表
資産 100
無形資産 10
負債 50
追加最小負債10
資本 30
留保利益 20
年金負債に関する, 上記の 3 つ の 設例を比べ れば解 るように, 過去勤務原価を追
加最小負債が超過す る場合 には, 超過分だけ包括利益が減少する ｡ 実現可能性の マ
イナス概念は, 将来 の キ ャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ - の見込額を示 し, 実現可能利益は
将来のキャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ - の見込額を表すの で あるか ら, そ の他の包括利益で
軌 正味の キャ ッ シ ュ ･ イ ンフ ロ ー 見込み額が総額主義で 示されて い る こ と にな
る｡
このような相違は , 損益法か ら生じる稼得利益 にはまっ たく関係の ない処理にな
るが, 将来の キ ャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー が, 今期の 実現可能利益の増減 にかか わる
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という点は, 今後, 現在価値会計の 利潤計算体系における重要な論点になり得るで
あろう｡
c 過去勤務党用に関する会計処理
既に検討したように, 過去勤務費用 に関する会計上 の償却に関して 札 SFAS87 に
おいては, 過去勤務債務は遅延認識される こ とになっ ており, この ことは年金費用
計算におい ても･ 年金負債の 計上において も, 重要な関わり方をして い る ｡ 特に,
過去勤務債務は年金負債 の 計上 によ っ て , 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー に関す
る情報として計上 され る ｡ しか しながら, こ の ような会計処理が行われる以前に
紘, 様々な意見が存在 して い たo そ こ で, 以下で はSFAS87以前に存在して い た過去
勤務債務の 計上方法に関 して整理 してみよう｡
過去勤務費用は, 企業が従業員に対 して負う法的な債務で ある ことは明らかで あ
る｡ したがっ て , 貸借対照表上 負債として表示する必要がある｡ ただ, こ の過去勤
務費用の負債計上 におい て 両建てする科目が問題となるの で ある ｡ 第 1の説は, 費
用として即時償却する とい う考え方である ｡ この 考え方の下で は , 次の ような仕訳
が行われる｡
【設例5 - 11】 過去勤務繁用の計上 :全観負債計上 ･即時償却のケ ー ス
珂社は, 当期において年金制度改訂を行ない , 年金給付額を増加 した｡ それ
に伴い , 過去勤務費用が100発生した｡
この場合, 次の ような仕訳が行われる｡
仕訳
(借) 過去勤務費用 100 (餐) 過去勤務債務 100
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っまり両建て科目を ｢費用+ と し, 当期に全額償却を行なうの である ｡ こ の場合
の過去勤務費用の償却は, キ ャ ッ シ ュ
･ アウトフ ロ ー を伴っ て い ない の で , 将来に
あいて現金を拠出する義務が企業に生じてい る. それが, 過去勤務債務が負債に計
上されてい る意味で ある ｡ すなわち, 過去勤務債務は, 企業の拠出が行われて はじ
めて消滅するの で ある ｡ これは , 次の ような仕訳 によっ て 行われる ｡
仕訳
(借) 過去勤務債務 100 (質) 現金 100
この説には, 次の ようなバ リエ ー シ ョ ンがある ｡ たとえば, 過去勤務費用を 一 定
期間において償却す るもの として , 償却額を各期に配分し, 配分した金額 に関して
のみ当期に両建て計上す る場合がある ｡ これを次の 設例で考えてみ よう｡
【設例5 - 12】 過去勤務費用の計上 : 一 部負債計上 ･ 一 部償却のケ ー ス
Ⅳ社は, 当期にお い て年金制度改訂を行 ない , 年金給付額を増加 した｡ そ れ
に伴い , 過去勤務費用が100発生 した｡ 過去勤務敦用の償却は, 10年均等
で行なうこ ととした｡
仕訳
(借) 過去勤務費用 10 (貸) 過去勤務債務 10
オフバ ランス の 過去勤務債務 (次期以降の要償却額) - 90
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この場合において は, 当期に計上されて い ない 過去勤務債務の90は,
‾
最終的に償
却が完了するまで の 期間におい て , 貸借対照表からオフ
･ バ ラ ンス の まま になる｡
このようなオフ
･ バ ランスが基本的に望ましい会計処理でない こ とは明白で ある ｡
このために, 過去勤務債務を発生時に全額計上す る こ とを前提とした会計処理が必
要とされる｡ た とえば, 両建て科目を無形資産 とする会計処理があるo
【設例5 - 13】 全観負債計上 ･ 一 部償却のケ ー ス
Ⅳ社は, 当期におい て年金制度改訂を行ない , 年金給付額を増加した｡ それに
伴い , 過去勤務費用が100発生した｡
過去勤務費用は無形資産として 一 時に資産計上し, これを10年にわた? て
均等償却す る こととした.
仕訳
(借) 無形資産 100 (貸) 過去勤務債務 100
過去勤務費用 10 無形資産 10
この方法に よれば, 過去勤務債務が全て発生時点でオ ン ･ バ ラ ンス さ れ また過
去勤務費用も将来にわた っ て償却す べ き費用は全額オ ン ･ バ ラ ンス され, そ こか ら
当期の発生費用だけが償却されて いく ことにな る ｡ したが っ て , 理論的な見地か ら
はこの会計処理が最も好 ま しい ｡
ところが , SFAS87におい て は , 過去勤務費用 とい う年金費用の 計上 と , 過去勤務
債務という年金負債の 計上 とを , それぞれ別々 の角度か ら算定する とい う方法論を
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とつている o つ まり, 過去勤務費用 に関して は, 前述の ように純期間年金費用の
辞成要素の
一 部, すなわち ｢ネ ッ トの償却および繰延 べ+ として当期に償却する 一
部の過去勤務費用と当期の 現金拠出とを, 両建て にして処理して い るの であるo
既に指摘したように , 過去勤務費用に関して は, 最終的には企業からの キャ ッ
シュ ･アウトフ ロ
ー が行われ るの で , この 会計処理によ っ て , 期間費用として発生
した 一 部の過去勤務費用 を企業が拠 出す べ きとなる こ とが確定する. しか し, 残り
の過去勤務費用に関する拠出の 確定はこの 会計処理 で は行われず, 基本的には残り
の過去勤務費用が年金費用 として は遅延認識される こ とになる ｡ この 遅延認識の会
計処理がもつ 意味は, 既 に検討 したように, 年金負債におい て無形資産を計上す る
ことに求められる｡
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第6聾 田本型相通職給付金計シ謁テ息
従業員主権の企業システムと退職給付会計
第1節 日本の退職給付会計システム
1 日本の退職給付シス テム の形成過程
一 般に, 日本で は古くか ら退職金 とい えば退職 一 時金を指 し, 慣習と して根付い
てきた｡ この 要因に関 して は様々 なもの が存在す るが, なかでも, 大正期 にその源
流を求める考え方は有力で ある｡
当時は, 熟練労働者が激 しい 労働移動を繰り返 して い た時期であるが, そ の よう
な労働者定着対策 と して , 製造業 を営む民間の 大企業が退職 一 時金をス タ ー トさ
せ
, これが次第に定年制推進の 円滑化 に対する施策となっ て きたと解す る ことがで
きる【り｡
この普及をバ ッ ク ･ ア ッ プす る法律が 1936年 (昭和11年) に既 に制定され て い
る｡ それが
, 退職積立金及び退職手当法である ｡ この法律は, 常時50人以上の 労働
者を雇用する事業所 (工 場) に対して義務づけられたもの で , 私的退職給付制度そ
のものを企業に定着させ る目的を持 っ てい たと考えられる｡
[1] 神代和欣 ･ 連合総合生活開発研究所編 『戦後50年産業 ･ 雇用 ･ 労働史』 日本
労働研究機構, 1996年, 287貢 ｡
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酵6 - 1 日本の退職給付制度の歩み
大正末期以降
193締(昭和11年)
1944年(昭和19年)
1951年(昭和26年)
1952年(昭和27年)
1957年(昭和32年)
1961年(昭和36年)
1962年(昭和37年)
4月
1964年( 昭和39年)
1965年( 昭和40年)
6月
1966年(昭和41年)
1967年(昭和42年)
1973年(昭和48年)
11月
198時(昭和61年)
4月
1988年(昭和63年)
5月
1989年(平成元年)
12月
1990年(平成2年)
199峰(平成6年)
11月
1996年(平成 8年)
1997年(平成 9年)
4月
で ど
民間企業において退職 一 時金制度が普及
退職積立金及び退職手当法成立
50人以上の労働者を使用するエ場及び事業所に義務づけ
厚生年金保険法成立
1942年に施行 された労働者年金保健法の改正
退職 一 時金制度は再び企業の任意実施 へ
退職金を退職所得 として分離課税
退職給与引当金制度の 創設
日経連 , 信託協会が企業年金課税に関する要望
アメリカの企業年金の隆盛が伝えられたが, わが国では税制の不備が企
業年金普及の 障害とな っ ている とい う指摘が日経連等から行われた.,
日経連, 信託協会 , 生命保険協会が企業年金制度発足
法人税及び所得税法の改正 , 適格職域年金制度発足
1961年12月 , 税制調査会の 答申におい て｢適確年金制度を創設するにあ
厚生年金保健法改正案, 国会提出
厚生年金保険法改正
1966年10月, 厚生年金基金制度創設
87基金(第1号グル - プ) 設立
厚生年金基金連合会発足
厚生年金, 物価ス ライド制導入
物価スライド部分を耳,厚生年傘拳金q?代行野郎告かか尊卑申を含めすづ
全国民を対象とする基礎年金制度の導入, 給付と負担の適正化を内容とす
る年金制度の改正
厚生年金保健法改正
中途脱退者 に係る給付の 通算制度の充実 ,解散基金加入員の 年金給付の
厚生年金保険法改正
厚生年金基金および厚生年金基金連合会の 資産運用の 拡大が認められ
元年改正法 一 部施行
厚生年金保険法改正
.
免除保険料率の 複数化 自主運用対象資産の拡大など
厚生年金基金制度研究会報告(厚生省)
厚生年金基金制度研究会報告の 一 部事項を実施
予定利率の 弾力化, 非継続基準による財政検証の導入など
拙典:厚生年金基金連合会編 『21世紀の企業年金』 東洋経済新報社, 1997年,
170頁)
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しかしながら, こ の 法律は戦争 (第2次大戦) 以前の 制度である ことから, 戦後
の展開に連続するもの で あ っ たと は考えにくい ｡ 実際, 1944年 ( 昭和19年) に退職
ー時金牌度は法的後ろ盾を失い , 企業 の 自由裁量 になっ てしまう ことからもこの こ
とは明瞭であるとい えよう o
図表6 - 1は, 大正期以降の 退職給付シス テ ム の形成過程を表してい る ｡ 戦後退
藤一 時金の普及 ･ 定着 を決定付 けたの は, 1946年の 電産争議[2]か ら1952年 (昭和27
年) の退職給与引当金 の 制度化まで の 流れにある と考えられる｡
ここでは, 年功賃金 の 原形 とされる ｢電産型賃金体系+ が提示され, 同時 に｢退
蔵金に関する要求+の交渉が次の ように行われた｡
｢1946年の電産争議 におい て , 電産型賃金体系を生み出した賃金要求 と
ともに, 生活保障説及び賃金後払い説に基づく 『退職金に関する要求』 が
行われた｡ そ れ は 『勤続20年で定年退職後20年間の保障』′を, 主な内容と
するもの で あ っ た｡ 結果は, 49年の 争議におい て 『勤続30年で10年間の 生
活を保障する定年退職金』 を主な内容とする中労委の 調停案を受け入れ
妥協 した｡ (神代和欣･ 連合総合生活開発研究所編 [1995], 287頁)+
その後, 1952年 ( 昭和27年) の退職給与引当金制度の創設 によっ て損金算入が可
能となっ たために, 企業に定着 したもの と考えられるの である ｡
ところで , この ような退職 一 時金の 民間 へ の 普及は, 公的年金の改善を阻害した
要因でもある ｡ この 点 に関して は, 新川 [1997] ( 岡沢 ･ 官本編 [1997] 所収)に
おいて次の ような指摘がなされて い る ｡
[2] 電産争議とは, 長 い 間学那寺体制の も とで 国家管理 下におかれて きた電気産業
(現在の 電力) に対 して , 労働組合側が戦後電産労協を設立し, 産業別の 統
一 交
渉を行っ たもので ある ｡
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｢1950年代 , なぜ厚生年金水準の 改善が進まなかっ たか とい えば, 企業の
先行が これを阻んだ とい える ｡ 民間で は1952年退職給与引当金制度の導入
によっ て , 退職 一 時金が広範に普及したため, 日経連 ･使用者側は厚生年金
の改善は過重負担にな る と, これに反対 した｡ また企業別労働組合も退職
一 時金の 導入 ･ 改善にむ しろ熱心で あ っ た o 1950年代後半, 長期雇用慣例
の普及 とともに退職金コ ス トが増大する ことが懸念され, 『退職 一 時金か
ら年金 ヘ』 の シ フ トが唱えられるよう になっ た ときも, 使用者側が求めた
のは, 企業年金 ヘ の 税制上 の優遇措置 (適格年金の導入) であ っ て , 厚生
年金の拡充ではなか ったo ･(161貢)+
しかし, 退職金負担 の 増大化傾向に対する企業経営者側の危機感とそれに対する
準備資金の負担を平準化する とい う要請, さ らには前述の適格年金制度の 整備など
を背景として , 今日大半の企業が企業年金制度を導入す るに至っ て い るo
図表6 - 2 退職給付制度に関する統計
a. 統計デ ー タ
退 職 金 制 度
(社)
年 集計社数 退職 一 時
金の み
退繊年金 のみ 併 用 計 退 職 年 金
( 重複計上) 適格年金 調整年金 非適格年金
昭和堅阜 344 119 0 223 223 97 99 43
54年 420 124 9 287 296 136
149 51
56年 400 92 20 288 308 165
144 54
58年 386 69 20 297 317 188
141 47
60年 407 53 21 333 354 226
153 48
62年 356 32 23 301 324 219
129 41
平成元年
3年
393 35 10 348 358 245
147 30
380 19 12 349 361 255
147 26
5年
7年
384 12 17 355 372 267
155 25
380 10 14 356 370 271
154 23
(出典:中央労働委員会事務局編 『退職金, 年金及び定年制事情調査
一 平成8年
版 - 』 労委協会, 1996年3月, 5頁)
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ら. 退滞給付制度の推移グラフ
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(出典 aの 統計デ ー タより作成)
この点を統計によ っ て見 る と次 の ように になる ｡ まず, 図表6 - 2 a によれば,
平成7年の退職後給付制度の 採用 に関しては, 集計企業 380社のうち ｢退職 一 時金
制度のみ+ が10社, ｢退職年金制度 の み+ が14社で ある ｡ これに対して , ｢退職 一
時金制度と退職年金制度の 併用+ は356社存在する ｡ つ まり , 両制度を併用す る企
業は集計企業 の実 に93. 7% にもお よぶ とい う結果が得られて い る こ とになる ｡ ま
た, 図表6 - 2 b の グラ フ か らも , 退職給付 と して の 退職
一 時金は減少傾向にあ
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F) / 方の企業年金, 備 に税制適格年金は増加しつ づ けて い るこ とが判明する . こ
のように, 退職給付 シス テム は, 従来の退職
一 時金から退職年金制度へ と次第にシ
フトしつ つあるとい う こ とが統計的に持ても明確であるといえるだろう ｡
2 企業年金システム
既に述べ たように, 企業年金制度は外部拠出する こ とによっ て , 企業の経営資本
と年金運用資金を明確 に分離する こ とを
一 つ の 特徴 として い る｡ 企業年金制度は ,
場在日本国内におい て 3制度から構成されてい る ｡ それは, それぞれ適格年金, 厚
生年金基金, 非適格年金 とい う制度である ｡ これらの 制度はすべ て , 企業が年金運
用のリスクを負う確定給 付制度で ある こ とから, 外部拠出して い るにもかか わらず
企業年金の運用成果が企業業績に事後的に関係 してく る｡ したがっ て , 企業年金制
度の下では企業は これらの 制度をどの ように管理するの かという課題を, 本業に加
えて負っ てい る こ とにな る｡
もっ とも, 従来普及 して い た退職 一 時金の ように経営資本と退職給付資金が未分
化である場合 と異なり , 年金資金は企業に存在 しない ために, 企業経営者がその 運
用成果の事後 的なイ ンパ クトを積極的に認識 しなければならない ｡ 従来の 日本企業
において は, この 事後的なイ ンパ クトの認識が希薄であっ たよう に思われる ｡ 加え
て, 厚生年金基金および税制適格年金は縦割り行政によ っ て相互 に互換性 をもたな
いことも日本企業の 年金運営 へ の 積極的アプロ ー チを阻害する要因とな っ て い たと
いえよう｡ 厚生年金基金 におい て は, 企業か ら独立した特別法人形態 によ っ て年金
基金が運用されるの に比 して , 税制適格年金で は厚生年金基金の ような独立した法
人が存在しない ために , 企業における年金マ ネジメ ントへ の 関わり方が相違するか
らである｡ この 点を, よ り深く考察して みよう ｡
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3 卵価格年金制度
適格年金とは, 1962年 ( 昭和37年) の税制改革 によっ て導入されたもので , 会社
挿業主) が従業員の 退職金準備の ために退職年金制度を設け, それに基づい て生
命保険会社あるい は信託銀行 と年金信託契約を締結する御度である｡ まず, 税制適
格年金制度のデ
- 夕を示す と, 図表6 - 3 の ように表せ る｡ まず契約件数の 時系列
の推移に関してみ て み よう o 契約件数に関す るデ
ー タは, 3 つ の方向から示されて
いる｡ 契約件数全般 と して みれば , 昭和50年か ら平成7年度まで の 間 に約1.6倍
(57,234件から91,465件まで) の 増加傾向を示 して い る ｡
図表6 - 3 適格年金制度のデ ー タ
年度 契約件数 新規契約数 増加 件数 前年伸び率 加入者数 資産療
(件) (件) (件) (%) (万 人) (億円)
昭和50年(1975) 5 7.234 21苧99 T103戸
-1.78 459 1 0401
51年(1976) 5 7.014･ 3.0甲 二220 -0.38 チ64 131 4苧
52年(1977) 57.001 31甲1
-1
.
3 -0.02 491 1 63_
28
5韓(1978) 57.786 ?･甲学 7.甲 1
･38 511 20081
54年(1979) 5 9
.
482 4.071 1696 2.93 541 2478 4
5時(1980) 61.437 4,346 1 9甲 3.29 584
3052
.
56年(1981) 62.77 5 3,6 28 1338 2.18 6 26 37066
57年(1982) 64.008 3･36! 123? 1･96 6 4g
44 556
58年(1983) 65
.
3 46 3.6 28 1338 2.09 687 52771
59年(1984) 6 6.841 3.8 73 1495 2.29 7 24 6 1993
69年(1985) 6 8-268 35 13 142 7 2.13 759 71 876
61年(1986) 71
.
203 48 90 293 5 4 3 788 82572
62年(1 987) 74.423 5204 3220 4.52 821 ?431 7
6 3年(1 9 88年) 78
,
555 5891 4 132 5.55 8 45 1046 0
平成元年(1989) 82,799 6145 4 244 5.4 9 03 118590
2年(19 90) 86.648 5854 ･3819 4.65 937 13 0269
3年(1 9 91) 90
.
43 4 5958 3 786 4.37 977 1 41055
4年(1 9 9 2) 9 2,08 2 4401 1 648 1,82 1040 15035 4
5年(1 9 93) 9 2
.
46 7 3甲9 385
0.4 2 1059 16071 5
6年(19 9チ)
7年(1 9 5)
92.35 3303
- 11 2 -0.12 1075 169606
9 l
.
46 5 251 0
- 89 0
- 0.96 107 8 178 011
拙典 : ライ フデザイ ン研究所 [1997], 104頁)
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これを新規の契約件数および増加件数の視点からみると, 既にピ
ー クは平成元年
前後に生じて しまっ て い るもの の , 加入者数および資産規模は依然として増加の
一
途をたどっ ており, 制度 と して は拡大傾向にある ｡
適格年金という名称は, 法人税法上 の 恩典を受 けるため, つ まり法人税施行令第
159条に規定される要件全て に該当する退職年金 へ の 事業主の掛金を, 拠出の 時点
で法人税の算定 におい て 損金算入で きるよう にするた釧こ, 制度設置企業が国税庁
に制度内容に関する届出を行 い , これが承認されなければならない ことからこの よ
うにいわれるようにな っ た[
3]
｡ そ の 際に, 法人税施行令第159条に規定 される要件
のいずれかを欠く場合 には, 法人税の 計算上拠出金の 損金算入が認められな い非適
格年金制度となる｡
税都連格年金は, 実際には年金信託あるい は年金保険契約の どちらか によ っ 七行
われることになる ｡ 年金信託 にせ よ年金保険契約にせ よ, 掛金の払込が行われた と
きに実質的に契約が成立す る こ とから, そ の 時点まで には契約内容 に関する詳細が
決定されてい なければならない ｡
まずはじめに, 年金制度の 代替案を検討したうえで , 就業規則および労働協約な
どの社内規程の 一 部と して位置づけられる年金規程が成文化 されて い なければなら
ない｡ この 年金規程の 成文化に際 しては, 掛金の 計算, 受託会社の 決定, 申請関係
書類作成, さらには労組の 同意を得る必要が存在して おり, 最終的に, 年金規程は
労働基準監督署 へ 届 け出なければならない ｡ 以上 の プロ セ ス が滞りなく行われた後
に, 国税庁 に対する申請が行われ , 事業主の 諮問組織で ある年金委員会が, 制度の
円滑な運営の ため に発足 されなければならない ｡
[3] 法人税法, 第84条 3項, 法人税法施行令, 第108条, 159条ない し161条, 所得
税法施行令 , 第156粂 , 租税特別措置法, 第68条の5, 租税特別措置法施行令,
第39条の35｡
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4 厚生年金基金
厚生年金基金 とは, 昭和40年の 厚生年金保健法の 改正 によ っ て導入され 翌年の
紳41年より実施された厚生省所轄の制度で ある o この 制度は, 別名調整年金とも
呼ばれてい るo そ の 由来 は次の ような背景からであるo 企業における退職
一 時金の
負担が増加しはじめ, 公 的年金と して ほ ぼ制度形骸化に近い 状態にあっ た厚生年金
が, 政府のて こ入れに より再生 ･ 拡充したために, 企業に とっ て退職給付の資金準
備が拡大基調におか れる恐れがあっ た｡ その対策 として , 企業の 過重な負担を回避
し, 両者を調整する目的で こ の 制度が始められたために, この ように呼ばれてい る
のである｡
国表6 - 4 厚生年金と厚生年金基金 の関係
厚生年金
老齢基礎年金
報酬比例部分
老齢基礎年金
遺族年金
障害者年金
厚生 年金基金
付加給付
老齢基礎年金
報酬比例部分 に関する
代行部分
上述のような歴史的背景から, この 制度で は, 掛金の徴収か ら給付に至 るまでの
制度運営に際して , 厚 生年金基金とい う公権的能力を付与された公法人が設立され
る｡ 厚生年金基金の 設立 に際して は , 厚生年金基金規約を作成し, 労働組合
･ 従業
員に同意を得なければならない ｡ その 上で , 厚生省に設立許可の 申請書類を提出す
る｡
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この場合, 適格年金 と大きく異なるの は, 外部 の受託機関に対する信託および保
険契約における受給者で あ る o 適格年金制度の 場合には , 受給者 は従業員である
が, 厚生年金基金の 場合 に は形式上基金が受給者 となり, 基金から受給者に退職金
を支給する ことになる o
厚生年金基金制度は, その 名称からもわかるよう に, 公的年金である厚生年金と
密接な関係を持 っ て い る o 公的年金で ある厚生年金の 構成は, 大きく分けて 2 つ の
吾紛からなっ て い る ｡ 老齢基礎年金, 遺族年金, 障害者年金等からなる部分を1階
部分とし, その 上 に 2階部分である報酬比例の 老齢厚生年金が位置付けられてい る
(図表6 - 4)0
厚生年金および厚生年金基金はしばしば混同されがちであるが, 前者の 厚生年金
は公的年金と して実施され, 後者の 厚生年金基金は調整年金制度の もとで実施され
る企業年金で ある｡ 従っ て , 資金的な管理が国家によるか, ある いは政府に認可さ
れた厚生年金基金が行 な うの かとい う点からすれば, 両者はまっ たく相違して い
る｡ しかしなが ら, 本来, 国家の管理におかれるはずの 厚生年金の 2階部分, す
なわち報酬比例の 老齢厚生年金は, 企業の企業年金である厚生年金基金を実施して
いる場合, 前述の ごとく, 負担軽減の ため に当該年金基金が代行 し管理を行なう事
になる｡ 図表6 - 4 に示されるように, 私的退職給付に属する厚生年金基金の もと
で, 本来の企業年金と しての 付加給付部分 (いわゆる3階部分) と, 代行部分 (い
わゆる2階部分) の 2種類の 資金が管理される事になり[
4]
, 厚生年金基金制度は公
的年金と私的年金 の混合 した性格を有するもの として位置づけられる こ とになる ｡
ある意味で は, この 代行部分の 存在 こそが日本の厚生年金基金制度を独特の 制度
[4] 共済年金 に関し て も同様に, 2階建て とし て とらえる事が可能で ある ｡ 相違
点は2階の 報酬比例部分が, 厚生年金 より も職域年金に相当する部分だけ厚く
なっ て い る とい う こ とで ある (村上 [1991], 130- 138頁)｡
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にしている要因ともい え るだろう o たとえば, 制度資産を企業年金部分と公的金部
馴こ分ける必要が存在す る場合, 両者を如何なる基準をも っ て分離す べ きか という
ことが必ずしも判然 としない o それは, 制度資産の 総額が, もともとの 拠出金額か
らのみではなく, 果実 と して の 投資収益をも含んでい るためである ｡ 増加した制度
資産のどこからどこまでが企業年金として の 部分であり, どこからどこまでが代行
部分であるのか を見極めるの は困難である ｡
厚生年金基金の 資産額 は年々 増加す る
一 方で ある｡ 昭和53年には基金数が957,
資産保有額が32,088億円で あ っ たもの が, 平成 7年には基金数が1,878, 資産額は
417,750億円にまで 増加 した｡ 基金数増加は約2倍程度の 増加であるの に対し, 餐
産額の増加は13倍で ある ｡ 加入員 に関して も昭和53年には557 万人で あっ たが , 辛
成7年には1,213万 人 へ と増加 した (ライ フデザイ ン研究所 [1997], 110貢)0
5 分析の視点
日本の退職給付シス テム は, 制度の複雑性 と, 日本的経営 と表現される特有な雇
用慣行によ っ て , 諸外国の シス テム とは異なっ て い る o それ 札 公的退職給付制度
と私的退職給付制度の 2つ に分類する ことができる (以下の デ
ー タは, 厚生年金基
金連合会 [1997], 167頁 による)0
近年, 長期的構造不況下にあっ た日本で は, 様 々な社会制度の疲弊
･ 疲労が叫ば
礼, 急激な変化が求め られた｡ 例えば, 通産省 [1997] で は, 日本版 ビッ グ ･ バ ン
における改革課題 の 一 つ と して , 退職給付シス テム の 問題を大きく ク ロ ー ズア ッ プ
している｡
同報告書に よれば, 退職給付の 改革には2 つ の 方向性が存在する ｡ 1 つ は , 効率
的な資産運用環境実現の ため に行なう退職給付の改革で あり, 投資意思決定主体と
しての側面か らの 改革 で ある｡ い ま1 つ は , 透明性の 確保の観点か ら行われ るデイ
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スタロ
ー ジャ ー 拡充の 一 環 として の退職給付会計の 改革で ある o これは, 財務報告
情報の作成者と して の企 業に係わ る改革で あるo この ような退職給付 に関する2 つ
の改革は, はからずも退職給付の 財務報告に焦点を当て る こ とになっ たの である｡
企業会計審議会より公表された ｢退職給付 に係る会計基準+(以下 『新基準』)
は, このような社会的 ･ 経済的な文脈 の なかにおい て設定されてい る｡ い わゆる金
融ビッグバ ンの 名が示す通 り, 好むと好 まざる とに関わらず , 時代は確実にマ ー
ケット･ ベ ー ス による ｢資産投資運用+ を指向して きて い る ｡ そ して , こ の ような
動きに大きく関わ っ て い る退職給付制度に関して は, その 会計体系を十分に整備す
ることが, 日本企業の 国内および国際競争力を強化する上で大変重要な課題となっ
てきているの である[5]｡
周知の通り, 退職 一 時金制度から企業年金制度 へ 移行するに際して, 適切な会計
基準がない こ とは , かね てから企業会計上の 重要問題の 1つ であ っ た｡
まず, 退職 一 時金制度 に 関して は, 審議会より公表された, ｢企業会計上の個別
問題に関する意見第 二 : 退職給与引当金の 設定に つ い て+ に基づいて , 労働者の 役
務提供に合わせて債務お よび費用を計上する引当金会計が行われて い た｡ こ の 一 方
で, 企業年金会計に つ い て は , 役務提供の 発生とは必ず しも関係なく, 支出額を基
準とした損益計算が行われて い た｡ 両会計領域における損益計算の 各計算要素に関
して, それぞれ異なっ た認識 ･ 測定がなされ, 企業の利潤計算が必ずしも適切に行
われてこなか っ たの で ある ｡ そ の うえ, 会計情報 の伝達 という側面か らは, 情報 と
[5] たとえば, 通商産 業省の 産業構造審議会 における産業資金部会産業金融小委
員会の 中間報告書におい て は, 退職給付制度が, 一 方で 会計情報利用者つ まり
投資者の 立場か ら資産の 効率的な運用に関わ り, 他方で会計情報作成者の 立場
から投資家 に対す る ディ ス ク ロ ー ジャ ー に 関わ っ て い る こ とが明示 されて い
る｡ また後者における年金情報開示は, 企業評価 に深く 関わ っ て きて い る こ と
が, 中野 [1998] によ っ て指摘 されて い る｡
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しての同質性が保証されず, 表示その 他におい て統
一 性も欠如してい たo
かかる状況に対 し, 退職給付会計基準で は両者 に関する統 一 的な視点からの会計
処理が行われる こ ととな っ たo 退職給付会計基準が設定されたのである｡ 退職
一 時
金御慶によっ て 生じる債務および費用 と, 年金会計に よっ て生じる債務および費用
が, それぞれ退職給付引当金および退職給付費用 として , 役務提供の発生に合わせ
て認識 ･ 測定され, 記録 ･ 報告される ｡
この結果, 退職 一 時金制度で あれ確定給付年金制度であれ, 企業の退職給付会計
に関する財務報告は, 新基準に基づい て作成される こ ととなる｡ つ まり引当金会計
として, 統 一 的な会計処 理を採 るの である ｡ これに加えて , 企業から外部の 運用受
託機関へ の拠出を行い , 退職給付資金を外部に積立て る確定給付制度の 場合には,
退職給付制度自体の財務報告が企業の財務報告書 とは別に作成される こ ととなる ｡
本章では, 第 5章におい て合衆国の 分析を行 っ たの と同様に, 日本の 退職給付会
計システムの 構造を分析す る｡ まず, 退職給与引当金会計および年金会計が新基準
のもとで退職給付会計 に統合された理論的背景 を明らかに し, 次に, 新基準によ っ
て増幅される ｢財務報告書 の 弾力的会計数値+ を吟味し, 退職給付会計シス テムが
全体として どの ような機 能を有 して い るのか を明らか にする｡
第2節 新基準以前の退職給付会計システム
1 引当金会計における退職給付
a 退職給与引当金 に関する基本的考察
新基準が公表される以前におい て , 退職給与引当金の会計処理に関して は, 企業
会計審議会か ら公表された ｢企業会計原則+ お よび ｢企業会計上 の個別 問題 に関す
る意見第2 : 退職給与 引当金の 設定に つ い て ( 以下, 個別意見第2)+ とい う会計
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基準に基づいて行われて い た｡ この 会計基準に表現される退職給与引当金会計の 計
算継観を考察す るため に, まず次の ような設例を用い る｡
【設例6 - 1】
第t期末にお い て , 労働協約に基づいて 支給する退職金の ために, 退職給
与引当金を 5,000, 0円設定した｡ 第 t＋1期中におい て, 従業員の 退職に際
し, 退職金1,200,00円 を現金によ っ て 支払 っ た ｡ こ の従業員 に対する退職
給与引当金の設定額は 600, 00円で ある ｡
まず, 第t期末の 仕訳 は次の ようになる｡
t期末仕訳
(借) 退職給与引当損 5,000, 00(貸) 退職給与引当金 5,000, 00
(退職給与引当金繰入額)
この仕訳 におい て は, 費用および負債の 両建て計上が行われて い る｡ 貸方の退職
給与引当金は負債勘定で あり, 借方の 退職給与引当損 (退職給与引当金繰入額) は
費用勘定で ある ｡ 企業 は従業員に対 して労働債務を負っ て い るため に, 各年度末に
おける退職金の支払義務が認識される｡ 当然の こ ととして , 退職給与引当金が貸借
対照表上負債 にオ ン ･ バ ラ ンスされる ことになる.
- 方, 退職給与引当損 (退職給与引当金繰入額) に関して は, 従業員の 労働提供
を原因として発生した退職金費用が見積り計上 される こ とによっ て, 引当金の設定
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時に全額が費用計上される こ とか ら, その金額を企業の 利益計算に組み こむ機能を
督しているo
っまり, 企業にと っ て はそ の ような労働債務に関わる資産減少が, 将来におい て
発生する可能性が高い の で あるから, それを当期の負担として費用計上 しておくこ
とが期間損益の正 しい算定に対 して必要となっ てくるの である【
6]
0
次に, 第t＋1期 における退職金の給付に関する仕訳を示そう｡
t＋1期末仕訳
(借) 退職給与引当金 600, 00 (貸) 現金
退職金 600,000
1,200, 0
通常, 退職金の 給付時点では2 つ の契約が解消される｡ 1つ は, 労働債務の解消
である｡ 具体的に述 べ れ ば, 設例上 の 退職金の額で ある 1,200,00円とい う労働債
務が最終的に確定 し, そ の 労働債務を給付する責務が, 現金による退職金の 給付 と
いう行為に よっ て消滅す る こ とになる｡ もう1つ は, 退職給付資金の経営資本との
切り離し, すなわち従業員か らの 一 種の借入 に対する返済が行われる こ と である o
設例上で は , 1,200,000円を現金によ っ て給付す る こ とで , 企業の 経営資本から,
従業員が勤続期間中に企業 に貸与して い た退職給付資金が明確 に分離さ れ 従業員
のもとへ 返還される こ とになる ｡
ところで , 先ほ どの 設例で は, 引当金として計上 して n た金額 よりも多く の退職
金を給付しなければならなくなっ た場合を想定 しており , t 十1期 におい て新た に,
費用項目で ある退職金600,00が生 じて い る ｡ 当期 に, 新たに退職金 コ ス トが生じ
[6] なお, 退職給与引当金の 設定に際して , 客観的な積立を保障する ために理論
的には信託預金などの 基金 (特定資産) を設けて おく ことが望ま しい だろう｡
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てしまつ たの は, 労働債務の 見積り計算の不正確さが原因である といえよう9 そこ
で, 引当金の見積りの 正確性を考える必要があるだろうo
そもそも, 引当金は期間損益計算を正しく行なう という企業会計上 の 目的に基づ
いて, 将来の資産の 減少を合理的に見積もり , 当期の負担に属する額を当期の費用
または損失とする会計で ある o それゆえ, 引当金を計上する場合には , 企業会計原
尉の注解18[
7]の 文言か ら次の ような引当金計上 の諸要件が必要となる ｡
① 将来における特定の 費用または損失であり, 発生する可能性が高い こ と
② そ の発生が当期以前の事象に起因する こ と
③ そ の 金額を合理的に見積もる こ とができる こと
ここで, 退職給与引当金は, 労働が費消された時点で将来の 支給義務 ( 原因) が
生じることか ら計上される とい う通説 に従っ て , 上記の退職給与引当金計上 の 要件
を考えてみよう｡
まず, ｢将来における特定 の 費用又 は損失+ であるか否か に関す る検討である ｡
[7] 企業会計原則の 注解18で は, 引当金に関して 次の ように示されて い る ｡
｢将来の 特定 の 費用又 は損失であっ て , そ の発生が当期以前の 事象 に起因
し
, 発生の 可能性が高く , か つ , そ の 金額を合理的に見積 もる こ とがで き
る場合に は, 当期の 負担 に属する金額を当期の 費用又 は損失 として引当金
に繰入れ, 当該引当金の 残高を貸借対照表の 負債の 部又 は資産の 部に記載
するもの とする ｡
製 品保証引当金, 売上割戻引当金, 返品調整引当金, 賞与引当金, 工 事
補償 引当金 , 退職給与引当金, 修繕引当金, 特別修繕引当金, 債務保証損
失引当金, 損害補償損失引当金, 貸倒引当金等が これに該当す る ｡
発生の 可能性 の 低い 偶発事象に係る費用又 は損失に つ い て は , 引当金を
計上する こ とは できない ｡ +
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これに関して は, 退職金 の性格に関する考察が欠かせない o 退職金の性格につ いて
娃, 基本的に, 賃金の 後払い で ある とする賃金後払説, 従業員の長年の 功績に対し
て報いようとするための 功績報償説, そして老後の生活の ために支給するという生
綿障説の 3つ が存在 して い る o 個別意見第2 におい ては , 次の ように述 べ られて
いる｡
｢退職金の 性格 の 基本的な考え方 として は , 賃金後払説, 功績報償説及
び生活保障説が み られる と こ ろで ある ｡ わが国における退職金は , 労働協
約等に基づ い て 従業員が提供した労働 の対価 として支払わ れるもの と 一 般
に解釈 され て おり , したが っ て そ れは草本的には賃金 の後払 い の 性格 を
持っ て い る とい えるが, 同時に長期勤続者を優遇する支給倍率方式をと っ
て い る こ と等から, 勤続 に対する功績報償及び老後の 生活保障 という性格
もあわせ もっ て い る とい える ｡ +
この文言からも明か なように, 個別意見第2 では, 賃金後払説が支配的で ある と
指摘しつ つ も他の 2 つ の 説を無視する こ とがで きない とい う立場をとっ てい る｡
このよう に, 複合的な立場を個別意見が採 る理由に関 して は, 幾つ か の要因が考
えられる ｡ まず, 法律関係を強調する立場か らすれば, 退職金は企業が労働協約等
によっ て退職時に給付を行わなければならない こ とを約定してい る労働債務である
ととらえる こ とができる ｡ こ の ような思考 に基づけば, 退職金は賃金の後払いで あ
り, 貸借対照表上 にお い て本来表示される べ き法的な債務である と考える説が導か
れる｡
この 一 方で , 労働協約等 に基づか ない 退職金制度 を自主的に行 っ て い る場合に
駄 賃金の 後払い とい う法的債務の 視点よ りも, 老後の 生活保障あるい は功績報償
という側面の はうが強調される｡ さ らに, 退職金の支給は従業員自身に懲戒解雇等
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の賓が存在する場合 に はお こ なわれない が, 賃金 の後払い と
一 面的にみ る こ と で
乱 このことは説明で きな
い こ とになるo
また, この個別意見第2 の 立場に関して は, 次の ような指摘もなされて い る｡
｢結論的にい えば, 法的基準または法的事実を採る ことは 『客観性』 ま
たは 『確証性』 とい う見地か ら会計理論上支持されるけれども, この よう
な基準または事実の みをも っ て退職金費用を計上 しまた退職給与引当金を
設定する こ とは適正 な期間費用の 計上お よび引当金の 設定を妨げる ことに
なる と考えられ る ｡ したが っ て必ずしも法的事実に こだわ る こ となく広い
意味における労働の 経済的対価を考える後払い 賃金説に加えて , 生産性の
維持高揚や労働力の 確保および従業員の 退職後における 一 定の 生活水準の
維持などを考 える功績報償説ならびに生活保障説をも採り入れて , 経済的
実態に即した退職金費用 の 計上 とそ れにもとづく退職給与引当金の設定を
図るべ きで あろう｡ (新井 [1968], 74頁)+
どのような立場にせ よ , 将来における給付に伴 っ て資産減少が生じる ことでは共
通しているから, ｢将来 における特定の 費用または損失+ とい う要件は満たされる
ことになる ｡ 同時に , 給付は従業員の 退職にともなっ て通常発生する こ とか ら ｢発
生の可能性が高い+ と い う要件もみたす ことになる｡ かくて , 引当金会計の第 1 の
要件は満たされたこ と になる｡
次に, ｢その 発生が 当期以前の 事象に起因す る こ と+ という第2 の要件で ある o
退職金の性質をどの よ うに とらえようとも, 企業 によっ て 計算される各期の 負担 に
鴇する退職金の 見積額は , 発生費用で ある こ とは明らかであるo 退職金費用が, 労
働の費消に伴っ て 発生するか らである ｡ 問題は, そ の 発生時期をどの ようにとらえ
るかである｡
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労働の費消は当期に生じて おり , それに対する費用は既発生である こ とから,･通
常の発生主義の解釈に よれば, 当期に生じて 当然の費用であり将来の 費用ではない
こととなる｡ この 点から, しばしば, 退職給付は引当金ではなく未払費用であると
いう主張がなされる こ とがあるo
ところが, この 費用に 関する金額 に対す る確定は, 実際に給付がなされる時点ま
で待たなければならない ｡ 言い 換えれば, 退職金の給付時には, 費用が発生するの
ではなくて費用たる支出が確定す るの であり, 費用そ のもの は既に発生してい る
のである｡ この ため, 労働が費消された時点で は依然として金額が不確定であり,
費用を見積り計上 しなければならなくなる｡
したがっ て , これを引当金会計の枠組み で行なうため には, 当期の労働の 費消に
と
もなっ て費用原因が発生する とい う, 一 種の 発生主義 に対する拡大解釈が行われる
ことになる (い わゆる原因発生主義)｡ この ように発生主義の枠組み におい て とら
えることが可能となっ た退職金の 算定は, 保険数理計算を通じて合理的に見積もり
可能である ことから, 第 2の 要件を満たす こと と解される のである｡
ところで , この ような不確実性の 介入, つ まり見積り計算の介入が避 けられない
引当金会計の 本質か らみて , 前述の 設例におい て みられ るような, 労働債務 に対す
る見積り不足が最終的に生じる可能性は避けられない 問題で ある ｡ この ため, この
ような不確実性が第3 の 要件で ある ｢合理的な見積もり+ を満たす こ とが可能で あ
るか否かという こ とを検討す る必要が存在する｡
個別意見第2 におい て は, 退職金の見積り計算の合理性要件を満た し得る方法と
して2種類が採 り上 げられて い る ｡ 将来支給され る退職金見積り額をもとに算出さ
れる将来支給額予測方式 と, 期末 に全員が退職する とい う仮定の もと に算出され る
期末要支給額計上方式で ある ｡ これにそ れぞれの 現価方式が加わっ て , 実際には全
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酢4種類の債務算定方法
が提示されて い る o
まず, 将来支給額予測方式は, 将来の退職金を, 各期の給与支給額を基準と して
綱紀分する方法で ある o こ の算定式では , 全勤続期間の給与総額を算出する に際
して将来給与に関す る見積りが行われる こ ととなる o 個別意見第2 において は,
｢この方法によ っ た場合 におい て は, 従業員が将来退職する場合に支給 されるべ き
退蔵金及び昇給率を予測する必要があるため, 高度の 推定計算をとり入れなければ
ならない の で , 実務 にお い て は保険数理専門家の援助が必要である (個別意見第
2, 4 . 1 . 注)+ と説明 されて おり, 企業の 経営者が単独で算定する こ とは困難で
あることが明らか で ある ｡
っぎに, 将来支給額予測方式の 現価方式につ いて は , 次の 算定式によ っ て求めら
れる｡ この 算定方式札 上述の 将来支給額予測方式に関して , 予定利率 , 予定脱退
率等を用いて現在価値を算定し, 期首の 退職給与引当金に関する利子率を考慮して
いる｡ 予定利率, 予定脱退率等の 算定には基本的には統計的な手法が必須であり･
この点でアクチ ュ アリ - による計算が必要な将来支給額予測方式よりも
- 層高い 計
算技術が必要 とされる こ とになる ｡ 予測数値の使用および割引現在価値計算 とい う
2つの特徴か ら, 将来支給額予測方式よりも見積算定数値の 変動可能性が高い こ と
となる ｡
期末要支給額計上方式に つ い て見て み ようo これは , ｢期末現在におい て全従業
員が退職する とした場合の 退職金要支給額 (以下単に , 『期末要支給額』 とい う)
と前期末におけるそ の 額 との 差額をもっ て 毎期の退職金費用と して計上 する (個別
意見策2 , 4 . 2)+ 算定方法で あるo こ の算定方法の特徴は, アクチ ュ アリ
ー 計算
などの複雑な計算が不要となるため に, 実務上も利用可能である と考え られる こ と
である｡
ところ で , この 算定方法 の性質 に関して は, 期末時点 まで の実際の 給与を基礎と
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して退職金を算出す る こ とから, この 方法によっ て算出した場合には退職金額が確
定しており, それに対す る費用は労働の費消とともに既発生となるために, 引当金
ではなく未払賃金 として とらえられ得る ( 内川[1981], 24
-27貢)とい う見解が存
在する｡
この見解からすれ ば, 退職金 は賃金の後払い であるという理解が可能 となる 一 方
で, 原因発生主義によ る引当金計上 は否定される こと になる o ただ, 従業員が期末
に全員退職する こ とを仮定する とい う計算は, 現実的とは言い難いであろう｡
また, 退職に関す る事 由が自己都合かそれとも会社都合であるか はあくまでも合
理的な推定 に基づい て い るために , ｢この割合が実際と合致しない場合には, 予測
による計算上 の誤差が若干 生じる余地がある (個別意見第2 , 4 . 2, 注) こ とは明
らかである ｡ したが っ て , こ の方法によ っ て算定した数値は必ずしも確定 した退職
金額ではない とい えるだろう｡
個別意見第2で は, 期末要支給額計上方式の現価方式に関しても定めて い る o 算
定式には, 将来支給額予測方式の現価方式同様, 利子の観念が用いられて い る｡ 退
職金費用の算定方法が , 個別意見第2 におい て複数存在す る ことに関して は, 唯
一
の方法のみをも っ て合理的とす る事が困難 であり, 減価償却同様に選択適用を認め
るべきと考えて い るか らである (個別意見第2 , 3 . 3)0
このように4 つ の債務算定方法が示されるもの の , 退職給与引当金繰入額は･ 実
務上
, 法人税の 根本思考か ら導き出される累嘩限度基準を繰入限度額とする ことが
- 般的で あるo 累積限度基準は, 期末の退職給付要支給額の
一 定割合を累積限度額
とする方法で ある｡
法人税法におい て損 金算入されるもの は, 原則 と して は債務の確定 したもの に限
られるの で , 既に債務の 確定 した費用支出を将来の 期間に繰延べ る こ と (原価配分
の原則) や, 当期の 費用であ っ て も未だに債務が確定 しない引当金は課税所得の 計
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穿プロセス に算入しな い ｡ したが っ て , 企業会計 において は当然のもの として行わ
れる引当金経理は, 本質的には法人税法上で は否定される こ とになる｡
けれども, この ような根本思考を貫く こ とによっ て , 期間損益計算を重視する近
代会計との差が生じるために, 現行の 法人税 において は, 本来損金に算入し得ない
引当金を制限的に容認する こ とによ っ て損金算入されてきて い るo それゆえ, 退職
給与引当金もこの ような法人税の 根本思想にしたがっ て繰入限度額が示される こ と
となる｡ こ のような法人税の 基準を企業会計に利用す るこ とに関して は, 個別意見
第2で次の ように述べ て い る ｡
｢当該企業 の 従業員 の在職年数の 構成等が, 現行税法基準の 計算根拠 と
大差ない 場合そ の他企業が退職給付引当金を独自に計算するだけの 実益が
認められない 場合 には, 平均的に定められてい る現行法人税法の 基準 によ
るこ とが便宜 と考えられる ｡ (個別意見第2, 4 . 3)+
個別意見第 2 にお ける こ の ｢便宜+ という文言は , ｢容認 し得る+ という意味で
あると解釈 し得る ｡ なぜなら, 個別意見第2 で は, 続けて ｢ただし, 近 い将来に大
量に退職者が見込まれ る場合等明らかに法人税法が定める退職給与引当金の 限度額
は るこ とが妥当で ない と認められる場合には, 企業の実態 に応じた妥当な計算に
基づいて退職給与引当金を設定す べ きである+ と述べ てい る ためであるo この 規定
を考慮すれば, 上記の ような税法規定の利用は簡便法 として の もの に過ぎな い こと
は明らかであり, 退職給付債務の 算定方法 として の妥当性を本質的な意味で 具備 し
ているわけで はない とい えるだろう｡
過去勤務覚用の会計処理に関する議論
退職給付制度を新設 したり, あるい は制度を改訂した場合に生ずる過去勤務費用
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始計処理はどうな っ て い たの だろうか ｡ 過去勤務費用は, 退職給付に対する費用
ではあるもの の , 当期勤務で はなく前期以前の勤務 に基づい て発生す る費用である
ことから, 当期の 勤務 に基づい た, 当期の 負担に属する費用を見積計上する引当金
会計とは別の会計処理によ っ て費用計上がなされなければならない ｡
個別意見第2 において は, 次の ような会計処理を示して い た｡
｢新たに退職金制度を設けた場合または退職給与規定の改訂 を行 っ た場合
もしくはベ ー ス ア ッ プを行 っ た場合には , 当該退職給与引当金または退職
給与引当金の 修正 額は, これを原則 として その 期の 費用として計上すべ き
である｡ (個別意見第2, 5)+
つまり, 認識された当期における費用として 一 括償却する ことが原則的な会計処
理方法として 示されて い るの で ある｡ この方法も含めて過去勤務費用の会計処理に
は, およそ次の ような方法が考えられる ｡
① 全額費用計上す る方法
② 全額両建て経理して 逐次費用化する方法
③ 遅延認識する方法 (つ まり, 逐次認識する方法)
この3 つ の 会計処理の 特性を考察するため に, 設例6
- 2 に基づい て仕訳を行 っ
てみよう｡
【設例6 - 2】 過去勤務費用の費用計上
t ＋2期にお い て , 退職金に関して 500,000円の ベ
ー ス アッ プを行 っ た o
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まず, ①の 全額費用計上する方法で は次の ような会計処理が行われる ｡
t＋2期仕訳
(借)退職給与引当金繰入 500, 00 (貸) 退職給与引当金 500,000
この会計処理に よれ ば, 費用 と債務の 両建て計上 になる ｡ 過去勤務債務 として
の退職給与引当金が貸借対照表上 におい て負債計上され, 過去勤務費用が損益計算
上当期費用 として処理 される｡ これにより , 当期利益 は過去勤務費用に相当する額
だけ圧縮される こ とになる ｡ こ の方法がとられる会計理論的背景には, 法的債務で
あるなら当然負債 として全額を計上すべ し とい う法律的思考の影響が考 えられるo
負債として全額が認識 ･ 測定され る ことは, 借方勘定の 費用に関しても当期に全額
発生したもの とみなす べ きこ とになるためで ある｡
しかしながら, 過去勤務費用 は従業員の 勤労意欲, 定着性などを高める こ とにつ
ながり, 結果と して 企業の収益獲得力を向上 させ る役割をもつ 効果をもたらすと考
えられるの で , 発生年度にだけ負担させ るよ りも,
一 旦資産計上 してお い て, 次期
以降期間配分するほ うが合理的か つ 理論的な会計方法であるとい え るだろうo すな
わち, 第②の会計処理方法である ｡ この仕訳 は次の ようになるo
仕訳
(借) 繰延費用 500, 00 (貸) 退職給与引当金 500, 0
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翌期(t ＋3期) 刺子おける繰延資産の償却 (費用化) は次の ような仕訳となる o
任訳
(借) 繰延費用償却費 100,000 (貸) 繰延費用 100, 00
ところで , この ように会計理論的な見地と法律的な見地を同時に満たす会計処理
という視点か ら考えれ ば, 資産計上する際に用い られる勘定は, ほんらい繰延資産
とすべきで あるが, 日本にお い て は繰延資産が商法会計制度上 制限されて い る の
で, 実際上 は長期前払費用[8]な どの 勘定に よ っ て処理す る こ とが考えられるだろ
う｡
第3の会計処理方法は, 一 旦過去勤務債務も過去勤務費用もオフ
･ バ ラ ンス とし
て33nて, 逐次認識して いく とい う会計処理方法である｡ 設例の 下で 5年にわたっ
て償却する場合を考えて み よう｡
仕訳
(借) 退職給与引当損 100, 00 (質) 退職給与引当金 10,000
この会計処理におい て は, い つ か ら償却するか, どの 程度の期間で償却するか と
いった点におい て , 企業に大きな裁量がもたらされる こ とになる ｡ したが っ て , 企
業の利益算定に大 きく影響を及ぼす恐れが存在する｡
たとえば, 償却期間を10年 とし均等額によっ て償却 を行なう場合と, 償却期間を
[8] ただ, 前払費用 はい まだ提供されて い な い役務に対し支払わ れた対価 をい う
ので あるか ら, す で に役務提供されて い る繰延資産 とは性質 を異に して い るo
従っ て , 本来ならば過去勤務費用を計上するため の 勘定と して は不適当と考え
られるだろう｡
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3年とする場合とで は損益計算に対するイ ンパク トは異なるo 仮に, 継続した償却
方接が行われなか っ た場合に は ･ 利益操作の 行われる可能性さえ否定で きなか っ
た｡ そこで, 個別意見第 2 におい ては, 退職金費用の会計処理全般に関して , 合理
的かつ規則的に期間配分を行なうとい う, ｢継続性の原則+ を規定してい た (個別
意見第2, 3 ･ 3)の で あるo
c 退職給卑引当金会計の特徴
企業は退職金給付に伴 っ て流 出する資金を, 退職給付コ ス トとして とらえなけれ
ばならない ｡ 内部積立方式によ る退職 一 時金制度では , そ の算定を退職給与引当金
の会計処理を通じて認識 ･ 測定 して い た｡
退職給付コ ス トは, 将来の 流出資金額である退職給付に関する債務として 一 旦算
定され, そ れが労働 の 費消 に伴う退職金給付事由の発生と いう基準 ( 原因発生基
翠) に基づいて 当期費用に計上され, 同時に, 負債項目である退職給与引当金とし
て貸借対照表に累積的に計上 された｡ つ まり, 退職給与引当金は, 資金流出である
給付それ自体 とは まっ たく独立に算定され, 将来における資産の 減少項目として負
債計上されて いたの で ある ｡ この 場合, 退職給与引当金累積額は , 法思考か らは企
業の従業員に対 して負う労働債務を表 し, 会計理論か らは将来における資金流出に
関する予測額を表 して い るもの と解する こ とがで き る ｡ こ の ような引当金会計で
汰, 退職給付資金が経営資本 とは分離されず, 退職給付制度資産は企業資産を構成
し続ける こ ととなる ｡
退職 - 時金制度 の 運営 に関す る情報は, 拠 出企業 にお ける両建て の 会計処理に
よっ て, ス テ ー クホル ダ - で ある株主と従業員に伝達されて い た｡ これ は , 退職給
付運営その もの の 情報 を株主お よび従業員が利用できない という点で 問題があるo
引当金処理では , 給付時まで に流出資金を準備する という責務 を表す こ とだけが
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クロ
ー ズアッ プされ る
一 方で , 退職給付の 原資を企業が確実に運用する ことは必ず
しも間われない o こ の 状況 におい て , 退職給付を履行するためには経営資本か ら敢
ぇて退職給付原資を切り離す ことが必要となるが, この際, 引当処理された将来の
キャッ シュ
｡ アウトフ ロ - をどの 資産で賄う べ きかという問題が生じて しまう こ と
になる｡
2 企業年金の会計
a 従来の基金の退職給付会計
日本における外部拠出型 の企業年金御度には, 大きく分けて3 つ の 制度が存在 し
ているo 厚生年金基金制度 , 税制適格年金制度 , および非適格年金制度であるo い
ずれの制度におい て も, 次の 2つ の 退職給付会計が行われるo
図表6 - 5 基金業務の洗れ
( 財 政 再 計 算 )
(予 算)
( 業 務)
( 決 算)
基 金 の 設 立
掛 金 率 の 設 定
資 産 運 用 方 針 の 策 定
福 祉 施 設 財 源 の 確 保
掛 金 の 徴 収 ⇒ 加 入 員 の 記 録
給 付 の 裁 定 ⇒ 給 付 の 支 払
債 務
資 産
支 払
と 資 産
運 用 結
保 証 制
の 対 比
果 の 評 価
皮
Ye s 財 政 再 計 算 時 期 ま た は
累 積 不 足 > 収 入 現 価 の 5 %
(出典: 厚生年金基金連合会 [1994], 18頁)
No
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lワ抹, 既に検討したよう に, 企業経営者が従業員効用極大化の 目的のために企
業年金資金を運用
･ 管理す る年金運営その もの を描写する退職給付会計であるo い
ま1つは, 企業経営者 が株主効用極大化 の 目的の ため に人的資源 マ ネジメ ント
(HRH) の
一 環と して企 業年金の マ ネジメ ントを行なう という, 企業サイ ドからの
企業年金マ ネジメ ントを描写する退職給付会計である｡
図表6 - 5は, 厚 生年金基金連合会 [1994] に示された厚生年金基金の運営プロ
セスである ｡ まず , 設立 された基金で は最初に掛金率が設定され 資産を運用する
ための方針が策定 される ｡ 次に掛金の徴収, 給付の裁定, 年金資産の運用 とい っ た
日常的運営が行われ る｡
国表6 - 6 厚生年金財政の枠組み
将来の 給付予測
将来の 加入
死亡率と予測 など
年利5.5 %の
予定利率で
割引計算
総収入現価
将来の 収
入金額
年利5. 5 %の
予定利率で
割引計算
総給付現価
将来の 給
付総額
総収入現価
責任準備金
総給付現価
保有資産額
(簿価)
> 責任準備金
(出典: 厚生年金基金連合会 [1994] , 17頁)
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決算に際して は, 債務 および資産 の 比較が行われ, 資産運用結果が評価される ｡
この結果次第で 札 財政計算が見直しされ, 掛金率の 変動する こ と も有り得る の
で, 債務および資産の評価 は, 重要な論点となっ て い たo
年金財政における債務および資産の 評価は, 従来, 企業会計とは異なっ た仕組み
によっ て行われて い た ｡ 年金基金に とっ て の 債務は, 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ
ロ - であり資産の減少 をもたらす年金給付で ある . そ して年金基金の 資産は, 掛金
収入をベ ー スに した制度資産で あるo
ここに示されて い る ように , か つ て , 厚 生年金基金制度で は, この 将来の キャ ッ
シュ ･ アウトフ ロ ー は加入年齢方式等に よっ て行い , それを固定された予定利子率
5.5% によっ て割引い て 総給付現価を算定 して い た ( 図表6 - 6 , 以下同)｡ また,
将来のキャ ッ シ ュ ･ イ ンフ ロ - で ある将来の 掛金収入も, 従来は, 固定された予定
割引率 5.5 %で割 引されて い た｡
給付現価と総収入現価の差額が厚生年金基金財政にと っ て の負債概念, つ まり責
任準備金である . 責任準備金は, 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ - に必要な掛金収
入の割引現価 と して , 厚生年金基金の 責任で徴 収す べ き額であり, 同時に企 業に
とって必要となる退職給付コ ス トを意味する｡
ただ, 従来の 責任準備金概念は極めて硬直的な数値算定方法によ っ て い た ことか
ら, 見積数値と して は実態か ら帝離 し精度 に欠ける傾向にあっ た｡ それは予定利率
に5. 5% を用い て い た点や, 保険数理方法の 適正性等の 問題 と して とらえられる｡
責任準備金は , 年金基金の 投資目標と して適正性を具備 して いなか っ た, こ の 責
任準備金の算定によ っ て掛金が決定されて い た, つ ま り財政再計算 との 関わりで こ
のような責任準備金が関わ っ てく るの で ある ｡ さらに, この 責任準備金 と対比され
る資産額は取得原価 に よる評価で あるの で , そ の 差額 として算定される積立超過 ･
積立不足が正確 に実態 を表すわ けで はない ( 図表6 - 7). 保有利得が生じ七い る
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壕合などには, 本当に積立不足の 状態 であるかはケ
ー ス ･ バイ ｡ ケ ー ス であるこ と
になる｡
醸6 - 7 年金基金の財務諸表
貸 借 対 照 表
( 平 成 Ⅹ 年 Ⅹ 月 Ⅹ 日 現 在 )
流 動 資 産
現 金
預 貯 金
未 収 掛 金
固 定 資 産
信 託 資 産
保 険 資 産
投 資
責 任 準 備 金
当 年 度 余 剰 金
損 益 計 算 書
(自平成 ×年 ×月 × 日 至平成×年×月 ×日)
給 付
責任準備 金増加額
当 年 度 余 剰 金
責 任 準 備 金 明 細
現 価
責 任 準 備 金
給 付 現 価
このように して算定された数値 を, 財務報告書に示すと図表6 - 7 の よう に表さ
される｡ 平成9年 まで は, こ の ような基金の 財政計算が基金の退職給付会計を規定
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していたo それゆえ, 各方面で様
々 な論議を巻き起 こ してい たo
b 新基準以前の企業退職給付会計
企業年金会計 につ い て は, 1979年 ( 昭和54年) に日本公認会計士協会 (以下,
JICPA) の監査第 1委員会より , 監査第 1委員会報告第33｢適格年金御度等に移行
した場合の会計処理および表示 と監査上 の 取り扱い (以下, 委員会報告第33)+ が
公表されてい る｡
委員会報告第33 は, まえがきにおい て 次の ように述べ て い る ｡
｢最近 , 適格退職年金制度 (又 は調整年金制度) へ 移行す る会社が増加
してきて い るが , 移行時及び移行後 の 会計処理及び表示と監査上 の取 り扱
い につ い て は, 従来必ず しも明確で はなか っ た｡ 当委員会は これらの 点を
明確にする べ く検討を重ねて きたが, 退職年金会計の基本的な点 につ い て
は今後更に検討を要す るの で , わが国の現状におい て, 当面必要 と思われ
る範囲に限 っ て取り扱い を公表する こ とに した｡ (委員会報告第33号, まえ
がき)+
退職給付会計シス テ ムで は, 退職給与引当金か ら企業年金制度 へ の シ フ トが進み
つつあっ たにもかかわ らず , 企業年金会計に関する企業会計審議会か らの 正式な会
計基準が不在で あ っ た ｡ 同報告は, この こ とを勘案してJICPAが公表 した暫定 的な
実務指針である こ とか ら, そ の 会計処理は企業において 退職給与引当金会計と企業
年金制度の 間で整合性 を保ち得る, 最小限の 規定 に とどまっ て い る｡ そ こ に規定さ
れているの は, 次の 事項で ある｡ 以下で は, この 委員会報告 に基づく企業の 退職給
付会計につ い て考察する ｡
往) 会計処理につ い て
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② 注記 につ い て
③ 監査上 の取扱い に つ いて
④ 経過的措置につ い て
年金基金にと っ て給付は, 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ
- である｡ 年金基金は
その財源を, 事業主か ら拠出された掛金と運用による増加分とでまか なう こ ととな
る｡ この場合におい て , 事業主は退職給付コ ス トの負担者であるととらえられる ｡
図表6 - 8 事業主の退職給付コ ス ト分頼
標準掛金収入
現価 (第1掛金)
標準掛金収入
現価 (第2掛金)
過去勤務コ ス ト
責任準備金
厚生年金制度
標準掛金収入
現価 ( 第1掛金)
過去勤務
ま
艮
任
準
備
金
コ ス ト
積立金
適格年金制度
給付現価
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事業主の退職給付コ ス トは, 企業が採用する制度によ っ て異な っ てい るo 事業主
娃, 税制適格年金制度におい て , 標準掛金 の総収入現価 に基づく第1掛金および責
任準備金, という2種類の 退職給付 コ ス トを負担しなければならず, 厚生年金基金
部掛こおいて は, 標準掛金の総収入現価に基づく第 1掛金, 特別掛金の総収入現価
に基づく第2掛金 , および責任準備金という3種類の 退職給付コ ス トを負担 しなけ
ればならない (図表6
- 8)0
図表6 - 8 を見れば , どちらの 御度におい ても , 第1掛金および第2掛金とい う
事業主の退職給付 コ ス ト概念に関 して は共通 してい る｡ ただ, 第2掛金で ある過去
勤務コス トを責任準備金 に含むか含まない かによ っ て , 責任準備金概念に関す る両
制度における相違が存在 して い る ことには注意が必要である ｡ 企業年金制度の 整合
性がないためである ｡
責任準備金に関 して は, ｢現在 の加入者 (調整年金制度 におい て は将来の 加入者
を含める こ とがある) 全員が予測 した通り に脱退, 死亡, 昇給等するもの と して仮
定したとき, 将来受ける年金給付額 に対 して将来の掛金収入で は賄えない 額の 現在
時点における現価で ある (委員会報告第33の1(1), 注1②)+ と定義されて い る ｡
この定義を見れば分か るように , 責任準備金は制度資産 の実際の 積立状況に関わ
りなく予測数値と して 算出され る｡ 問題 は, 責任準備金の算出に際 して用い る年金
債務算定における計算パ ラメ ー タ ー に選択の 余地が存在する こ とで ある ｡
たとえば, 予定利率に 関して考 えて み よう .. 予定利率は, 年金基金の 財政運営で 見
たように5.5% で固定されて い る ｡ これは , 退職給付資産が年5･5 %の 増加をす る こ
とを見込んで い る数値 で ある ｡ 特 に, 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウ トフ ロ
ー の 予測値と
しての年金債務の 算出に関 して は , 予定利率の5.5 % とい う固定的数値が割引計算
に剛 1られ るために, 経済情勢に無関係 にか つ 非弾力的に算定されて しまう こ とに
なっていた｡ 当然, 責任準備金も予定利率5.5 % を用いて算定されて い た ｡
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しかし, 低金利政策が続くような状況 にお いて は, この ような想定が達成可能で
ぁるはずがなく, したが っ て 責任準備金が掛金で十分まかない得ない こ ととなるの
按明白である o
国表6 - 9 給付現価算定における割引率の 問題
割引計算
割引計算
発
坐
袷
付
秤
価
方
式
に
よ
る
袷
付
覗
価
γ
加
入
年
齢
方
式
に
よ
る
袷
付
現
価
本
莱
の
金
員
任
翠
備
金
本
末
必
要
な
掛
金
収
入
責
任
準
備
金
掛
金
収
入
東
負
任
準
備
金
掛
金
収
入
割引計算
将
莱
の
年
金
袷
付
額
の
割
引
覗
価
加
入
年
齢
方
式
に
よ
つ
て
算
出
し
た
将
莱
の
年
金
袷
付
発
坐
袷
付
秤
価
方
式
に
よ
つ
て
寡
出
し
た
将
莱
の
年
金
袷
付
利率5.5 % 予定利率5.5 % で割引き
以下で割引した ( 制度上の 給付現価)
給付現価
α - 本来 の 責任準備金 - 制度上の責任準備金 - 制度上未認識の 責任準備金
β - 本来必要な掛金収入 一 制度上 の 掛金収入 - 制度上未認識の 掛金収入
γ - 加入年齢方式による給付現価 一 発生給付評価方式 による給付現価
- 保険数理法の 相違に基づく年金債務の 差
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図表6
- 9は, 給付現価 , 掛金収入, 責任準備金を, 予定利率 5･5 %を用い て算
定した場合と, それより低い利率 によっ て算定 した場合を比較したもの で ある o 給
紺卿酎まそ の計算方法から, 高い割引率を用い れば少なく算定さ れ 反対 に低い 割
引率を用いた場合 に は多くなる o 予定利率が5･5 % に固定され, 資本市場の利子率
が反映されてい ない こ とから, 制度上給付現価 として算定された数値は , 実際より
も少なく見積もりされる可能性が高くなる ｡
企業負担の 退職給付 コ ス ト総額である給付現価 は, 退職給付によ っ て将来キ ャ ッ
シュ ･ アウトフ ロ ー す る額を現在価値に割引い たもの である o したがっ て , 固定さ
れた予定利率5. 5 % に よっ て給付現価が算定 され, 将来必要とされる掛金収入およ
び本来の責任準備金が少なく見積もられる こ とによ っ て , 実際に企業が負担す べ き
退職給付コ ス トが, 図表 6 - 9 における α およびβの合計額だけ過小評価される可
能性がある｡
ところで , 給付現価の算定 に利用される保険数理法は, 日本におい て は予測給付
評価方式, 特に加入年齢方式が用 い られてきた｡ 合衆国のSFAS87が採用 し, 近年で
は国際会計基準の 改訂 におい てもク ロ ー ズ ･ ア ッ プされてい る保険数理方法で ある
発生給付評価方式 とは性質を異に して い る ｡ 予測給付評価方式は年金費用か ら年金
債務を把擁するア プロ ー チであり , 発生給付評価方式は年金債務か ら年金費用 を把
捉するアプロ ー チで ある｡ この 相違によ っ て も, 退職給付コ ス トが異なる こ とにな
る｡
以上の退職給付 コ ス トは, 企業におい て次の ように会計処理されて い た｡ 費用の
発生と現金の支払 とい う両建て の処理によ っ て , 通常の 費用 と同様の会計処理を行
なうのである｡
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(借) 年金費用
杜訳
Ⅹ Ⅹ Ⅹ (貸) 現 金 Ⅹ Ⅹ Ⅹ
この際問題とな っ たの は, 期間費用額が実際にどれだけ発生してい ようとも拠出
額と等しい額だけが費用計上された ことである o たとえば, 当期に発生基準によ っ
て100,000の費用を計上 しな けれ ばならなかっ たとしても, 現金拠出が60,000しか
行われなかっ た場合に は, 40,000が費用 として未計上の ままになっ て しまうの であ
る｡ さらに, 通常で あれば, 未計上の 部分は年金負債 として貸借対照表に計上され
るべきであるが, それも行われて い なか っ た｡
以上の ように, 新基準の 制定以前 の企業年金会計において は , 発生基準による費
用計上が徹底されてお らず , 現金の 支出に合わせ た年金コ ス ト計上が行われて い
たo それゆえ, 現金拠出す べ きで あ っ て も, 拠出して い ない 年金 コ ス トに関して
は, オフ ･ バ ランス とな っ て い たの である｡
第3節 退職給付会計システムの問題点
1 新基準以前の退聴給付会計システムの問題点
本来, 退職 一 時金で あろうと企業年金で あろうと, 企業における人的資源 マ ネジ
メントの 一 環である こ とか ら, 従業員の 労働債務[
9〕とい う統 一 概念で とらえられる
はずである｡ しか し, 日本の 旧退職給付会計シス テム では , 退職給与引当金会計と
企業年金会計が相互 に補完 し合わない形で, い わば不統 一 な状態 とな っ て いた｡
日本の退職給付制度 は, い わ ゆる ｢縦割 り行政+ の もとで, 相互 互換性を持たな
い形で発展 して い たo 退職給付会計もまた , 大蔵省および厚生省 という別々 の行政
[9〕 この点に つ い て は , 今福 [19 6] によ っ て詳細な議論がなされてい る｡
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によつて管掌がなされ, この ような縦割り行政 の弊害から開放されて い なかっ たo
退職給付会計システ ム が この ような状況にな っ てい た要因の 1つ は, 日本経済シ
ステムの形成過程 に深 い 関わりを持 っ て い た こ とにある と思われる ｡ 退職
一 時金制
度は, 法人税法における退職給与引当金の規定が戦後の 早い 段階から規定されて い
たために, 産業界に広がり整備され発展 して きたo その
一 方で , 企業年金制度は,
これに比して後発的に形成されてきたの である ｡
この法人税法および会計基準における退職給与引当金会計の整備は, 日本企業が
高生産性を実現す る過程 に大きく関与して い た｡ 日本企業の 生産性に深く関係する
労働インセ ンティ ブにおい て は , 年 と功の賃金体系
[10] ･ 長期継続雇用 ･ 企業別労働
組合などを通じて , 退職 一 時金制度が重要な役割を果して きたの である ｡
ところが, 近年, 企業年金制度が次第に拡大 ･ 普及 してきたために , 退職 一 時金
制度から企業年金 ヘ 次第 にシ フ トする傾向が生じて い た｡ 退職給与引当金 と企業年
金との間には会計構造上相違が多く存在 して い たために, この ようなシ フ ト現象は
会計処理上 の 問題を生じさせ た｡
たとえば, 退職給付債務 の概念は 一 時金の 場合 と年金会計の 場合 とで は相違して
いる｡ 退職給与引当金 か ら企業年金会計に シ フ トする こ とで , これまで 明確 に認
識 ･ 計上されて い た従 業員に対す る労働債務があいまい になり, 退職給付会計シ ス
テムにおける発生主義会計が不十分なもの となっ た ｡ また, 年金コ ストの 費用計上
に関しても, 発生基準 による引当金会計の 場合と, 拠出現金額を費用計上する年金
会計の場合とで 札 根本的に考 え方が相違して いたo
むろん, 旧退職給付会計で は , 上記の ような会計処理の 不統
一 か ら導か れる問題
[10] 退職金制度は, 古く は大正期か らの雇用慣行として 行われ て いた が, 1946年
の電産争議における ｢退職金に関する要求+ が普及に大きな影響を与えた とされ
ている(神代･ 連合総合生活開発研究所編 [19 6], 287頁)｡
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だけではなく, より本質的な問題も生じて い た ｡ これまで に繰り返 し述 べ たよう
に, 退職給付会計は, 退職給付制度その もの の 会計と, 退職給付運営に関わる拠出
金菜の退職給付コ ス トおよび ベネ フィ ッ トに関わる会計とがあるが, 当時の 状況で
揺, たとえ両会計を統
一 して も, 退職給付会計 とい う1 つ の 会計領域を形成するに
は, その会計理論的な側面があまりにも不十分な状態であっ た｡
ここでは, 拠出企業側 に関わる退職給付会計の 論点を制度の シフ ト問題の検討を
通じて考察 し, また退職給付制度自体の 会計の論点を年金基金の 会計制度の 検討を
通じて考察する｡ そ の 際, 新基準以前におい て , 退職給付制度の 会計において制度
資産および退職給付債務 をどの よう に測定す べ きか , 基金運営に関わ る退職給付 コ
ストとベネフ ィ ッ トを企業の 財務報告にどの ように表現する べ きか, さ らには , そ
れらはどのような形で ディ ス クロ ー ズされる べ きか , などの 未決課題がどの ような
論点を有してい たの かを整理す る｡
2 拠出企業の退職給付会計における問題
a 拠出企業の退職給付会計における開演
拠出企業の 退職給付会計で は, 拠出企業が負う べ き退職給付 コ ス トお よびベ ネ
フィ ットをどの ように測定す るの かという点が問題となるが, 退職
一 時金制度 にお
ける会計処理 と年金会計 と で は, これらの そ れぞれが統
一 され て い たわ けで はな
かった｡ こ こで は, そ の 間題 を検討する ｡
退職 一 時金制度 にお ける会計処理と年金会計とで大きく異なっ て い る点は, 期間
費用算出の プロ セ ス で ある ｡ その 相違は当該プロ セス を2 つ に分ける こ とによ っ て
明確になる と思われる ｡ 1つ は退職給付債務 の測定の 問題である ｡ い ま 1 つ は , 費
用計上の タイ ミ ン グの 問題である ｡
まず, 1 つ め の退職給付債務の 測定に関する相違を考えてみ よう ｡ 企業が負担す
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ぺき退職給付コス トは , 退職給付債務として測定されるが, この 測定方法は統
一 さ
れていなか っ たo 退職給与引当金で は, 既 に検討したよう に, 将来支給額予測方
読, 期末要支給額方式およびそれぞれの現価方式 , 場合によっ て は税法基準によ っ
て退職給付債務が計算されて い たo その
一 方で , 企業年金会計で は, 先 に示 した図
表6 - 9を見ればわかる ように , 加入年齢方式を割引く こ とによっ て年金債務が算
出されていた｡ 退職給与
一 時金の 場合, 実際には, 期末要支給額方式による事が多
かったが, これを前提とすれば, 現在の給与を基準に算定される期末要支給額方式
と, 将来の予測をも加 味する加入年齢方式とで は, 企業が負担するべ き退職給付コ
ストの見積りが異な っ て い る とい うこ とになる ｡
両制度の 相違を理解するポイ ントの 2つ 目は, 費用計上の タイ ミ ングで ある｡ 退
職給与引当金会計にお い て は, ①期末における条件付き債務の認識と, ②期中の 役
務提供に起因した発生費用の 見積り計上 という2 つ の側面か ら成るプロ セ ス によ っ
て, 従業員の 当期の 役務提供 に見合っ た費用が発生主義によ っ て計上される ｡ そ の
一 方で, 企業年金会計で は , 年金基金によっ て決定された拠出額がそ の まま期間費
用になるため, 拠出 した費用額が役務提供に応じた額かどうかは財務諸表上で は明
確にはならず, しば しば, 現金主義的な費用計上 法で ある とい う批判 を受 けて い
る｡ 退職給与引当金会 計 にせ よ企業年金会計 にせ よ , 労働者が役務提供を期中に
行っ てい る とい う事実 に変わりはない の で あるか ら, 一 方で はそれ に見合 っ た費用
額を発生主義的に認識 し, もう 一 方では把握 しな い とい うの で は会計理論的にみて
整合性が取れない ｡
さらに, 上述の 2 つ を包摂す る問題も ある ｡ そ れは , 過去勤務債務の 問題であ
るo 給与の べ - ス ･ ア ッ プ等 によ っ て 生じた過去勤務債務は, 過去勤務コ ス トとし
て拠出企業が負担す る べ き性質を有する ｡ この 過去勤務コ ス トの認識 ･ 測定 と計上
の問題は, 制度によ っ て規定が異な っ て い た ｡ 退職 一 時金制度の場合には, どのよ
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ぅな費用計上が採られ る
ぺ きかに つ いて は明示的な規定がなく , それゆえ費用計上
面の比較可能性を求める こ とが困難で あっ たo と ころが, 年金会計の場合には, 先
述のように第2掛金 として企業が拠出す べ き金額が規定されて い るので あるo
以上の検討におい て 見 られた相違は, 金額的にも質的にも重要性が高い退職給付
費用計上が統
一 の 取れ ない状況におい て は, 拠出企業の経営者に窓意的な報告利益
操作の余地を残して い る こ とになる ｡ それゆえ, 算定された報告利益が, 分配指標
としても, また投資 の ための 業績指標と して正 しく機能しない可能性が存在して い
たのである ｡
b 退職 一 時金制度から企業年金 へ のシフ ト問題
ところで, 新基準が公表される以前の 拠出企業の退職給付会計問題は , 退職 一 時
金制度から企業年金 へ の シ フ トとい う問題を考察する こ とを通 じてより 一 層明らか
になるだろう｡
まず, 退職給与 一 時金から年金 へ の シフ トは, 全部で 4種類存在する ｡ そ の 4 つ
と札 全面的に企業年金にきりか える全部移行, 内部積立 と外部積立の 割合 を予め
決める 一 部移行 (横割り), 特定の 者に つ い て の み全部あるい は
一 部を年金化する
- 部移行 (縦割り), 従来 の もの とは別 に新たに制度 を設 ける別途新設で ある. そ
れぞれの特徴を簡潔に示 した図表6 - 10がある の で, それを見ながら少しそ れぞれ
の違い につ い て考 えて み たい ｡
全部移行の場合, 基本的には年金が給付される こ とになるが, 中途給付の 時には
- 時金の支給 となる . さ らに こ の 場合, 従来 より累積 して い る引当金がすべ て取崩
されて企業年金 へ の 拠出の 義務が生じる ｡ こ の とき, 従来の 累積引当金額が移行す
る年金制度の 債務額よ り少ない 場合, 当然過去勤務費用が生じるだろうo つ まり,
シフトする時点で は, ①引当金の 取崩 し, ②過去勤務費用の 償却と いう2 つ の 問題
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が生じるo
締6 一 川 シフ トの類型とその特徴
全部移行
一 部移行
横割型
一 部移行
縦割型
別途新設
移行 形態
年 金制度 退職 金制度
定年 給付 中途給付 定年給付 中途給 付
A&
年金 給付
窒莞竺翌｡.
一 時金給付
慧悉竺翌紫
給付な し
従 来の 退職
金 の 一 定割
給付 な し
従来 の 退職
金 の 一 定割
合 を年金 , 合 を年金 で 合を年金で 合 を年 金で
∠1 給付
蓋等差完結
警芸慧鎚
給付
給付な し
新設 部分 に
つ い て 一 時
金給 付 また
は給付 なし
給 付
給付 なし
また は 一 定 ロ
合 を年金で
給 付
一 時金給付
給 付
】 一 時 金給付
一 時金給付
(出典: 日本公認会計士協会東京会編 [1981] , 28頁)
別途新設は, 年金は 年金で 一 時金は 一 時金で給付される制度であり, 新設部分の
中途給付の ときに 一 時金か給付な しか どちらか になる ｡ 別途新設の 場合は , 引当金
の取崩し問題も過去勤務費用の 問題も生じない の はい うまで もない だろう o シ フ ト
以降の期間費用を企業が適切に拠出して い なか っ た場合で も, 新設部分以外の従来
の - 時金は もら える ( ただし, 引当金に相当する額を企業内に留保 して い る場合に
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綴る) ので, 他の タイ プ
に比 べ てそ れほど大きな問題はないであろうo
紳 の 一 部移行の 場合は , どの 場合でも年金 と
一 時金をあらかじめ決めておいた
齢 で支給する o こ の 場合, 全員が
一 定割合で年金と 一 時金を受ける こ とになるの
で, 給付に関して は別途新設 と基本的には類似してい るo ただし, 移行する
一 部分
についての引当金取崩 しの 問題 と過去勤務費用の 問題は生じてくるo
縦割りの 一 部移行 の 場合 , 企業年金として移行した部分以外はすべ て従来どおり
会社から 一 時金 と して 支給される｡ この 場合, 特定の者に つ いて年金化するの で ,
年金制度に移行する者 に対す る引当金の 取崩 し, 過去勤務費用そ して受給のバ ルネ
ラビリティ - が生じる ｡
以上のように, 退職給与引当金 による内部積立制度から企業年金による外部積立
制度に移行する に際して は, 引当金の 取崩 しの 問題, 過去勤務費用償却, そ して シ
フトによる発生主義的積立方法から現金主義的積立方法 へ の 後退, とい う3 つ の 問
題が 一 種の会計上 の エ ア ー ･ポケッ トをもたらして い た｡ こ のような理由から, 逮
正な会計基準を公表 し, 退職給付システムを構築する こ とが社会的に要請 されて い
たのである ｡
3 年金基金会計における問題
年金基金に対す る会計規制の不備に関して は, 従来より内外の 様々 な機関にお い
て検討が行われて きた ｡ とりわ け, 厚生年金基金連合会では, 責任準備金概念を算
定するため の 年金債務 の 算定方法 , および制度資産の 評価に関 して幾 つ か の プロ
ジェクトで再検討を行 っ て い る｡ そ の なかで も, 年金数理懇談会と資産運用専門委
員会の 2 つ の プロ ジ ェ ク トにおける年金財政の 再検討は, 基金運営 と会計シ ス テム
の関係を考察するもの として 注目に値する ｡
年金数理懇談会 (以下 , 数理懇) では, 厚生年金基金の 年金財政の 評価方法につ
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普, 1990年 ( 平成2年)
1川 から検討を行ない , 1993年 (平成5年)11月に 『厚生
年金基金の年金財政の 評価方法に つ い て
一 年金財政における資産の数理的評価 と
酢博 一 』 をとりまとめて い る o
数理懇の報告では, 資産
･ 債務 の評価方法の 再検討が要請される背景につ い て次
のように述べ られて い る ｡
｢基金財政上 の 資産評価 と債務の 評価 につ い て , そ の 再検討が求められて
い る背景 と して は様 々 あるが, まず, 基金の 運用資産が従来の 貸付金中心
か ら有価証券 の 比重が増大 してきて い る こ と, 及び, 金融の 自由化と国際
化によ っ て , 資産価額の 変動性が増大 して い る こ とがあげられよう｡ 現在
少なく とも, 年金資産に つ いて簿価額 に加えて時価額 と2通りの 評価額を
もつ が, 通常 はこ の 2つ の 評価額は異なり, その 変動性も必ず しも同じと
は言えず資産評価額として 何を用い るか によっ て , 掛金 レベ ルやそ の 安定
性が変わる可能性 をもつ 状況にある ｡ 特 に, 株式相場の 低迷 と実現益重視
の 運用により, 年金資産は含み損 を抱え, 保有資産の 簿価評価で は資産内
容の 実勢を表 して い ない 状況 とな っ て い る ｡ こうした結果 , 従来の 資産を
簿価で評価 し , 一 方 , 割引率を固定利率 とする方法で , 財政状況を適格 に
評価 して い るの か , さ らに これに基づき, 掛金計算等を行なう財政再計算
に つ い ても適切なもの と言えるの か とい う疑問の 声も出てきて い る｡
また資産運用 , 特 に運用評価 における時価評価の浸透, 支払保証事業に
おける積立水準検証や福祉事業 へ の 繰入基準における時価評価の 導入など
現行 におい て も既に 一 部時価評価の 要素が取り入れられて い る こ とや, 企
業年金の 先進 国ともい え るアメリカ, イ ギリス にお い て , 年金財政上の 資
産評価 と して 多様な方法が用い られて い る こ とも, 日本の 基金の 財政上 の
資産評価方法の 問題提起 につ なが っ て い るもの と思わ れる ｡ さらに, 1996
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年を目処 と して 検討が行われて い る国際会計基準の 導入や年金ALM(Ass et
Liability Man agem e nt : 資産と債務の 総合管理) の 浸透も, 再検討が要請
される背景 と して あげる こ とがで きる ( 厚生年金連合会数理懇談会 [199
4] , 10-11貢)｡ +
一 方, 厚生年金基金連合会 の 資産運用専門委員会は, この ような年金基金会計に
創ナる年金資産および年金負債の評価が, 資産運用上の 問題を引き起 こ して い る こ
とに対し, 『年金資産評価の 今後の あり方に つ いて 一 時価 ･ 簿価問題の解決の た
めに - 』 とい う報告書 におい て ｢単年度実現益指向 を生み出すメカニ ズム とそ の弊
割 という指摘を して い る ｡ その 中から重要なもの を要約してみ よう (厚生年金基
金連合会 [1994]4-7頁)0
① 単年度実現益指向を生み出すメカ ニ ズム とそ の弊害
5年 ごとに行われる財政再計算および毎年度の 決算におい て , 責任準備
金と比較す る資産額が取得原価 ベ ー ス で評価されるo 各基金で は掛金率を
決定する財政再計算を無事通過させ るためには, 毎年度実現益を計上させ
る こ とに よ っ て , この 取得原価 ベ ー スの 資産 を増加させ る必要がある o
②単年度実現益指向の弊害
単年度実現益指向は, 主 として 取得原価 主義がそ の 誘因 とな っ て い る
が, これが運用 にどの ような弊害を与えてい るか明らか にする o
･ 将来見通しによらない投資行動の ゆがみ発生
･ 相場 の 見通 しと無関係な益出とし, 損出し売却の 全面停止によ りり
夕 - ンが低下する｡
･ 含み損 の ある資産を売却 で きない ため, 時価が貿い コ ス トに回復す
る まで の 間は , 相場見通 しの 如何 に拘わらず フ ァ ンドの 活動が停止
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し, 資産内容 の再構成は回避されがちになる｡
･ シ ェ ア変更に より, 移管す る資産の含 み損が実現化される ことから
変更が困難 となり阻害要因とな っ てい る ｡
･ 基金 と して最も重要な投資方針で ある最適アセ ッ ト ･ ミ ッ クス の 管
理がで きない
上記の2 つ の プロ ジ ェ ク トで は, 基金の 運営に関して資産および債務評価の検討
が重要な役割を果 して い るもの と とらえて い る ｡
年金基金の 資産および債務の 評価 に関して考える場合 , 通常は 2種類の 視点が考
えられる｡ 1 つ は会計上の 評価で ある｡ これは, 経済主体が営む経済活動およびこ
れに関連する経済事象 につ い て , 貨幣額で 認識 ･ 測定 し, 記録 ･ 伝達す るとい う財
務報告プロ セス における行為で あり, この 意味では , 経済活動あるい は経済事象が
生起した後 における記録 ･ 伝達を前提として , ある評価基準の もとで ｢事後的に+
価額が決定される ｡
いま1つ は, 会計上 の 評価 に関係なく , つ まり記録 ･ 伝達を前提 とせず に行われ
る, 経済活動あるい は経済事象そ の もの における価格決定, すなわち経済上 の価格
決定である ｡ これを前提 とすれば, 経済上の 価格決定で は取引に参加す る経済主体
の合意によ っ て客観的に価格が成立するの に対 し, 会計上の 評価で は, 評価基準の
選択に関す る会計主体 の 意思決定と, 複数時点で成立 した (あるい は成立する と見
込まれる) 経済上 の価格 の なかからどれを評価価額 として用い るか とい う意思決定
が必要となる こ とか ら, 事後的な主観が介入 し易い ｡
上述の文言か ら, 会計上の 評価が退職給付 システ ムの価格決定に影響を及ぼして
いることを数理懇が強 く認識 して い る こ とは明らか で あるo 年金基金の 決算 におけ
る結果を受 けて 累積不足 と収入現価の 5 %を比較す る こ とによ っ て , 財政再計算が
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締 れるか否かが決定され る とい うメカニ ズム は
｢実現益重視+ を生み 出すもとで
ぁるという指摘はそ の典型的な例であろうo
当時, 年金基金の 会計に際 して も取得原価主義会計が採用されて い たo 原価 - 莱
現基準のフ レ
ー ム に基づ いて , 支出時の対価 によっ て発生基準に基づい て費用を認
針 測定し, 収益を実現基準によ っ て認識
･ 測定する ことで , 最終的な期間利益を
実現利益として算定す る こ とが取得原価主義会計の根本である ｡
また, この 計算メカ ニ ズム におい ては, 損益計算に重点がおかれたために, 資産
および ｡ 債務の 評価は損益計算 の ための プ ー ル として の側面を強く持っ て い る｡ 決
算に掛ナる利潤計算の 結果次第で財政再計算が行われる こ とになるために, 基金の
運営活動は, この 利益背計算構造 という制約を前提に行わな ければならない の で あ
る｡ つまり, 本来 , 従業員 と株主 の効用をそれぞれ考慮して , 望ましい投資政策が
採られる べ きで ある の に , 実現利益の達成という制度会計上の 目的が優先される こ
とでこれが歪められて しまうの で ある[ll】｡
数理懇はその 後 , 1995年 (平成7年) 6月 に, 『年金数理懇談会第 2検討部会専
門委員会報告書 一 層 生年金基金の 新しい財政運営の提案 - 』 を公表して い る｡ そ
‥では, 基金が自己責任原則の もとで の 自主的な財政運営を行な う こ とを前提 と
し
, 受給権保護の 視点 を中心に財政運営全般 にわ たる将来像を検討して い る｡ そ の
[11] この点に つ い て は次の ような見解もある ｡
｢現行 の原価主義財政の もとでは, 運用成果が向上 して, 基金の 資産価値
が増殖し て も, そ れを い っ たん実現益 と して総利回 り に反映させ ない 限
り, 掛金の 引き下げに生か すこ とがで きない ｡ こうした財政 計算方式は掛
金負担の 軽減 を望む母体企業の 資産運用 へ の 関心をそ ぐ要因ともなりかね
ない だろう (醍醐[1994], 22貢)+
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骨子は次の通りである (厚生年金基金連合会数理懇談会 [1997], 3
- 4頁)c
①新しい財政運営方法に関して
1. 自己責任 に基づく自主的な運営と受給権の保護
2 . 継続的に安定した財政運営の ために, 基礎率の将来変動 によ る債
務側 の リスク , および資産運用収益の変動による資産側の リスク
等 を含んだ, 十分な積立水準を設定する｡
3. 基金 の 最低支払能力基準の導入
4 . 過去 の 実績と展望 の 双方から各基礎率を的確 に予測 し, 債務評価
と資産評価の バ ラ ンス を考慮し全体の 整合性を確保す る｡
5 . 財政状況に問題がある場合の 財政運営
②新しい 財政運営 に必要な制度的枠組み
1. 関係者の役割 と権限, 責任の 明確化と情報開示
2 . 任命年金数理人による財政の継続的観察
3 . 公的年金 との 関係等
③新しい財政運営に必要な環境に必要な環境整備
1 . 年金数理人の 増員, 年金数理人育成の 講座を大学等 に設ける等に
ょ っ て年金 コ ンサル ティ ングを推進し , 同時に数理ガイ ドライ ン
を作成す る ｡
2 . 受給権確定の ため の法令の 制定
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この提案の最も重要な点は, 企業年金の 計算要素に変動可能性が内在して い る こ
とを認識し, 受給権 の確保とい う目的の ために基金財政を健全化する には, リス ク
管理の手接が必要である と指摘して い る こ とであるo それゆえ, 継続的な水準から
の積立水準, 最低保証額の検証だけでなく, 解散時にその水準が維持し得るの かを
険証するこ とが重要視されて い るの である o
このリスク管理に際して は, 現代投資理論 (MPT) のような高度な理論的な知識
を前提とした管理手法 が必要で ある｡ それゆえ, この 提言を実行する場合には, 職
業専門家として の 保険数理人に よ るコ ンサル テ ィ ングが強化される必要が存在す
る｡ ここで は, 次の 2 つ が提言されてい る｡ 第
`
1 に, 保険数理人がコ ンサルティ ン
グを行い得るような環境を構築する こ とが必要とされて い る ｡ 第2 に, 保険数理の
専門家のス キル向上を大学教育 レベ ル等におい て行い , 広範に普及させ る ことが必
要であるとされて い る の で ある ｡
さらに, 数理懇の 提言する年金財政は, あくまで ｢自己責任に基づく自主的な年
金財政運営+ で ある にもか かわらず, 健全な年金財政の確立の ためには, 法律面の
整備が必要で ある と明言して い る こ とは重要である｡ これは, 記述 した ように, 各
経済主体が未だ自立的な機能を果 し得る レベ ルの 年金環境に到達 して い ない ことを
考慮し, 慣習 レベル で 自立的に財政運営の健全化をする こ とが困難 であるもの と判
断したため と思われる｡
総じて い えば, 厚 生年金基金の 運営目標 を従業員の 給付確保 に向ける ことが, 本
提言では求められて い るの で ある ｡ この こ とは, 高度なリス ク ･ マ ネジメ ントに基
づく効率の 良い年金制度資産運用および年金債務の管理 によっ て, 企業が退職給付
コストおよび退職給付 ベネ フ ィ ッ トを管理 し得る よう にする こ とで もある ｡ ゆえ
に
, この 提言 では , 単に従業員の 効用 を満たすだけで なく, 拠出企業の 利益を確保
することをも目指 して い るとい えるの で ある ｡
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第 4節 新しい退職給付会計システム
1 財政運営基準による年金基金会計の変容
｢厚生年金基金の財政運営 につ い て (以下 , 財政運営基準)+ は , 健全で安定的な
基金の財政運営を行 い , 受給権を保護する こ とを主題として平成9年 に制定され
たo この通知では, そ れまで個 々 に出されて い た通知および問題点が1つ に取りま
とめられ, 包括的視点か ら改正 が行われた｡
年金財政上も っ とも特徴的なの は, 収益および費用 の認識を原則と して発生主義
によることを定めて い る点で ある (財政運営基準, 第3 の 1(1))｡ これにより, 塞
金の掛金等を徴収す る権利が発生 した時点 , および給付の支払義務発生時点で の収
益認識が可能とな っ たの で ある ｡
次に, 資産および債務 の評価に関しても変更が加えられた｡ 資産の 場合, これま
では, 取得原価によ っ て 評価 されて いたが, これが改められ 時価を基準と した評
価を行わなければな らなくなっ た｡
具体的には, ｢時価 を基準 としつ つ その 短期的な変勤を平滑化する数理的評価[12】
による方式, そ の 数理的評価額 と時価の い ずれか低い ほうの 額による方式または時
価による方式の い ずれか (財政運営基準, 第3の 2(2)ア)+ によ っ て 評価されなけ
ればならない ｡ こ の 際, 平滑化の方法におい てはそ の 期間を5年以内とす る こ とが
定められてい る ( 同, 第 3の 2(2) イ)0
年金債務に関して は , 合衆国 と同様の算定方法である予測単位積増方式が算定方
[12] 数理的評価 に関 して は , 財政運営基準 に よれ ば次の 3 つ の い ずれか で ある
(財政運営基準, 第 3の 2(3)および(4))0
Q) 時価移動平均方式
② 収益差平滑化方式
③ 評価損益平滑化方式
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捷の選択肢に加わる こ ととな っ た o また, 利子率に関しても5･5 % とい う硬直的な
固定化されたレ
ー トが改められたほか, 予定脱退率等の 変動的計算/てラメ 一 夕に関
して晩 年金数理人等 の ア ドバイス を受ける こと, 統計的な裏付け, 十分な情報開
示を前提に実態を反映した数値を利用できる こ ととなっ て い る (財政運営基準, 第
3の3)0
厚生年金基金だけで なく ,
一 般に企業年金制度は企業における労使の合意に基づ
いて設置される制度で ある ｡ したが っ て , 最終的には企業経営者がそ の運営に責任
を負わなければならな い ｡ そ れが運営のリス クとして企業業績に反映される こ とに
なる｡ つ まり, 従業員効用極大化の ための 年金基金運営, および株主効用極大化の
ための年金基金運営 , とい う2 つ の企業年金運営を担う経済主体 として , 企業経営
者には, 年金運営リス ク とビジネス ･ リスクの 両者を効率よく管理するための 高度
で洗練された企業年金運営が求められて い るの である ｡
基金運営に従業員給付の 確保が第 1の 目標 とされて い る こ とか らすれば, 財政運
営基準による年金基金の 財政計算に関するディ スクロ - ジャ ー 規制は, 従業員効用
極大化を強く指向す るもの で ある と考えられよう｡
年金資産の 運用状況は 日々 変動し, 従来長期的に投資する こ とを主眼として い た
年金基金も, 資産価格の 形成状況を鑑みて , 適宜ポ ー トフ ォリオの変更等を行な う
必要に迫られて い る o こう した状況を背景と して い るか らこそ , 発生基準をベ
ー ス
とした, 時価 - 発生主義 の フ レ - ム ワ ー クに琴づくディ ス クtj - ジャ - が社会的な
制度として求められる こ ととなるの である ｡
退職給付会計基準の検討
計算構造の概要
新基準で は, 退職 一 時金および企業年金 を共通項によ っ て把握 し, そ こにおいて
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生じた負債として
一 元 的`に とらえて い るo
仕訳
(借) 退職給付費用 ⅩⅩⅩ (貸) 退職給付引当金 ⅩⅩⅩ
(費用) (負債)
この仕訳を導く退職給付会計の フ レ ー ム ワ ー クは図表6
- 11の通りである｡ 以下
ではこの フ レ - ム ワ ー ク をもとに , 退職給付会計基準の 計算構造を検討する｡ その
際, この会計基準の 補完的役割を してい る日本公認会計士協会の実務指針 ( 以下,
JICPA実務指針とする) も合わせて検討する｡
図表6 - 11に示 したように , 退職給付の会計処理は, 退職給付の制度資産と退職
給付債務を算定す る事 からはじまる｡ 特に退職給付債務の算定に関して は, 退職
一
時金の会計処理において も企業年金会計処理においても同 一 の基準で算定される｡
退職給付債務は次の規定から, 割引現在価値によっ て 計算される｡
｢退職給付債務 とは , 一 定 の期間にわたり労働 を提供 したこ と等 の事由に
基づ い て , 退職以後 に従業員に支給 される給付のうち認識時点までに発生
して い る と認め られ るもの をい い , 割引計算によ り測定さ れ る ｡ ( 新基準
-
, 1)+
注意すべ きは, 退職 一 時金制度は内部積立 によ っ て行われ 年金制度は基本的に
外部積立によ っ て行われる こ とか ら, 同じ退職給付債務で も, 引当金 として計上 さ
れる部分が異な っ て い る とい う点である ｡
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酵6 - 11 退職給付会計基準の計算フレ
- ム ワ - ク
退職給付資産
一 時金の財政
企業の経営資卒 …
と未分離
年金財政
退職給付債務
退職 一 時金
制度の債務
オフバ ラ ンス ヰ針
オンバ ランス
年金資産
㊨ %
企業年金制度
の 債務
未認識項目
認識積立不足
企業の貸借対照表
+軒 オフバ ランス
オフバ ランス
費用計上
企業の経営資本と
未分離の 状態
オンバ ラ ンス
企業の損益計算書
もともと, 日本 におい て慣行的に行われて い た退職
一 時金は , ①支出の 後期性,
②費用原因の 当期性 , ③計上 の 合理性, という特徴がある(新井 [1991], 123頁)｡
日本の企業会計におい て は, この特徴が引当金概念に合致する こ とを根拠 として ,
退職給与引当金と して の 計上が認められて きた‖3]｡ 毎期の 会計処理に基づい て 退職
[13] この 点に関し て は, 退職給与引当金を引当金 として含める こ とに疑問を投げ
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紳引当金が計上され , 同額 の資産が企業内に留保されるために, 結果的に退職 -
時金の総額が累積と して貸借対照表 にオン
･ )†ラ ンスされる ことになる o
- 方, 年金制度で は, 年金資金の 信託契約ある い は保険契約による外部委託が行
ゎれるために, 拠出とい う形で企業外に資金が流出し企業の外部に積立て られる ｡
信託の法掛こ基づ けば, 資金拠出の 時点で , 信託財産の 所有権が受託者に移るの
で, 法律上は企業の 資産で はなく , この点からすれば, 基本的にその信託財産は企
業資産として計上 しえない ｡ したがっ て , 年金債務の うち企業の退職給付 コ ス トと
しての部分だけが企業 の 利潤計算 には関わっ てく るこ と となる｡ 新基準 によっ て引
当金計上される年金負債は, 将来の年金給付額0.総額 として の累積ではなく, あく
までも, 当期に発生した年金 コ ストおよび積立不足に関する見積もり額である ｡
以上から, 退職給付 引当金 として の 計上金額は, 引当金の 累積的な数値と外部拠
出すべき年金コ ス トの 混合 した数値 となり , 退職給付債務の 総額を表すわけで はな
いことが判明する｡
次に, 退職給付資産 に目を転 じて みよう｡ 退職給付資産 には, 以上の ような両会
計蘭域の性質の 違い か ら, 2つ の 種類が存在する こ と となる｡ まず1 つ めは, 退職
一 時金の場合の資産で あり, これは引当金の 計上 とい うプロ セ ス を通じて企業内に
累積される ｡ い ま1 つ は, ｢企業年金制度 に基づき退職給付に充て るために積立て
られてい る (新基準 - , 2)+ 年金資産[14]である｡
かける見解も存在す る｡ たとえば中村忠教授は, 退職給与引当金は役務提供を既
に受けて い るもの であるため に, 毎期の費用が既発生であり, 将来 における費用
の発生という観点か ら引当金 を考えるの は理論的におかしい の で, 減価償却引当
金と同様に引当金の 分類か ら退職給与引当金 をはずす こ とが望ましい と述べ て い
る(中村(忠) [1984], 167 -168頁)o かか る視点か らすれば, 新基準の よう に退職
給付会計基準 として 引当金概念を拡大する こ とは望ましい こ ととはい えない o
[14] JICPA実務指針で 札 退職給付資産の うち , 次の 3 つ の 要件を満たす資産 を
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退職 一 時金の 場合に は, それが 引当金によっ て企業内に留保され 企業の経営資
本と未分化の 状態におかれる こ とか ら, 貸借対照表にオン
･ バ ランスされる ｡ これ
に対し, 年金資産の 場合には年金負債としての 引当金額を算定する際に間接的に関
ゎってくるだけで , 基本的にはオフ
･ バ ラ ンス となる ｡ つ まり, 退職給付資産の 会
計処理に関して は, 退職給付債務の よう に統
一 されて はいない ので ある o こ の点を
援解する ことが, 退職給付会計の 計算構造を理解する重要な点となる と思われる｡
b 退職給付会計基準における負債計上
退職給付会計基準では, 負債の 計上 につ いて次の ように規定してい る｡
｢退職給付債務に未認識過去勤務及び未認識数理計算上 の 差異を加減し
た額から年金資産 の 額を控除した額 を退職給付 に係る負債と して計上す
る｡ ただ し, 年金資産に つ い ては, そ の額が企業年金制度 に係 る退職給付
債務に当該企業年金制度に係る未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上
の差異を加減 した額 を超える場合には, 当該超過額を退職給付債務か ら控
除する こ とは で きない もの と し, 前払年金費用 として処理す るもの とす
る ｡ (新基準二 , 1)+
退職給付負債は, 新基準 二 の 1の規定 にあるよう に基本的には年金債務と年金資
年金資産で あると して い る (JICPA実務指針6)0
① 退職給付以外に使用できない こ と
② 事業主及び事業主の債権者か ら法的に分離されてい る こ と
③ 積立超過分を除き , 事業主 へ の 返還, 事業主か らの解約
･ 目的外の払
出し等 , 事業主の 受給者等 に対する詐書的行為が禁止さ れて い る こ
と
④ 資産を事業主の 資産 と交換で きない こ と
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産の差額によっ て算定 される積立不足である o ただ, こ の場合において特徴的なの
乱 資産超過によ る マイナス の コ ス トの 計上につ い て2 つ の 会計処理を規定 してい
る点である｡ 1つ は, 拠出済みの 掛金が現時点の 退職給付債務を上 回る場合に.認識
舌れる, 掛金の 超過払込部分の 会計処理で ある ｡ 新基準において は, これを前払費
用として計上する こ ととして い る o もう 1つ は, 運用収益が期待収益を上回るこ と
で生じた数理的な差異や , 給付水準の 引き下げによっ て退職給付債務が減少する場
合の会計処理である ｡ 新基準 において は, この 場合には年金資産の超過分を未認識
とすることが規定されて い る (新基準, 注1の 1)｡
ところで , 既に合衆国の 場合 におい て検討したように, 積立不足には基本的に2
つの源泉が存在して い た｡ 1 つ は , 過去勤務費用や数理上の誤差[15]で ある｡ い ま1
つは, 運営活動に基づく本質的な積立不足の部分である ｡ これらの積立不足は, 図
表6 - 11 におい て示 したように, 未認識の 項目としてオフバ ラン ス になる部分と,
認識されて オンバ ラ ンスされる部分とに分かれる ｡ 退職給付会計基準の 場合には,
過去勤務費用や数理上 の誤差は未認識の 項目となる｡ この過去勤務費用の 遅延認識
札 日本の会計基準の 大きな特徴の 1 つ で ある o
注意すべ きは , こ の本来の積立不足の 部分 に関する会計処理で ある ｡ 合衆国の 場
合には, この部分に関 して は, 損益法ベ - ス の損益計算 に関わらせな い ために, そ
の他の包括利益とい う特別の 項目に, 財産法の利益として 区分されて い た｡ とこ ろ
那, 日本の 場合には , この 負債計上時に両建てされる勘定が企業の期間費用たる退
職給付費用で あるために, ダイ レクトに損益計算に関わ る ことになる ｡
もう1 つ
, 合衆国のSFAS87 との 重要な相違が存在する｡ そ れは, 保険数理法とし
て予測給付債務 (PRO) を用 い る こ ととされて い る ことである｡ 新基準 二 の 2(1)に
[15] これに加えて , 制度変更及び移行時の 差異も要因となる ｡ ただ, これは
一 時
的な要因が強い の で こ こで は省略する ｡
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よれば, 退職給付債務は,
｢退職時 に見込まれ る退職給付の 総額のうち期末まで に
醸してい ると認められる額を
一 定の 割引率及び予想される退職時から現在までの
卵 に基づき割引い て 計算+ す る こ とと規定されてい る ｡ い うまでもなく , PBOiま
将来の昇給に関する予測数値を加味して算 出した害帽 周在価値であり, ABO に創ナ
る負債概念よりも金額的に は
一 層多額に, また変動可能性の 点でも 一 層大きな変動
性を内包する こ ととな る o
このように, 多額でか つ 変動的な金額が負債計上 にともな っ て利潤計算に介入す
るのであるから, 日本企業の利潤計算には これまで にない 問題が生じてくる｡ 多く
の変動^
o
ラメ 一 夕 - を事前に, より正確に予測する必要である｡ ただ, 日本の会計
基準では, この ような変動性を極小化するための措置 も講じて い る｡ たとえば, 次
の割引率の規定 を見て ほしい ｡
｢退職給付債務の 計算における割引率は, 安全性の高い 長期の債券の利 回
りを基礎 として決定 しなければならない (新基準 二 , 2の(4))+
長期の債券の 利子率 は, 年金運用上は安全な資産運用を目的とするパ ッ シブ運用
のベンチマ ー ク とな っ て い る こ とで , 最低限安全な資産運用を行 っ た場合を想定 し
た割引現在価値計算が想定されて い る こ とが明らかで ある｡ この点からすれば, 覗
実的な視点を大 きく帝離する ような退職給付債務が算定されるリス クは軽減され る
であろう ｡ こ の安全な債券の 利回りは, 新基準の 注6 によれば
一 定期間の変動を考
慮するこ ととな っ て い るが, この 期間がどの くらい で あるのか に つ いて は, 基準自
体は規定してお らず , この 点はJICPA実務指針を参照す る こと となる o 同指針に よ
れば
,
一 定期間とはおおむね 5年以内の こ とをい うもの とされて おり･ 平均値だけ
は 限られて い ない点 (JICPA実務指針11) にも注意が必要で ある o
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c 遅滞給付会計基準の年金党用計上
退職給付費用に関して , 新基準は次の ように規定して い るo
｢当期の 勤務費用及び利息費用は退職給付費用 として処理し, 企業年金
制度を採用して い る場合 には, 年金資産に係る当期の 期待運用収益相当額
を差引くもの とす る ｡ なお, 過去勤務債務及び数理計算上 の 差異に係る費
用処理額は退職給付費用 に含まれるもの とする｡ (新基準三 , 1)+
合衆国の場合と同様 に , 退職給付費用の構成要素には, 勤務費用, 利息費用およ
び期待収益率が含まれて い る . 勤務費用および利息費用は, PBOから算定されるコ
スト増加要因である ｡ これらは保険数理法であるの で, 割引率等の坂定の おき方に
よってその算定数値が大きく異なるとい う特徴を持っ て い る｡
例えば, 勤務費用は ｢退職給付見込み額のうち当期 に発生 した と認められる額を
一 定の割引率及び残存勤務期間に基づき割り引い て 計算する (新基準三 , 2(1))+
こととされてお り, 利息費用は, ｢期首の退職給付債務 に割引率を乗じて計算す る
(同上三 , 2(2))+ こ と とな っ てい るの で, どの割引率 を選択するか によ っ て コ ス
トの額が異なっ てく る こ とになる｡
期待収益率は, 反対 に コ ス ト減少要因である｡ この 数値は, 基本的にはり夕
- ン
の見込み として見積も られる もの である ( 同上三 , 2(3))｡ JICPA実務指針では ,
この期待運用収益率 に関して ｢保有 して い る年金資産の ボ∵ トフ ォリオ, 過去の 運
周実績, 運用方針及び市場の 動向等を考慮して算定する (JICPA実務指針12)+ もの
としており, こ の点で は経営者の 主観が介入し, 割引率同様の 変動可能性が生じる
ことになる ｡ この よ うに期間退職給付費用 は, 2 つ の コ ス ト要因か ら算出される変
動的な数値となるの である ｡
ところ で , 退職給付コ ス トの 1 つ である, 過去勤務債務の 会計処理 に関して は･
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次のような規定がおかれて
い る o
｢過去勤務債務及び数理計算上 の差異は, 原則として, 各期の 発生額に
っ い て平均残存勤務期間以内の 一 定の 年数で按分した額を毎期費用処理し
なければならない ｡ (新基準三 , 2, (4))+
先述したように , 過去勤務債務は年金コ ス トの 1つ として処理が行われる の であ
るが, この コ ス トの 認識は退職給付引当金と費用 の両建て計上 とは別の 枠組み に
ょって行われる｡ つ まり, 基本的には遅延認識という会計処理によ っ て , 費用計上
に削)ても負債計上 におい て もコ ス トと して卿定されない こ ととなるので ある ｡ こ
の遅延認識によ っ て , 過去勤務債務 は
一 定の 期間におい て償却される こ ととなるの
である｡
d 計算構造の特徴と注記による開示事項
以上の ような会計処理 によ っ て , 日本の退職給付負債は, 合衆国の 退職給付コ ス
トとは異なっ た特徴 を見 出す こ とが出来る ｡ まず, 退職給付負債の範囲と しては ,
日本の場合には過去勤務債務 を含まない が , 合衆国で は含 まれる こ ととな っ て い
る｡ それゆえ負債計上される金額が日本の ほうが少ない こ ととなるo
合衆国の過去勤務費用はそ の 負債計上時におい て 無形資産が両建て計上されるの
で, 負債として 認識計上 されながらも運用状況の成功等 によっ て プラスが生じた場
合には費用計上されない こ ととなる ｡ これ に対して, 日本で は過去勤務費用は退職
給付負債の 計上 とは別の 枠組み で遅延認識され償却される こ ととなる ｡ さ らに, 償
却方法および償却期間に つ い て は, 経営者に会計方針に関する選択肢が存在する o
このように, 広範な代替的会計処理が認め られて い る ことに伴っ て , 2 つ の 問題
がク ロ ー ズア ッ プされる こ ととなる ｡ 1 つ は, 経営者が多様な会計方針を選択可能
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となることから, 利潤計算構造に
一 定の変動性が介入する こ とが, 合衆国と同様に
避けられない 問題となる こ とで あるo もう1 つ は, 会計方針の 変更に伴う会計数値
の変動が大きくなる可能性を有して い る こ とで ある o 特に後段の 会計方針の変更に
恥 ては, その 乱用 による会計数値の 操作を防ぐために, 退職給付会計基準および
JICPA実務指針で基礎率 の見直し等 に関する規定を設けて い る｡
新基準の注10 に よれば, 基礎率を見直すか否かの基準となるの は重要性である ｡
ところがこの重要性 に 関 して , 新基準は詳細 を規定して い ない ｡ そ こで , JICPA実
務指針における規定 に , こ の重要性の基準がどこ にあるの かを求める必要がある o
まず実務指針18 で は, 割引率 に関する重要串影響が述べ られて い るo それ に募れ
ば, 退職給付債務 の算定 に際し, 前期末の割引率を用い た場合と当期末の割引率を
用いた場合と比 べ て10 %以上変動す る こ とが, 重要性の 判断の基準となっ て い る ｡
同じく実務指針19 では, 期待運用収益率の 変更の 基準を損益計算へ の影響の度合 い
において い る ｡ さ らに , そ の他 の 基礎率の 重要性 に関して は, 実務指針20 におい
て, 年金財政再計算時の 見直 しを強制的に反映させ るほかは, 企業固有の 実績に照
らし合わせて見直 しを判断し得 るこ ととして い る｡
以上の ように , 新基準に よ っ て想定され る利潤計算構造には, 退職給付債務およ
び退職給付資産が直接的 に関わる ので はなく , 間接的に関わる こ ととなる o 制度全
体の姿が財務報告 におい て は明確に表現され にく い ｡ そ れゆえ, 退職給付会計基準
において次の ような事項 を開示する こ とが要求されて い る (新基準六)｡
Q) 企業の採用す る退職給付制度
② 退職給付債務の 内容
(1) 退職給付債務及びその 内訳
a 退職給付債務
b 年金資産
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c 前払年金費用
d 退職給付引当金
e 末認識過去勤務債務
f 末認識数理計算上の 差異
g その 他 (会計基準変更時差異の 未処理額)
(2) 退職給付費用の 内訳
a 勤務費用
b 利息費用
c 期待運用収益
d 過去勤務債務 の 費用処理額
e 数理計算上の 差異の 費用処理額
f そ の 他 (会計基準変更時差異の費用処理額, 臨時に支払っ た
割増退職金等)
(3) 退職給付債務等 の計算基礎
a 割 引率, 期待運用収益率
b 退職給付見込額の期間配分方法
c 過去勤務債務の 処理年数
d 数理計算上の 差異の 処理年数
e そ の 他 (会計基準変更時差異の処理年数, 実際運用収益等)
これらの 開示事項は , いずれも将来の キャ ッ シ ュ
｡ フ ロ ー に対する予測情報 とし
て重要である こ とが合衆 国等の 先行的事例において 証明されてきて い る ｡ ただし,
過去勤務費用および数理差異に関して は基本的にオフ ･ バ ランス となる ために, こ
の脚注によ る開示がある意味で は生命線 ともなっ て い るとい え るだろうo この脚注
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によつ て, 利害関係者 は, 過去勤務費用に 関する会計処理の 状況と将来のキャ ッ
シュ
･ アウトフ ロ
ー 情報を理解しなければならない からである o
第5節 日本の退職給付会計システムの構造分析
1 退職給付会計システム における利害調整の構造
a 利害バランス における rもう1 つ の資本+ の横能
｢株主主権+ 型の 典型で ある合衆国型の 企業 システ ムで は, 企業利益の 追求は,
ビジネス ･ リスクを資本 コ ス トとして負担する株主の利益増大に結びつ い て い る｡
このため, 合衆国企業の 利潤追求に対する方向ベクトルが, 退職給付運営を通じて
従業員効用を極大化す る とい う退職給付運営の方向ベ クトルと, 必ず しも軌を 一 に
するわけではなく , 株主の 利益vs従業員の 利益とい う基本的な利害対立構造が形成
される ことになる ｡ 本質的には, 経営者は株主利益の極大化を追求し, 従業員の 受
給権を本質的に劣位 に置く構造 とな っ てい るの である ｡ ERISAは, こ の よう に劣位
になりがちな従業員 の権利を保護す るために経営者にフ ィ デ ュ - シ ャリ - として の
行動規制を課して い た｡
これに対し, 日本型企業シス テム は ｢従業員主権[
16] (伊丹 [1989], 53頁)+ とし
てとらえる こ とがで きる ｡ ス テ ー クホル ダ ー としての 従業員が, 企業の 経営に対 し
[16] 従業員主権に関 して は, 伊丹は次の ように述べ て い る｡
｢主権者が企業に長期的に コ ミ ッ トす るコ ア ･ メ ンバ
- と して の 従業員
だか らとい っ て , そ の 企業がすべ て の 労働者の 福祉 『ばか り つ ね に』 最優
先する とい う こ と でもない し, い わゆる 『資本の 論理』 をもたな い とい う
こ とで もな い ｡ 経済的合理性の 追求が 『経営者も含めた コ ア従業員全体の
利益の た め に』 行われる よう にな り , 『株主 の 利益』 最優 先で はなく な
る , という こ と である ｡ (伊丹 [1989], 54頁) +
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て積極的に関心を有し, 企業 の利益増大を追求するの であるo いうまで もなく, こ
のような従業員の企業利潤追求は株主の 利益増大 にもつ ながるため, 従業員および
綻 の利害関係は合衆国の ような明確な対立構図にはならない ことが, 本質的には
想定されるこ とになる o
退職 一 時金制度は, こ の ような日本型の 企業シス テ ムの構造を理解する 1 つ の鍵
であると考えられる ｡ 日本で は, 退職 一 時金は引当金経理と内部積立方式によっ て
行なわれてきた｡ 退職給与引当金会計の 財務的効果を考えてみれば, 退職給付原資
が引当金制度を通じて企業内部に留保される ので , 企業経営資本に
一 部として利用
されつづける こ とを指摘で きる｡ 企業は, 退職給付原資を経営活動に充当すること
が出来るの である ｡ この こ とから, 退職
一 時金の 給付原資 札 一 種の従業員か ら企
業への資金貸し付 けによる隠れた出資部分と考えられる ことになる ｡ こ の隠れた出
資に関して は, 青木 [1996] が次の ような指摘をして い る｡
｢ - - 労働者に と っ て
=
人質
”
の 出資は企業に対するリスク投資で あり,
その 還付金 の大きさは企業の業績に依存する ｡ したがっ て
"
人質
”
の ある
企業の 利益の 一 部はそれ を出資 して い る労働者の もの で あり, 企業の 業績
に依存した賃金は企業の リスクを
一 体化させ , 労働者間の 相互 モ ニ タ ー と
それによ る労働のイ ンセ ンティ ブを強める機能 をもつ ｡ (131頁)+
つ まり, 退職給付資金を企業の 事業資金 と して 投下運用す る とい う行動 を通 じ
て, 労働者は ビジネス ･ リス ク負担者となるの である｡ 退職金制度を通 じて , 従業
員が企業利益追求のイ ンセ ンティ ブをもつ こ とは, この ように日本企業の もう1 つ
の調達資本を生み 出すため の シス テ ム として , 企業の 資本形成にも重要な役割 を果
しているの である ｡
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b 利害バランス における経営者の機能
それでは, この ような日本型企業システム におい て , 経営者は株主および従業員
のどちらの利益を重視す るの で あろうか ｡ 日本企業の企業内構造は, しばしば会社
主義という言葉によ っ て 表現される｡ 橋本 [1991] によれば, 労働力の 売買契約的
関係を超えた共同性が存在する ｢企業共同体+ として の 日本企業に 糾 ､ては , 利潤
の追求は, 雇用を安定させ従業員の 生活を改善するとい う目的達成の ための手段と
して行われる (184- 185頁)0
｢企業の 共 同性 は, 企業の外部に対 して経営の 自主性となる ｡ 企業集団
が自主性 の 相互保証機能をもっ てし.)る こ とは重大な要因なの であり, 独立
系の大企業が株主の安定化を図るの も この た めで ある｡ したが っ て , 経営
者は企業 内か ら選抜 されるの が原則 となる ｡ ( 中略)こう した 『生え抜き
型』 の 経営者 は, 資本所有者で もなく, 経営に 関する専門家 , つ まりア メ
リカ型の 専門経営者で もない ｡ 経営者育成の ための 職業訓練 , 供給機構は
企業外部にはない し, 経営者の 市場もない の で あっ て , 日本企業の 経営者
は経営に関す る専門家なの ではなく , 自らの属する企業に関する専門家で
ある とい っ たほうが良い ｡ あるい は, より正 しくは専門家 という表現も好
ましくない か も しれない ｡ 経営者の 役割 に つ い て 『共同生活体』 仮説 で は
次 の ように規定す るが , そ れは妥当なもの とい っ て よか ろう ｡ すなわち,
経営者は 『経営 の 継続の ために (経済性) の発揮を重視し, 経営体内部で
権力を行使す る』 ｡ しか し, こ の権力の 行使は 『構成員』 に受容されなけ
ればならず, そ の 『限界は合意の範 囲で画される』 o 他方, 経営者は 『共
同体 の 人格的権威 を示しており, 構成員の 敬慶の対象である』 ｡ そ して ,
権威が受容 され るの は構成員の 『共 同の 範囲』 を限度とす る とい うの がそ
れで ある o (橋本 [1991], 188-189頁)+
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確かに, 日本企業に おい て は, 経営者 とい えども従業員の 中から選抜きれてきて
いる｡ 日本企業はそ の ために , 従業員 と経営者の 共同体 としての性質をもつ こと と
なり, 経営者は, 従業員 の利益を優先す る傾向を有する こ とによ っ て従業員の 敬度
の対象となるの で あ る o これ を退職給付の利害 トライ ア ングル 関係にあて はめれ
ば, 相対的には従業員効用極大化の ための 退職給付運用が, 経営者 によ っ て指向さ
れていたもの ととらえ られ る ( 図表6
- 12の①)0
この経営者の機能は, 先に指摘 したような従業員主権 の構造において さらに増幅
されていた｡ すなわち, はえぬ き型の経営者は, 退職金制度を通じて企業の利潤極
大化のイ ンセ ンティ ブを有する ビジネスリスク負担者である従業員の代表 として ,
従業員の利害を 一 層強く保証す るイ ンセ ンテ ィ ブを持っ て い たの である｡ この よう
な従業員主権の 企業構造によ っ て , 自己の 利害を保証される従業員は, い わゆる
｢会社主義+ によ っ て企業 へ の忠誠心を高める ことになっ て い たので ある ｡
このように, 退職給与引当金会計制度は, 日本企業の 経営に深い 関わりを持っ て
普及発展してきた o 退職 一 時金 による会計処理 と会社主義における結びつ きの メカ
ニズムは, 高い 生産性 を実現す るための 日本企業の 要件として は , 極めて合理的で
かつ効率的なシス テ ム であ っ たと位置づけられるか らで ある ｡ 日本におい て は退職
給付の利害トライ ア ングル 関係が, 退職 一 時金制度とい う制度を通 じて , 極めて ユ
ニ ー クな従業員偏重主義の 形で成立して い たの である｡
c 企業年金へ の シフ トによる利害バランスの揺らぎ
ところが, 近年におい て は, 様々 な要因か ら退職給付資金が企業の経営資本より
切り離され, ｢外部拠 出によ る退職給付資金積立+ によ っ て行われる企業年金制度
へ と次策に移行 した｡ 吉田 [1992] で は, こ の ような企業年金政策の 変化の 背景に
労働組合の 態度変更が重要な関わ り方を して い る こ とが実証されて い る ｡ それによ
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賦 ｢低成長下で の 企業危機が深まる につ れ , 労使強調が進み , 体制依存へ の 傾
向を強めて い っ た (SO貢)+こ とが要因の 1 つ として見出せ るというo
重要なこ とは, この ようなシフ トによ っ て , 日本企業が, 意識するか否か に関わ
らず, 経営のバ ッ ク
｡ ボ ー ンをも揺 るが しかねない ような重要な転換に迫られた こ
とである ｡ なぜなら, 退職給付資金が企業の 経営資本から切り離される ことによっ
て, 日本企業が経営 に利用 し得 る資本はそ の 分減少するはずであり, 逆に考 えれ
揺, ステ ー クホル ダ
ー として の 従業員が企業の経営に積極的に関わるイ ンセ ンティ
ブがそれだけ薄くなるか らで ある｡
にもかかわらず , 日本版 ビッ グ ･ )†ン以前 において , 経営上の変化は実感されて
いなかっ た｡ そ の 要因は幾 つ か考 えられるが, もっ とも重要なの は企業年金会計が
御慶化されてい なか っ た こ とで ある ｡ 前節において検討 したように, 退職 一 時金制
度のもとで は制度資産の使途 に対す る会計上の拘束はなく, また年金会計に関する
詳細な規定が制度化されてい なかっ た｡ その ような制度の 不備によ っ て , 外部拠出
型年金制度 へ 切り替わる こ とが , 企業にどの 程度有利 ･ 不利をもたらすの か等の 重
要情報の開示が妨げられた結果 , ステ ー クホルダ ー で ある経営者, 従業員および株
主の理解が遅れたもの ととらえる べ きで あろう｡ それが, 最終的に景気の後退期と
いう特殊要因と ともに企業の 国際競争力を財務的側面か ら揺 るがす こ と にもつ な
がってい っ たの である ｡
d 新基準における利害調整構造
こ のような状況に対 して , 日本版 ビッ グ ･ バ ンが行なわれた｡ 日本版ビ ッ グ
･ バ
ンは, 日本の 資本市場停滞化 を改善するため に, 株主重視型の 経営 へ の 転換を政策
的なレベ ル で実現しよう としたもので ある ｡ この よう に, 会計基準の社会的な選択
において 日本版 ビ ッ グバ ンが関わ る こ とは, 利害調整構造にどの ような影響を及ぼ
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したのであろうかo こ
こ で は, これまで の検討によ っ て判明したことをもとに, 新
基準における利害調整構造を考えてみようo
酵6 - 12 各退職給付制度の利害調整構造
① 退職 一 時金制度の利害調整構造
経営者[生え抜き型)
Sl E l
日 本版 ビ ッ グ
･ バ ン に よ る
長 安 家 重 視 の 軽 営 へ の 転 換
株 主
財 務 報 告 書 の 利
引当金会計による内部積立
企 業 利 益 極 大 化
拠 出 企 の 財 務 報 告
退 職 給 付 会 計 基 準
利 害 の 調 整
② 厚生年金基金制度の利害調整構造
日本 版 ビ ッ グ ･ バ ン に よ る
投 資 家 重 視 の 経 営 へ の 転 換
従 業 員 重 視 の 企 業 シ ス テ ム
従 業 員 主 権
従 菜
Lt=
良
の
経営者[生え抜き型)
s7t -Th 〆㌫
投資政策
エ ン ティ ティ ー の分離
年金基金 ( 特殊法人)
IIRM の情報
拠 出 企 業 の 財 務 報 告
退 職 給 付 会 計 基 準
株 主
財 務 報 告 書 の 利
③ 適格年金制度の 利害調整構造
日本 版 ビ ッ グ ･ バ ン に よ る
投 資 家 重 視 の 経 営 ヘ の 転 換
＼
鵬 報
利 害 の 調 整
従 業 員 重 視 の 企 業 シ ス テ ム
従 業 員 主 権
制度の財務報告
財政運営基準
従 栄
LLt
良
の
経営者[生え抜き型)
h<1
投資政策
エ ンティ テ ィ ー の未分化
訪 ≠
年金運営活動
皿Mの 情報
ALM の情報
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退職給付制度に 札･退職
一 時金制度, 適格年金制度, 厚生年金基金制度の 3つ の
経額が存在して い たが , この いずれもが新しい退職給付会計基準の適用を受ける こ
ととなつ てい るo これらの利害調整構造を図示すると図表6
- 12の ように示す こと
ができる｡ どの 図におい て も, Slは株主の効用極大化の ための戦略が, Elは従業員
効用極大化のための 戦略が, そ れぞれ示されて い るo
まず, 退職 一 時金制度の 利害調整構造に つ い ては, 図表6 - 12の①の ように表す
ことができる｡ 引当金 を通じて の 内部積立方式において は, 経営資本から退職給与
資金が分離されない とい うプロ セス を通じて , 退職給与資金が経営資本の
一 環とな
る. 以前に述べ たよう に, 退職
一 時金制度の 歩合には, 退職給付制度の 運営よりも
むしろ共同体と して の 企業利益 の追求に主眼がおか れ 企業経営を通じて経営者,
株主および従業員の 利害バ ランスが調整される こ ととなる ｡
その際, ステ ー クホル ダ ー に対する退職給付会計情報の 開示は, 唯 一 , 拠出企業
の財務報告によ っ て行なわれる こ とになる ｡ つ まり, 内部積立額が退職給付引当金
として累積する こ とに よ っ て , 退職給付債務が従業員の 退職に至るまで の 間, 次第
に蓄積していく こ と となるの で ある ｡
注意すべ きは, ビッ グバ ン以前の 退職給与引当金との相違である｡ 退職給与引当
金会計で は, 退職給付債務概念が将来支給額予測方式, 期末要支給額方式およびそ
れぞれの現価方式が規定されて い たが, 新基準に規定される保険数理法は, 従業員
が労働役務を提供する に したが っ て退職給付が積みたて られて い く こと を想定す る
発生給付積増方式 (ac c r u ed be n efit c o st m ethod) で あるo 将来支給額予測方式
の現価方式は比較的近い 概念であるが, 他は異なる債務概念なの であるo 特 に, 期
末要支給額方式は, 現在 の給与水準を ベ ー ス に退職給付債務を算定する もの で ある
ことからま っ たく異なる債務概念 として とらえる必要があるだろう o これは, 同じ
く期末要支給額をベ - ス に算定され る税法基準 による場合にも当て はまる ｡ 退職
-
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時金制度の場合には, 新会計制度 に移行する際に従来よ りも多くの引当金が計上さ
れる必要が生じる こ とになる o
次に, 企業年金 の場合 には外部拠出になる ので , 退職給付資金は金融投資による
事鵬という明確な目的を与えられて, 企業経営資本の循環過程から分離される こと
になる｡ しか しなが ら, 厚生年金基金制度も適格年金制度もともに確定給付型の年
金制度であるので , 企業は退職給付履行に至 るまで の財務リスクを負担する ことと
なる｡ この ため, ス テ
ー クホルダ ー に対 して は, 退職給付の 運営活動そ の もの の情
報を提供する こ と以外 に , 退職給付運営の 財務負担 に関わ る情報が拠出企業の財務
報告においてディ ス クロ
ー ズされなければならない ｡
むろん, 企業の 利潤 計算体系 と年金基金の財政計算の体系は, 本質的に異なっ て
いるから, 両者は別 々 に財務報告を作る必要が存在する｡ 確定給付年金制度の財政
計算においては, 従業員効用極大化 を目標とするサ ー プラス ･ マ ネジメントの 思考
に基づいて , 年金資産を公正価値で評価しかつ 年金債務を割引現在価値で評価する
ことが求められる｡
これに対 し, 企業の 利潤計算体系で は, 様々なス テ - クホル ダ ー に対して 分配可
能指標となりか つ 業績指標 となり得る報告利益を計算す る ことが求められる ｡ 企業
の財務報告書におい て 表現す べ き退職給付会計は, 退職給付の 運営活動そ の もの で
はなく, 企業経営者に関わりをもつ 退職給付コ ストおよびベ ネフ ィ ッ トの企業利益
計算に対する ｢ネッ トのイ ン^oクト+ である こ とが要請されるの である｡ こ の よう
に確定給付制度の 運営に関する描写は二 元的に財務報告される こ とになるが, この
財務報告と利害調整構造の 関係は, 厚生年金基金制度 と適格年金制度 とで は若干異
なっ てい る ｡
まず厚生年金基金制度 の場合には, 図表6
- 12 の②の ごとく表される ｡ この最大
の特徴は, 年金基金が別法人と して存在 して い る こ と である ｡ つ まり , 経営者が株
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室効用極大化および従業員効用極大化野両者を考慮して導い た投資政策を - 旦別法
人である厚生年金基金に伝達し, 基金が企業経営とは全く独立に運営活動を行なう
のである｡ 新基準以前 には, この 描写が適正 に行われるための規制が, 会計制度に
ょって示されて い なか っ た｡ 基金には責任準備金という目標が課されて い たが, そ
の算定方法と計算要素で ある資産
･ 負債の 評価 という2つ の 問題からこの 責任準備
金の金額が実態か ら帝離 し機能して いなか っ たの である ｡
新しい退職給付会計 シ ステム におい て は, このような情報を適正に作成するため
の基準が示されて い る ｡ 年金基金の 場合には厚生省か ら公表された ｢財政運営基
翠+ に従っ てALM の情 報がデイ クス ロ ー ジャ ー がなされ, 拠出企業の財務報告に つ
いては ｢退職給付 に係る会計基準+ に よ っ てHRMの 情報がディ ス クロ ー ズされるの
である｡
次に, 適格年金制度に つ い て は, 図表6 - 12の ③の ように示される｡ 構成年金制
度と比べて異なっ て い る の は, 年金基金が拠出企業から明確に分化されてい ない点
である｡ また, 本制度は厚生年金基金と異なり, 税制上の特典を受けるための制度
に過ぎない から, 財政運営基準の ような制度の財務報告に関するディ ス クロ ジ ャ ー
規定が存在 してお らず, 制度の 財務報告 に関して 札 厚生年金基金の 場合に比べ て
不明確なシス テ ム とな っ て い る ｡ この 点で , 上述の 2 つ の 制度に比して , 利害調整
のバランス を自律的に保ちにくい 構造で ある といえるだろう｡
以上の検討から, 3 つ の 退職給付制度の うち退職 一 時金制度につ い て 札 従来指
摘されきたような従業員主権 の企業シ ス テム を今後もとり得る可能性がある ことが
明らかになっ た ｡ そ れで は, 他の 2 つ に つ い て はどうであろうか ｡ いずれも外部積
立型による年金制度 で あり , 一 見する と, 退職給付資金が｢もう
一 つ の 資本+ とし
て企業に提供されな い こ とで従業員の企業 へ の 貞献を誘発する効果 を有しない よう
にも思われる ｡
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実札 退職給付会計の 適用 より給付責任 を企業に義務づけたこ とによらて , 従業
員は給付に対する 1 つ の 保証を得た こと になり, その 点を重視すれば決して日本企
業システムの従業員主権を崩す ような問題は生じない の である ｡ したがっ て , いず
れの制度を採る にせ よ , 従業員と経営者の結びつ きによっ て特徴付けられた日本型
企業システムの 構造 は本質的に存続し得る可能性を有してい ることになる ｡
国表6 - 13 日本における利害バ ランス
① 日本版ビッグバ ン以前
経営者 (生え抜き型)
株主総会の 形骸化
株主
日本型企業シス テム
従業員重視
i
従業員
② 日本版ビッ グバ ン以後
経営者 (はえぬ き型)
良空室鎚姦蛋え転義最
株主
日本型企業システ ム
従業員重視
従業員
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ただし, 日本版 ビ ッ グバ ン自体が有してい る大きな命題が, 日本企業の アングロ
=アメリカン型 へ の 転換で ある こ とを考え合わせ れば, 退職給付の利害バ ランス の
変容に基づいて こ の よ うな企業システムが存続不可能になることは妨げられない o
実際, 日本企業の 利害バ ラ ンス は図表6
- 13の①から②のように変化 してい る と考
えられ この点か らすれば, 経営者が退職給付シス テム の運営に 糾 1て , 従来の よ
うに従業員を重視する方向性を後退させ る こ とも考えられるか らである ｡
この変容によ っ て はじめて , 将来の潜在的な株主をも含めて株主重視型経営を目
指すという目的と, 従業員 に対する給付を履行するという目的の 2 つ を達成しなけ
ればならない こ とが経営者 に示 されたが, 備 に, 労使関係におい ては, 従業員の た
めのコスト負担が企業 の 業績 を圧迫するとい うネガティ ブな関係にある ことが明示
されたために, 従来の 労使協調関係が崩れるを有する ようになっ て きたの である ｡
例えば, ス テ ー クホルダ ー として の株主の 立場に立て ば, 退職給付コ ストを出来る
だけ負担しない よう な退職給付政策をとる こ とが望まれるから, 例えば, 給付削
減, 制度の変更, ある い は制度 の廃止などとい っ た従業員の 利害を損ねる方向性を
経営上指向する可能性が高い ｡ そ うなれば, 従業員は労働イ ンセ ンティ ブを低下さ
せ, 生産性を上 げる こ とはおろか , 企業に対する忠誠心さえも失うこ とになりかね
ないだろう ｡ よ り踏み込ん で述 べ れば, 労使の 対立関係が明示された こ とで , 従業
員主権型の企業 シス テム は変容を迫られる こ とになる ｡
2 債頼性付与の責任配分構造分析
日本版 ビッ グ ･ バ ンで もたらされた退職給付会計 シス テ ムの 整備は , もう 1つ の
トライア ングル 関係を明確 に した｡ 図表 6
- 14 のような財務報告の信頼性付与に関
する責任配分構造で ある ｡
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退蔵給付の利害関係が経営者 ･ 従業員および株主の利害調整を裁定する･た めに
乱 この日本型の退職給付会計 システム において提供される退職給付の財務報告 に
も信頼性が付与されて い なければならない こ とは既に述べ たとおりである｡ その 与
件は, アクチュ アリ
ー
, 経営者および職業監査人の 3者がそれぞれの業務を誠実に
遂行するこ とであっ た o 信頼性付与の 責任配分構造は, この 3着からなるトライア
ングル関係である ｡ そ こで , 以下ではこの 関係を検討するもの とする｡
国表6 - 14 信親性付与に関する薫任配分構造
相互の実務指針に関する意見交換
保険数理計算の 監査
財務数値の 算定(事前的関与)
アクチ ュ アリ ー
保険数理計算
ア クチ ュ ア リ ー 協会
の 実務指針
退職給付運営の
コ ンサ ル テ ィ ング
旬･
財務報告の信頼性
付与の責任配分
財務報告書の作成者
経営者
財務報告の チ ェ ッ ク(事後的関与)
聴業監査人
退職給付の 財務報告の 監査
日本公認会計士協会の 実務指針
チ ェ ッ ク指標 として の
退職給付会計基準
まず, 最も基本的な関係となる経営者および職業監査人の 関係を考えよう｡ この
関係札 経営者が財務報告書に表現した運営活動を職業監査人が監査する こ と に
よっ て成立する関係 で ある ｡ 日本では, 商法監査および証券取引法監査の 2 つ の 種
類の監査が存在す るが, そ の際に, チ ェ ッ ク指標とし て機能するの は企業の 経営者
が財務報告書を作成する際に従わ なければならない 退職給付会計基準である ｡ それ
は, 経営者の 責務が この 会計基準に準拠し誠実に自己の 運営活動 を描写す る ことを
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意味している o ただ , 退職給付会計には, 柔軟な会計処理を必要とし基準によ っ て
-律に規制できない 部分が存在 して い るo この ような柔軟に対応す べ き部分に関す
る経営者行動の チ ェ ッ クは, JICPAが公表する退職給付の実務指針に基づく こ とと
なる｡
次に, 経営者とアクチ ュ アリ
- の 関係を考えてみ よう. 経営者札 退職給付会計
基準に基づいて 財務報告書を作成するの で あるが, この 会計基準には アクチ ュ ア
リ ー が関わる こ とが前提 となる会計規定が多く存在する ｡ 経営者は, この ような専
門的な額域の会計数値 の算出を職業専門家であるアクチ ュ アリ ー に依頼 し, コ ンサ
ルティ ング契約そ の 他を締結する ｡ したがっ て , 退職給付会計システ ムで は アク
チュ アリ - と経営者 との 関係もク ロ ー ズ ･ ア ッ プされるこ ととなるの である ｡ アク
チュ アリ ∵ は, その 職業専門領域 に関する業務を遂行する際に日本アクチ ュ アリ ー
会および日本年金数理人会 の定めた ｢退職給付会計に係る実務指針+ に従う ことと
なる. つ まり, 経営者 とアクチ ュ アリ - の 間に札 経営者の退職給付運営活動を描
写する際の 保険数理計算 に関す る契約関係があり, そ れぞれの従うべ き基準 (経営
者は退職給付会計基準, アクチ ュ アリ ー は実務指針) に基づい て , 財務報告書の会
計数値に信頼性 を与えなければならない の である｡
最後に3つ 目の 関係 と して , 職業専門家どうしの 実務上 の連携関係を考えなけれ
ばならない ｡ 職業監査人 とアクチ ュ アリ ー はともに職業専門家で あるが , 財務報告
プロセスを通じて 相互 に関係をもつ こととなる . しか し,. 会計士 もアクチ ュ アリ
ー
もそれぞれが異な っ た技術を要す る高度な独立専門職であるために, アクチ ュ ア
リ ー の算定 した会計数値 を職業監査人がチェ ックす る こ とには困難が伴うo これに
対し, JICPAは アク チ ュ アリ - サイ ドの実務指針を検討し, JICPA実務指針の なか に
その成果をと りい れて い る o また , アクチ ュ アリ
ー サイ ドで は , JICPAの 実務指針
を参照しなが らそ の 実務指針を最終的に決定事項 として い る o それぞれの 実務指針
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を相互に参照し連携関係 を保 つ こ とで, 信頼性付与に対する職業業専門家の責任配
卵り つ の整合的な形 によっ て 行われるよう になっ たの である o ただ問題は, 日本
の監査のプロセス に は, 合衆国の ような保険数理専門家の利用およびチ ェ ックに関
する規定が設けられて い ない こ とであるo こ の点が明らか にされない 限り, 財務報
告数値に信頼性を付与す るための トライア ングル構造は十分な形になっ て い るとは
いい難いのではない だろうか ｡
第6節 小 括
以上によ っ て, 日本の 退職給付会計シ ス テムに関する構造分析が行われ た｡ それ
によれば, 日本の退職給付会計 システ ムには, 日本版ビ ッ グバ ンという強制力が強
い関わりを持っ て い る こ とが判明した｡
もともと日本の 企業システ ム は, 退職給与引当金の 計算構造を通じて , ステ ー ク
ホルダ ー と して の 従業員 の 経営 へ の 関わりが強められ, ｢従業員主権+ の 構造 を
持っ てい た｡ 日本版 ビッ グ ･ バ ンは, この ような従業員主権の構造におい て行われ
る退職給付の 運営活動 を, 株主の 利益確保の視点 へ と向けるだけの 強制力をも っ て
いたのである｡
日本版ビ ッ グ ･ バ ン以前の 退職給付システム におい て は, 1 つ の体系を持 っ た退
職給付会計が行われて い なか っ た｡ 退職 ∵ 時金に関して は, 引当金会計によ っ て企
業内に退職給付資金を留保する形で行わ れ 企業年金会計にしても主 として現金拠
出額を費用 として 計上する方法で処理されてい た｡ したがっ て , 両者の 間で 整合的
な会計処理を規定するような会計基準は成立して い なか っ たの で ある｡ この ことに
よっ て , 引当金か ら年金制度 へ の シ フ トが問題を引き起 こすこ ととなっ た o 従業員
の受給権を確保する ため の退職給付運営も十分に行われない ばかりか , 従業員主権
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の構造として形成された日本型企業 シス テム の特色その ものが希薄化する恐れが生
じていた｡
日本版ビッ グ
｡ バ ンで は, 企業の退職給付会計に対する会計基準を定めるだけで
はなく, 退職給付制度の 運営活動その もの を改善し, その年金財政に関する会計を
も改善した｡ こ の ような2 つ の 改革の 方向性は, 1つ の 整合的な退職給付会計シ ス
テムという形で結実したの で ある ｡ 日本で も, 合衆国と同様, 退職給付会計シス テ
ムの構造札 利害調整の トライ ア ングル と信頼性付与の 責任配分の トライ ア ングル
が分かちがたく結びつ く構造 と して 形成されてい る という こ とが出来るのである ｡
これを表すと, 図表6 - 15 のようになるだろう｡
図表6 - 15 日本の退職給付会計シス テム
相互 の実務指針に関す る意見交換
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この図表6
- 15 によっ て , 従業員に対する企業年金基金の運営活動 札 時価 - 発
生主義ベ
- スの 会計体系 によ っ てそ の 財政計算が行われ, 企業の 退職給付会計で
娃, その責務を負う ベ き退職給付コ ス トとして の退職給付債務枚念を適正 に算定す
ることによっ て , 公正価値会計の体系によっ て利潤計算が行われるようになっ たの
である｡
このような1 つ の 体系的 ｡ 整合的退職給付会計シス テムは, 経営者, 従業員およ
ぴ株主の利害を調整す る ための 機能を 一 応有してい ると解する こ とが出来るだろ
うo 経営者およびアクチ ュ アリ
ー
, 公認会計士の 間で責任配分構造が成立し財務報
告に料ナる情報 に信頼性が付与されて い るか らである o また, 利害調整構造におい
ても, 経営者, 株主お よび従業員のそれぞれの利害を調整する構造が形成されて い
たからである｡
ただ, こ の ような成果 は見られるもの の , 幾つ かの点で依然問題を残して い たこ
とも事実である ｡ 例 えば, 利害調整構造は, 図表6 - 15 におい て示されて い る よう
に共通する枠組み を持 っ て はい るもの の , 実態としては, 図表6 - 12 に示されたよ
うにそれぞれ異な っ た退職給付制度運営 とディ スクロ ー ジャ - 体系が適用されてい
るo この意味する と ころ 札 ステ ー クホル ダ - に対する情報提供におい て制度 ごと
の差が生じる こ とで ある ｡ つ まり, 利害調整が行なわれる構造が制度 ごとに異なる
ことによ っ て , 同 じ退職給付制度であっ て もそ の 利害バ ラ ンス は異なる こ と にな
るo また, 後述する よう に過去勤務債務q)費用化に関しても実は 問題 を残 して お
り, その点 で現在 の シ ステムが社会的に望 ましい利害調整構造を十分に有 してい る
とみなす こ とは出来ない だろう｡ そうい っ た意味におい ては, 財務報告 シス テム を
より - 層整備す る余地は依然 として存在すると考える ことがで きるだろうo
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那 聾 退職給付金計 ～>謁テ盈の日栄患巳較
- 会計目的および利潤計算構造に関する比較分析
第1節 利害調整構造の日米比較
1 分析の視点
本論文における分析を通じて , 退職給付会計システム で は, 経営者, 株主および
従業員の間に, 一 定 の利害調整構造が成立する ことが判明したo 形成プロセ ス の 相
違はあれど, ごく形式的な部分だ捌 こ着目すれば, そ れぞれの利害調整構造は最終
的に極めて類似した内容 とな っ て いた｡ 両者とも資本市場重視の経営と従業員保護
を同時に達成しようと して い るか らである｡
しかし, 背景 に存在す る退職給付会計の 形成プロ セ スの違い から, 退職給付会計
システムの 役割 と機能 には様々 な違い が存在して い たこ とも見逃せない事実であっ
た｡ ステ ー クホルダ ー と して の経営者 ･ 株主 ･ 従業員のそれぞれの性質や個々 の経
済主体相互 の 関係, 退職給付制度の規制環境, 退職給付会計の規制, とい っ た点で
は, 両国の 間には本質的な相違が存在して い たの で あるo
このような点を考慮 に入れたうえで , あらた めて 利害調整構造を
一 般化して み る
と図表7 - 1の よう に表す こ とがで きるもの と思われる o 以下にお い ては, この 図
表7 - 1 にしたが っ て , 日米の 利害調整構造の 相違 に関する分析を行 っ て い く こ と
にする｡
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- 1 - 般的な利害調整構造
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2 経済主体および規制環境に関する比較
いま, 日米の 利害調整構造の 形成プロ セ ス の 特徴を比較すると, 次 の図表7
- 2
のように表せ る ｡ こ の 図表 を見れ ば, 退職給付会計シス テムの 形成プロ セ ス が, 令
衆国と日本 とで は, ま っ たく 反対の 方向によ っ て 行われてき た こ とがわか るだろ
う｡
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まず合衆国の 場合 を見て みよう ｡ もともと合衆国では, 日本に比べ て資本市場の
発達が著しく先行 して い たo この ため, 経営者は資本提供者として の株主を重視す
る行動をとっ て い たo こ の ような企業シス テムを, 本論文では株主重視型システム
と呼んできたが, ERISA制定以前の合衆国企業において は, まさに株主重視型とい
う経営者と株主が強く結びつ く企業システ ムが形成されて いたの である ( 図表7
-
1の関係1)｡ こ の ような企業シス テムの も とで は, ステ
ー クホルダ ー として の 従
業員の権利は, 経営者自身や株主に比して , 本質的に劣位におかれる こ とを余儀な
くされて い た｡ 退職給付の 受給権に関しても この例外ではなく, 第3章において示
したような受給権の 侵害が公然と行なわれてし)た (図表7 - 1の 関係2)o
ERISAは, こ の ような受給権の侵害から従業員を保護するべく制定された企業年
金の基本法であるが , これによ っ て従業員の受給権が保護される こ とで, 従業員の
ステ ー クホル ダ ー として の地位が向上 し, バ ランス の とれた退職給付会計シ ス テム
が形成されるこ ととな っ たの である｡
合衆国の退職給付会計 シス テム の形成過程の特徴を 一 口で述べ れば, ｢資本市場
先行型+ という形で とらえる こ とが出来るだろう｡ 退職給付シ ステム におい ては,
制度資産の投資活動が重要な役割を担っ て い る o こ の資産投資の ための 市場が存在
してい る ことは , ERISA における フ ィ デュ ー シ ャリ 一 概念の形成に決定的な役割を
もってい る｡
既述の ように, ERISAにおけるフ ィデュ - シ ャリ
一 概念は, 現代投資理論 (はPT)
の存在を背景 として 成立 して い る｡ したが っ て , MPT を成立させ得るに十分な資本
市場の存在が, ERISA の成立の 前提条件 として必要であ っ たの である ｡ 資本市場の
先行的な発展 に基づ い てE RISAが成立 しなければ, 退職給付会計 シス テムが形成さ
れなか っ た で あろう ｡ これが合衆国の 退職給付会計 シス テム を資本市場先行型と呼
ぶ理由である｡
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これに対し, 日本の場合に は, 早期に整備された退職
一 時金制度の会計処琴を通
じて, 従業員が企業経営 に参加す るシステムが形成されていたo この シス テムの下
では, 引当金によ っ て 退職
一 時金を内部に積立て る会計処理が日本企業に実質上 の
｢もう1つ の 資本+ の 提供機会をもたらされたの で , それによ っ て ステ ー クホル
ダー である従業員が企業利益増大を目的と して積極的に経営に関わっ てきたの であ
る｡ また, 日本企業 におい て は多くの経営者は従業員からの ｢はえぬき+ として 選
抜されるために, 従業員の 利害を保護する ような行動をとる傾向にある ( 図表7
-
1の関係2). この ような点か らすれば, 日本 の退職給付会計システム 札 従業員
と経営者が強く結びつ く ｢従業員主権の 企業シ ステム+ を特徴付ける役割を有して
いたのである｡
この 一 方で, 戦後 , 証券取引法の制定に基づいて近代的な資本市場が形成されて
削 壮 ものの , 株式持ち合い等 に特徴付けられるように, ピ
ー プルズ ･ キャ ピタリ
ズムと呼ばれる には程遠い 状態であっ た (図表 7 - 1の関係1)o 資本市場が こ の
ように未発達で あ っ た こ とは, 同時に退職給付制度の 資産運用の環境が良好で はな
かったこ とを意味 して い る｡
これまで折に触 れて述 べ てきたように, 資産運用の 基礎は適正 なリスク
- リタ ー
ンの把捉からは じま り, そ れを資産構成によ っ て実行する こ とで 実現するもの であ
る｡ したがっ て , 退職給付制度資産の 運用環境が改善されない 限り, 適正な利害調
整も行い 得ない 状態で あっ たの である ｡
資本市場重視型 へ の転換は, 日本版ビッ グ ㌧バ ンという強制力によ っ て後発的に
行われた｡ 日本版 ビ ッ グ ･ バ ンで は, 資本市場の改革によっ て資産運用の環境を向
上し
, 日本の資本市場 へ 投資家の 資金流入が促進する こ とを目的として行なわれた
経済政策で ある ｡ これに よっ て, 退職給付制度資産の 運用環境とそ の 成果配分に関
する会計制度が改善されたために, 退職給付会計シ ス テムの 利害調整構造は著し
く
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鱒され, バラ ンス化が図られ
る よう になっ たのであるo この特徴礼 賛本市場後
発型の退職給付会計シス テ ム形成ととらえる ことが出来るだろう｡
3 退職給付会計の規制に関する比較
a 比較の視点
退職給付会計規制を考える場合, 両国の 基準設定の 特徴が大変重要な役割を果た
していると考えられる ｡ それは, 基準設定主体の相違によっ て , 重視される会計目
的と利益計算構造が異な るか らで ある｡ こ こでは, 両国の退職給付制度を整理しな
がら, 比較の視点 につ い て検討 しよう｡
まず, 合衆国の 退職給付制度 には, 大きく分けて2 つ の 制度が存在 して いた｡ 確
定給付制度と確定拠出制度で ある ｡ 確定拠出制度の 場合 に札 企業が退職給付の運
営リスクを負わず従業員が退職給付運営のリスクを負担する｡ 一 方の確定給付制度
の場合札 企業が制度運営の リスクを負担する ことになるために, 事前に合意され
た給付算定式によ っ て算定 された給付額を最終的に支給するまで , 企業の コ スト負
担が求められる . 合衆 国で は こ の よう な退職給付の財務報告 を, SFAS35お よび
sFAS87を中心に規制して い る o SFAS35 では確定給付制度に関する財務報告が規定さ
れ, SFAS87 では制度運営活動に関わる企業の 財務報告が規定されて い る o
これに対し, 日本の 退職給付制度には, 年金会計と退職
一 時金制度の 2つ の種類
が存在して い た｡ 退職金制度の 場合には, 企業内部に退職給付資金が積立てられ
企業の経営資本の 一 環 として 資金循環プロ セス に関わる ｡ したがっ て , 財務報告は
企業によ っ て 行われる こ とになる ｡ しか し, 確定給付年金制度の場合には, 年金基
金などの外部機関に資金拠出がなされる こ とにな るた め, 制度自体の 運営活動に関
する財務報告 と制度設置企業の 制度運用 へ の 関わりに関する財務報告が行わ れる ｡
第7章 退職給付会計の日米比較 7 - 7
それゆえ, 日本で も退職給付に会計基準 と厚生年金基金に関する財政運用基準 に
ょって, 合衆国と同様 の 2元開示シ ステムがとられるのである ｡
ただ注意すべ き 札 両国の 退職給付会計はその会計目的を異にして い るという点
である｡ 合衆国の 会 計規制は証券取引法系列の 会計規制
[1]によっ て い る o それゆ
え, 相対的に投資意思決定情報の提供を中心目的として規定され, SECなどによ っ
て実質的に権威ある支持を得て い る ことを背景に強制力を有してい る ｡
一 方, 日本の財務報告システ ム札 従来, 受託責任遂行と処分可能利益算定を重
視する商法系列の 会計規範 と, 受託責任遂行 と投資意思決定情報の提供を相対的に
重視してい る証券取引法の会 計規範が強い 結.びつ きを持ち (新井 ･ 白鳥 [1991],
SO貢)[2], 一 方で , 制定法 ･ 成文法以外の 会計規範は, 企業会計審議会によっ て設
定されてきた｡ そ こ におい て , 企業会計に期待されてきたもの 札 分配指標 と業績
指標を同時に表現し得 る稼得利益情報を算定するための 利益計算体系であっ たo つ
まり, 退職給付の 会計基準も この ような強いリ ンケ ー ジのもとで会計利益に期待さ
れる役割を果たすために , 取得原価主義の計算体系が採用されてきたので あるo
【1】 この背景には , 商法の 会社法が州レベルで規制され 商法系列の会計規制が上
記の 証券取引法系列 の 会計規制と弱い 結び つ きしか有して い ない こ とが関わっ
て い る. 合衆国の 財務報告の 目的は, 相対的にみ ると投資家保護を理念とする
証券取引法系列 の会計規制を強く反映して い るの であるo
【2】 この2 つ に法人税法を含めた3つ の会計系列の つ ながりを, しばしば ｢トライ
アングル体制+ (新井･ 白鳥 [1991], 29頁) として とらえる ｡
ただし, この トライ アン グル体制に関して は, 商法も証券取引法も共に利害
関係者に対する財務情報開示が必要とされて い る反面で, 法人税 に関して は情
報開示の視点が本質的にない こ と, 証券取引法と法人税法間の 結びつ きが直接
的で はない こ と, 連結決算制度が証券取引法に独自の もの である こ と (伊藤
[1997] , 53 - 54頁) 等の 理由によ り厳密な意味で は ｢トライ ア ングルでは な
い+ という見方 をするもの もある ｡
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ところが近年 にお い て は, 資本主義経済の 複雑化によっ て, あるい は国際化の進
展などによっ て , こ
の ような商法および証券取弓l法の 強いリ ンケ ー ジの もとで選択
されていた取得原価 主義会計 に基づく利潤計算が, 十分に機能し得ないネガティ ブ
な側面を露呈する ようにな っ て きたo そ こには, 少なくとも, 次の 2つ の要因が関
係しているように思われる o 第1 に, 資本市場の重要性が
一 層クロ ー ズ ･ ア ッ プさ
れるようになっ て きた こ とに伴い , 資本市場を規制する財務ディ ス クロ
ー ジ ャ - の
会計情報に対し, 従来 とは異なっ た意味での 投資意思決定有用性が求められるよう
になっ てきた こ とが指摘で きる ｡ 策2 に, 日々 進展する現代経済の ダイナミズム
が, 取得原価主義会計で は十分に表現し得ない こ とが明らか になっ てきたことが指
摘しうる ｡
取得原価主義会計で は, 未実現利益の 計上を排除する ことによっ て , 貨幣性資産
の裏付けの ある利益が算出される ｡ そ こでは, 保有資産の市場価格がいくら上昇し
ても, それを利益計算に算入する こ とはない ｡ それが算入されるの は, 当該資産を
売却した場合の よう に収益が実現 した時点である｡
もともと, この ような取得原価主義の利潤計算構造につ いて は, 次の ような問題
点が指摘されて い た｡ これは, 原価配分の 原理は, 物理的な財の動きにつ いて人為
的に仮定 (Bell [1970], p. 20) してい るとい う本質を有して おり, そ の ために ,
原価配分には複数 の 会計方法が予定され, 原価配分には本質的に この 人為自勺俊定と
いう窓意性が介入す る こ とになるとい うもの である o また, ｢原価
- 実現主義+ の
視点に関しても, 次の ような問題が指摘されて いたo まず, 末実現利益の排除はな
されるもの の , 一 般物価水準および個別価格の変動が利益計算に反映されず, 会計
上の利益に保有利得 と実現利益が混入 して しまう開 削 体 質的に存在してい るo さ
らに, 回収 によ っ て 利益 としてイ ン ･ フ ロ
- して きた資産は投下可能資産 とな る
が
, 回収済投下資本 と回収前に既に存在 して い た未投下の 資産とが同
一 の 属性を有
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する資産であっ た場合に は, その 峻別が困難となるo たとえば, 現金で投下した費
周を現金によっ て 回収 した場合 , 未投下の 現金と新たに流入する現金の 峻別は困難
であろう｡ その現金自体 の 区別 は, 帳簿記録の 上でしか行い えない のである｡
このような性質の もと , 仮に資金投下から回収の プロセスの 間に貨幣価値の変動
が生じた場合, 末技下の 現金も回収済みの現金も原初取引時点で測定されるので ,
名目的には回収され る こ とにな るが, 真の意味で投下資金が回収され, それを上 回
る利益が生じたの かは暖味にな る｡ 末技下の現金100 と回収された現金100の貨幣価
値が大きく異な っ て い て も貨幣額とい う同 一 の尺度によっ て の み合計される こ とに
なってしまう｡
近年の日本版 ビッ グ ･ バ ンは, この ような日本の企業会計にドラス ティ ックな変
容をもたらした｡ 資本市 場の 国際化の流れにおい ては, 投資意思決定 に有用な情報
提供が重視されるが, 従来の 日本がとっ て きた証券取引法と商法の 強い連携関係を
基礎とした利潤計算体系 で は, 投資家等の 市場参加者に提供できない ことが顕在化
してきた｡ 投資意思決定 に有用な情報が投資家に対して提供されなければ, 資本市
場の株価形成が十分に機能 しない ｡ したがっ て , 日本版ビッ グ
･ バ ン は この 状況 へ
の対応策ととらえる こ とがで きる｡
投資意思決定の 情報提供とい う会計目的が重要視されれば, 会計目的観の 相対的
な変化により, 会計制度 に採用される利潤計算体系が変容する こ と になる o した
がっ て , 退職給付会計における利潤計算体系の 再検討をする必要があるだろう｡
b 拠出企業の財務報告に関する比較
退職給付会計の 利益計算体系は, 表面的 には, この ように日米で 非常に似通っ た
ものとな っ たもの とな っ たの であるが, や は り こ こ にお い ても重要な相違が依然と
して見られて い る こ とに違い はない ｡ そ こで , 計算体系を検討する必要が生じる こ
第7章 退職給付会計の日米比較 7 - 1 0
とになる｡ 以下で は, 簡単な設例を用いて 日米 の退職給付会計, 特に, 拠出企業の
寿幡計算にどの ような構造上の 特性があるのかを探っ て みよう｡
まず, 新基準以前の 日本の 退職給付会計である｡
【設例7 - 1】 退職給付会計基準公表前の退職給付会計
F社は, 当期首 におい て貨幣性資産を200, 費用性資産を300保有して い
る｡ 資本調達関係は , 借入 (退職給付以外の負債) が300, 自己資本による
資本調達は200 である｡ F社 は, 退職金制度と確定給付年金制度を併設して
い る ｡ F社の 期首貸借対照表 (期首B/S) は, 次の ようになっ て い る｡
期首B/S
貨幣性資産 200
費用性資産 300
計 500
退職給付以外の負債 300
資本金 200
計 500
F社の期中取引および期末修正 は次の通りであるo 費用 ( 退職給付費用
を除く) は80, 収益は300 であっ た｡ 費用性資産は, 定額法により償却 して
い る (10年均等償却, 減価償却費は間接計上 してい る)｡ 年金基金 ヘ の 現金
拠出額は20で あ っ た｡ 期末に退職給与引当金を30計上する o また , 当期 に
一 時金制度の従業員に関して給与の ベ - スア ッ プがあり, 過去勤務債務が
100発生 したが, 未拠出の まま当期の費用 として処理する o
なお F社で は , 収支はすベ て現金によっ て い るo
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まず, 設例7
- 1 の 各取引を仕訳 しよう｡
卵取引の仕訳
(借) 費 用
(借) 現 金
(借) 年金費用
期末修正仕訳
(借) 減価償却費
80 (貸) 現 金 80
300 (貸) 収 益 300
20 (質)現 金 20
30 (貸) 減価償却累計額 30
(借) 退職給与引当金繰入 30 (貸)退職給与引当金 130
繰延費用 100
図表7 - 3は, 設例7 - 1の 各種取引に基づいて作成した期末貸借対照表と損益
計算書である｡ こ の 図表 中の , 貨幣性資産と稼得利益は次の ように算定されるo
期末の貨幣性資産
- 期首貨幣資産 ＋期中貨幣性資産増加
- 200＋ (- 80＋300- 20)
- 400
稼得利益 - 収益 - 費用
= 収益 - (年金費用＋費用＋退職給与引当金繰入＋減価償却費)
- 300- (20＋80＋30＋30)
- 1 40
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- 3 取得原価主義会計における退職給付会計
期末B/S
直接的費用
間接的費用
⊂
費用性
支出
貨幣性資産 400
費用性資産
300
賢却累計額(30)270
繰延費用 100
退職給与引当金 130
その他の負債 300
資本金 200
稼得利益 140
退職給与引当金会計
期末P/i
費用
年金費用 a20
100
その 他費用80
退職給付引当金繰入b 30
減価償却費 30
稼得利益 40
収益 300
1> 7tj -
この図表7 - 3 に示 されるように, 新基準が公表される以前の日本では, 退職給
付コストの計上 は2 つ の 会計処理によっ て行われて いたo lつ 札 図表中の a の よ
うに, 拠出した年金費用 を, 現金支出額を基準に直接費用 として計上する方法であ
る｡ い ま1 つ は , 図表 中の bの ように, 発生主義によ っ て把握した退職給与引当金
を負債計上し, 同時 にそ れを当期の 費用 として処理する方法である｡
引当金による会計処理は, 発生の高い キャ ッ シ ュ
･ フ ロ ー を事前に合理的に予測
し
, それを引当金 と して 当期の負債と して計上する こ とで資金流出を防ぐ方法で あ
る｡ この 当時の 会計制度で は, 後述するように取得原価主義に基づく利益計算体系
が採られて い た ｡ そ れゆえ, 本質的には現時点における引当金の価 値を予測し測
定 ･ 計上される こ とになる ｡
したがっ て , 取得原価主義会計のもとで も, 退職給付債務に関する割引現在価値
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評脚ま部分的に, すなわち内部積立型の
一 時金の 部分に関して のみ行われて いたこ
とになる o つ まり, 退職
一 時金部分に関して は, 退職給付費用も退職給付負債も,
ともに割引現在価値を用い て発生主義による計上が行なわれて いたの である ｡
問題は, 年金会計 におい て 生じてい た年金負債をオフ
･ バ ランス にして い たこと
である｡ 年金費用 の 会計処理は, 現金支出を基準にして行なわれて い たが, これが
必ずしも労働役務の 提供に よ っ て発生す る労働債務に見合っ たもの ではなか っ たの
である｡
理論的に見れば, 労働債務 と しての 性質は, 年金であろう と 一 時金であろうと違
いはないはずである ｡ そ の 違い は, 外部に拠出されるか否かの 問題であり, 本質的
には, 将来の キ ャ ッ シ ュ ･ ア ウトフ ロ ー で ある年金負債が, 拠出におけるキャ ッ
シュ ･ アウトフ ロ ー (この 場合は現金支出) に先だち, 労働提供に応 じて決定され
なければならない はずで ある ｡ 年金負債がオフ ･ バ ラ ンス 項目になれば, 費用拠出
額とこの金額の 差額 に係る将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー 情報がディ ス クロ
ー ズ
されない ことになる ｡ そ ればか りか, 両建て計上されるはずの期間費用も, 当該金
額の分だけ過少計上 され る こ とになり, 企業の 報告利益の算定 に影響が生じて しま
うのである｡
また, 給料の ベ ー ス ア ッ プ等に基づく過去勤務債務の 計上 に関して も問題が存在
していた. 年金会計の 場合に 札 第2掛金 とい う形によっ て過去勤務コ ス トを拠出
した場合にの み費用計上 して い たが, 退職給与引当金会計の 場合には, 原則として
当期費用 として 計上 されて い た｡ 本設例 におい ては, この 原則処理 によっ て 繰延費
用を計上 し, それを 一 定期間において逐次償却する方法を示 してい るo
過去勤務債務 の計上 に つ い ても, 両退職給付制度で統
一 的な認識 ･ 測定が行なわ
れていなか っ たの で ある o これは , 新基準以前の 拠出企業の退職給付会計で 札 労
働債務という視点か ら退職給付の会計処理を統
一 しなか っ たため に, 退職給付負債
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評価および発生基準 によ
る退職給付費用計上が徹底されて いなかっ たととらえる こ
とができるだろう｡ この 状況において , 報告利益は分配指標としてもまた業績指標
としても, 十分機能す る に至 らない要因を抱えてい たと考えることができるのであ
る｡
それでは, 合衆国 にお ける退職給付会計は どの ようにとらえられるの であろう
かo 次の設例7
- 2 によっ て検討して みよう o
【設例7 - 2】 合衆国の退職給付会計
合衆国企業の F社は, 当期首におい て貨幣性資産を200, 費用性資産 を
300保有して い る ｡ 資本調達関係は, 借入 (退職給付以外の 負債) が30_ ,
自己資本に よる資本調達は200である ｡ F社では, 確定給付制度の み を設置
しており, SFAS87 に基づい て年金ディ スクロ ー ジャ ー を行っ て い るo
F社の期首貸借対照表 (期首B/S) は, 次の ようになっ て い る｡
期首B/S
貨幣性資産 200
費用性資産 300
計 50
退職給付以外の負債 300
資本金 20
計 500
F社の 期中取引および期末修正 は次 の通りである o 費用 (退職給付費用を
除く) は80, 収益は300あっ た｡ 費用性資産は, 定額法により償却して い る
(10年均等償却 , 減価償却費は間接計上 して いる)o 年金基金 へ の現金拠出
額は20 であ っ た｡ 当期 に発生 した純期間年金費用は50, 年金積立不足は120
であ っ たo 当期に給与の ベ ー ス ア ッ プがあり, 過去勤務債務が100発生し
た｡ なおF社では, 収支はすべ て現金によ っ てい るo
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まず, それぞれの取 引を仕訳しよう o
新堀引の仕訳
(借) 費用
(借) 現金
期末修正仕訳
(借) 減価償却費
(借) 純期間年金費用
(借) 無形資産
80 (貸) 現 金 80
300 (貸) 収 益 300
30 (餐) 減価償却累計額 30
50 (貸) 現 金 20
未払純期間年金費用 30
10 (貸) 年金負債 120
最小年金調整額 20
図表7 - 4は, 設例7 - 2 の 各種取引に基づい て作成した期末貸借対照表と損益
計算書である｡ こ の 図表中の , 貨幣性資産, 稼得利益, 包括利益およびそ の他の 包
括利益は次の よ うに算定される｡
期末の貨幣性資産
- 期首貨幣資産＋期中貨幣性資産増加
= 200＋ ( - 80＋300- 20)
- 400
稼得利益 - 収益 - 費用
= 収益 - (純期間年金費用＋ 費用 ＋減価償却費)
= 300- (50＋80＋30)
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- 140
その他の包括利益
- 最小年金調整額
･ ニ ー 20
包括利益 - 稼得利益＋そ の他の包括利益
-140＋ (- 20)
- 120
まず, 合衆国の 場合年金コ ス トは, 図表中 a で表される純期間年金費用計上お よ
び図表中b で表される追加最小負債計上の 2本立て によ っ て行われて い る｡
図表7 - 4 合衆国における退職給付会計
期末B/S
+
貨幣性資産 400
L 費用性資産
年金負債 120
未払純期間年金費用 30
その他の負債 300
300
償却累計額 (30)270
･無形資産 100
資本金 200
稼得利益 140
そ の他の包括利益 (20)
年金魚鹿計上b
期末P/L 年金費
用計上 a
費用 80
純期間年金費用 50
減価償却費 30
収益 300
稼特利益 140
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純期間年金費用に関 して は, 発生基準を適用し拠出に関わりなく期間費用が算定
される｡ したが っ て , 現金拠出額が期間費用に比べ て少ない場合には未払純期間年
金費用勘定によ っ て 負債が計上される こ とになる｡
一 方, 追加最小負債, すなわち
年金債務と制度資産の差額として とらえられる積立不足に関しては, 毎期末におい
て評価替えが行われる こ とになる. この 際の評価基準となるの 札 制度資産の場合
には公正価値, 年金債務の 場合 には割引現在とい う現在価値基準である o この 2つ
の退職給付コ ス ト計上か ら明らかなように, 合衆国の 場合には労働債務としての視
点からの退職給付 コ ス トの 算定が発生基準 によ っ て徹底されて い たとい えるだろ
う｡
問題となるの は, 追加最小負債 の 計上 にj3nて両建て計上される勘定科目であ
る｡ この内容には次の 2つ の 種類が存在する｡ 1つ 札 過去勤務債務に基づく積立
不足であり, もう1 つ は過去勤務債務を超過して認識される積立不足で ある ｡
まず, 1 つ めの 過去勤務債務に関して述 べれば, 両建て勘定として 無形資産が計
上されてい る｡ これは, 過去勤務債務に対する支出が従業員の勤労意欲･ 定着性等
を高める効用をもつ ことから計上する ことができるものである｡ この点は･ 先ほど
の旧日本制度の 計算構造にお いて示したような 一 時金の過去勤務債務 に関する原則
処理とま っ たく 同様の 視点であると見て差し支えないもの と思われるo
ただ問題なの は, 合衆国の場合 にはこれを逐次償却する方法をと っ て いない こ と
であるo 先述の ように, 過去勤務債務は準的債務という即時的な関係を意味する
一
方で, 従業員の定着等 を長期的に促進するという効果を有して い る o 両者
の 思考に
合致するためには, 繰延資産の ように
一 定の 期間で償却を行なうこ とが, 本来･ 必
要となるはずなの である ｡ この点で , 合衆国の 退職給付会計と旧日本の もの は完全
に同じ立脚点にあ っ たとはい えな いだろうo
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次に, 2つ めの 過去勤務債務の 超過額 に関して述べ れば, SFAS132 に規零される
ように, 過去勤務債務を超過す る積立不足に関して ｢その他の包括利益+ 勘定が用
いられる (pa r･ 5) の で ある o その 他の 包括利益は, 従来の損益計算によ る稼得利
益概念とは違い , 財産法の体系から損益計算を通さずに生じた期間損益である ｡ つ
まり, 積立不足は財産法に よ る当期の損失で あると明確にとらえられる こ とにな
る｡ この ような会計処理が可能となっ たの は, 積立不足の算定が毎期洗替えによっ
て行なわれる こ とが 関係 して い る ｡ 当期に生じた積立不足を, 過去勤務債務の未拠
出によるもの と, 事 業主の 負担する確定給付制度の運営リスク負担に基づく損失に
ょるものの 2 つ に分 けて とらえるのである｡
ところで , そ の他 の包括利益による追加最小負債の 調整は, 過去に存在して い た
現代会計における問題 を解決 したo それ札 資本の 部を ｢便利な調整場所+ とせず
とも済むようにな っ た こ とである. SFAS87が公表された当時札 こめ調整額に関 し
ては利益剰余金 の マ イナス項目として い た｡ この ため, 過年度の利益を修正する と
いう形によ っ て損益計算に影響が出ない ような形によっ て会計処理が行なわれて い
た｡ しか し, この ような会計処理は, 資本の部の正確を暖昧にして しまう とい う根
本的な問題が, 現代会計の 1 つ の 障壁とな っ て い た｡ 資本概念を理論 と会計処理の
妥協の産物 とする こ とは, そ の他の包括的利益を利用する ことで避ける ことができ
たのである ｡
もう1 つ 重要な論点 を検討しなければな らない ｡ それは, 資産
･ 負債評価の基準
として用い られて い る公正価値基準の意味で ある o 公正価値基準によ っ て制度資産
および年金債務を評価 して い る ことと, 歴史的原価による評価プロ セ ス を
ベ ー ス に
する費用性資産 の会計処理が理論的に矛盾なく , 整合性ある1つ の 計算体系とし
て
貌明できる必要がある の で ある｡ こ こに, 価値会計と いう 1 つ の 計算体系が登場
す
る意義が ある o
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価値会計とは, ｢財務会計の 認識
･ 測定対象を投下資金 (原価)移転の過程とみ
るのではなく, 財貨
｡ 用役 の 効用的側面およびその 変化の 過程と見る会計の 体系
(井上[1995], 21頁)+ の こ とをいうo この計算体系の もとでは, 価値という部分
に焦点を合わせ る の で , 公正価値も割引現在価値もともに同
一 の視点のもとにおか
れることになる ｡ また , 効用的側面に着目するので ,
一 方で使用目的資産を取得原
価で評価し, 他方で金融商品を公正価値で評価しても, 1つ の 整合的な計算体系と
してとらえる こ とがで きるの である｡
ただしこの価値会計が, 実務的には ともかく理論的な1つ の体系として意味を持
ち得るためには, ネ ッ トの 財貨 ･ 用役に関する変動価値, 言い換えれば利益と娃何
かが十分に検討され る必要がある ｡ 貨幣性資産による裏付けを有してい る分配可能
利益とは異なり, ネ ッ トの価値増加である利益には投下資金の 回収可能性が保証さ
'
れている とは限らな いか らで ある｡
フロ ー からの利益を分配指標とし, ストックからの利益をそ の他の 包括的利益に
算入する合衆国の会 計システム は, ある意味では合理的であるとい える｡ 年金基金
の会計では, サ ー プラス ･ マ ネジメ ントの 理論を背景に, 現在価値 による運営管理
が行われる こ とが, 年金ALM において は当然の 倫理で ある o この 点か らすれば, 資
産運用などの 業務を営む業種は, この ような価値会計の体系を採り得るもの と考え
ることができるだろう｡
それで は, この ような価値会計を目指した日本の退職給付会計基準 はど
の ような
計算構造を持 っ て い るの で あろうか ｡ 合衆国の ような, 公正価値基準による評価体
系を馴 1てい るの で あろうか ｡ 資本の部はどの ようになっ て い るの であろうか ｡
また資産項目はどの よう に処理されて い るの であろうか o 以下では , 設例7
- 3を
用いて これらの点 を検討 して み よう｡
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【設例7
- 3】 日本の新退職給付会計
F社は, 日本の企業で ある｡ 新基準に基づい て年金ディ スクロ ー ジャ ー
を行っ て い る ｡ F社は, 当期首におい て貨幣性資産を200, 費用性資産を
300保有 して い る ｡ 資本調達関係は, 借入 (退職給付以外の負債) が300,
自己資本による資本調達は200 である ｡ F社は, 現在, 退職金制度と確定給
付制度を併設 して い る ｡ F社の期首貸借対照表 (期首B/S) 札 次の ように
なっ て い る ｡
期首B/S
貨幣性資産 200
費用性資産 300
計 500
退賎給付以外の負債 300
資本金 200
計 500
F社の 期中取引および期末修正 は次の 通りである, 費用 (退職給付費用
を除く) は80, 収益は300であっ た｡ 費用性資産は, 定額法によ り償却して
い る (10年均等償却 , 減価償却費は間接計上して い る)o 当期の年金基金
へ
の 現金拠 出額 は20 である ｡ 退職給付引当金は70であっ た (この うち合衆国
基準で最小負債調整額 として認識されるもの は20ある)｡ 当期に両制度の従
業員に関して給与の ベ ー ス ア ッ プがあり, 過去勤務債務が100発生したが,
これは遅延認識によ っ て10年で費用化する(現金拠出を同時に行なう)o
なお, F社で は収支はす べ て現金によ っ て い るo
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卵取引
･ 期末修正 の仕訳
(借) 費 用
(借) 現 金
(借) 減価償却費
退職給付制度に関す る会 計処理
(借) 退職給付費用
(借) 退職給付引当金
過去勤務債務の遅延認識
(借) 退職給付費用
80 (貸) 現 金 80
300 (貸)収 益 300
30 (貸) 減価償却累計額 30
70 (貸) 退職給付引当金 70
20 (貸)現 金 20
10 (貸) 現 金 10
図表7 - 4は, 設例7 - 3 の各種取引に基づい て作成した期末貸借対照表と損益
計算書である ｡ こ の 図表中の , 貨幣性資産, 退職給付費用, 稼得利益はそ れぞれ次
のように算定される ｡
期末の貨幣性資産
- 期首貨幣資産 ＋期中貨幣性資産増加
- 200＋ (- 80＋300- 20- 10)
- 3 90
稼得利益 - 収益 一 費用
- 収益 - ( 過去勤務費用を含む退職給付費用＋費用＋減価償却費)
= 300- (80十80＋30)
- 110
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退職給付費用
- 期間退職給付費用＋過去勤務費用の費用認識分
- 70 ＋10
- 80
新基準による退職給付コ ス トの 計上は, 退職
一 時金制度も年金制度もともに退職
給付引当金と退職給付費用の両建て計上 によっ て行なわれる ｡
図表7 - 5 日本の退職給付会計基準における退職給付会計
B/S
貨幣性資産
⊂
390
費用性資産
300
償却累計額(30)270
計 660
退職給付引当金 50
その他の負債 300
資本金 200
稼得利益 110
計 660
P/L
費用 80
退職給付費用 80
70
10
減価償却費 30
稼得利益 110
収益 300
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日本の新退職給付会計 には, 幾 つ かの点で合衆国の会計処理と異なる点が見られ
る｡ 例えば, 合衆国の 場合には, 退職給付コ ス トが期間費用として の純期間年金費
周の認識
･ 測定と, 積立不足としての 追加最小負債の認識 ･ 測定の 2つ によっ て計
上されていたが, 日本の 場合には, 両者を引当金による両建て会計処理で
一 括計上
されている ｡
さらに, この退職給付引当金には過去勤務債務は含 まれない ので , この 分だけ年
金負債が過少計上 される の で ある ｡ 過去勤務債務は原則的にオフバ ランス となり ,
設例7 - 3 にあるよ うに遅延認識によ っ て 費用計上されるのである ｡ この ような違
いを合衆国の 設例7 - 2 と日本 の設例7
- 3を用いて考えて みよう｡
この設例7 - 3 におけるF社の 当期の退職給付費用は70 であるが, これを合衆国
基準によっ て考えて み る と, 純期間年金費用が50, 最小負債調整が20 になる ｡ 過去
勤務費用が100存在す るから, 退職給付負債は合衆国基準で測定すれば, 設例2 と
同様120 となる こ とがわか る ｡ 当期には過去勤務債務の10分の 1が費用計上されて
いるのであるから, 設例7 - 3 における退職給付コ ス トの差は, そ の残りの10分の
9の過去勤務債務 となる ｡ これを前提に考えれば, 合衆国基準によ っ て計上される
退職給付コ ス トと日本の 新基準に よっ て計上される退職給付コ ス トで は, 明らか に
違いがある とい えよう｡
合衆国では, 過去勤務債務 に関して無形資産と して 資産計上する ことが可能
であ
るが, 日本で は この ような会計処理に慎重な姿勢を持っ て い た
[3】ため にこの ような
差が生じたの で ある ｡ また, 合衆国では利益概念として包括利益を採用して
い るた
めに
, 最小負債調整額をス トッ ク ･ ベ
- スの期間利益と して把握するが, 日本で は
【3] 例え ば, ｢退職給付に係る会計基準の 設定に関する意見書+ で は,
｢ - - l過去
勤務債務や数理計算 上の 際を 一 時の 費用とす べ きもの と して
一 義的に決定づけ
る こ とは難 しい と考えられる (4･3)+ と述べ られて い る｡
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この金額がダイ レク トに当期の稼得利益の算定 に関わっ てくる¢ 合衆国基準の 設例
7 - 2の場合には稼得利益が140 となる
一 方で , 同 一 条件で はあっ ても日本基準を
適用する設例7
- 3の 場合には120となっ てい る[4〕の は, このような日米の利潤計
算体系の利益概念の差から生じてい るといえるだろうo
ところで , この ような差異は存在するもの の , 両国に 別 1て価値会計という利益
計算体系が採られて い る こ とで は共通する ことを先はど指摘したが, この価値会計
という概念を用い る こ となしに, 変容した退職給付会計を説明できるであろうか｡
実は, これは発生主義の徹底化 とい う視点で考えれば, 取得原価主義会計の フ
レ ー ムワ - クを必ずしも逸脱するもの ではない と考え得るo たとえば, 退職給付引
当金を見積りによ っ て算定する こ とに基準が重点を置いてい る ことを考えれば･ 公
正価値および割 引現在価値 の 2つ の公正価値基準は, 資産
･負債の 直接的な認識 ･
測定基準で はなく , むしろ見積りの ための 間接的な測定値であるとい えるだろう ｡
そうであるならば, 従来の 引当金会計の フ レ
ー ムを何ら損なうもの ではない と考え
られるはずで ある ｡ また, この ような負債評価を 一 種の洗い替えととらえるの であ
れば
,
この ような評価 札 例えば貸倒引当金の 設定の よう に, これまで にも取得原
価主義会計 とい う利潤計算体系の もとで行なわれて きて い るか らで ある｡ 洗い替え
を退職給付負債に まで適用 したと考えれば良い のである o
ただ, 年金基金の 資産 ･ 負債を事実上の企業資産
･ 負債で あるという考え方に立
っのであれば, 制度資産 を公正価値によ っ て測定する ことは, 企業資産
を公正価値
で直接認識 ･ 測定す る こ とを意味する ことになる o この ような見方か らすれ
ば, ち
紳 企業の 資産 ･ 負債の 評価体系は取得原価ベ
ー スで あるとはい えな くなるで あろ
う｡ なぜならば, 制度の 資産および負債は金融目的の資産
･ 負債として保有目的
【4] 過去勤務債務 の計算 には相違があるの で , 先ほど示 した計算の うち ,
こ こで は
過去勤務債務の 遅延認識分10 を除い て考 えて い る o
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を明確に区分で きる ようになるために, 取得原価主義という利益計算体系を採 神
変がなくなるからで ある o この 意味で , 退職給付会計基準による利潤計算構造の変
容は, 取得原価主義会計から価値会計 へ の 転換を示して い ると とらえ得るであろ
う｡
ただ, この 場合 に1 つ だけ問題となるの は, 内部積立によっ て積み立てられる資
金は, 外部積み立て の ように経営資本と明確 に区分されない という点で ある｡ 内部
積立による 一 時金制度で は, 不特定の 資産を企業内に留保する ことによ っ て経営資
本と退職給付資金が分離 されてい ない点で ある o この点が限界となっ て い るの であ
れば, 今後はこ の ような引当金処理による不特定資産の 計上を改善する必要がある
だろう｡
第2節 倍額性付与の責任配分額追の分析
1 主観価値の介入と合計数値の弾力性
退職給付コ ス トおよびベ ネフィ ッ トの算定は, 現時点における退職給付債務 (お
よびその 増加見込 み分) か ら, 制度資産 (およびそ の 増加期待分) を差引く と
い
ラ, 基本思考か ら導か れて い る｡ 当該金額に関する認識
･ 測定は, 必然的に , 上記
年金債務および年金資産を, どの ように評価するの か とい う問題に追従する ｡ 合衆
国のSFAS87も日本 の新基準と同様に, 退職給付費用および負債の算出に際して , 年
金債務につ い て は割 引現在価値を, 年金資産に つ い て は, 期末にお ける公正な評価
雛 , それぞれ用い る こ とが求められて い る o これに よっ て ･ ｢価値+ とい う共通
の尺度によ っ て測定 の 属性が統 一 されて い る o
従来の 評価基準 で は, そ の 前提として , 交換経済における市場取
引が想定され て
いる ｡ そ うい っ た意味か らすれば, 歴史的原価, 取替原価, 正味実現
可能価格も,
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すべて, 市場における販売者および購入者間で , 過去から現在まで の期間に合意さ
れた市場価格, すなわち
｢客観価値+ を表 してい たo
しかしながら, 新基準で採用す る資産 ･ 負債の認識 ･ 測定の属性札 必ずしも客
観性のある価格で はなく, むしろ, 会計主体の ｢主観価値+ という, 変動可能性を
伴った基準である ｡ 年金債務 に関しては, 離職率
･ 昇給率等の統計値の 利用, 保険
数理上の仮定の 設定, 割 引率の選択
｡ 決定などの会計方針の決定に際して , 極めて
多様な選択パタ
ー ンが可能で あるo 年金資産に関しても, 会計主体が何をもっ て期
末における公正 な評価額 と とらえるか という点で, 主観が介入する可能性は否定で
きない｡
このような前提 に立て ば, 測定数値として の年金負債および年金費用には, 会計
主体の会計方針に 由来す る変動可能性が本源的に存在する ことになる｡ その 結果 ,
利潤計算によっ て算出される拠出企業の報告利益は, 単に年金受託機関の投資運用
^
o
フォ ー マ ンス に基づく運用 ･ 積立の リスクを反映す るだけでなく, 多様な会計方
針に基づく変動可能性をも反映するために, 極めて弾力的なものとなる｡
ところで, 割 引現在価値の 利用は従来より制度化されて いる フ ァイナンス
･ リ ー
ス会計において も行 われてい るが, なぜ退職給付会計の 場合におい て のみ , 会計数
値の弾力性が問題 にな る の で あろうか ｡ そ の 要因は, 次の ように考えられるだ ろ
う｡
フ ァイナンス ･ リ ー ス会計における割引現在価値計算の利用は, 契約時点におい
て確定した支払総額の うち , リ ー ス役務相当額を除い た金額を貸借対照表に計
上す
ることを目的として行なわれる ｡ そ こでは, 費用配分の対象となる原価の 決定は契
約時点で確定されて い た｡ とこ ろが, 退職給付会計におい ては , 将来にお
い て確定
する退職給付債務 を, 現時点で見積り, 現在の価値 として示すため
に割引現在価値
計算が利用され る ｡
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この違い は, 費用配分 の プロセスを通じて利益算定に影響を及ぼす ことになる ｡
ファイナンスリ
ー ス の 場合 には, 確定したもの を期間配分するのであるから問題は
ないが, 退職給付会計 の 場合 には, 見積りに過ぎない数値を期間配分する ことにな
るのである ｡ つ まり , 割引現在価値計算における割引率等の選択の 問題は酉己分され
る費用の多い少ない に直接的関係をもつ の であるo
日本の新基準における利益計算構造におい ても, 費用配分に先立っ て行われる年
金債務算定に, 割 引現在価値計算が介入する ことによ っ て, 割引率の 選択における
会計主体の判断が , 費用額の 認識 ･ 測定に影響を及ぼす ことは明らか である ｡
2 退職給付会計情報の信頼性
a 分析の視点
これまで に幾度か指摘したように, 弾力的な性質をもつ 退職給付会計の 計算数値
が, 財務報告プロ セ ス を通じて , 分配指標としても業績指標としても機能するため
には, この数値に対する信頼性が付与されて い る必要性が存在して い たo 財務報
告における信頼性 に 関 して は, SFAC2 にお い て示さ れるよう に , 表現 の 忠実性
(repres e ntatio n al faithfulness) , 正 確 性 と 不 確 実 性 (pr e cisio n a nd
un c e rtainty), 偏向の 諸影響 (effe cts of bia s), 十分性 (c omplete n e s s), 検証
可能性 (v a rifiability), 目的適合性との 関係, 保守主義 (co n s e rv atis m), そ し
て重要性 (m ate riality) が検討される こ とが多い ｡
この信頼性付与に 関して は , 日米の両国におい て相違はあるもの の , 利益計算
構
造と同様 に, 経営者 , 会計士およびアクチ ュ アリ
- の 間に 一 定の信頼性付与の責任
配分構造が成立して いた o この信 雛 付与の 責任配分構造を
一 般化 して みる と, 図
表7 - 6の ように表す こ とが出来る o 以下で は , 日米の構造を比較する
ことを通じ
て信頼性がどの よう に付与されるのか を考えて みたい o
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酵7
- 6 一 般的な信頼性付卑の責任配分構造
保険数理計算の 監査
財務数値 の算定
(事前的関与)
アクチ ュ アリ ー
関係 1
退職給付運営 の
コ ンサルテ ィ ン グ
保険数理計算
実務指針
関係3
信頼性付与の 責任配分構造
財務報告書の作成者
経 営 者
財務報告のチ ェ ック
( 事後的関与)
職業監査人
関係2
退職給付の財務報告の監査
会計基準 (チ ェ ッ ク指標)
実務指針
監査基準
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合衆国の 場合, こ の ような財務報告につ い ての 信頼性付与の責任配分構造時, 年
金会計基準の 形成に伴 っ て明確化されて きてい た｡ 合衆国の 年金会計基準形成プロ
セスは, 1974年のERISA以前の , 企業の視点から企業利潤計算を適正化する ことが
主題とされる第1の 局面と, それ以降の , 年金会計を体系的な視点から再構成し,
年金マネジメ ント適正化 のイ ンセンティ ブを企業利潤計算に組込んでいく第2の 局
面とに分けて とらえられる o
第l の局面におい て は, 発 生主義による期間費用計算にアクチ ュ アリ ー 計算が介
入してきたたために, 企業の財務報告を中心とした3者間の責任配分が構築されて
いたのである｡ こ の 責任配分構造は, 会計基準において多様な会計方針が認められ
ていたこともあり, 比較的緩い 関係であっ たととらえられる｡ また, この 時期にお
いては, 年金制度運営 に関する監査に つ い ての 公認会計士 の 意識は極めて低か っ
た｡ それは, ERISA制定に伴っ て年金基金の 財務諸表に公認会計士 の意見添付が義
務づけられてからはじめて , 会計士が年金監査の拠り所として年金基金の会計基準
を必要とした (Scbw a ntz a nd lo r e ntz [1984], p. 34, Sulliv a n, et･ al, [1985],
p.1237) ことか ら明らかであろう｡
これに対 し, 第2 の 局面 における責任配分構造はかなり強固な関係 として とらえ
なければならない ｡ 財務報告プロセ スにおける企業経営者行動に職業専門家が深く
関与する状況が形成されて きたこ とによっ て , 退職給付に関する基金運営と企業経
営との舵取りの 方向性が, 各専門家 (経営者, アクチ ュ アリ
ー
, 公認会計士) の 専
門性に基づ い て決定 されるようになっ てきたの で ある ｡ 特に, 確定給付制度に関し
ては, 年金積立に関 してス トッ ク ･ レベル によるチ ェ ッ クも行なう ことを企業に課
しており, それ を年金制度 を適正 に運営するイ ンセ ンティ ブに利用してい る ｡
合衆国と日本の 退職給付会計とを比べ て み れば, 日本で は新基準の 公表によ っ
て, 上の 第1 の局面 と第2の 局面を同時に迎える形になるために･ 退職給付会計
の
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環境整備がドラス ティ ッ ク に求められる こととなるo こ こに退職給付会計の琴境と
乱 単に各専門家の 年金会計 に対する知識およびスキルを指すので はなく, 相互の
関連性をも含んで い る広い概念で ある ｡ 退職給付会計が1つ の シス テムとして社会
で機能するために は, 会計監査 においてアクチ ュ アリ ー の算出した財務数値を検証
する方法の確立, 経営者がⅡRMおよびALMの 2 つ の マ ネジメントを遂行する上でアク
チュアリ - を外部ある い は内部コ ンサルテ ィ ングとしてどの ように活用するの か等
といっ た, 相互 の 関連 を考える必要があるだろう｡
ただし, この環境 の整備に際して は, 日米間における幾つ かの条件の 違い を念頭
に置く必要がある ｡ まず, 日本 と合衆国とでは会計シス テムを形成する枠組みが異
なっており, そ の ために, 監査 における判断基準の 1 つである ｢ 一 般に認められた
会計原則(GAAP)+ の 守備範囲が異なっ て い る o 合衆国ではSAS69 におい て示されて
いるように, G 姐Pは1つ の広範なヒエ ラル キ ー を形成 してい る｡ 退職給付会計基翠
をはじめとする会計基準はその頂点に位置づけられ 会計士個人の実務上の判断お
よび学者の見解 とい っ た個人的なレベ ルの見解もソフ ト ･ レベル のGAP として見な
されてい る ｡
一 方, 日本におい て は会計基準そ のもの が判断の拠り所となり, 上述の ようなソ
フ ト レベ ルのGAAPtま含 れない o この ような相違は, 公認会計士 の 教育に対する
両国の意識の 差 として顕在化する ｡ 例えば, 会計教育に関する大学そ の 他におけ
る教育プロ グラム の レベ ル , そ の 内容の充実度, 専門的な細分化等, どれをとっ て
ち, 両国の 間には 相違が存在する(Arai [1994], p p･ 45
-71)o もと も と合衆国で
札 実務家 レベル の 教育 を重視する傾向がある ことも, この ような差異を生む要因
の - つ であろう 0
日本におい て は , 公認会計士 の退職給付会計に関す る知識およびス キル向上を積
極的に展開 しな けれ ばな らない . 合衆国と比して日本で は, アクチ ュ アリ
- が独立
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専門職として , コ ンサルティ ング
･ フ ァ ー ム形式で業務を行なうには必ずしも十分
な環境にはない o 例えば, 専門職として の アクチ ュ アリ
ー は日本で は国家資格とは
認定されておらず , アクチ ュ アリ
ー 協会が民間レベル で資格認定試験を行っ てい
るo
このような環境は , 企業経営者が退職給付政策を機動的に立案し , またそれに
沿った会計政策 を展開す るに は不十分とい わざるを得ない ｡ 新基準におい て, 発生
主義による期間年金費用計上 を強制する の であれば, そ の算出プロ セ ス に直接関
わっ てくるアクチ ュ アリ
ー が, 現在よりもコ ンサルティ ングを柔軟に行い得る環境
を早急に整備す る必要がある ｡ この ような退職給付会計の環境整備によっ て , 新基
準に特徴づけられる弾力性ある会計数値の安定化が図られるであろうo
b 経営者とアクチ ュ アリ ー の関係
退職給付の財務報告 に関す る信頼性付与の責任は, まず経営者とアクチ ュ アリ
-
の関係において 配分される . これは, 図表7
- 6の 関係1 によっ て示されてい るo
通常, 経営者は自己 の行 っ た経済活動に関して, 財務報告に誠実に描写する責務を
負っ てい る｡ 退職給付制度の運営活動に つ い ても財務報告が必要となるが, 年金費
用等の退職給付会計の測定値 に関する信頼性の保証は, 経営者自身が本来行わなけ
ればならない もの で ある ｡ 合衆国のSFAS87 では, 各種の年金パ ラメ
ー タ ー が経営者
の最善の 見積りによ る ベ きで ある という基本方針が示されて い るが, この ことは財
務報告に対する経営者自身の 責務を明確に示してい る｡
しかしながら, 退職給付債務の算定をはじめとする退職給付の数理計算には, 経
営者の専門能力を超え る高度の専門性が必要 とされて い るo そ こで ･ この 場合
には
アクチ ュ アリ ー とい う職業専門家 を利用する こ ととなるo つ まり , こ の 関係
におい
て札 一 方 で経営者の財務報告書作成の 信頼性に資するような業務遂行責任が アク
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チュアリ
ー に求められ 他方で アクチ ュ アリ ー を利用する経営者にはその算定数値
を検証する ことによ っ て 信頼性を付与する責任が問われるの である o しかし, 通常
の場合に札 経営者 自身ではアクチ ュ アリ
ー の 業務をチ ェ ックする こ とが困難であ
る｡ それは, アクチ ュ アリ
- の 専門性が経営者自身の 能力を超えて い るからにほか
ならない ｡ ゆえに , こ の 機能は, 責任配分構造の他の関係に委ねざるを得ない の で
ある｡ したがっ て , こ こで はアクチ ュ アリ
ー 自身の責任を検討しようo
信頼性付与におけるアクチ ュ アリ
- の 業務遂行責任につ いて札 業務における倫
理規定その他が重要な役割を果たす こ とになる｡ 特にアクチ ュ アリ
ー 団体などによ
る実務指針は, その 業務を客観的に評価 ･ 統制するの に大変重要な役割を有 して い
るといえる ｡ 例えば , 日本 アクチ ュ アリ - 会の ｢退職給付会計に係る実務基準+
(アクチュ アリ ー 実務基準) で は, 次の ように, アクチ ュ アリ ー の役割, 誠実義
務, 業務責任, 守秘義務の 4 つ の 一 般的事項 (一 般原則) に関して定めて い るo
まず, 退職給付会計 におけるアクチ ュ アリ ー の 役割につ い て 札 ｢ - - 企業又は
公認会計士などからの 依頼に基づき, 自らの アクチ ュ アリ ー 技術 ･ 知識をもっ て ,
退職給付 に係る会計上 の債務 ･費用の評価を行 い , ある い は評価結果の確認を行な
うこと (1.1) + で ある と述べ てい る ｡
次に, 誠実義務に 関して は, ｢ - - 常に公正な立場を堅持し, 評価すべ き体側給
付御度に関する諸規定 に基づい て , 専門家 として求められる高度な水準の 知識を基
礎として十分な 注意 を払い , 退職給付に係 る会計上の 債務
･費用の 評価や評価結果
の確認を行なう (1.2) と規定して い る｡
また, 業務責任に 関して は, ｢ - -
･ 報告書 を作成す る場合には, 専門家と して
負うべ き責任の 範囲を明らか にしな ければならな い o 特 に, 評価を行なうための 情
報や使用す るデ ー タの 信頼性が不足してい たり, 依頼者が提示した前提条件に合理
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性が卿ナる場合など, 本 日的 に即
した適正 な評価が申来ない 虞れがある場合には,
報告書にその 旨を記載し, 所見を付すも
の とす る (1･3)+ と述べ てい るo
最後に守秘義務 に関 して は, ｢
- - 退職給付に係 る会計上の 債務 ･費用の 評価や
評価結果の確認を行なう上で知り得た秘密を, 正 当な理由がなく他に漏らしたり,
他の目的に利用 して はならない (1･4)+ と規定してい るo
｢適正な情報提供+, ｢公正 な立場+の 堅持 , ｢適正 な評価+, ｢正当な理由+ とい
ぅ規定からも明らかなように,
一 般的事項は, 主 として独立の 職業専門家 として の
アクチュ アリ ー の 責任範囲を明らかにする こ とを目的として規定されてい る o 先述
のように, コ ンサルテ ィ ン グ ･ アクチ ュ アリ
- の多い 合衆国とは対照的に, 日本に
ぉいてはアクチ ュ アリ ー が職業専門家 として独立性 を保ちにくい実情を考慮 して規
定されたもの と思われる ｡ こ の規定によっ て, アクチ ュ アリ
ー の独立性が明らかに
なれば, 経営者が財務報告 にその 行動を誠実に描写する こ とが促進される こ とにな
る｡ その意味で , これらの原則は独立性に関する重要な役割を担っ て い る とい える
だろう｡
次に, 具体 的な保険数理 に 関する規定の 検討に移 りたい ｡ 退職給付会計にお
い
て, アクチ ュ アリ ー は退職給付債務と制度資産 の算定を中心とした保険数理計算
に
関わっ て い る｡ 日本の 実務指針で は, 保険数理上 の基礎率, 退職給付債務および年
金資産等の 計算方法, 過去勤務債務および数理上 の 差異に係尋計算方法, 報告等に
ついて規定 して い る ｡
アクチ ュ アリ ー 実務基準では, ｢基礎率は退職給付に係る会計上の 債務
･ 費用の評
価を行なうにあたっ て極めて 重要な要素となる こ とから, そ の設定は合理的に行な
う必要がある (2. 1)+ と述 べ て , 保険数理コ ンサル ティ ン グの 成功の鍵が保険数理
上の基礎率の ｢合理的な設定+ が出来るか 否か にかか っ て い ると考え
て い る｡ この
ような規定がなされて い るの は, 合衆国の よう に基礎率の算定が法的に規定され
て
野ノ
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いないことにも関係があるだ ろう｡ 合衆国の場合には, この基礎率の 算定がE良ISA
§302(c)(3)に最小積立 の視点から規定されて い る ので ある ｡ そ こで は, 制度にお
けるすべての 費用, 債務, 利子率, および他の 基礎率が保険数理上の仮定および方
法によっ て決定される こ とが規定されるが, その促定 と方法は, 制度の経験と合理
的な期待 (re a s o n able expectatio n s) を考慮して全体的に合理的であるものか,
御度のもとで保険数理人の 最善の見積り (actua ry
'
s be st e stim ate) となるもの
でなければならない ｡ こ の ような法的規制が存在して い ない 日本では , 実務 レベ ル
でこれを規定す るほかはなく , したがっ て アクチ ュ アリ ー 実務基準に この ような規
定がなされて い るので ある ｡
アクチュ アリ ー 実務基準で は, 基礎率に関しては , 割引率, 期待運用収益率, 予
定昇給率のうち ベ ー ス ア ッ プに相当するものなど, 経済のイ ンフ レ率や成長率を反
映する経済変数的なもの と, 予定退職率, 予定死亡率, 予定昇給率の うち定期昇給
に相当部分, 予定 一 時金選択率など, 人員集団全体 としての特性を反映する人員統
計的なもの とに分類されて い る (2.1)｡
特に, 割引率 と期待収益率の 問題は, 利益計算に大きな影響を与えるの で検討す
る必要があるだろう｡ まず , 割引率に関して は, 次の ように規定されて い る ｡
｢割 引率の 基礎 とする 『安全性の 高い 長期の債券の 利回り』 の うち ,
『長
期』 とは退職給付 の支払暗まで の平均残存期間を対象にす る o も し･ この
『長期』 に該当する債券が存在 しない 場合, も しくは流通量が少な い場合
には, 妥当性を考慮した上で , それに準ずる期間の 債権の 利回りを基礎と
す る こ とがで きるもの とする ｡ また, 当該期間の 金利水準の 推計値を利用
する こ とも考 えられるが, そ の 場合にはそ の 推計方法等の 妥当性 に十分留
意する必要がある ｡
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また, 『 一 定期間の 債券の 利回り変動を考慮』 して割引率を設定する頃合
には, 特段の 理由がない 限り, 当該債券の おおむね5年以内の実績値の う
ち, そ の 最大値から最小値の範囲内で合理的に定める ことがその水準の 妥
当性を判断す る 一 つ の基準になるもの と考えられるo
これらによれば, 平均残存期間が十分い長 い (概ね20年) 場合に 札 構
成年金制度における最低積立基準額 (上乗せ部分) 算定用の予定利率を使
用する こ とも合理的な選択 になると考えられるo (2･2)+
この文言に規定 されるように , 実務基準では割引率として 最も適切な数値は
｢安
全性の高い長期債券 の利率+ で ある と考 えて い る ｡ これ以外の場合に 札
これに準
じるような理論値を用い るか , 妥当性を考慮した上で簡便法を用い る こ とを指示 し
ている ｡
妥当性につ い て の 具体的な指示がない こ とは, 実務上の配慮がなされて い る と
い
ぅ見方もし得 るが , 実務の方法論が統 一 されて い ない 現状にあっ て は若干 の議論が
生じる可能性が否定で きない ｡ けれども, この 規定の趣旨を理解すれば, 長期金融
市場における長期プライ ム レ - ト等の 指標 をベ ンチマ
- ク として利用す るな どの 対
策を立てれば良い こ とがわか るであろう｡
次に, 期待運用収益率 に関する規定をみ ようo これは次の ように に規定され
て い
る｡
｢期待運用収益率は, 期首の 年金資産 に対 して見込む こ と
の で きるその 年
度の 運用収益率で あり, 時価ベ
ー ス の実質運用収益率 (運用幸醐 等控除後
の 運用収益率)に対応するもの である o したが っ
て , 基本的にはそ の年度の
年金資産の アセ ッ トミ ッ クス や運用方針に基づい て ･ 当該年度
の 期待運用
収益率 を算定す る ことにな る(2･3)+ o
第7章 退職給付会計の日米比較 7 - 3 6
ここで最も重要な こ とは, 期待運用収益率の 算定 に, 経営者の選択した退職給付
政策が関わる こ とを明示 して い る点であるo 年金資産の アセ ッ トミ ックス や運用方
針虹 技資政策の導出プロ セス におい て導かれるものであるo
経営者は, この 導出に先立 っ て, 株主および従業員の利害を考慮してリスク エ リ
タ ー ンを想定するの で ある ｡ この ような点を考慮すれば, 期待収益率の選択が, 経
営者の行動とアクチ ュ ア リ - の 業務遂行の相互関係に強く依存する こ とが, こ の規
定で明示されて い る とい えるだろう｡
ただ, この ような規定が決して経営者の 独善的な期待収益率選択を許すもの でな
いことは次の規定 をみればわかるだろう｡
｢なお, 一 般に は, 短期間の運用収益率を予測する こ とは長期間の 平均的
なもの を予測す る こ とよりも困難である と考えられてい るため , 期待運用
収益率 として は, 合理的な根拠に基づく市場や経済環境の予測等 を基礎に
した長期的なもの を用い る ことがで きるもの とする｡ (2･3)+
すなわち , 期待収益率 に関しても, 市場の動向をベ ンチマ
ー クとした処理が行な
われるベ きで ある とい う条件が付されてい るの である o こ の ように考えれば, 割引
率も期待収益率に関 して も, 多様な実務上 の 問題を考慮して代替処理を幾つ か規定
するもの の , 原則的に市場動向を考慮する必要を定め る こ とによ っ て ベ ンチマ
- ク
を示し, それ を基準 に選択される ベ きである こ とが規定されて いる とい えよう o
実務基準で は, 利益計算に影響を与える基礎率の 問題につ いて , もう
一 つ 重要な
規定を設けて い る ｡ そ れは, 基礎率の 変更 にお ける重要性の 問題で ある o SFAC 2
で, ｢達成可能な正確性 の 程度が下がる につ れて , 重要で はない と考え られる誤差
の額札 大きくな畠で あろう (pa r. 130)+ と述 べ られて い るように, 会計におい て
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は, 正確性との関連で考 えられる問題であるQ この正確性の 問題は不確実性との 関
連で考えられる
[5]か ら, 結局不確実性を正確に見積る こととがどの ように重要性と
関わつ てくるのかを検討する こ とになるo
アクチュ アリ
- 実務基準で は, 次の よう に基礎率変更の 重要性に関する規定を
行っている｡
｢経済変数的な基礎率 につ いて は, イ ンフ レ水準等の 経済環境の 変化に
応じて , 基本的に は見直して いく こ とが必要になるが, そ の変化が軽微で
ある と考えられ る場合 には, 重要性基準 にしたが っ て見直 しを行わ ない こ
とが出来る . 特 に , 割引率 に関して 札 前期末に用い た割引率による退職
給付債務 と比較して , 期末に算定した割引率によるもの が10 %以上変動す
る こ とはない と推定される場合には , そ の 見直しを行わない こ とができる
ことになっ て い る ｡ (2.10)+
この規定 におい て は, 重要性 を判断する場合の基準 となる ｢変化が軽微である場
令+ の例として割引率の 問題だけが取り上 げられてい る｡ これは, 利益計算 へ の 影
響を顧慮したもの で ある と考 えられるだろう｡
しか し, 他の基礎率に 関して も重要性の 判断基準は明確に示される必要があり,
この点では , 当該規定が重要性の 判断を行なうための 1つ の ポリシ
ー を示 してい る
だ捌こ過ぎない とい える の ではないだろうか｡
この ことか ら, 基礎率変更 の重要性を判断す る規定の より具体的な検討は, 会計
基準その もの かあるい は, 公認会計士 による監査基準の どちらか に委ねられる
こ と
【5】 SFAC2 では, 正確性 と不確実性の 問題に つ い て次の ように提述べ て い る o
｢しばしば, 見積 りを行なう時点に幅をもたせれば, 単
一 ( 時点)の 見積
りよ りも信頼 で きる情報を伝達で きる こ とがある(pa r･ 72)+
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が理解し得るだろうo
c 経営者と公認会計士の関係
経営者の作成する財務報告が, 監査制度とい う社会的なプロ セスを経て信頼性を
付与される こ とは, 既に指摘 した通りである ｡ この 際, 経営者の描写をチ ェ ックす
る指標となるの は会計基準で ある . 合衆国の 場合は, SFAS35およびSFAS87が退職給
付の財務報告をチ ェ ッ クする指標である 0 日本の場合に 札 退職給付会計基準が こ
の指標となる｡
合衆国の 公認会計 士 は , 年金制度の 立案か ら実施, 開示 ･ 報告 に至 る まで の
ERISAの規定に経営者が準拠する こ とを確認し, その 証拠を入手しなければならな
い｡ この際, ERISAに準拠して い る旨の 経営者の陳述書を得なければならない ｡
一 方で , 日本で はERISAの ような年金法が存在 しない ために, 公認会計士協会の
｢退職給付会計に関する実務指針+ (会計士実務指針) によっ て こ の ような経営者
の描写がチェ ッ クされる こ とになる ｡
会計士実務指針では, アクチ ュ アリ - 実務指針と同様に, 退職給付債務および年
金資産の計算手法 , 数理計算において用い る予測数値, 過去勤務債務および数理上
の差異に係る計算方法等 が規定されてい る ｡ これらの なかから, 利益計算構造に深
く関わる数理計算におい て 用い る予測数値の規定つ いて検討しよう o
まず, 割引率 に関して は次の ように規定されて い る ｡
｢退職給付債務 の計算 におい て割引率を設定する場合の 『安全性の高 い
長期の 債券』 には長期の 国債, 政府債 の はか に, たとえば複数の 格付機 関
よ りダブル A 格相当以上 を得て い る社債等が含 まれる o なお, こ の 場合の
『長期』 とは , 退職給付の見込支払日まで の 平均期間を原則 とす るが, 莱
務上 は従業員の 平均残存期間に近似 した年数とす る こともで きる o 退職給
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付の見込支払日間で の 平均期間には, 企業年金制度がある場合に は平均年
金支給期間も加味する ｡
また, 注解で は 『 一 定期間の債券の 利回りの変動を考慮して決定する こ
とがで きる』 と して い るが, この 場合の 『 一 定期間』 はおおむね5年以内
をい う ｡ また, 『利回りの 変動を考慮して決定する』 とは, 単に 一 定期間の
平均値を採用す る とい う方法に限らず , 一 定期間の 変動を踏まえた上で ,
期末時点 における退職給付の 見込支払日までの 期間の割引率として適正な
もの を選定する こ とを意味する｡ (実務指針, ll)+
この規定で は, 長期の 債券の 具体例が示されてい る｡ 長期国債, 政府債 をはじめ
として安全性が客観的に確認される こと要件となっ て い る こ とが理解される ｡
一 定期間の解釈 に関 して も, 5年である とい う見解はアクチュ アリ
ー 実務基準 と
一 致して い る ｡ ただ, 利 回りの 変動性の考慮に つ い て 札 適正 なもの で あれば良
く, その判断に は選択の 余地を残してい る ｡
次に, 期待運用収益率 に関す る規定を見よう｡
｢期待運用収益率 とは, 各事業年度において 期首の年金資産額 につ い て期
待 される収益額 の 当該年金資産額に対する比率をい うo 年金資産 札 将来
の 退職給付の 支払い に充て るために積 み立て られて い るもの で あり, 期待
運用収益率は, 保有 して い る年金資産の ボ
ー トフ ォリ オ, 過去 の 運用実
績, 運用方針及び市場の動向を考慮 して算定する o (実務指針, 12)+
この規定 に関 して も, アクチ ュ アリ ー 実務基準 と同様に, 経営者の退職給付政策
の関わりが述べ られて い る ｡ こ こ で も, 期待収益率が, 経営者の選択す るリス ク
= リタ ー ン に連動す る こ とが考慮されてい るの であるo
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結局, 割引率 に関 して も期待収益率に関して も, アクチ ュ アリ ー 実務基準同様
に, 原則的に市場動向からベ ンチマ
ー クを導き, それを基準 に選択される ことが規
定されてい るの で ある o
基礎率の 重要性 の 判定方法に つ い て はどうであろうか ｡ これに つ い て は, 割引
翠, 期待運用収益率等の 分類 ごとに規定されて い る｡
まずは, 割引率の 選択で ある ｡
｢ - - 増帽l率の変動が退職給付債務に重要な影響を及ぼすと判断した場
合には, 退職給付債務の 再計算が必要で ある｡
重要な影響の 有無の 判断に当た っ て は, 前期末に用い た割引率より計算
した退職給付債務 と比較して , 期末の 割引率により算定されて い る退職給
付債務 と比較して , 期末の 割引率により計算した退職給付債務が10 %以上
変動する と推計 される場合に 比 重要な影響を及ぼすもの と して期末の 割
引率を用い て退職給付債務を再計算しなければならない ｡(実務指針, 18)+
この規定に関 して は, アクチ ュ アリ ー 実務指針 と何ら基本的には変わらない とい
えるだろう ｡ 他の 条件 はそ の ま まにして , 期首の割引率を用い て退職給付債務を計
算し直した場合 に10 %の 変動が認められれば, 重要な影響をもつ もの と解釈するの
であるo それで は, アクチ ュ アリ ー 実務指針において例示がなか っ た期待収益率は
どうであろうか ｡
｢当年度の 退職給付費用の 計算に用 い られる期待運用収益率は, 前年度
にお ける運用収益の 実績に基づいて再検討し, 当期損益に重要な影響があ
る と認め られる場合の ほか は見直さない こ とがで きる o (実務指針, 19)+
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ここでは, 重要性 の判断基準として ｢前年度における運用収益の実績+ に基づく
ことが指示されて い る o 今日の 社会におい て , 資産投資運用の 環境は日々変動する
性質を有して い るから, 期待運用収益につ いて も毎期変動するもの ととらえる必要
があるだろう. 前年度の 実績とい う基準によっ て, 一 年ごとに期待運用収益を見直
す可能性が含まれる こ とになり, こ の意味では, 財務報告はより短期的な業績を表
示する傾向にあるもの と とらえられるだろう｡
以上検討したように , 経営者と公認会計士の 間におい て財務報告数値に対する信
頼性の責任を配分する こ とに よっ て , 財務報告書の利用者がその 情報を分配指標と
してもまた投資意思決定の ための 業績指標と して も利用 し得る ようになるの で あ
る｡
d 公認会計士とアクチ ュ アリ ー の関係
合衆国の 場合, 公認会 計士は退職給付制度がERISA に準拠してい るか を確認す る
際に, 経営者 とアクチ ュ アリ ー の 連携関係 に関する資料を入手しなけれ ばならな
い｡ この 場合 ｢他の 専門家の 利用+ とい う問題が生じるが, 合衆国で はSASllで 公
認会計士に よる他の 専門家の 仕事の 利用が規定されて い る ｡ 公認会計士は, 弾力催
ある数値の 検証にかか るアクチ ュ アリ ー の コ ス トを負担 しなければならないが, こ
の検証するアクチ ュ アリ ー を選任する場合 におい ては, そ のクライ ア ント企業に了
解を得なければならない こ とになっ てい る . この詳細特 第5章において 示したの
で割愛するが, 日本の 退職給付会計にはこ の ような関係が明示的には示されて い な
い｡
この場合の 問題点 は, 保険数理上 の基礎率, 退職給付債務及び制度資産の 評価方
法等に関して , 両専門家 の意見が食い違う場合がある場合にはどの ようにす
べ きで
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ぁるかという点である o 例えば, 公認会計士がアクチ ュ アリ
ー の業務を監査する場
合には, そ の アクチ ュ アリ
ー の行っ た算定方法が妥当であるか否かを検討する必要
があるが, この 対策の ために全く異なるアクチ ュ アリ
ー を会計士が用意し, これに
検証させる こ とがある o しか し, こ の場合におい て , クライ アントの保険数理方法
が最も合理的で あ っ て , 会計士が選任したアクチ ュ アリ ー の保険数理法がそれより
一
も劣っ てい る場合であ っ て も, 会計士 は後者の推計値 を信用する ことも考えられる
のである. したが っ て , この ような検証を行なうプロ セス を
一 般的に定める必要が
依然存在して い る とい わなければならない ｡
第3節 小 括
以上によ っ て , 合衆国および日本の 退職給付会計が比較検討されたもの と思われ
る｡ そこで明らかにな っ たの は, 退職給付の ステ ー クホルダ
ー の利害調整機能を担
う退職給付会計が, 計算構造 においてもまた当該情報 へ の信頼性付与責任配分構造
においても異なっ たシス テム として形成されて い る とい うこ とであっ たo
まず, 会計利益計算構造 に関して述 べ れば, 次の ような特徴が見出せ たo 合衆国
においては , 貸借対照表 におけるス トッ ク計算に関わ る退職給付コ ス トの算定と損
益計算書に おけるフ ロ - 計算 に関わる退職給付 コ ス トの算定が, それぞれ異なっ た
基準で行なわれて い た . その ため , 貸借対照表ベ
ー ス の利益と損益計算書べ - スの
利益にそれぞれ相違が生じ, 結果としてそ れらを包括利益の概念を用いて組み合わ
せるとい う計算構造観が とられる ことになっ て い たo しか しながら, この ような計
算構造を理論的な 1 つ の 計算体系と して とらえ る こ とは実際上 は不可能である の
で, しばしば計算構造 に関する混乱 を引き起 こ して い る ことも事実である o 例え
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拷, FAS別ま動態論的なフ
ロ ー の 利益計算を離れた計算体系を模索してい るの ではな
いかと解釈したり, 連携
･ 非連携に関する議論や資産負債観 ･ 収益費用観に関する
議論が生じるこ とはそ の典型例で あろう｡
一 方, 日本の 場合に は, 退職給付費用と退職給付負債の 計上が両建てで行なわれ
るから, 退職給付負債の 評価問題 と利潤計算が 一 元的に関わるもの ととらえる こ t-
が出来る｡ したが っ て , 貸借対照表ベ ー ス の利益概念と損益計算上の 利益概念に関
する基本的なズ レは, 合衆国の 場合とは異なり, 基本的に生じるこ とはない o つ ま■
り, 両者は首尾
一 貫した利潤計算体系を有 して い るもの ととらえる ことが出来る ｡
両国の退職給付会計基準が, この ように異なる利潤計算体系をと っ て い る こ と
は, 既に本章の冒頭で述 べ たように, 会計基準の 設定とい う会計代替案に関する社
会的選択プロ セ ス の相違が深く関わっ て い るとい えよう｡ すなわち, 合衆国の 場合
に札 ステ - クホルダ ー の利害に関する調整が基準設定 レベ ルにおいて行なわれる
ようなオ ー プン ･ システ ムが採用されてい るために, 利益計算構造も この ような利
害調整結果 を示す こ と と なる の で ある . 退職給付会計基準 の 設定 におい て 札
ERISAの 設定に基づい て 変化 したステ ー クホル ダ
ー 間の 利害関係が この 基準設定活
動で調整された こ とは, 既 に第4章で指摘 した通りで ある o とこ ろが日本の 場合に
は, 企業会計審議会に よる基準設定はク ロ - ズドシステムであるために , ス テ
ー ク
ホルダ ー 間の利害調整が退職給付会計基準に反映され難い もの とな っ て い る ｡ それ
ゆえ, 利害調整とい う現状 へ の処方隻よりも, どちらか とい えば理論的な首尾
一 貫
性を指向す る傾向が強 い とみなす ことが出来るの であるo
ところで , 制度資産の公正価値 と制度債務 の割引現在価値 を用い て算定 した公正
価値として の 負債評価が , ダイ レクトに利潤計算 に関わる ことは, 取得原価主義
の
計算体系における資産負債の 評価論理とは異なるように思われる o しか しながら,
第7章 退職給付会計の 日米比較 7 - 4 4
良く考えて みれば,
これまで にも貸倒引当金において行なっ てきたよう に, 将来の
雛金額が合理的に予測 できる こ とで利潤計算に取り入れられて い るにもかかわら
ず, その金額を頻繁に修正するもの も存在して い たはずであるo また, 退職給付の
一 部である退職給与引当金に関しても, その計算が合理的に見積られる ことで利潤
計算がダイ レク トに関わ っ て い た｡ この点を考え合わせれば, 日本の新基準におぃ
て問題となるの は, 計算構造の フ レ
ー ムワ ー クその もの というより, むしろ利益計
算に算入される費用の 計算に用い る各種の/1
o
ラメ 一 夕 - を, 可能な限り合理的で正
確に算定する とい う部分 になるだろう｡ そうい っ た意味におい ては, そ れらの 計算
/l
o
ラメ 一 夕 - を正 しく用い て い るの か をチ ェ ックするための 責任配分構造が重要な
役割を担う ことになる と思われるが, この 信頼性付与責任配分構造に関 して も, 日
米両国では大きく相違して い る こ とも事実であり, この点に関する検討は今後の 退
職給付会計の課題とな っ て い るの である ｡
終章 総括と展望 終 - 1
終章 総括起展望
退職給付会計シス テム構築へ の視点
(研究の総括: 知識として の過去)
退職給付制度は , 経済の 質的な側面に関する制度で あり, その領域は広く学際的
な性質を有 して い る ｡ 本論文では, この ような広範な研究領域の なかか ら, 退職給
付の財務ディ スク ロ ー ジャ ー とい う1つ の社会的なシステム に着目して , 退職給付
会計を研究対象として きた. これまで展開されてきた 一 連の分析によ っ て , 財務報
告シス テムを中心と して 形成される退職給付会計シス テムが, 退職給付制度にどの
ようにかかわり, またどの ような役割を担 っ て い るの かとい う, 冒頭に掲げた課題
が究明された こ とと思われる ｡
こ こで は, 本研究に よ っ て えられたイ ンプリケ - シ ョ ン をもう 1度整理 し, そ こ
から1つ の 結論 を導く こ とを目的として , 本研究の 足跡を振り返る こ ととしたい ｡
これはまた, そ こから得られた結論をもとに, 残された問題を含めて 将来の 展望を
示すことでもある ｡
(退職給付会計の分析枠組み)
事業主と従業員 との 間における労働契約を べ
- ス に成立する退職給付制度は, 過
職給付資金を内部積立す る退職 一 時金制度 と外部積立する企業年金制度によ っ て行
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ゎれている ｡ これ らの 制度はそれぞれ内容を異にして い る ことから, 相互 に共通す
る特徴を見出す こ とは困難に思われがちで あるが, 企業の 退職給付リスク という観
点からは2 つ の 類型が見 出せ る o
1つ は, 企業が負担する退職給付コストが拠出に限定され, 追加拠出負担のリス
クにさらされ る こ と の ない 確定拠出型年金の ような制度の類型である ｡ もう1つ
札 企業が給付に まで 責任を負い , 拠出以降も給付に至るまで の間に, 拠出以外の
退職給付コ ス トが追加される可能性を有する確定給付制度や退職給付
一 時金制度の
類型である ｡
退職給付会計シス テム を理解する上で重要な ことは, この ような類型のも とにお
いて退職給付会計シス テ ム に関わる経済主体が, 個々 にどの ような繋がりをもっ て
いるかを理解す る こ とで ある ｡ たとえば, 年金の 投資運用は信託によ っ て行われる
ことが多いが , そ こ にお ける経済主体の 関係は信託の法理か らすれば, 事業主は設
定者として , 加入者は受益者として , 運用受託機関は受託者としてそれぞれとらえ
得るo この 3者の 関係を規定する重要な概念がフ ィ デ ュ ー シャリ
- 的信認関係で あ
るo 合衆国の 場合 には , ERISA法の もとで , 事業主がフ ィ デ ュ
- シャ リ - 的信認関
係におかれる こ ととな っ て い る ｡
退職給付会計は , こ の ような退職給付の運営活動を企業会計におい て どの よう に
表現するの か とい うこ とを課題とする会計領域で ある o そ こには , 退職給付債務の
測定をどの ように行なう ベ きか , 退職給付制度資産の 評価はどの ように行なうベ き
か, ディ ス ク ロ … ズす べ き情報はどの レベ ル の も の とするの か , 等の幾 つ か の 問題
が存在する ｡ これらの 問題は, 上記の ように理解 される経済主体の 関係が明確にさ
れていなければ解決 される ことがない ｡
退職給付シ ス テ ム の ス テ ー クホル ダ
ー の 利害の 調整 と投資家の投資意思決定情報
の提供の 2 つ の基本 的な目的を達成す るため には, 退職給付の財務ディ ス ク ロ
-
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ジャ ー が1つ の整合的な社会シス テム , すなわち退職給付会計システ ム として形成
される必要が存在 して い る o 財務ディ スク ロ
ー ジャ ー の プロ セ スを観察すれば, こ
のような退職給付会計 シス テム の 形成に とっ て 重要なの は, 退職給付会計基準の 設
定である こ とが判 明す る o こ の 設定活動 によ っ て , 退職給付の財務報告内容, 種
類, 範囲, 記載個所が規定される ことで , そ れが経営者の退職給付活動を描写する
際の与件となり , 上 記 の利害調整 と投資意思決定情報提供の 方向性を決定付ける こ
とになるの である ｡
退職給付会計シス テ ム を形成する に際 して は, 制度の特質, 基金および企業の 双
方の会計利潤計算構造 の 整合性等を考慮す る必要が存在する｡ 確定給付制度 と確定
拠出制度とで は, 企業 の受 ける財務的なイ ンパ クトが異なるためである｡ 確定拠出
制度の場合には, 企業 の掛金が拠出された後に は何らの 負担も負わない が, 確定給
付制度の場合 には, 企業の外部にあるにもかかわらず, 運用の 成否が企業の利潤計
算に関わる追加コ ス トとな っ て影響を及ぼす こ と になる ｡ したがっ て , 制度 と企業
との関係を財務報告 におい て表現する際の 会計 エ ンティ ティ - をどの よう にデザイ
ンするの かが重要な問題 となる｡
退職給付会計シ ス テム で は, 配当可能利益 と投資意思決定情報が提供され それ
をもとにス テ ー クホル ダ ー の 利害が確定さ れる こ ととなるが, 当該情報を安定的に
利用するためには, 会 計情報 の質的側面と して の 信頼性がそ の情報に付与される必
要がある と思われる ｡ 財務ディ スク ロ ー ジャ ー は基本的には経営者の主張で あるの
で, この信頼性 は, 基本的には公認会計士の 法定監査 を経る こ とによっ て はじめて
保証されるか らである ｡ したがっ て , 会計士の 監査済財務ディ スク ロ
ー ジ ャ ー が利
害詞整を決定する基準 となるが, この ような会計士 の保証は, 財務報告書が経営者
によっ て誠実に作成 され, アクチ ュ アリ
ー の 算定数値が正 しく算定され 監査が会
終章 総括と展望 終 - 4
計士によっ て公正妥当な見地から行われる, とい う3 つ の条件がすべ て揃 っ て はじ
めて有効となる o
ところで, こ の ような退職給付会計システ ムの 構造は資本市場と密接 に関わっ て
いる｡ それは, エ
ー ジ ェ ン シ ー 理 論の 分析フ レ ー ム ワ ー クを適用す る こ とによっ
て, 明確にする こ とがで きる ｡ 経営者が作成す る退職給付会計情報 と利害関係者と
の間にエ - ジェ ンシ ー 関係を想定する こ とで , 退職給付の 運営活動とその 写像とし
ての退職給付ディ スク ロ ー ジャ ー との 間に , 利害調整をめぐる 一 種の駆 け引きが表
現されるからで ある ｡ これは, 企業の 経営者による財務報告活動を通 じて , 利害調
整と信頼性付与の 責任配分によ っ て構成される退職給付会計シス テムの もとで展開
される.. それゆえ, 経営者は当該情報によっ て どの ような利害調整が行 われるの か
を予め想定しながら運営活動を行なう こ とが考えられるの である｡
エ ー ジ ェ ン シ ー 理論の 観点か ら, 退職給付 システ ムを整理する と次 の ようにな
る｡ いま, 従業員が, 労働役務に対する報酬の 一 部を賃金として受け取 らず, 経営
者に退職給付の運営を依頼するもの ととらえる ことができるの で あれば, 経営者と
従業員の 間には, 退職給付の運営に関する契約関係が成立する ｡ 企業の経営者は,
従業員と利害を異にする こ とが基本的に佼定されるの で , 従業員効用の 極大化を目
指して退職給付の運営活動を行なう - 方で , 経営者自身の 効用を極大化するような
行動をとる ｡ 従業員, 株主および経営者の 関係におい ては, 退職給付の 運営に関す
る利害調整構造が存在して い るが, その 利害調野ま, 経営者の 制度運営活動によ っ
て決定される｡ こ の 役割が十分 に果たされるためには, 経営者がモ ラル
･ ハ ザ ー ド
等によっ て プリ ンシ^
o
ルの 意図に反す る行動をとらな い こ とが必要で あり, 経営者
行動が公認会計士等 によ っ て モ ニ タリングされなければならない ので ある o
以上 によ っ て , 退職給付会計システ ムの 理念的な構造, すなわち原則論的な部分
のフレ ー ム ワ ー ク に関して は示されたの で あるが, これが実際にどの ような形で社
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会経済に適用されて い る の かとい う点が検討される必要が存在してい る ｡ そ こで ,
本論文におい て は, 上記の 分析枠組みを用い て , 合衆国および日本の 退職給付会計
システム につ い て分析を行 っ た ｡ その 際, まず合衆国の 退職給付会計の 生成と展開
のプロセスを分析 し, その うえで , 両国の 現状分析を行なう こと とした ｡ それは合
衆国における退職給付会計が他国に先駆けて整備されて きたためである ｡
(史的考察)
退職給付会計の 生成当時, すなわち規潮以前 の会計処理に関する論点は, 大きく
分けて, 退職給付 コ ス トを引当金 として負債計上 し, バ ラ ンスシ ー トに退職給付債
務を表示する べ きか否か という点 と, 年金コ ス ト自体をどの ように算定するの か と
いう点であっ た｡
当時は, Sim o.n s[1948] の研究におい て明らかにされて い るように, 税制優遇政
策を端緒として信託制度が普及 しはじめて い た｡ 退職給付制度に関して は, 事業主
側の利益確保を動機と して設置されて い たの で , 給付が保障されず, 従業員効用極
大化に有用な情報が財務報告の基本財務諸表本体で表現されて いなか っ たo それら
の情報は, 補足情報 と して 開示されて い たの である｡ この 点で , 経営者が従業員の
効用のみならず , 株主の効用を犠牲にして まで 自己の利益を追求する こ とも可能で
あっ たために, 従業員 によ る制度 へ の信頼性は相当低か っ た の である ｡
この ような状況に対 し, 合衆国で は徐々 に会 計規制が設けられるようになっ た ｡
年金会計に関す る最初 の会計基準吐 cAP によっ て公表されたARB36 である o この会
計基準は, 5年後にARB43 として再公表されて い る｡ ARB43 において規定 される会計
規定では, 財務報告 におい て 開示される会計情報の作成プロセ ス に, 多様な会計代
替処理および会計ディ スクロ ー ジャ ー が認められ, 利潤計算がル ー ス な計算構造 に
おいて行われて い た｡ たとえば, 過去勤務コ ス トの 計上方法 に関して は, 利益剰余
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金ヘチャ
ー ジする方法 , 全額を当期に償却する方法, 一 定の期間に配分する方法の
3つが会計基準にお い て羅列されて い たに過ぎなか っ た｡
このことから, 本来 , 業績指標および分配可能指標として機能するはずの 算定利
益に 一 定の幅が与えられ, 財務諸表の 比較可能性が保たれて いなかっ たの であるo
株主, 従業員および経営者の 利害調整に対する財務情報として 札 利潤計算面で
ち, また補足情報 と して も有用性は乏しか っ た とい えよう｡
退職給付の 制度資産 の 投資および運用に関する管理の 焦点は, 1940年代 の後半ま
では元本の確保が重視されて い たの で , 確実な保証を背景とする年金保険制度が重
要視されてい た ｡ 信託制度を選択した場合にも, 投資対象となる資産は債券の よう
な元本保証型の 有価証券が中心で あっ た｡
ところが, 1950年代の 前半か ら1960年代 になる と, IRS に よる課税優遇策を背景
として, 投資信託制度が多くの 企業で選択されたために, 企業経営者は, ある意味
では無意識の うち に投資運用活動 へ と乗りだす必要が生じてきた｡ これが転じて ,
徐々にリタ ー ン獲得 の 目的で投資が行われる よう になり, 投資対象 となる資産が,
固定リタ ー ンをもた らすだけの 債券から, 価格変動性 の高い株式等 へ と移行 して
いった｡ 年金管理上 の主題が, 次第に投資収益率 (ROI) に関心が寄せ られて い っ
たのはこの 背景 によ る ｡ たとえば, Gr aha m and Bo w e r[1965] によれば, 客観性,
実用性および比較可能性をもつROIが年金基金運営の パ フ ォ ー マ ンスを評価す るの
に適して い るとい う ｡
このようなROI の重視 は, 次第 に年金コ ス トの算定をク ロ
… ズ ･ ア ッ プする こ と
となっ たが, そ れに よ っ て会計基準も影響を受 ける こ ととなっ た｡ ARB47 におい て
年金コ ス トの算定方法 と しての 保険数理計算がク ロ ー ズ ･ ア ッ プされたの である ｡
そしてその ような算定 を行なう職業専門家 と して の アクチ ュ アリ
ー の 関与がにわか
に意識されるよ うにな っ て きたの である ｡ ただ, ARB47で は, 年金 コ ス ト計算にお
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いて保険数理計算を推奨しつ つ も, 多様な会計代替案を認めて しまっ たために, 前
述のような財務報告 における問題は依然として未決の ままであ っ たo
変化は, 保険数理法による発生主義の もとで の 会計処理を義務化す るAPBO8の公
表によっ て生じたo APBO8は, 法的フ レ
ー ム ワ ー ク において は, 1958年に公表され
た連邦福祉と年金公開法 によっ て , 年金受給者に年金制度の財務情報を提供する こ -
とが企業に義務づけられた こ とに影響を受けて い る｡ この法規制によっ て, 当時,
頻繁に生じてい た不正等 に対処するために, 財務状況に関する報告書を, 毎年度
DOLの長官に提出する こ とが示された｡ 一 方, 会計目的観の変化 に日を転じて みれ
ば, 1966年にASOBATが公表されたこ とを受けて , いわゆる意思決定 - 有用性アブ
ロ - チヘ の転換が起 こ っ たo この 2つ の 事柄か ら, 年金会計が計算構造面で発生主
義ヘ と転換し, 財務報告 プロセ ス ヘ の アクチ ュ アリ ー が全面的に関わる こ とが明ら
かにされたの で ある｡
しかしながら, こ の ような会計基準の規定に反して , 退職給付会計を取り巻く状
況は, ドラスティ ッ クな変化が起 こっ て い た｡ 1つ は, 1960年代半ば以降 に生じて
いた株価の低迷で ある ｡ 資本市場の低迷に伴っ て年金制度資産の市場価値が急速に
低下し, 年金ROIの仮定が現実にそ ぐわなくなっ たので ある ｡ この ようなROIの修正
によっ て , 年金 コ ス トは当初予想されてい た金額よりも増大す る こ とが確実に予想
され, それゆえ, 企業 の期間利益の算定に対する重要な影響を及ぼす可能性が生じ
たのである｡ そ の ような算定数値の変動は, 利害調整に影響をもたらすの で, 財務
報告数値に対 して監査人の 信頼性付与が課題 としてク ロ ー ズ ･ ア ッ プされたo
2つ めの 状況変化 は, スチ エ - ドベ ー カ
ー 社の倒産を契機 として , 受給権保護の
思潮を根底に掲げる包括的退職給付法 として のERISAが設定されたこ とであるo 特
に, この 規定の うちにDOLに対 して監査済みの 財務報告書の提出が義務付けられた
こと札 schw a rtz a nd Lo r e ntz [1984] の 指摘する ように , 当時の職業監査人が財
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務報告に関する監査 の ガイ ドライ ンを何ら持ち合わせて いなか っ たために基金の財
務会計基準の 設定の 必要性を生じさせ , 同時にAPBO 8の基準としての 妥当性に疑問
を投げかけたの で ある o
3つめの 状況変化は , 会計基準設定主体の交代で ある o 新たに設立されたFASB
は, 基金の 会計に関する専門委員会, および事業主の会計に関する専門委員会とい
う2つの年金プロ ジ ェ ク トを1975年に編成したの であるo これらの 専門委員会の活
動は, それぞれSFAS35およびSFAS87 とい う形で実を結んで い るが, この ように退職 ･
給付会計を2元的に とらえるようになるまでの 間には, 財務理論における研究の蓄
積が大きく関わ っ て い る ｡
財務理論にお ける年金フ ァ クタ - と資本市場の 研究につ い て は, 少なく とも2 つ
の源流が存在す る ｡ 効率的資本市場仮説の視点から企業年金積立政策に関する分析
を行っ たSba rpe [1976] と, 資本市場における未積立年金債務の 評価をもとに年金
基金の実質的帰属性を検討 した01dfield[1976] である ｡ これらの研究潮流は, 義
終的には基金の 会計で あるSFAS35 と企業の 退職給付会計に関するSFAS87 とを別 々 に
設定する動きに繋が っ て いく ｡
ところで , これまで の 基準設定 プロ セ ス を振り返 っ て みる と, 大きな転換点が3
っ存在して い た ｡ 第 1の 転換点は, 1957年に公表されたARB47 から, 1966年公表の
APBO8までの 間に起 こ っ て い る . この 転換点で は, 発生主義に よる期間年金費用の
計算が, 完全に保険数理法に基づい て行わ れるようになっ たo 第2 の転換点は, 確
定給付制度の会計基準が企業の会計基準途は別に公表され, 退職給付の財務報告が
2本立て になっ た こ とで ある｡ こ の転換 によっ て , 従業員効用極大化目的の 退職給
付会計がク ロ ー ズ ･ ア ッ プさ れ 利害関係者 として の 従業員の 情報 ニ
ー ズが財務報
告に反映される ようにな っ た｡ 第 3 の転換点は, 企業年金会計の 利潤計算構造 に関
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するものであ る o 年金運営上生じた追加的な年金 コ ス トおよび年金 ベ ネフ ィ ッ ト
を, 利潤計算に反映 したの である o
(合衆国における分析枠組みの検証)
合衆国における退職給付制度には, 主 として確定給付制度と確定拠出制度 とがあ
り, 確定給付制度 におい て は年金制度の財務報告はSFAS35 によっ て , 制度設置企業
の財務報告はSFAS87によ っ て別々 に規制されて い る ｡ これに対し, 確定拠出制度で
はSFAS87の み によ っ て規制されて い る｡ こ の ような会計規制の違い は, 企業の 責任
範囲の相違に基づい て い る ｡
sFAS35はERISAの 影響 を強く受けて い るために , 経営者が従業員の 受給権を保護
するとい う視点から制度運営を行なう こ とを主たる目標とし, 同時に企業の 投資家
および債権者に対す る有用な情報を提供す る こ とも目標として い る｡ 基準設定 プロ
セス検討の 結果 , 実 は, FASBは基準設定 プロ セス の 当初からこの 目的を認識して い
たのではなく , そ の 設定 プロ セス の なかで様々 なス テ - クホルダ ー に対するステ
ー
トメントとして 認識された こと に伴 っ て目的に加えられたこ とが判明した｡
計算構造に目を転 じてみれば, 制度資産は公正価値 によっ て , 制度の 負債で ある
年金債務につ い て も割引現在価値によっ てそ れぞれ評価するもの の , SFAS35は利潤
計算構造として はル ー ス な構造 になっ ており , 年金基金に報告利益の 開示を求めて
いない｡ それは , 現代企業 における資本維持計算の ための利潤計算 とは, 明らか に
性質を異にす るサ ー プラス ･ マ ネジメ ントが年金基金では用い られて い るためで あ
る｡ また, 利害関係者で ある従業員にと っ て最 も重要なの は, 事前に合意 された給
付の確保が行われるか , あるい は給付の ベ
ー ス ･ ア ッ プを行い 得るか を判断するた
めの情報である ｡
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一 方, 拠出企業 の退職給付会計は, 退職給付制度の運営活動そ のもの
,
で はなく ,
そこに関わる拠出企業の 退職給付コ ス トおよびベネフ ィ ッ トを描写する ことが目的
となる. これは, FASBより1985年12月 に発行されたSFAS87に基づいて行われて い
る｡ SFAS87 では, 年金コ ス トは2つ の 方法によっ て算定される ｡ 1つ は, 年金債務
概念から年金コ ス トを求める方法で ある ｡ 期間年金費用の算定札 この方法によ っ
ている｡ いま1 つ は, 年金資産を公正価値で , 年金債務を割引現在価値でそれぞれ
評価し, そ の差額をコ ス ト ･ ベ ネフ ィ ッ トとして 計上する方法である ｡ この 方紘
は, 年金負債の 計上 に用い られて い る ｡
ところで, SFAS87の 会計処理をめぐっ て は , 未だに合衆国の内外で議論が存在す
る｡ たとえば, 年金コ ス トを算定する基礎となる年金債務概念の うち, ABO とPBOの
うちどちらが適切で あるかとい う問題がある｡
｢ABO無用論+ によれば, ABO とい う概念によっ て年金リスクは不当に評価される
ことになる｡ それに よ っ て , 2 つ の 問題点が生じて い る｡ 1つ は, ABO に依存する
ことで, 経営者が行なう年金資産の 運営におけるアセッ ト ミ ッ クス ･ポリシ ー が,
長期債偏重の もの にな っ て しまう恐れがある . いま1つ は, ABOが年金債務を過小
評価させて しまう可能性を有 して い る こ とである｡
ABOが批判され る 一 方で , PBOは将来の給与水準 とい う予測値をも とに算出す る数
値である こ とから, 確実性 とい う点ではABO より劣 っ て い る という本質的な問題点
を指摘す る意見も存在する ｡ ABOはOBRA87 における最低積立の 定義 に合致 して い る
ことから, ABOを投資政策の 尺度となり得る経済的な実態で あると し, PBOは事業主
が保障する給付の 適切な尺度ではない ため に, 年金投資政策の 適切な目標とはなら
ないという こ とを考 えるの で ある ｡
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このよう に, 合衆国における退職給付会計シス テムで は, 企業経営者が退職給付
の運営活動を財務報告す る際に, 代替的会計処理を広く認めて い る ｡ 企業経営者は
そのなかの 1つ の 方法を会計方針 として選択し, 退職給付の財務報告を行なうこ と
になるの で, どの 代替処理を選択する の かによっ て , 会計利益情報およびキ ャ ッ
シュ ･ フロ
ー 予測に有用な情報が異なる こ とになる｡
このような退職給付会計システ ムが形成されてきた背景には, 合衆国の企業シス
テムが深く関わ っ て い る｡ ｢株主主権+ を特徴 とす る合衆国の企業シス テムで は,
合衆国の商事法 における会社機構にも明確に示されて い るよう に, ス テ ー クホル
ダ ー としての 株主が他の 利害関係者よりも強い権利を有 してい る｡ それゆえ, 退職
給付の形成プロ セ ス にみ られるように, 従業員の受給権が劣位におかれるような構
造が基本的に形成されて い たの である｡ この 退職給付をめぐる経営者, 従業員およ
び株主の 利害トライア ングル の ア ン ･ バ ランスを補正するためにERISAほ市IJ定され
た｡ ERISAでは, 経営者に フ ィ デ ュ ー シャリ - と しての 強い権 限を与えそ れに見合
う重い責任を課 して い るの で , 経営者は退職給付の運営活動に対する自由裁量 をも
つ ことができるの で ある ｡ これが, 退職給付の財務報告におい て この ような経営者
の自由裁量を妨 げない ような代替処理が広く規定される要因で ある ｡
(日本における分析枠組みの検証)
これに対 し, 日本の 退職給付システ ムは, 制度の 複雑性 と日本的経営と表現され
る日本企業に特有な雇用慣行によ っ て , 諸外国の シス テム, 特に合衆国および英国
とは異なっ た特徴を有 して い る ｡ 日本の退職給付は, 伝統的に, 企業の 内部 ヘ と退
職給付資金を積立て る方式 ( 内部積立方式) によ っ て , 退職 一 時金として行われて
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いたのである ｡ それゆえ, 外部積立方式 によ っ て退職給付資金を積立て る企業年金
は後発的に形成されて きたo
退職給与引当金に よ る会計処理の特徴は, 退職給与引当金として従業員に対する
企業の労働債務を負債計上し, 退職給付資金を稼働資本と分離しない ことである｡
このような会計処理の メリ ッ トは2 つ 存在する ｡ 1つ は, これによっ て従業員が ビ
ジネス ･ リスク の 負担者となるために, ステ ー クホルダ ー としての従業員の権利が
強大化する こ とで ある ｡ もう1 つ は, 退職給付資金を企業経営の もう1 つ の 資本と
して活用する こ とがで きるの である｡ 企業が利益極大化の 目的のもとに行動するこ
とによっ て , 従業員の 利益も追求される こ とになる｡
日本の企業にお いて は, 合衆国の場合 とは異なり, 従業員サイ ドか らの ｢生え抜
普+ の経営者が ヒエ ラルキ - の 頂点に位置するので , 経営者は従業員の利益を優先
する傾向を有す る こ とになる ｡ 利害調整構造において は本質的に従業員の利益が重
視される こ とから, 退職 一 時金制度を通じて , 相対的には従業員効用極大化の ため
の退職給付運用が経営者 によ っ て行なわれて きたの である｡
この会計処理は従業員 と企業の 結びつ きを強め, ｢従業員主権+ の 企業シ ステム
の中核を担 っ て い た｡ 退職 一 時金によ る会計処理と会社主義とが結びつ く この よう
なメカ ニズム は , 高い 生産性 を実現するための 日本企業の要件 として は , 極めて合
理的でかつ 効率的なシス テム であっ た｡
しかし, 近年 こ の ような効率的な退職給付システム に関して , 水面下で重要な変
化が起こ っ た｡ 退職給付資金が企業の経営資本か ら切り離され ｢外部拠出による
退職給付資金積立+ によ っ て行われる企業年金制度 へ と次第に移行 したにもかかわ
らず, その 財務的意味合い がス テ - クホル ダ
- に開示されなか っ たか らであるo
企業年金制度 には, 税法 (法人税法) 適格年金および厚生年金基金 という2つ の
異なる系統がそ の 管轄省庁の相違か ら存在 して い る ｡ この いわゆる縦割り行政に
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よつて, それぞれが独立にかつ相互互換性を欠いて規制される ことによ っ て , 退職
給付システム自体が複雑化し, 結果として, 年金基金が合衆国および英国に見られ
るような機関投資家と して の機能を十分に発揮しにくい環境が形成されてきた｡
日本企業は, こ の シ フ トによっ て , 意識するか否か に関わらず, 経営の バ ッ ク ･
ボ ー ンを崩しかねない 重要な転換に迫られた｡ 外部積立 へ の 切り替えによっ て , 温
減給付資金が企業の経営資本から切り離されたために, 企業の 経営資本が減少した
のであるo 同時に , ステ ー クホルダ ー として の 従業員の役割に変化がもたらされた
1
ことで, 従業員が企業経営に対 して積極的に関わっ てく るイ ンセ ンテ ィ ブが失われ
つつあっ たので ある ｡
退職給付会計は, 当初, 有効な処方纂を提示し得なかっ たc 退職給与引当金会計
から企業年金会計 へ の シフ トに伴っ て , 退職給与引当金の取崩 しはどうするの か ,
過去勤務費用はどう償却する のか , そ して , 内部積立にせよ外部積立にせよ, 給付
資金の積立が適切に行われるの かとい う3つ の 問題 に関しては依然と して未決の 状
態が続いてい た｡ 分配可能利益計算, 投資意思決定情報の提供とい っ た財務会計の
目的を, 十分に達成で きない状態にあっ たの である ｡ この ようなシステムが, バ ブ
ル経済崩壊以後 に顕在化した構造不況や, グロ ー バル化の動きに対 し無力で あっ た
ことはいうまで もない だろう｡
このような状況 に対し, 日本版ビ ッ グ ･ バ ンは2 つ の 退職給付会計基準による規
制を生み出した｡ 第 1 に, 厚生年金基金に対して財政運営基準が定め られ, 第2
に, 企業会計審議会よ り公表された ｢退職給付に係る会計基準+ が企業の 退職給付
会計の基準 として 公表されたの である ｡ 日本版 ビッ グ り†ンの 名が示す通り, 好む
と好まざる とに関わらず, 時代は確実にマ ー ケッ ト ベ ー スによる ｢資産投資運
用+ を指向して い た ｡ そ して , この ような動きに大きく関わ っ て い る退職給付制度
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の会計体系を整備す る ことが, 日本企業の 競争力を強化する上 で大変重要な課題と
如 ていたので ある o
財政運営基準 に関して は, 資産および負債を限りなく時価 に近い 公正価値によっ
て評価されるこ とになる｡ 年金基金の運営は, 本来サ
- プラス ･ マネジメントを背
景にしたALM によ っ て行われるべ きであるが, この 時価
- 発生基準ベ ー ス の利潤計
算によっ て, これまで行われて きたような原価 - 実現主義の弊害は除かれる こ とと
なり, 基金はマ ー ケ ッ ト ｡ ベ ー スの 運営活動が可能となるの であるo
一 方, 企業の 退職給付会計に対する退職給付会計基準では , この ように従来別々
の会計額域で あ っ た退職 一 時金および企業年金に関する会計額域を, 企業の 労働債
務に関する会計分野 として統
一 的に とらえて い る｡ 退職給付債務は, 割引現在価値
によっ てPBOを求める こ とで統 一 されてい る o その うえで , 退職
一 時金は従来の よ
うな引当金処理 と内部積立を行い , 企業年金は, 追加的退職給付コ スト, すなわち
年金負債の 計上 を行なうの である｡
この ような2つ の 会計基準によ っ て , 基金の会計と企業の退職給付会計が統合的
な視点から分離された o すなわち, 基金の会計におい て は, サ
ー プラス ･ マ ネジメ
ントを背景とす るALMがマ ー ケッ ト ･ ベ ー ス の 資産 ･ 負債評価 によ っ て行われ, 企
業サイ ドの年金会計で は, 年金マ ネジメ ントそ のもの を財務報告するの で はなく ,
人的資漁 マ ネジメ ントにおける年金コ ストおよび年金ベ ネフ ィ ッ トとして , 企業が
事前的 ･ 事後的に受ける影響が利潤計算に表現されたの であるo
この退職給付会計システ ムは, 合衆国の 場合と同様 に, 代替的会計処理を広く認
めてい る点に特徴を見 出せ るが, これによ っ て年金マ ネジメ ントおよび人的資源 マ
ネジメントをバ ラ ンス 良く配分 し, 財務報告において両者の 利潤計算を適切 に行い
得るようにする専門的経営能力が経営者に求められる こ とになるo また, 従来の会
計基準設定におい て用 い られて い た, 客観価値と して の 資産
･ 負債評価 とは, 明ら
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かに異なる主観価値が計算構造 に関与する ことで , 財務会計数値に変動可能性が内
在され したが っ て 当該変動可能性をどの よう七安定情報としてディ スク ロ
ー ズす
るかが大きな焦点 とな っ て い るo
日本の退職給付会計システムで は, こ の ような財務ディ スクロ ー ジャ ー の 数値 へ
信頼性を付与す る ための 責任配分構造も形成されて い た｡ 退職給付会計基準の公表
を受けて実務基準を公表した公認会計士 とアクチュ アリ ー は, 専門家同士 の相互関
係を考えながらその 実務基準を形成 して い たの である｡
(退職給付会計シ ステム の日栄比較)
結局の と ころ , 日本 におい ても合衆国においても, 表面的には似通 っ た退職給付
会計システムが形成されて い た｡ ただ, その 両者の間には次の ような違いが存在し
ていた｡ 合衆国 の退職給付会計システムは, ｢株主主権+ からERISA による従業員の
受給権保護ヘ の 動きの 中で形成されて い るの に対し, 日本の 場合には, ｢従業員主
権+ から日本版 ビッ グ ･ バ ンによっ て株主重視型経営 ヘ の 転換が求められて い る と
いう違い が存在 して い た. この ような利害調整の フ レ ー ム ワ ー クの 違い は, 経営者
の運営活動とそ れを描写す る際の会計方針の選択に対するフ レ
ー ム ワ ー クの違い を
導いていたo 合衆国の 場合には強い フィ デュ ー シャリ 一 概念が経営者に規定されて
いたが, 日本の 場合に はそれが諌されて い ない のである｡ それゆえ, 財務ディ ス ク
ロ ー ジャ ー 数値が信頼性を付与するための 経営者責任か依然として暖味な状態にあ
るといえるの で ある ｡
また, 退職給付会計基準は, 合衆国とは幾 つ かの 点で会計処理が異な っ て い る こ
とが指摘で きる｡ た とえば, 退職給付コ ス トの 1 つ で ある, 過去勤務コ ス ト, 保険
数理差異等は基本的に遅延認識によっ て 計上 されるの で , 財務諸表本体で認識され
た当期において 開示 される合衆国の場合 に比べ て , ディ スクロ
ー ズされる退職給付
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費用および負債が少なくなる可能性を否定できない o これは, 評価基準として従来
の基準とは異なる公正価値 , 割引現在価値が導入されると, 日本で伝統的に採られ
てきた利潤計算体系で ある取得原価主義会計に変容がもたらされる ことになるため
であると考えられる ｡ こ の ような会計処理の妥当性に つ い ては, 国際会計基準との
関係からも議論 になるもの と思われる o 理論的なフ レ ー ムワ - クに関する十分な顔
討がなされなけれ ば, 真の 意味で の 国際会計は成立しなVlからである .
この意味で , 退職給付会計システム のさらなる整備は現代会計として の会計71
レ - ムワ ー クの基礎 にも作用する重要な課題であるo
(展望:知恵としての 現実およぴ未来)
本論文におい て これまで展開して きた分析は, い わば過去の経験か ら得た1 つ の
仮説の検証で ある ｡ そ の 分析対象は, 当然ながら過去の 経験から築かれた様々 な事
実であり, また理論で あっ た｡ そして , この ような俊説検証は, 上述 したように1
っの体系として結実したの である｡ これを退職給付会計論という名称で いう こ とが
許されるの であれば, 本論文で展開した退職給付会計論が, 真 に学問的な価値をも
つためには , そ こに , 現在 , そ して今後に起 こる ことが予想される様々 な問題に対
して有効な処方を提示す るための知恵として の機能がなくて はならない だろうo
策2章の 図表 2 - 1 において , 本論文における退職給付会計シ ステム の仮説を図
示したことを思い 出して ほ しい ｡ 本論文で展開された研究を踏まえ, この 図表2
-
1を集成したも のが図表終 - 1 である｡ 図表終
- 1 で札 A およびBの 2 つ の トラ
イアングル関係が描か れて い る｡ トライア ングル Aは, 経営者, 株主および従業員
の利害調整構造 である ｡
この利害調整構造を構成する第1 の契約関係は, 従来の 企業経営に関す るス チ ュ
ワ ー ドシ ッ プの フ レ - ム によ っ て とらえる こ とがで き る, 株主効用極大化の視点か
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らの退職給付の運営 の権利委譲 関係であるo 第2の 契約関係は, 従業員効用極大化
のためのフィデ ュ
- シ ャリ - 的信認関係として の権利委譲関係であるo 利害の不 一
致の倣定の もとで自己 の効用を極大化するためにも行動する企業経営者は, 2重の
エ ー ジェ ントと して , 退職給付の運営活動を行なう ことになる o こ こに, 経営者の
退職給付の運営を巡 っ て利害の 対立が生じるo 従業員, 株主および経営者はそ れぞ
れ自己の効用の極大化を望むからで ある ｡
国表終 - 1 退職給付システムの構築へ の視点
財務数値の 算定 (事前的関与) 財務数値 の信頼性の保証 ( 事後的関与)
実務揖針 実務指針
アクチ ュ アリ ー 職業専門家閤の連携関係 公簿会計
士
( トライア ングル B)
財務報告の
信頼性付与
保険数理の契約 関係
退職給付会計基
基準設定主体の
会計目的観
利潤計算構造観
→
の作成指針
(契約関係1)
ス チ ュ ワ ー ド
シ ッ プ関係
株主効用の 極大化
のための ㈲度運用
責任配分
経営者
2重エ ー ジェ ン ト
財務報告書の 作成者
財務報告
を通じての
利害調整
( トライア ン グルA)
財務報告監査の契約関係
年金政策
リス ク= リタ ー ンの決定
経済的なインパ クト
(契約関係2)
フ ィデ ュ
ー シ ャリ 一 関係
従業員効用極大化
のための㈲度運用
利寮対立の関係
株主
IIRM のプリン シパ ル
財務報告の利用者
従業員
退職給付運営契約
の プリン シパル
財務報告 の利用者
における
退職給付資金の 投資動向
( アクティ ブor/てッ シプ)
a 確定給付制度
機関投資家 (年金基金)
の 投資動向
b 内部積立型退職金制度
企業の投資軌向
c 確定拠出御慶
従業員の 投資動向
退職給付の財務報告は, 上記の退職給付利害トライ アングル 関係の利害調整をす
る役割を有 して い る｡ 後述の ように, 財務報告に表現される経営者の行動の 描写
札 現代における財務報告システムの もとでは, 信頼性ある財務情報 として利用に
値するためで ある｡
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経営者の年金政策策定 におい て , 財務報告システムを通じて の利害トライア ング
ルの調整は重要な役割をも っ て い る o 特に , 給付政策, 積立政策および投資政策の
交点として のリス ク
エ リタ ー ンの決定において , 財務報告に表現される年金債務概
念は重要である ｡ 経営者は, 利害 トライア ングルにおける利害調整を念頭においた
財務報告を行なうの であるから, おのずと財務報告に表現された年金債務を目標に
してリスク - リタ ー ンを設定するからである｡
この退職給付債務概念 には, 日米間で若干相違が見られて い る ｡ 合衆国の場合に
は, 拠出企業の 場合 にはABOおよびPBO という2 つ が債務概念 として採用され, 制度
の運営におい て はABOが採用されて い る o 投資目標 として の 機能 をするの は, 最小
積立をストッ ク面か らチ ェ ッ クす る際に用い られるABOで ある｡ つ まり合衆国の 場
合には, ABOが投資 目標として機能し , それに基づいてリス ク エ リタ ー ンが決定さ
れるのである｡
これに対し日本の 場合に は, 日本版ビ ッ グ ･ バ ンの文脈におい て退職給付会計基
準が設定され, PBOが債務概念 として採用さ れたの で ある｡ それゆえ, 投資目標 と
してPBOが機能す る こ とが本質的には要求 されて い るの で ある o ただ, 問題は この
pBOの採用がそれ まで の 退職給付会計実務で 採用されて い た期末要支給額基準や,
責任準備金概念 とは大きく異な る こ_とか ら, 実務上の影響を考慮して 過去勤務債務
を阿附バ ラ ンス にするような会計処理が とられて い た｡ したが っ て , 実際に投資目
標となるの はPBO よりも過小 となる可野性が否定できない o
むろん, 退職給付債務の 相違の 要因は, この ような保険数理法の 相違だけで はな
く, 割引率の 選択 , 期待運用収益率, 昇給 率そ の 他の 基礎率の 違 い によ っ て も異
なっ た数値 となる ｡ そ れゆえ, アクチ ュ アリ
ー は選択した様々 な基礎率がこ の算定
数値に影響をもつ こ とを考慮 しながらそ の債務算定を行わなければならない ｡ 割引
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率の場合には,
一 般に は安 全性 の 高い 長期債券の 利率を用 い る こ とが求められる
が, これは日本でも合衆国でも同様で ある o
このようなリス ク エ リタ
ー ンに したが っ て投資政策が決定され, それが運用受託
機関の選択をはじめとする アセ ッ ト
･ ア ロ ケ ー ショ ン (投資資産割当) の方向を決
定する｡ アセ ッ トア ロ ケ
ー シ ョ ンに際して は, 運用受託機関の選択が行なわれる
が, これにはリス ク選好的な投資スタイルをもつ アクティ ブ型の運用受託機関と,
市場のインデ ッ クス に従っ て安定的な投資活動を行なう/1
o
ッ シブ型の運用受託機関
が存在して い る . 経営者は投資政策の 基本 として , 自己の選択したリスク エ リタ ー
ンに最も達成す る ようにをこれらの 受託機関を用い て アセ ッ ト ･ ア ロ ケ ー シ ョ ンを
行なうのである ｡ この ように考える と, 先ほどの ような退職給付債務の 保険数理計
算の相違に基づく投資目標 の違い は, 資本市場の 株価形成等の動向にまで影響する
ことがわかるだろう｡
この 際, 図表終 - 1 に示 したように, 退職給付制度の 種類 によ っ て , 経営者の 退
職給付運営活動が資本市場に対して影響をもつ 度合い が異なる o 確定給付制度の 場
合には, 図表中の aの ように機関投資家 として の投資動向に影響を与える こ とにな
る｡ この a を通 じて与えられるイ ンパクトは, 資本市場における株価形成を左右す
るの みならず, 株式投資などの 場合 には, 議決権の 行使等を通じて , いわゆる企業
支配 (c o rpo r ate go v er nan c e) の 動向の鍵 を握っ て い る ｡
仮に, 財務報告 におい て規定されて い る年金債務概念が経営者にハイ
･ リス ク
= ハイ ･ リタ ー ンを強い るもの であっ た場合には, 経営者は, アクティ ブ型の運用
スタイルを行なう運用受託機関により多くの 運用受託を行なう こ とになるために,
退職給付マ ネ ー は, 資本市場の 株価を大きく動かす存在となる ｡ 反対に, 年金債務
概念がロ ー ･ リスク エ ロ - ･ リタ ー ンを強い る場合には, パ ッ シ ブ型の運用受託機
関により多くめ資金が流れる ことから, 市場の 平均株価が揺さぶ られるリスクが極
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めて低くなるo 次に , 内部積立型の 退職金の 場合にほ, bのように投資信革などを
利用する場合も含めて , 企業自身が投資主体 として 関与してくる ことになる｡ それ
ゆえ, bを通じて のイ ン^
o
クトは, 機関投資家の 資金 とは別の意味で の投資主体と
しての行動原理の鍵を握 る こ とになる ｡
確定拠出制度の場合に は, 上記の 2 つ と異なっ た観点からの理解が必要である ｡
確定拠出制度の 場合 , 図中の契約関係2 における権利委譲が少なく, フ ィ デュ ー
シャリ - として の 経営者 の役割 は, 運用受託機関の 選別までで あり, 実際の資金投
資運用を担うの は, 従業員自身で ある こ とになるo したがっ て , 図表終 - 1 におけ
るc の動きを通じて , 資本市場に従業員の 投資活動として のイ ンパクトを有す るよ
うになるので ある ｡ 合衆国における401 (k) などの 確定拠出制度は, この ような動
向として理解され る｡
以上の こ とから, 利害調整を担う退職給付の財務報告は, 資本市場における退職
備付資金の 動向を左右する フ ァクタ - である こ とが明らか になっ た. 逆にい えば,
退職給付の 会計基準がどの よう に設定されて い るか によ っ て, 基準の 適用を受ける
企業および退職給付制度の 運営活動は変化するの である ｡
ここ で , 利害調整構造を 一 層理解するために, 資産投資活動の 失敗を顛末報告す
る場合を想定 して み よう｡ 退職給付会計の もとで は, 資産運用の失敗によ っ て積立
不足が生 じた場合に は退職給付債務が貸借対照表に計上されるこ ととなる｡ これ
は, 将来の キャ ッ シ ュ ･ アウトフ ロ ー を意味する情報 であるか ら, これが多額 にの
ぼる場合には, 本質的には投資家および株主にと っ て好ましい情報 とは い えないで
あろう｡ 場合によっ て は, 株主はこの ような制度の 運営を改善 しようと, よりロ
ー ･ リスク - ロ ー ･ リタ ー ンな投資を求め る こ ともあるだろう｡ また, 株主が この
ような退職給付負債が過剰な人件費によ っ て生 じて い る と考えた場合 , 従業員を減
終章 総括と展望 終 - 2 1
らすなどの方策を経営者 に要求する こ とや, 給付水準を切下げて退職給付債務を減
らすことにより , こ の ような負債を計上しない ように要求する ことも考えられる ｡
一 方, 従業員に と っ て は, この ような積立不足は給付に対する企業の努力不足を
明らかにするもの で あるから, 企業に これを填補する ことを求める ことが考えられ
る｡ これには, ハ イ ･ リスク - ハイ
･ リタ ー ンの投資によ っ て積立不足を解消する
という方法や, 企業に更なる拠 出を求める方法などが考えられ るが, いずれの場合
でも, 株主の 利害に触れる問題 となる｡
またこの 積立不足 に関連して , 日本の新基準の 場合 には過去勤務債務がオフ ･ バ
ランス項目とな っ て い るが, これで は将来の キャ ッ シ ュ
･ アウトフ ロ ー が過少評価
されるばかりか, 報告利益の算定も悉意的となる可能性は否定できない ｡ 極端な場
合には, 過剰な配当によ っ て留保されるべ き資金も分配されて しまうおそれもある
だろう｡ こ の ような点からすれば, 報告利益が分配指標および業績指標 となるため
には, この過去勤務債務に関する規定の見直しが必要である ことになるo
結局の とこ ろ, 株主 と従業員は互 い の利害を犠牲にする ことで自己の利益を増大
させなければならない から, 基本的な利害対立が生 じる とい えるだろう｡ この よう
な利害調整を行なうの は, 結局は, 退職給付制度の運営に関する投資政策を決定す
る経営者に他ならな い ｡ そ して この 経営者が決定 したリス ク
エ リタ ー ンが投資運用
宿
動に反映されるの で ある｡
この ような利害調整構造を前提とするの であれば, その 制度運営活動および企業
の運営活動の 関わり を顛末報告を行なう場合に, 先ほど述べ たような退職給付債務
概念に関する差が存在す る ことには問題がある とい えるであろうo さらに, より広
い視点に立て ば, 財務報告上用い られる利潤計算体系を再検討する必要さえも存在
してい るだろう｡ この 利潤計算体系の 整備状況い かん によっ て ･ 分配指標および業
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締標としての 報告利益が相違す るこ とになるからであり, これによ っ て利害調撃
も影響を受けるためで あるo
ところで , 財務串良割青報を利害調整に利用 し得るために臥 そ の財務数値に対す
る信揮性の付与が与件として必要で ある o こ の信頼性付与の責任配分 札 トライア
ングルB として 図表終
- 1 に表現されて い る o 退職給付の財務報告に関して いえ
ば, アクチ ュ アリ
ー はい わば事前関与をし, 公認会計士は事後関与をして い るo
この責任配分構造が機能す るためには, ①企業経営者が経営責任を遂行する こ
と, ②アクチ ュ アリ - がコ ンサルタント等 として保険数理計算 に関する業務そ の他
を遂行する こ と, ③公認会計士が, 退職給付会計の監査を行なう こ とで , ①および
②が誠実に表現されて い る ことを保証する こ と, とい う3 つ が行なわれて
い る こ と
が必要である｡
日本の場合, 第7章で検討 したように, アクチュ アリ
ー の実務基準と会計士実務
指針の 2つ が公表される こ とによっ て, ②および③が行なわれて い た｡ これらの実
務指針ほ①の 経営者行動をチ ェ ッ クする指標となる退職給付会計基準を補完する役
割を担い , 特に , 割引率, 投資期待運用収益率, 等の基礎的な保険数理
上の仮定を
経営者が選択す る際に有用な役割を果たして い た｡
しかし, こ こ にも問題が存在 して い たo そ れは, 合衆国の場合 とは異な り,
アク
チュ アリ ー および会計士 の 専門家同士 の 明示的な連携関係が形成されて
いなか っ た
ことである ｡ 本論文では, 公認会計士 に関して は, 人材育成プ
ロ セス を充実させ ,
年金会計実務を安定的に行い 得る環境を整備すべ きで あり, また, 同時に計算構造
に直接的に関わ っ てく るアクチ ュ アリ
ー につ い ても, 独立したコ ンサ ルティ ングが
営める ような環境作りを目指す必要がある こ とを提言 したo そ
の うえで , これらの
職業専門家同士 の 連携関係を改めて検討し, 意見交換が可能な状況を構築
するべ き
である と考えられるだろう｡
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本論文の序章にお い て , 労働イ ンセ ンティ ブが日本的経営の中核を担っ てきたこ
とを指摘したo しばしば, 日本の企業は従業員主権(伊丹[1989], 58
- 64貢)という
言葉で表される ように , 会社主義の もとで従業員よりの 経営スタイル をとっ てき
た｡ 株主と従業員 の うち , どちらかとい えば従業員の効用を極大化する こ とを重視
してきたとい えよう｡
しかしながら, 新基準の 背景にある思考は, それが拠出企業に対する会計基準で
あることか らも, また当該基準が合衆国における基準形成に少なからぬ影響 を受け
ているこ とか らも, 株主の利害を重視するもの である ｡ この点をふ まえれば, 退職
給付会計基準が情報開示の機能のみならず利益分配機能を十分果たし得るために
札 慎重な退職給付会計 システ ムが形成さなければならない ｡ また, 金融ビッ グ
･
バンによ っ て開放された投資信託の レベ ルがどれだけ向上するか等 とい うこ とも,
新基準適用の財務報告を適正 に行なうためには必要不可欠な要素で あるo たとえ,
経営者, 各職業専門家の スキルが高くとも, 実際に年金基金が機関投資家として行
動するための 運用市場は, 当該運用受託者の 手腕とマ - ケッ トの成熟度にか か っ て
いるからである ｡ 退職給付シ ス テム に関する全体的な見直しが求め られる現代経済
社会におい て , 退職給付会計はその 資金的な側面を担うシステム と して , 今後
一 層
の充実化が図られる べ きである｡ そ して , そ の 方向性において最も重要な点は, 企
業会計の 利害調整機能の 視点にたちかえっ て 利益概念 に関する再検討をはか る こと
である｡
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